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第１章　女性アスリート戦略的強化支援方策レポートの目的・概要・方法

１．レポートの目的

　女性アスリート支援に関し、スポーツ基本計画の第３章「今後５年間に総合的かつ計画的に取り組
むべき施策」の中で「国内外の女性スポーツに関する情報の収集、データベース化を行うとともに、女
性特有の課題解決に向けた調査研究を行うなどの取組を推進し、支援の充実に努める（４⑴③）」と謳
われた。また、「国、日本スポーツ振興センター、中央競技団体、JOC及び日体協等は、女性アスリー
ト支援の観点からも、女性のスポーツ指導者の育成方策について検討する（４⑵③）」と明記された。
　これらに基づき、女性アスリート戦略的強化支援方策レポートは、女性アスリートの強化のための
さまざまな課題解決に向けたエビデンス（根拠・証拠）から活動方針を提案し、国際競技力向上および
メダル獲得に向けた持続可能な女性アスリートの支援体制の構築を目指すものである。以下は、その
具体的な目的である。

①長期的なキャリアを通して、女性アスリートが直面しやすい課題への理解をスポーツ界全体に広
める

②これらの課題へ効果的に対応するための、女性アスリート、リーダー（意思決定者、指導者、サポー
トスタッフ）に向けた強化支援方策を、関係機関に提言する

③戦略的強化支援方策に基づき、今後の活動方針を提案する
　なお、本レポートは、さまざまな競技に共通する課題を選定し、それらの課題に対しての方策を提
案していくことを目的としているため、特定の競技に対応した課題や方策に関しては対象としない。
従って、具体的方策をどの組織が行うかについて明記することは目的としていない。

２．レポートの概要

　本レポートは、全９章からなる。まず背景を述べ、次に本事業が実施した調査により明らかとなっ
た女性アスリートが直面しやすい課題の内容を把握する。さらに、把握した課題を「身体・生理的」、「心
理・社会的」「組織・環境的」に分け、それぞれの課題に対する方策について、先行研究や海外の取組
例等が指し示す可能性という側面から論じる。そして、これらの課題・方策をエリートスポーツ政策
の分析やシステム、戦略構築のために有効な枠組みである「SPLISSモデル（国が国際競技力を向上さ
せるために導入すべき9つの主要要因の関係性を説明したモデル）」を用いて整理し、その上で、女性
アスリートの戦略的強化支援システムの構築に向けた方策を「組織間の連携」、「情報共有システムの
構築」、「指針・施策の整備」の３つの局面から述べる。最後に、まとめと今後の活動方針を提案する。
【レポートの概要】
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第1章　�女性アスリート戦略的強化支援方策レポートの 
目的・概要・方法

３．方法

　本レポートを作成するために実施した調査を、以下に提示する。
⑴本レポート作成のために行われた主要な調査
①競技団体、日本パラリンピック委員会（JPC）に対するインタビュー調査

　女性アスリートが直面しやすい課題や、課題に対する現在の支援体制を把握するため、ターゲッ
ト競技種目を含む９つの競技団体に対して約60分にわたるインタビュー調査を行った（資料1）。対
象は強化部長経験者、前回オリンピック、または国際大会を経験したコーチ、アスリート（現役・元）
であり、あらかじめ準備した質問項目についてインタビューを行った（資料2）。また、障害者スポー
ツに関する現状も理解するため、日本パラリンピック委員会事務局スタッフ（２名）にも同様のイン
タビュー調査を行った。
②女性スポーツサミット2012におけるフォーカスグループからのヒアリング

　2012年４月21日に開催された「女性スポーツサミット2012」において、課題のさらなる把握と強
化支援方策作成に向けた提案を得るため、フォーカスグループからのヒアリングを実施した。スポー
ツにおける女性の地位、役割の向上を目指し、政府組織と非政府組織が統合して設立した国際女性
スポーツワーキンググループ（IWG）や、文部科学省、日本オリンピック委員会（JOC）、日本スポー
ツ科学センター（JISS）、競技団体で構成された参加者を、本レポートに関連したテーマを基に３つ
のグループに分け、コーディネーターや本事業プロジェクト委員を中心に約１時間半に及ぶディス
カッションを行い、課題を抽出した（資料3）。
③海外の女性スポーツ政策担当者や女性スポーツの専門家へのインタビュー調査と関連資料の分析

　諸外国における女性アスリートへの支援内容を理解するために、女性スポーツ支援において先進
国であるアメリカやカナダ、ノルウェー等の女性スポーツ政策担当経験者へのインタビュー調査を
実施した（資料4）。また、海外における女性スポーツに関する現状を理解するため、専門家からも
同様のインタビュー調査を行った。これらの調査から得られた情報を補足するために、政策関連資
料の分析も並行して実施した。

⑵その他
• 女性アスリートに関する先行研究の考証（資料5）
• 日本での関連政策やプログラムに関する資料の分析、インタビュー調査
• JOCやその他関連機関が過去に実施した調査結果の分析
• 順天堂大学マルチサポート事業女性アスリート戦略的強化支援方策の調査研究
• 女性スポーツ関連の国際会議における研究発表や配布資料の分析（資料6）
• 筑波大学スポーツR＆Dコア主催・国立スポーツ科学センター共催シンポジウム「日本はなぜ女子ス

ポーツ大国になったのか？女子力アップの秘密、さらなる可能性を探る！」における資料収集（2012
年10月20日）

• 日本スポーツ振興センター主催セミナー「デュアルキャリアセミナー」における資料収集（2012年
11月20日）
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第２章　女性アスリート戦略的強化支援方策レポート作成の背景

　本章では、女性アスリートの国内外におけるさらなる活躍を支えていくために、またスポーツ基本
計画に明記された女性に関する施策を実現するために、すでに実施されている日本や海外での取組を
紹介しながら、女性アスリートの引退後も見据えた長期的な視座に基づく施策の必要性について確認
する。次章以降では、「身体・生理的」、「心理・社会的」、「組織・環境的」側面から、課題や方策の詳
細を述べる。

１．近年の国際舞台における日本人女性アスリートの活躍と社会的影響力

　ロンドンオリンピックで日本代表選手団の旗手を務めた女子レスリング55㎏級の吉田沙保里選手
は、女子レスリングが正式にオリンピック競技種目となったアテネ大会（2004年）から３大会連続の
金メダリストとなった。世界選手権においては、2002年以降９大会で金メダルを獲得している。吉
田選手同様に、63㎏級の伊調馨選手もアテネ、北京（2008年）、ロンドンと３大会連続で金メダルを
獲得し、世界選手権においては７大会で金メダリストに輝いている。世界中が彼女たちを研究し尽く
す中でのオリンピック３連覇の偉業は、「日本女子レスリング強し」と世界にアピールする結果となっ
た。
　さらには、これまでオリンピックにおいてベスト４が最高の成績だった女子サッカーが、FIFA女
子ワールドカップドイツ2011で強豪アメリカを破り、初優勝を果たしたことは記憶に新しい。ロン
ドンオリンピックでは、決勝で敗れたものの世界のトップレベルであることを証明した。女子バレー
ボールも28年ぶりに銅メダルを獲得し、ロンドンオリンピックは個人のみならず、チームスポーツに
おいても、日本の女性アスリートの潜在的な競技力の高さが実証された大会であった。
　図2-1は、日本の女性アスリートが夏季オリンピックで獲得したメダル数の変遷を表したものであ
る。日本の女性アスリートは、バルセロナオリンピック（1992年）の９個から、アテネオリンピック

（2004年）では総メダル数37個の46％に当たる17個を獲得し、ロンドンオリンピックもそれに並んだ。
また金メダルにおいては、アテネオリンピック、北京オリンピックに引き続き、ロンドンオリンピッ
クにおいても女子の金メダル数が男子を上回る結果となった。
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図2-1　夏季オリンピックにおける男女別メダル数の推移　（参考：資料７）
（日本オリンピック委員会ホームページを基に順天堂大学が作成，2012）

　日本の女性アスリートは、バルセロナオリンピックから正式競技種目となった女子柔道、アトラン
タオリンピック（1996年）から正式競技種目となった女子サッカー、アテネオリンピックから正式競
技種目となった女子レスリングなど、比較的新しく女性に門戸が開かれるようになった競技において
メダルを多く獲得していることがわかる。このことは我が国が新採用競技種目への強化対策を効率的
に行ってきた結果であり、引き続きこれらの競技種目の強化維持は重要である。
　2011年になでしこジャパンが優勝を果たしたFIFA女子ワールドカップドイツ2011の決勝戦（7月
18日）における平均視聴率は、フジテレビ系の21.8％とNHKBS1の10.7％を合わせると32.5％で、
早朝の放送にもかかわらず驚異的な視聴率を記録した（日本経済新聞，2011年12月23日）。恵まれた
環境とはいえない状況を克服して得たワールドカップ優勝は、国民の喝采を浴び、なでしこジャパン
優勝の経済的効果は１兆円とも試算された。また栃木県教育委員会の調査では、栃木県の全日制高校
で女子サッカー部への加入率が飛躍的に伸びたことが報告され（朝日新聞，2012年11月10日）、日本
サッカー協会主催のセレクションにはこれまでにない人数の応募があったと言われている（産経新聞，
2012年2月29日）。
　

２．女性スポーツへの支援とスポーツ基本計画の策定

　「１．近年の国際舞台における日本人女性アスリートの活躍と社会的影響力」で触れたような女性競
技種目の増加や、それに伴う女性アスリートの活躍、顕在化は、国際オリンピック委員会（以下、
IOC）の男女平等に基づくイニシアチブによるところが大きい。またIOCの取組の柱となっているの
は「女性があらゆるスポーツに最大限に関わることができるスポーツ文化の実現」を目指す「ブライト
ン宣言」（1994年）（資料８）である。1995年に「ブライトン宣言」に署名したIOCは、それ以降、女性
スポーツ委員会を中心に、女性競技種目の増加を含めたオリンピック競技環境の男女平等に尽力して
きた。カタール、ブルネイ、サウジアラビアの３つのNOCがロンドンオリンピックに初めて女性ア
スリートを派遣したのも、その成果の１つである。
　サッカーにおいてはFIFAの「ロサンゼルス宣言」（1999年）を皮切りに、女性のサッカー人口を増や
す国際的施策が本格的に行われるようになった。日本では、日本サッカー協会の川淵三郎会長（当時）
が、キャプテンズミッションの１つとして女子サッカーの強化・普及を掲げ、それが現在のなでしこ
ジャパンの基礎を築く原動力となった。国際的動向にすばやく対応していく中央競技団体のビジョン
やイニシアチブは、他の競技においても今後、ますます重要になっていくと考えられる。
　さらに2011年８月24日に施行された「スポーツ基本法」に基づき作成された「スポーツ基本計画」（文
部科学省，2012年３月）は、従来の「スポーツ振興基本計画」（文部科学省，2000年９月）に比べ「女
性とスポーツ」に関する、より具体的な振興策を随所に盛り込み、我が国の女性スポーツの国際舞台
におけるさらなる躍進に拍車をかけるものであるといえる。例えば、女性の草の根レベルのスポーツ
参加に関連して、中学校女子のスポーツ離れ（30％がスポーツをほとんどしない）が指摘され、中学
校女子をはじめ積極的にスポーツを行わない子どもに対するスポーツ環境の充実を図るための国の施
策が明記された。また年齢、性別を問わずライフステージに応じたスポーツ参加を促進する環境を整
備するため、「国は、独立行政法人、大学・研究機関、スポーツ団体、民間事業者等と連携し、仕事
や家事・育児とのバランスを図りながら日常的に気軽にスポーツに親しめるよう、仕事や家事・育児
の合間に行える運動等について開発・普及・啓発を図る」（文部科学省，スポーツ基本計画，2012年）
ことも盛り込まれた。スポーツ政策において、女性や少女に配慮した視点に基づく施策を国が具体的
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に打ち出したのは初めてのことである。
　女性アスリートの国際競技力向上に関しては、女性アスリートへの支援の現状として、「オリンピッ
ク競技大会においては、女性が参加できる競技種目が増加しており、特に近年の夏季大会で、我が国
の女性アスリートの金メダル数は男性アスリートより多い。こうした分野における競技力の向上は、
重要な課題となってきているが、女性アスリートに対する効果的な支援の在り方についてはいまだ研
究・開発の途上にある」（文部科学省，スポーツ基本計画，2012年）という認識を明らかにした。また
女性アスリート支援に関する今後の取組として、「国内外の女性スポーツに関する情報の収集、デー
タベース化を行うとともに、女性特有の課題解決に向けた調査研究を行うなどの取組を推進し、支援
の充実に努める」（文部科学省，スポーツ基本計画，2012年）ことも記載された。さらに、女性アスリー
ト支援の観点から、国、日本スポーツ振興センター、中央競技団体、日本オリンピック委員会および
日本体育協会等が、女性のスポーツ指導者の育成方策について検討する必要性も明記された。これら
スポーツ団体においては、団体の運営にアスリートの意見を反映する仕組みの導入や女性の団体役員
等への積極的な登用が期待される旨も示されている。また、男女共同参画基本計画において明記され
ている実効性のある積極的改善措置（ポジティブアクション）の推進として、スポーツ団体においても、
2020年までに指導的地位に女性が占める割合が少なくとも30％程度に達するよう目標を設定するこ
とを要請している（内閣府男女共同参画局，第３次男女共同参画基本計画，2010年）。

３．女性アスリートへの戦略的サポートが必要な根拠

　以上のように、日本における女性アスリートの活躍の背景には、女性たちの懸命な努力や彼女たち
を支えてきた各スポーツ組織の尽力とともに、スポーツ界における女性に対する国際的な後押しも
あった。女性アスリートの存在感が高まることにより、さらなる活躍に向けた国内における施策の必
要性も「スポーツ基本計画」に明記されるようになった。
　以下では、国内の女性のスポーツ環境の現状、女性エリートアスリートを取り巻く現状と課題、お
よび諸外国の実践例と日本の取組を比較することにより、女性アスリートに対して戦略的なサポート
が必要な根拠について述べていく。

⑴国内の女性のスポーツ環境の現状
　まず国内の女性のスポーツ参加に関して、「スポーツ基本計画」では中学校女子の運動部離れが指摘
されているが、表2-1に示したように、高校以降でもスポーツ離れが深刻なことがわかる。具体的には、
未就学児においては男女で大きな差はなく、高頻度群に注目すると、４歳～７歳までは男子よりも女
子のほうが高い値を示しているが、８歳以上になると女子よりも男子の割合が高くなり、その傾向は
18歳まで続くことが明らかとなっている。特に女子では、運動・スポーツ実施高頻度群が、15歳で
は40.2％であったのに対し、16歳では19.0％と大きく減少しており、15歳から16歳にかけての女子
の運動・スポーツ離れが顕著であることは明らかである。
　次に、全国大会レベルでのスポーツ環境の整備について、全国高等学校総合体育大会（インターハ
イ）、国民体育大会（国体）で開催されているオリンピック競技種目を男女で比較すると、夏季オリン
ピック競技種目では、レスリング、ウエイトリフティング、自転車、ボクシングが、冬季オリンピッ
ク競技種目ではスキー（ジャンプ）、スキー（ノルディック複合）、アイスホッケーが、男子は実施さ
れているにもかかわらず、女子は実施されていない（資料９）。

⑵女性エリートアスリートを取り巻く現状と課題
　さらに国際大会でのエリートアスリートのパフォーマンスに関し、過去４大会における女子メダリ
ストの年齢分布（図2-2）を見てみると、我が国の女性アスリートのメダル獲得の割合が年代によって
ばらついていることがわかる。特に15歳から18歳までの若年層における女性アスリートは、いまだ
オリンピックでメダルを獲得していない。また図2-3のように、30代前半における女性アスリートの
層の厚さは他国と大差ないにもかかわらず、メダル獲得数において伸び悩んでいる。従って今後の強
化戦略は、現在安定してメダル獲得が期待できる年代層を継続的に強化しつつ、メダル獲得が落ち込
んでいる年代層の課題を探り、全体的な底上げを図っていく必要がある。またその際に、女性アスリー
トの直面する課題を身体・生理的な側面からのみではなく、心理・社会的な側面、組織・環境的な側
面から包括的に捉え、トップアスリートとして「息の長い（持続可能な）」選手生活をサポートしていく
ことが重要である。
 

表2-1　４～ 19歳の運動・スポーツ実施頻度群（年齢×性別）
（％） （％）

男子 非実施群 低頻度群 中頻度群 高頻度群 女子 非実施群 低頻度群 中頻度群 高頻度群
４歳

（n＝65） 16.9 23.1 23.1 36.9 ４歳
（n＝70） 11.4 28.6 21.4 38.6

５歳
（n＝93） 4.3 20.4 43.0 32.3 ５歳

（n＝76） 6.6 21.1 28.9 43.4

６歳
（n＝97） 4.1 29.9 34.0 32.0 ６歳

（n＝68） 4.4 26.5 33.8 35.3

７歳
（n＝100） 1.0 20.0 47.0 32.0 ７歳

（n＝91） 7.7 28.6 30.8 33.0

８歳
（n＝100） 1.0 25.0 40.0 34.0 ８歳

（n＝107） 6.5 28.0 37.4 28.0

９歳
（n＝166） 2.4 18.7 40.4 38.6 ９歳

（n＝163） 4.9 27.0 42.3 25.8

10歳
（n＝68） 0.0 20.6 36.8 42.6 10歳

（n＝69） 2.9 30.4 40.6 26.1

11歳
（n＝102） 1.0 17.6 42.2 39.2 11歳

（n＝112） 6.3 31.3 35.7 26.8

12歳
（n＝95） 5.3 9.5 36.8 48.4 12歳

（n＝110） 11.8 21.8 27.3 39.1

13歳
（n＝100） 3.0 7.0 31.0 59.0 13歳

（n＝97） 14.4 15.5 30.9 39.2

14歳
（n＝118） 4.2 5.9 39.0 50.8 14歳

（n＝100） 16.0 16.0 36.0 32.0

15歳
（n＝108） 6.5 12.0 25.9 55.6 15歳

（n＝97） 15.5 17.5 26.8 40.2

16歳
（n＝108） 13.9 13.9 28.7 43.5 16歳

（n＝105） 33.3 25.7 21.9 19.0

17歳
（n＝110） 19.1 18.2 30.0 32.7 17歳

（n＝98） 34.7 19.4 27.6 18.4

18歳
（n＝89） 16.9 31.5 28.1 23.6 18歳

（n＝93） 35.5 22.6 25.8 16.1

19歳
（n＝102） 18.6 46.1 21.6 13.7 19歳

（n＝108） 24.1 40.7 22.2 13.0

資料：笹川スポーツ財団「４〜９歳のスポーツライフに関する調査」2010
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　順天堂大学が行った競技団体や専門家へのインタビュー調査（第３章）の結果が示しているように、
女性アスリートは男性アスリートと身体的に異なるにもかかわらず、月経周期を無視したトレーニン
グ等、性差への配慮が十分ではない指導が行われてきた。また妊娠の時期やトレーニング、産後の体
型の変化や体力回復といったさまざまな不安も、競技継続を希望する女性アスリートに大きな影響を
与えている（読売新聞，2012）。逆説的には、月経周期や女性特有の身体状況に応じたトレーニング・
支援を開発し実施していくことにより、女性アスリートのさらなる活躍が期待できるともいえる。
　女性アスリートの身体・生理的側面のほかに、スポーツ界には心理・社会的課題も存在する。一般
的に、人間は身体的性差に基づいて、社会的・文化的に規定された行動様式や態度、考え方を身につけ、

「女性として」「男性として」ふるまうことが社会で期待されている。特にスポーツは歴史的に「男性ら
しい」価値や身体活動と結び付けられてきたことから、女性のオリンピック競技種目が少なかったこ

15 20 25 30 35 40 45 50 （歳）

14.0
（％）

12.0

10.0

8.0

6.0

4.0

2.0

0.0

世界女子
日本女子

図2-2　過去4大会における女子メダリストの年齢分布（JISS，2012）
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24歳のアスリート数は世界と比べて少ないが、26歳のアスリート層は世界よりも多い。 

30～32歳のアスリート層は世界と相違はない。 

若年齢のアスリート層
は世界と相違はない。

図2-3　ロンドンオリンピックにおける各国代表選手団の女子アスリートの年齢構成（JISS，2012）

とや、セクシュアルハラスメントなど女性アスリートにとって居心地の悪い競技環境がいまだに存在
している。また女性アスリートの競技パフォーマンスのピークは、初経の発来をみる思春期から、結婚、
妊娠、出産、育児等のライフイベントがある時期と重なる場合が多い1）。競技とライフイベントを両
立させる女性アスリートも顕在化するようになってきたものの、そのようなアスリートは少数で、競
技の継続と結婚、妊娠、出産、育児等のライフイベントにおいて二者択一を迫られている可能性が十
分にある。
　加えて、女性アスリートの強化支援を行う組織や行政の体制や、アスリートを取り巻く外部環境に
関連する組織・環境的な課題も考慮に入れる必要性がある。例えば、女性アスリートへの金銭的な支
援の不足や競技機会の欠如、スポーツ組織や指導の現場において指導的な地位に就く女性の不足、女
性アスリートへの支援を行う組織間の連携や情報共有の不足などがこのような課題に含まれる。
　才能ある選手を発掘・育成し、世界と伍して戦える選手にまで強化するには長い期間を要する。女
性アスリートの結婚、妊娠、出産、育児等のライフイベントは、アスリートの人生のプロセスと捉え、
この時期にさしかかった有望な女性アスリートが長期の中断をせず、競技生活を送れるような環境を
整える必要がある。特に前述した20代後半から30歳以降の女性アスリートの強化においては、女性
のライフイベントを想定した対策が鍵となる。競技生活とライフイベントを両立する選択肢を持つこ
とができてこそ、女性はアスリートとして高いモチベーションを維持し得ると考えられる。

⑶国内外での女性アスリート支援の取組の比較
　女性アスリートを効果的に支援するには、前述したようなさまざまなレベルの課題を考慮に入れた
環境整備や取組を行う必要性がある。しかし、このような環境整備や取組に関し、我が国と女性スポー
ツ支援を積極的に行っているオーストラリア、カナダ、イギリス、アメリカの４か国の取組を比較す
ると（表2-2）、日本国内においては女性アスリートへの包括的な支援体制構築に向けて、まだまだ取
り組まなければならない課題が多く残されているといえる。
　具体的に、日本では「スポーツ基本計画」による女性スポーツへの政策的な支援や、日本サッカー協
会が実施する海外強化指定制度による女性アスリートへの金銭的支援、さらには女性アスリート支援
プロジェクト（ロンドンオリンピック強化タスクフォース女性アスリート戦略的強化支援担当により
実施）として、競技と妊娠、出産、育児との両立のための支援等が行われている。しかし、女性アスリー
トへの指導方法や女性のコーチやスタッフ、リーダーの養成、女性スポーツの社会的評価向上という
項目に関しては、具体的な取組が行われていない。
　一方、海外諸国では、女性とスポーツに関わる法令や、女性アスリートへの金銭的支援、妊娠、出産、
育児との両立支援はもとより、女性アスリートの特徴を身体・心理両面から考慮に入れた指導方法の
普及や、女性スポーツの社会的評価向上を目的とした女性アスリート、女性コーチ、女性スポーツ・
サポート組織への表彰、さらに女性コーチやリーダーの開発等が体系的に実施されている。また、カ
ナダ（LTADモデル）、イギリス（Girls4Gold）、アメリカ（GoGirlGo!）の3か国では、継続的に少女・
女性のスポーツおよび身体活動をサポートするモデルとプログラムが存在する。
　特に女性コーチおよびリーダー育成に関しては、競技スポーツにおいて指導的地位に就く女性の数
を増やすことの重要性を各国が認識しており、女性アスリートのサポート組織と国のスポーツ統括機

1）	 具体的な競技パフォーマンスのピーク年齢は、競技種目によって異なるものの、元オリンピックコーチたちのヒアリング
から26 〜 28歳頃という回答が得られた。またロンドンオリンピックにおける女性アスリートの平均年齢は24.9歳であった。
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関との連携した取組も注目すべきところである。対照的に、日本においては、女性アスリートのセカ
ンドキャリアとして指導者やリーダーになることの意義がさほど重視されておらず、そのような立場
への道を開く施策もほとんど行われてきていない。
　女性アスリートが引退後もスポーツに関わり続けることは、アスリートとしての経験をあらゆるレ
ベルで日本のスポーツ界に還元することとなる。スポーツ組織に女性が入っていくことにより、スポー
ツ組織に異なる視点がもたらされ、これまで以上に活性化することが期待できる。このことは2012
年３月に策定された「スポーツ基本計画」で謳われている「好循環の創出」に該当する。さらに、引退
後も活躍する元女性アスリートが指導者やリーダーとして顕在化されることで、現役の女性アスリー
トが現役を終えた後の未来像を描きやすくなる。

⑷まとめ
　ここでは、我が国における女性のスポーツ環境の現状や女性エリートアスリートを取り巻く現状と
課題を明らかにし、また女性アスリートへの支援に関する国内外の取組の比較を行うことで、今後、
女性アスリートを戦略的に強化支援していくことの重要性を明らかにした。これらの背景に基づき、
次章以降で、女性アスリートが直面しやすい課題をより具体的に記述し、各課題に対しての戦略的強
化支援方策や活動方針の提案を行いたい。
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表2-2　国内外における女性アスリート支援の例
オーストラリア カナダ イギリス アメリカ 日本

女性スポーツ
に関連する政
策

性差別禁止法
（Sex Discrimination 
Act） 

カナダ憲章および人権に関
する法令（The Charter of 
Rights and Freedoms & 
human Rights 
legislation）

平等法2010（The Equity 
Act 2010）

教育修正条項第9条（Title 
IX of the Educational 
Amendment of 1972）

スポーツ基本計画

女性アスリー
トのサポート
組織

オーストラリア女性スポー
ツ＆レクリエーション協会
（Australian Women 
Sport＆Recreation 
Association Inc: AWRA）

カナダ女性スポーツ振興協
会（Canadian Association 
for the Advancement of 
Women and Sport and 
Physical Activity: 
CAAWS）

女性スポーツ＆フィットネ
ス財団（Women's Sport 
and Fitness Foundation: 
WSFF）

女性スポーツ財団
（Women Sport 
Foundation: WSF）/アメ
リカ女性スポーツ協会
（National Association 
for Girls and Women in 
Sport: NAGWS）/女性大
学競技スポーツ管理者協会
（National Association 
of Collegiate Women 
Athletic Administrators: 
NACWAA）

日本女子体育連盟/
JWS等

女性コーチ・
スタッフの養
成

女性スポーツリーダーシッ
プ助成金および奨学金
（Sport Leadership 
Grants and Scholarships 
for Women）

女性コーチングプログラム
（Women in Coaching 
Program）

女性コーチの能力開発
（Developing Female 
Coaches）/ 女性コーチ教
育プログラム2（Women 
into Coaching 2）/女性
コーチの能力開発プログラ
ム（Coach Development 
For Females）

女性コーチ連盟（Alliance 
of Women Coaches）/
女性バスケットボールコー
チ協会 （Women's 
Basketball Coaches 
Association）

女性アスリー
トへの金銭的
支援

ラグビー協会への政府助成
（Australian Government 
Participation Funding 
for Rugby Union）

ワイズ基金プログラム
（WISE FUND）

アクティブ・ウーマン
（Active Women）

WSFによる助成金/NCAA
による奨学金

海外強化指定制度
（日本サッカー協会等）

結婚、出産、
育児との両立
のための支援

妊娠中の女性のスポーツ活
動（Pregnancy in Sport） 

スポーツカナダアスリート
支援プログラム（Sport 
Canada Athlete 
Assistance Program）

NCAA妊娠・子育て中の
学生アスリートを対象とし
たハンドブック（NCAA 
Gender Equity Pregnant 
and Parenting Student-
Athletes Resources and 
Model Policies）/妊娠中
のスポーツ参加に関する問
題点（Issues Related to 
Pregnancy & Athletic 
Participation）

マルチサポート事業（女性
アスリート支援プロジェク
ト）

女性アスリー
トへの進路や
セカンドキャ
リアに関する
支援

AISアスリートキャリア教
育プログラム（Australian 
Institute of Sport 
Athlete Career and 
Education program）

スポーツシステム101（入
門）（Sport System 101）

アスリートのライフスタイ
ル支援（Performance 
Lifestyle）

NACWAAキャリアセン
ター（NACWAA Career 
Center）/アスリート対象
キャリアサポートプログラ
ム（Career Assistance 
Program for Athletes）/
女性スポーツ財団アスリー
トサービス（WSF Athlete 
Service）

JOCキャリアアカデミー
事業

女性アスリー
トへの指導に
関するプログ
ラム

女性アスリートの三主徴：
栄養と食事（The female 
athlete triad: nutrition 
and eating）

コーチングにおけるジェン
ダーの公平（Gender 
Equity in Coaching）/
女性アスリートへのコーチ
ング（Coaching Female 
Athletes）

女性トップアスリートの指
導（Coaching Female 
High Performance 
Athlete）

NCAAコーチハンドブッ
ク：女性アスリートの三主
徴のマネジメント（NCAA 
Coach Handbook: 
Managing Female 
Athlete Triad）

女性のリー
ダーシップ開
発プログラム

女性スポーツリーダーシッ
プ登録制度（Women in 
Sport Leadership 
Register）

女性とリーダーシッププロ
グラム（Women and 
Leadership Program）/
ウィー・アー・コーチズプ
ログラム（We are coaches 
Program）/プロフェッショ
ナルコーチ能力開発助成金
（Professional 
Development Grants）

女性のリーダーシップ開発
プログラム（Women and 
Leadership 
Development Program）
/女性スポーツへの戦略的
枠組み（UK Strategy 
Framework for Women 
and Sport）

NCAA/NACWAAリー
ダーシップ教育（NCAA・
NACWAA Leadership 
Education） 

女性スポーツ
に対する社会
的評価向上の
ための取組

女性スポーツ報道への政府
助成金（Australian 
Government's Women 
in Sport Media Grants）

スポーツ界に影響を与えた
女性たちへの賞
（Breakthrough Awards 
& Influential Women in 
Sport）/ナショナルスポー
ツ組織助成金（National 
Sport Organization 
Grants）

年間最優秀スポーツウーマ
ン賞（Sportswomen of 
the Year Awards）

WBCAアワード（WBCA 
Awards）/NACWAAア
ワード（NACWAA 
Awards）/WSFアワード
（WSF Awards）

その他 ハラスメントおよび虐待に
関する方針（A Formal 
Policy on Harassment 
and Abuse）/カナディア
ン・スポーツ・フォー・ラ
イフ（CS4L）

ゴー・ガール・ゴー！
（GoGirlsGo!） 

女性スポーツ・サポートの
充実・強化のためのシステ
ム整備（JSC・JISS）/マル
チサポート事業（女性アス
リート戦略的強化支援方策
の調査研究）

（参考：資料10）
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　女性アスリートが競技者として成長していく過程で、さまざまな要因が影響を与えることは、既存
の調査より明らかとなっている（CAAWS, 2012; Tucker Center, 2007; Watson, 2011）。これら
の要因を大別すると、まず、女性アスリート個人に関連する、女性の身体・生理的特徴や心理的な特性、
価値観を挙げることができる （Watson, 2011）。また、女性アスリートは、家族や指導者等女性アス
リートと密接な関係を持つ重要な他者や学校や職場等、社会生活からも影響を受ける（CAAWS, 
2012; Wylleman & Reints, 2010）。さらに、スポーツ組織や競技施設等といった外部的な環境も、
女性アスリートの成長過程に重要な影響を与える（CAAWS, 2012）。
　これらの要因に関して、日本の女性アスリートへの支援について不足している課題を把握するため、
本事業は、競技団体や専門家へのインタビュー調査と女性スポーツ関係者とのディスカッション（女
性スポーツサミット2012）を実施した。また、筑波大学スポーツＲ＆Ｄコアと国立スポーツ科学セン
ター共催のシンポジウム「日本はなぜ女子スポーツ大国になったのか？女子力アップの秘密、さらな
る可能性を探る！（2012年10月20日）」において、オリンピック選手らが述べた、女性アスリートの
身体に対する認識や特有のサポートの必要性についての内容も参考とした。
　本章は、これらの調査から得られた情報を分析し、女性アスリートが直面しやすい課題を整理する
ことを目的とした。以下、明らかになった課題を、「１．身体・生理的な課題」「２．心理・社会的な課題」

「３．組織・環境的な課題」の３つに分け説明する。

１．身体・生理的な課題

　ここでは女性アスリートの身体・生理的特徴に着目して、⑴月経への理解 ⑵女性の身体･生理的特
徴を考慮に入れたトレーニング、コンディショニング方法 ⑶女性アスリートに起こりやすい傷害や疾
患への対応 ⑷栄養面の管理、の４つの課題を述べる。

⑴月経への理解
　まず、女性アスリートが直面しやすい課題の１つに、アスリート自身やコーチ・スタッフの月経に
対する理解不足が挙げられる。本事業で実施したインタビュー調査の中で、「ある女性アスリートは、
月経が長期間、発来しないこともある」（コーチ）や「日頃の激しいトレーニングにより無月経を引き起
こすことがある」（JISS関係者）という指摘があった。また「現役時代、月経が止まったことで、子ども
が産めないのではないかという不安もあった」（元アスリート・オリンピック選手）という実態も明ら
かとなっている。女性アスリートを効果的に支援するためには、月経不順や無月経への対応は避けて
通れない課題の１つであるといえる。しかし、コーチや強化部長経験者からは、「月経中にどのよう
な指導をしていいのかわからない」「スタッフがみんな男性であるため月経に対する知識や理解を深め
る必要がある」「月経随伴症状を理解できずに追い込んでしまう場合もある」「重要な大会に月経が重な
らないよう、祈るしかない」等、月経時の女性アスリートへの対応に困惑の声が挙がった。同様に、「体
脂肪の減少が無月経の原因の１つであるという知識を、選手・スタッフ等が持ち合わせていない」（JISS
関係者）という指摘もあり、トップアスリートを支える現場でさえも、いまだ月経に関する十分な理
解がなされていない現状が明らかとなった。
　また、アスリート自身の実体験からは、「女性特有の病気の可能性があっても、練習後に病院に行
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くのは正直、面倒くさいと思ってしまっていた。しかし自分の体験を通して、こうした問題について
情報を共有できる環境が必要であると思っている」「月経周期に合わせたトレーニングをすることで伸
びる可能性がある」「第二次性徴に合わせた指導を指導者が知る必要がある」（元アスリート・オリン
ピック選手）という意見が述べられている。

⑵女性の身体･生理的特徴を考慮に入れたトレーニング、コンディショニング方法
　トレーニング、コンディショニング面での課題としては、「（競技によっては） 男性と女性の力の差
があるため、男女一緒にはトレーニングができない」（コーチ）、「ユース時代から正確なデータを取り
ながら、女性アスリートを育てるべき」（強化部長経験者）、「少女から大人になる段階で、体重が増え
る等、体型に変化が現れることが多いため、栄養管理やトレーニングを通して体重管理をしていくこ
とが大切であり、この時期をどう乗り切っていくのかが課題」（強化部長経験者）といった意見が得ら
れた。女性と男性では第二次性徴の時期や身体組成における特徴等、異なる点があることから、トッ
プアスリートのトレーニングやコンディショニングにおいても、女性の身体・生理的特徴を考慮する
視点は必要といえる。

⑶女性アスリートに起こりやすい傷害や疾患への対応
　女性に起こりやすい傷害として、膝前十字靱帯損傷や骨粗鬆症による骨折等が挙げられる。これら
を改善していくには、「女性アスリートの身体・生理的な特徴を熟知した指導者やトレーナー、ドクター
の連携が不可欠」（強化部長経験者）という意見が挙げられた。また、アスリート、コーチングスタッ
フの双方から「現在は怪我をしたらすぐにJISSでリハビリができる」との評価があった。
　一方で、「女性アスリートは個人的に、月経問題は婦人科、摂食障害の問題は内科、疲労骨折は整
形外科というように、別々の科の治療を受けている」（JISS関係者）と言われている。摂食障害等に代
表されるエネルギーバランスの乱れが月経不順を引き起こし、さらには骨密度の低下を招くという「女
性アスリートの三主徴/Female Athlete Triad（以下FAT）」といった女性アスリート特有の問題は、
常に連鎖的に発症する。しかし、総合的に対応できる場所はまだ存在しないという指摘もあり、女性
アスリートが傷害や疾患を抱えた場合に、総合的な処置を受けられる環境が整っていないという現状
が明らかになった。また、「アスリートの身体特性や練習環境などをよく理解している婦人科問題に
熟知したスポーツドクターが必要」（元アスリート・オリンピック選手）という意見も挙げられている。

⑷女性アスリートのコンディション管理能力の不足
　アスリートにとって食事・栄養面についての管理は欠かせない。「栄養面でのサポートをもう少し
してほしい。日常的なサポートがないため、選手の体調をいつも良い状態に維持するのが難しい」（コー
チ）、「ナショナルチームでの合宿時も、選手の栄養管理をしっかりしてほしい」（強化部長経験者）と
の意見から、支援体制をより一層充実させる必要がある。さらに、「バイキング方式のランチだと、
選手は自分の好きなものだけ食べ太ってしまう」（コーチ）、「小学生から階級別になっており、ジュニ
ア時代は知識がないことから、ダイエットクッキーなど間違った方法で減量をしてしまう」（現役アス
リート・オリンピック選手）という実体験をもとにした切実な意見も得られ、「栄養教育とドーピング
教育は、早い時期から指導者も含めた知識習得システムが必要である」（元アスリート・オリンピック
選手）という見解もある。つまり、女性アスリートは、黄体期には体温が上昇し、体に水分を保持し
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たり、食欲を増進したりするという女性の身体的特徴を理解し、適切なエネルギー摂取を行うという
知識を身につけ、与えられた環境の中でも最善のコンディション管理を行うことができるように学ん
でいく必要性があると言えるだろう。

２．心理・社会的な課題

　ここでは女性アスリートの心理的特性や、家族・指導者等の重要な他者、学校や職場等といった社
会生活に関連する、⑴女性アスリートの心理的特性への理解 ⑵導入期、育成期における家族からの理
解や支援の重要性 ⑶指導者への適切な指導方法の普及 ⑷競技と学業の両立（デュアルキャリア） ⑸卒
業後の進路 ⑹引退後の進路への不安 ⑺女性アスリートの競技生活と結婚、出産、育児の両立の７つ
の課題を述べる。

⑴女性アスリートの心理的特性への理解
　心理･社会的な課題として、インタビュー調査からは、女性アスリートの心理的な特性を理解する
必要性が挙がった。例えば、「女子は（試技を）10回失敗した後、11回目に成功したりする」（元アスリー
ト）や「（女性アスリートはコーチに対して）独特の独占欲がある」（コーチ） という意見が聞かれた。こ
のことは、個人差に対応した指導が必要であることは間違いないが、身体・生理的な特徴とともに、
女性アスリートの関心や考え方の傾向に配慮し、内的な動機も考慮した指導が必要であると解釈する
ことができる。
　また月経に関連し、「月経期はメンタル面での安定を図りにくい時期であり、こうした面も確実に
フォローするべき」（JISS関係者）という声も聞かれたことから、メンタル面へのより一層のサポート
が望まれていることがわかる。

⑵導入期、育成期における家族や保護者等からの理解や支援の重要性
　導入期や育成期に関しては、身近に接する人々が競技力向上に大きな影響を及ぼすという意見が寄
せられた。具体的には、「保護者が（その競技は）危険だと判断してやらせたがらない」（コーチ）や「父
親がその競技をやっていたからという理由で始める子どもたちがほとんど」（強化部長経験者）等、女
性アスリートが競技を始める際に家族や保護者等が大きな影響を与えることが明らかになった。また
育成期において、競技継続が可能になった要因として「両親が12、13歳の娘の意思を尊重し、金銭的
サポートをしてくれた」（元アスリート・オリンピック選手）というケースがあった。しかし、その一
方で「なかには、将来の生活が保障されないスポーツに、子どもが夢中になることを嫌う両親もいる」

（コーチ）という意見も聞かれたことから、少女・女性のスポーツ参加を重要視してこなかった日本の
社会的風潮も阻害要因として考えられる。
　これらのことから、女性スポーツの裾野を拡大し、また才能のあるアスリートを育成・強化する際
には、女性アスリートのみならず、家族や保護者等を含めた包括的な支援を行うことが必要であると
いえる。

⑶指導者への適切な指導方法の普及
　インタビュー調査の中で、女性アスリートの競技力向上に重要な役割を果たす人物として、指導者
を挙げる声が多くあった。例えば、強化部長経験者からは「（指導者ライセンスを所持する）優秀な指

導者がジュニアの環境の中に入ってくることが大事」という育成期における指導者の重要性が述べら
れた。一方、より多くの女性アスリートがスポーツに触れるきっかけとなる部活動においては、「詰
め込まれて嫌になってしまう人が多いと思う」（元アスリート・オリンピック選手）という、部活動に
おける指導方法と競技からのドロップアウトの関係性も指摘された。
　また、「肩を怪我したときに、男の先生に、胸の前でクロスするようなテーピングをしてもらわな
ければならず、とても恥ずかしい思いをしたことがある。その時は競技のほうが大切だから仕方ない
と思ったが、選手によっては割り切れない人もいると思う」（元アスリート）という発言も聞かれ、指
導者の指導中の行為が女性アスリートの気持ちに配慮していない行為として受け取られている可能性
があることも指摘された。
　さらに、熟達期においては「男性コーチと２人で遠征に行かせたら恋愛に陥るケースもある」（コー
チ）等、指導者とアスリートが恋愛関係に発展する例や、「大会前に指導者から、頑張れるようにマッ
サージしてやると言われ、本当は嫌だったが、断れなかった」（元アスリート）といった、指導者とア
スリートとの対人関係の例等、女性アスリートの身体･生理的、心理・社会的な特徴を考慮に入れた
適切な指導が欠如しているケースもあるようだ。

⑷競技と学業の両立（デュアルキャリア）
　育成期における心理･社会的な課題として挙がったのが、競技生活と学業との両立である。例えば、

「スポーツをしていると、勉強をしていないように認識され、学校を休みづらかったり、スポーツをやっ
ていることを自慢できなかったりする」（コーチ）と指摘する声や、「幼い頃に医者や弁護士になりたい
という夢があっても、スポーツで頭角を現してきた時に、日本ではどちらかに集中させるところがあ
る」（強化部長経験者）という意見が聞かれ、女性アスリートも男性アスリートと同様に、競技に力を
入れた場合、学業と並行して取り組むことを奨励しないという傾向が存在する現状が明らかとなった。

⑸卒業後の進路
　「高校、大学を卒業した後、競技を続けていける環境がなく、サポートしてくれる企業や組織もない」

（コーチ）、「学生が社会に出ていくときは競技生活の継続が難しく、社会に出ると特別な競技種目以
外はサポートしてくれる企業が少ない」（競技団体スタッフ）といった指摘もあり、「男性アスリートの
場合は競技によっては社会人リーグが整備されているが、女性アスリートの場合、特にトップレベル
以外の競技レベルでは、競技を行う組織・環境が十分に整備されていない」（元アスリート/強化部長
経験者）という状況が浮き彫りとなった。また、「アメリカやドイツの代表選手は、指導者ライセンス
を現役時代に取得している」「選手の頃から指導法等を学ぶ機会もあったらいい」（元アスリート・オリ
ンピック選手）という指導者を目指す選手への配慮も意見として挙がっている。

⑹引退後の進路への不安
　「競技を引退したあとに社会で実際に仕事ができるのか不安」（元コーチ）という進路に対する意見も
挙げられた。現在、JOCにおいてキャリアアカデミー事業等が実施されているが、「女性アスリート
に関しては、ほとんどが地元のスポーツクラブや公共施設に就職する」（強化部長経験者）、「個人の人
脈に頼るほうが多い」（強化部長経験者）という声が多く聞かれたことからも、既存のプログラムに職
業スキルの習得を加える等、女性アスリートにとってより活用しやすく改善する必要性が明らかに
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なった。
　また、「女性アスリート自身が、引退後にどう生きていくかということを考えていないと思う」（強
化部長経験者）という指摘もあり、女性アスリートが現役の間に、引退後のビジョンを思い描くこと
やキャリア教育の重要性が浮き彫りになった。実際に「まさにオリンピックが終わった今、その問題
に直面している」（現役アスリート・オリンピック選手）「オリンピック後に何をするかという視点は常
に大切であり、自分の考えを持つことが重要である」（現役アスリート・オリンピック選手）「メディア
教育と同じぐらいセカンドキャリアに対する教育も必要である」「トップアスリートの能力を指導の現
場でもその他の場面でも生かせる場があればいい」（いずれも、元アスリート・オリンピック選手）と
いう意見が挙げられた。

⑺女性アスリートの競技生活と結婚、出産、育児の両立
　女性アスリートの競技寿命が長い競技において、結婚、出産、育児との両立への支援が大きな課題
として挙がった。「海外の選手は結婚・出産を経て強くなる選手もいるが、日本では環境の整備がで
きていないため辞めているケースが多い」（JOC関係者）、「結婚して子どもができると、競技生活がそ
こで終わってしまう」（コーチ）という現状の中で、「結婚や出産を経ても競技を続けられる環境、集中
できるサポートが必要」（強化部長経験者）という意見や、「アスリートの周りにいる人たちにどのよう
に働きかけていくかということが重要であり、夫の理解等も含めた、社会的な支援も考えなければい
けない」（強化部長経験者）という声も挙がった。出産が女性アスリートのパフォーマンスによい影響
を与えるという事例も報告されていることから、競技生活と出産、育児などのライフイベントの両立
を可能にするための環境整備の必要性がわかる。
　また、女性アスリートへの環境面での支援に加えて、「出産後の女性アスリートの心身の変化に対
して、科学的なトレーニングの開発、導入が必要」（強化部長経験者）という身体･生理的な課題に関連
した要望も聞かれた。

３．組織・環境的な課題

　ここでは女性アスリートの育成強化に重要な役割を果たすスポーツ組織や行政の体制、女性アス
リートを取り巻く外部的な環境要因に関連する、⑴女性コーチやスポーツ組織における女性リーダー
の不足 ⑵女性コーチのコーチ業と結婚、出産、育児の両立 ⑶女性アスリートへの金銭的な支援の不
足 ⑷競技機会の不足 ⑸女性アスリートおよび指導者の地位の向上 ⑹女性スポーツ関連政策の統合と
組織間の連携、情報共有の必要性の６つの課題を述べる。

⑴女性コーチやスポーツ組織における女性リーダーの不足
　スポーツ組織や女性スポーツを取り巻く環境に関する課題として、「女性コーチが少ない」（コーチ）
という声や、「女性の指導者や理事を組織の内外に増やしていくべき」（コーチ）という指摘があった。
　また、この課題の根底には、スポーツ組織内での意思決定者、コーチ等、指導的な地位に就くため
に必要な知識や経験を持つ女性が不足しているという現状があり（第６章）、女性の指導者や理事の増
員を意識した意見として、「将来、女性リーダーとなる人材を育てていかなければならない」（強化部
長経験者）という声が挙がったことからも、その必要性は明らかであるといえる。

⑵女性コーチのコーチ業と結婚、出産、育児の両立
　女性コーチやリーダーの不足に関連し、「子どもを育てながら指導する女性コーチのために、トレー
ニングをする場所に託児室を完備する等、子どもがいても安心してコーチングができる環境があると
いい」（強化部長経験者）という声が挙がった。ただ、トップレベルの指導者は海外遠征も多く、「結婚
した女性が、実際に遠征に行けるのかどうか…」（強化部長経験者）や「人生をスポーツの指導にかける
という気持ちで本気になってやらないと、世界では戦えないと思う」（強化部長経験者）という意見も
聞かれた。国内において、女性コーチらを支援するような環境整備を行わない限り、「育児とトップ
レベルの選手への指導を両立する女性コーチらの増加を見込むのは難しい」（強化部長経験者）という
現状がわかった。

⑶女性アスリートへの金銭的な支援の不足
　競技生活における国や競技団体からの金銭的な支援について、「育成期の段階でもう少し金銭的、
物質的な補助が必要」（コーチ）であるという声や、「成績を積み重ねていくには海外転戦が必要不可欠
な競技であるため、金銭的サポートを望む」（コーチ）といった声が聞かれた。
　また熟達期においては、トップレベル以外のアスリートは「自己負担や家族の負担がかなり大きい」

（強化部長経験者）という現状があり、トップレベルのアスリートでも、「仕事をしながら競技を続け
ている選手がいる。プロ契約といっても給料はとても低く、プロとは名ばかり」（コーチ）という指摘
もあった。競技によっては強化指定選手への補助金等、国による金銭面の支援を評価する声もあった
が、「強化指定から外れた場合は、自力で（国際大会に）参加する」（強化部長経験者）ケースがほとんど
であり、「競技団体としてどのように金銭面のサポートを充実させるかが課題」（強化部長経験者）とい
う現状が明確になった。

⑷競技機会の不足
　組織・環境的な課題の１つとして、競技機会の不足も挙げられる。とりわけ、「中学校に自分が取
り組んでいる競技の部活がなく、活動の場を失う子が多い」（コーチ）等、育成期と重なる中学生時代
において、競技を継続する環境が整っていないという意見が聞かれた。また、「自分が取り組んでい
る競技には中学校体育連盟がないため、学校で選手の育成ができない」（コーチ）や「女性アスリートの
競技人口が少ないため、競技会数が限られている」（元アスリート）等、練習成果を発揮する機会の増
加に向けた改善が求められている。

⑸女性アスリートおよび指導者の地位の向上
　女性アスリートおよび指導者の地位向上といった課題は、スポーツ界だけでなく、社会全体に関わ
るものである。例えば、「合宿中等でも、食事の準備・配膳・片付け、部屋の掃除等は、女性アスリー
トに任されてしまう」（コーチ）、「女性が指導できるの？という雰囲気の中では、女性コーチの増加は
難しい。男性の理解やサポートが必要」（コーチ）という意見が聞かれた。
　また社会全体の評価に関連して、「スポーツが社会できちんと評価されていない」（コーチ）や、「（マ
イナースポーツも）テレビやメディアにもう少し取り上げてもらいたい」（元アスリート）、「メディア
に取り上げられるとき、女性アスリートやコーチは、容姿を中心として取り上げられることが多く、
競技パフォーマンスや指導力とは関係ないところが先行してしまう」（元アスリート）傾向が強いとい
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第３章　女性アスリートが直面しやすい課題の把握

う指摘もあり、日本社会において、女性アスリートの活躍や指導者の能力に対する評価を向上させる
取組の必要性が明らかになった。

⑹女性スポーツ関連政策の統合と組織間の連携、情報共有の必要性
　女性アスリートの育成・強化に重要な役割を果たすスポーツ組織や行政の体制に関して、「女性ス
ポーツの内容について、いろいろなところから連絡が来るので対応に困る。組織間の連携を図って、
一本化してほしい」（強化部長経験者）といった意見や、「女性スポーツに関する方針やガイドブックな
どの制作物について、良いものを作成し統一してほしい」（強化部長経験者）といった声が挙がった。
また、「女性スポーツに関してのコーディネーター的役割を果たす機能が必要」（JOC関係者、元アス
リート・オリンピック選手）といった提案もあり、スポーツ組織間が連携し相互協力を図る、包括的
な女性アスリート、コーチ、コーチングスタッフへの支援を望んでいることが明らかになった。
　さらに、「個人的に仲良くなった間柄（コーチ同士等）でしか情報が共有できない。オープンにされ
た情報の共有化が必要」（競技団体スタッフ）といった意見もあり、情報化社会の中で、女性スポーツ
関連情報の整理、共有方法の検討の必要性が明らかになった。

４．まとめ

　以上、本事業が実施した調査により明らかになった課題を、「１．身体･生理的な課題」「２．心理・社
会的な課題」「３．組織・環境的な課題」という３つに分類し整理した。次章以降、これらの課題について、
学術的な背景や支援の現状を述べ理解を深めるとともに、海外での事例等に基づき、方策を提案して
いく。具体的には次頁の表3-1で示したように、第４章において、身体・生理的な課題への方策を述
べる。次に第５章では、心理・社会的な課題に対応した方策を提案する。最後に、組織・環境的な課
題への方策を第６章と第８章に分けて論じる。

表3-1　インタビュー調査から明らかになった課題と方策の整理
本事業がインタビュー調査により明らかにした課題 本事業が提案する方策 分類

4章

・月経への理解【3章1-⑴】 身体・生理的特徴を考慮に入れた
トレーニング、コンディショニン
グ方法の構築

身体・生理

・女性の身体･生理的特徴を考慮に入れたトレーニング、コンディショ
ニング方法【3章1-⑵】

・女性アスリートに起こりやすい傷害や疾患への対応【3章1-⑶】 女性に起こりやすい傷害・疾患の
予防や処置

・女性アスリートのコンディション管理能力の不足【3章1-⑷】 セルフマネジメント教育プログラ
ムの開発と普及

5章

・女性アスリートの心理的特性への理解【3章2-⑴】

心理・社会

・導入期、育成期における家族からの理解や支援の重要性【3章2-⑵】家族の理解や支援の向上

・指導者への適切な指導方法の普及【3章2-⑶】 コーチとの適切な関係性と指導の
普及

・競技と学業の両立【3章2-⑷】
デュアルキャリア支援

・卒業後の進路【3章2-⑸】
・引退後の進路への不安【3章2-⑹】 セカンドキャリア支援

・女性アスリートの競技生活と結婚、出産、育児の両立【3章2-⑺】 競技と結婚、出産、育児との両立
支援

6章

・女性コーチやスポーツ組織における女性リーダーの不足【3章3-⑴】 指導的地位に就く女性の増加

組織・環境

・女性コーチのコーチ業と結婚、出産、育児の両立【3章3-⑵】 コーチ業と結婚、出産、育児の両立

・女性アスリートおよび指導者の地位の向上【3章3-⑸】 女性アスリートやコーチの社会的
評価向上

8章

・女性アスリートへの金銭的な支援の不足【3章3-⑶】 男女平等・公平実現のための指針・
施策の整備

・競技機会の不足【3章3-⑷】 男女平等・公平実現のための指針・
施策の整備

・女性スポーツ関連政策の統合と組織間の連携、情報共有の必要性
　【3章3-⑹】

女性アスリートの強化支援を行う
組織間の連携の確立、データベー
スを通じた情報共有システムの構
築
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第４章　身体・生理的な課題に取り組むための方策

　本章では、第３章で述べた女性アスリートが直面しやすい課題のうち、身体・生理的な課題として
整理されたものに焦点を当て、これらの課題に取り組むための方策を提案することを目的としている。
まず、男女の生物学的な性差や、女性アスリート特有の課題である「女性アスリートの三主徴（FAT）」、
月経周期における競技パフォーマンスへの影響に関する説明を行い、個々の課題に関連して、既存の
学術研究に基づく背景や現場における支援の現状を明らかにすることで、具体的な方策を提案する。

１．身体・生理的な特徴を考慮に入れた支援の重要性

⑴男女の生物学的な性差
　男女には、体格や身体組成等に見られるように、さまざまな生物学的な性差が存在する。例えば、
身長は男性の方が高く、筋肉量が多い。このような性差は幼児期・学童期では見られず、思春期（11
～ 15歳）以降に現れる。この要因として性ホルモン濃度の差が挙げられる（Kanehisa et al., 1995）。
性ホルモンは、大きく分けると男性ホルモンと女性ホルモンに分けられる。
　男性ホルモンにはテストステロンがあり、その血中濃度は女性の20倍にもなる。テストステロンは、
安静時であれば、ほぼ一定の濃度に保たれている。一方、女性ホルモンには卵胞ホルモン（エストロ
ゲン）と黄体ホルモン（プロゲステロン）があり、これらの血中ホルモン濃度は男性よりも女性の方が
高い。さらに成人女性では、この２つのホルモンが約28日周期で大きく増減する。このような女性ホ
ルモンの周期的な変動を「月経周期」と呼ぶ。月経周期は、血中女性ホルモン濃度によって２つのフェー
ズ（時期・段階）に分けることができる。月経開始日より排卵までが「卵胞期」であり、エストロゲン
およびプロゲステロンともに血中濃度が低い状態である。そして排卵から次の月経開始日までが「黄
体期」であり、両ホルモン濃度は高い状態である。この月経周期は成人女性特有のものであり、オリ
ンピックに出場するような女性アスリートの大多数に当てはまるといえる。

⑵女性アスリートのコンディションや健康管理上の問題点
　トップアスリートとして大成するためには、幼少の頃からトレーニングを開始し、さらに日々、激
しいトレーニングを繰り返す。女性スポーツでは、一部競技で容姿が採点に影響を及ぼしたり、また
競技種目によっては、競技特性に合わせて体型を獲得・維持するために激しいウェイトコントロール
を余儀なくされる場合もある。こうした過度なウェイトコントロールは、摂食障害を引き起こし、女
性アスリートの身体に大きなダメージを与える。摂食障害の行動として、拒食や摂食制限、反動によ
る過食、その後の自己誘発嘔吐等があり、これらの行動により著しい体重・体脂肪の減少を生じるこ
とになる。極端な体脂肪率の減少は、脂肪組織そのものが一部のエストロゲンの生合成の場となって
いることから、女性ホルモン量の減少を引き起こす。この現象は、女性が周期的な月経を有するため
に必要な体脂肪率も極端に減少させることから、無月経を引き起こす原因ともなる。さらにエストロ
ゲンの減少は、骨量維持に重要な骨代謝回転に対し悪影響（骨吸収を促進させ、骨形成を低下させる）
を及ぼし、骨量減少（骨粗鬆症）が生じ、近年では疲労骨折の大きな発症要因であることが報告されて
いる（桜庭ほか，2004）。
　上述のとおり、女性の身体・生理的な特徴に関連し、女性アスリートのコンディションや健康管理
上の問題点として「女性アスリートの三主徴（Female Athlete Triad、以下FAT）」が挙げられる（目崎，

第4章　�身体・生理的な課題に取り組むための方策
2009）。FATは、1992年にAmerican College of Sport Medicine（ACSM）が、⑴摂食障害 ⑵無月
経 ⑶骨粗鬆症の３つの疾患の相互関連性を提唱したことを起源とする。2007年にはこの見解が変更
され、⑴ low energy availability（摂食障害の有無にかかわらない） ⑵機能的な視床下部性無月経 ⑶
骨粗鬆症の３つの相互関係を指すようになった（Nattiv et al., 2007）（図4-1）。

骨粗鬆症

◯　「健康」と「病気」の間における、症候と状態（コンディション）の変化を表わす
◯　エネルギーバランス、月経機能、骨密度のスペクトラムは太い三角形となり、
　　相互に影響しあっている
◯　各スペクトラムは、食事や運動習慣により状態が変化し得る

健康
適切なエネルギーバランス

エネルギーバランスの減少
（摂食障害の有無は問わない）

病気
エネルギーバランスの

不良な状態
正常月経

健康な骨密度月経不順

骨密度の低下
機能的な
視床下部性無月経

図4-1　FATの関係性を示した図
(American College of Sports Medicine（2007）の図を基に、上原（2009）の図を一部改変し順天堂大学が作成）

　トレーニングを行っている女性アスリートの健康管理やコンディショニングにおける問題点ともい
えるFATは、女性アスリートにとって、オーバートレーニングとの関わりからみても重大な課題であ
る（目崎ほか，2006）。例えば、ウェイトコントロールを軸としたコンディショニングが必要である
体重階級制競技、審美系競技、持久系競技の選手を比較したところ、摂食障害（神経性食欲不振症、
大食症）等の発症率は、審美系競技34％、体重階級制競技27％、持久系競技20％という順であった（岡
野，1999）。またJISSにおいてメディカルチェックを受診した女性トップアスリートを対象とした調
査では、689例中、無月経が53例（7.7％）、月経不順が225例（32.7％）、と約40％に月経異常が見られ、
無月経であったアスリートの競技種目は、体操、陸上競技（長距離）、新体操の順で多かった（能瀬ほか，
2012）。こうした競技種目の女性アスリートの日常的に行われる高強度のトレーニングと過酷な食事
制限は、女性の中枢機能の調整に障害をもたらし、さらに体脂肪率の減少と性ホルモン分泌異常や摂
食障害、月経異常の発症、骨組織の脆弱化の危険性を高める（Gadpaille et al., 1987）。従って、日
頃から選手らがきちんと食事をすること、体調を管理することの重要性や方法を理解していることが
大切である。

⑶月経が競技パフォーマンスに与える影響
　月経周期におけるアスレティックパフォーマンスに及ぼす影響因子として、生物学的因子（内分泌
系、呼吸循環器系、エネルギー代謝系、体温調節機能）、運動（運動タイプ、運動負荷、運動習慣の有無）、
月経症状（月経前症候群、月経時の出血、下腹部痛）、心理状態（不安、抑うつ、イライラ、活気）、環
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境（暑熱環境）等が報告されている（相澤ほか，2007）。例えば、排卵前はポジティブな気分が高まり、
排卵後はネガティブな気分（不安、イライラ、抑うつ）等が高まること（Warner，et al., 1988）や、
月経時には腹痛や乳房痛等の身体症状がパフォーマンス発揮の低下に影響する可能性（橋本ほか，
2011）が指摘されている。また、月経前の身体症状の１つとして体重増加やむくみが挙げられる。
JISSにおいてメディカルチェックを受診したトップアスリート689名中、月経前症候群の自覚がある
アスリートは443名（64.3％）おり、そのうち体重増加の自覚がある者は245名（55.3％）であった。さ
らに受診したトップアスリートのうち、78名（11.7％）が疲労骨折を経験していた（能瀬ほか，
2012）。10代における無月経と疲労骨折の検討では、無月経群で有意に疲労骨折のリスクが高く、有
月経期間が短いほど、疲労骨折のリスクは高い傾向にあった（能瀬ほか，2012）という報告から、月
経前症候群などの月経周期による影響だけではなく、無月経や無月経の期間が長い場合も、女性アス
リートのパフォーマンスに影響を与えるといえる。

２．�女性の身体・生理的特徴を考慮に入れたトレーニング、コンディショニング
方法の構築に向けた方策

⑴背景
　月経周期が女性の心身のコンディションの変化に影響を及ぼすことは、多数報告されている。例え
ば、黄体期に現れる「月経前症候群（PMS: Premenstrual Syndrome）」がある。月経前症候群は、「月
経前３～ 10日の間続く精神的、あるいは身体的症状で、月経発来とともに減退ないし消失するもの」
と定義されている（社団法人日本産科婦人科学会，1999）。その出現頻度は全女性の80％との報告が
あり、具体的な症状としては、むくみ、下腹部痛、腰痛、便秘等の身体的症状に併せて、集中力の低下、
不安が強くなる、イライラする等の精神的症状もみられる（ACOG practice bulletin, 2001）。また、
黄体期には体水分貯留が増加し、卵胞期に比べて体重が増加することが報告されている（Watson et 
al., 1965）。このような月経周期に伴う体重変動は、体重階級制競技等ウェイトコントロールが必要
な女性アスリートにとっては重要な問題となる。実際に体重階級制競技の女性アスリートから、「生
理前になると水分を欲して、体重が増えてしまう」「生理前は体重が落ちないので、とにかく食べない
で練習するので疲れやすい」という現状が報告されている（東京読売新聞，2012年4月10日）。さらに、
黄体期には卵胞期に比べて基礎代謝量（安静時エネルギー消費量）やエネルギー摂取量（食欲）の増加
が認められており（Dye & Blundell, 1997; Solomon, 1982）、月経周期を考慮した食事の管理につ
いても検討が必要であることが示唆される。
　一方で月経周期がコンディションに与える影響は、個人差が大きく、さらには個人内での変動も大
きいことから、統計的に月経周期間で差が生じないという結果も多く存在する。そのため、これまで
は月経周期はパフォーマンスに影響を与えない、もしくは影響を与えたとしてもわずかであるという
見解もあり、月経周期に対する検討が積極的になされてこなかったと考えられる。しかし、インタ
ビュー調査の結果からもわかるように、女性アスリートは月経周期に伴うコンディションの変化を訴
えており、月経周期のいかなる時期においてもベストパフォーマンスの発揮を必要とされるアスリー
トにとって、月経周期を考慮したトレーニング内容や体組成管理をする必要性は高い。以上のことか
ら、月経周期を考慮したトレーニングおよびコンディショニング法を考案すべきであるといえる。

⑵日本における現在の取組
　現在、日本国内の筋機能向上や持久力向上を目的としたトレーニングプログラムは、アメリカスポー
ツ医学会が推奨している条件に基づいて実施されている。これによると、筋機能向上のトレーニング
は、強度は最大拳上重量の65％以上、頻度は週３回が有効であるとされ、男女ともに同一条件であり

（American College of Sports Medicine, 1998）、国内外において月経周期を考慮したトレーニング
プログラムは実施されていない。しかしながら、月経周期が最大筋力（Phillips et al., 1996）や運動
時に受ける筋ダメージ（酸化ストレスや炎症）に影響を及ぼすことが報告されており（Tiidus et al., 
2000）、女性の場合には、トレーニングの強度や頻度の設定を月経周期によって変えることで効率的
にトレーニング効果を獲得できる可能性があると考えられる。
　また、持久力向上のトレーニングについても男女同様の条件下で行われている（American College 
of Sports Medicine, 1998）。しかし、持久性運動中のエネルギー基質利用についても月経周期が影
響し、卵胞期に比べて黄体期に脂質利用が高まり、持久力が高まるという報告がある（Fu et al., 
2009）。このことから、持久力向上のトレーニングについても男女差および月経周期を考慮したトレー
ニング法を考案する必要があるといえる。

⑶方策の提案
　こうした背景を踏まえ、女性の身体・生理的特徴を考慮に入れたトレーニング、コンディショニン
グ方法の構築に向けた方策を提案する。

①男女差を考慮したトレーニング法の開発
　男性と女性には性ホルモンの変動や体組成等の生物学的な性差が存在する。しかしながら、現在、
推奨されているトレーニングプログラムは男女同一条件であり、生物学的な性差や性ホルモンとの
関連については考慮されていない。そのため、運動の種類や頻度、負荷の大きさ等について、女性
に特化したトレーニング効果の高いトレーニングプログラムを開発・検証し、スポーツ現場への提
案が必要である。
②月経周期を考慮した体組成管理法の調査研究

　パフォーマンス向上およびコンディション維持において、適切な体組成を管理することはアス
リートにとって重要な課題の１つである。しかし、前述のように女性には月経周期が存在し、女性
ホルモンの変動とともに摂取エネルギー量の増加や体水分量が増減し、結果として体重や体組成の
変動が起こる。月経周期が存在する女性アスリートにとって、このような生理的変化がコンディショ
ン維持を難しくする一因となっている。これらの課題に取り組むために、以下２つの項目に関連し
た調査研究を行っていく必要がある。
• 女性ホルモンの変動と体重の増減、筋タンパク質の合成、体脂肪の減少との関連性
• 女性ホルモンの変動と体重の増減等に貢献するトレーニング条件や食事管理法
　すなわち、女性ホルモンの変動と体重の増減、筋タンパク質合成等の関連性の検討およびそれに
貢献するトレーニング法や食事管理法について検討し、月経周期を考慮した体組成管理法として提
案することが求められる。
③月経周期を考慮したトレーニング法の開発

　女性アスリートと一般女性の血中の代謝産物を比較した結果、女性アスリートの方が月経周期に
よる代謝変動が大きく、特に黄体期に糖原性アミノ酸が低下していた（順天堂大学，2011）。糖原
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性アミノ酸とは、糖新生経路によりグルコースやグリコーゲン等のエネルギーを新生することので
きるアミノ酸であり、糖原性アミノ酸の低下はアスリートの持久性パフォーマンスさらにはトレー
ニング効果にも影響を及ぼす可能性が考えられる。
　以上より、パフォーマンス向上において月経周期に伴うコンディションの変動を一定に保つとと
もに適切なトレーニングを実施することが重要だと考えられるが、現在、月経周期に伴った効果的
なコンディショニング法やトレーニング法は提案されていない。これらの課題に取り組むために、
以下の項目に関連した調査・研究を行う必要がある。（資料11）
• 月経周期に伴う女性ホルモンの変動が代謝応答（糖質・脂質・タンパク質・アミノ酸代謝）に及ぼ

す影響
• 月経周期に伴う女性ホルモンの変動が運動時（有酸素系運動・レジスタンス運動）の代謝応答に及

ぼす影響
• 特定の栄養摂取による月経周期の代謝応答に対する改善効果の検討
• 月経周期に適したトレーニング内容、強度、頻度の検討
　すなわち、女性ホルモンの変動が運動時の代謝応答に及ぼす影響について検討し、その影響を改
善する食事管理法やトレーニング法を提案することが求められる。また、ここで提案した調査研究の
成果は、基礎体温の計測により女性ホルモンの変動を間接的に把握することで、食事摂取法やトレー
ニング内容を効果的に変化させ、ベストパフォーマンスを発揮することにつながると考えられる。

３．女性アスリートに起こりやすい傷害・疾患の適切な予防や処置を行うための方策

⑴背景
　これまでスポーツ傷害・疾患に関する研究報告は、対象者の多くが男性であったが、女性のスポー
ツ参加が広く一般的となり、男性とは異なる傷害や疾患の発生が指摘されるようになった。
　スポーツ傷害の発生要因として特に身体的な側面に着目すると、筋力不足、柔軟性欠如、身体組成、
アライメント不良、関節弛緩性の５要因が挙げられる。特に女性は、先天的に関節弛緩性が高い（関
節の動揺性が高い）傾向にあるとされており、関節弛緩性が高いと外力に弱く、靭帯損傷や脱臼等の
関節外傷を生じやすいことが多数報告されている（竹田ほか，1997； 鈴木ほか，2008）。
　また先天的に女性は骨盤が広く、大腿四頭筋の作用軸を表すQ-angle（Quadriceps Angle；膝蓋骨
中央から上前腸骨棘および脛骨粗面に引いた線のなす角度）が大きいとされ、その他のアライメント
不良や、運動中にその代償となる動きを行うことで、足や膝等の下肢のランニング障害が生じやすい
とされる。そして女性は、生殖機能維持のため、高い体脂肪量を必要とする反面、筋量（筋力）が少な
いこと、また女性の場合、跳躍後の着地時等にKnee-in/Toe-out（股関節内転・内旋、膝関節外反、
下腿外旋、足関節外反、足部外転、内側縦アーチ低下の状態）という動きをとること（McLean et al., 
2004）があり、それらが契機となり前十字靭帯損傷といった膝関節での外傷が生じやすいことが報告
されている。
　一方、内科的な問題としては貧血が挙げられる。貧血が生じると、立ちくらみやめまい、動悸、息
切れといった症状だけでなく、アスリートの場合は十分なパフォーマンスを発揮できない、練習につ
いていけないといった兆候が表れる。貧血の中でも特に鉄欠乏性貧血は一般女性にも多くみられるが、
女性アスリートにおいては、日常的に繰り返されるトレーニング中の多量の発汗により体内からの鉄

喪失が生じるだけでなく、トレーニング量に見合った食事量がとれていないこと、過度な摂食制限等
により鉄欠乏が生じ、容易に鉄欠乏性貧血が発生する。それに加え、運動中に足底部に繰り返し衝撃
が加わるような長距離走、バレーボール、バスケットボール等の選手においては、足底部において血
液中の赤血球が破壊される。破壊された赤血球よりヘモグロビンが放出され、同時に造血機能が正常
に反応しないという溶血性貧血が生じやすいとされる。
　女性における鉄欠乏性貧血の原因としては、月経による出血が大きな要因となる。併せて、月経時
には下腹部痛や腰痛、頭痛等の痛みを生じることも多い。また月経の際、出血量が多い時期には、出
血が気になり集中できないといった心理面での問題も生じやすく、動きの制限や集中力の欠如による
傷害発生やパフォーマンスへの影響は大きいものと考えられる。近年では、月経周期に伴う女性ホル
モンの変化により、腱や筋膜において膠原線維含有量を減少させること（Liu et al., 1997）や、靭帯
の破断強度の減少（Slauterbeck et al., 1999）等が報告されており、月経周期に伴う結合組織等の身
体的要因が注目されている。
　以上のことから、学童期からの高強度・高頻度のトレーニングが女性の発育に及ぼす影響は、競技
の習熟や身体の特化等プラス面ばかり注目され、女性機能の成熟不全等のマイナス面はいまだ軽視さ
れがちなのが現状であり、古来医学の「女性≒小型の男性」とみなす考え方と根本を同じくしている。
これは生物学的性差を前提とするようになった現代医学的見地から鑑みて、競技力向上に寄与しない
ばかりか、傷害や疾患の発生を招く等、アスリート本人の健康にとって好ましくないことが考えられ
る。よって、女性特有の傷害・疾患発生のさまざまな要因（内的要因・外的要因・環境要因）の詳細な
検討はもちろん、「月経周期」をキーワードとした女性の体内における変化を詳細に捉えることで、未
然に傷害発生や疾患の発症を防ぐことが可能になるといえる。

⑵日本における現在の取組
　現在、女性トップアスリートの医学的なサポートはJISSにて行われている。主な医学的なサポート
は受傷時に行われており、受傷後のリハビリテーション等についての指導は、選手個人に対し多くな
されている。しかし、傷害を予防するための継続的な支援は、一部競技団体において独自にサポート
チームを有する場合には行われているものの、全体的には行われていない。また月経周期を考慮した
医学的サポートについては、月経周期と免疫機能（瀬尾ほか，2011）、月経周期と骨代謝（鈴木ほか，
2008）といった体内の内分泌系の変化については報告がなされているが、実際のサポートに利用され
ることは少ない。加えて性差医学的見地から、月経周期によって発現量が変動する遺伝子等について
探索し、女性もしくは女性アスリートに特異性をもたらす内的・外的因子の関連等は検討されていな
い。以上のことから、スポーツをすること、そして月経周期に伴う女性ホルモンの変化により発生し
得る身体の変化については、いまだ明らかにされておらず、早急に取り組むべき課題であるといえる。
　一方、医学分野においては、女性の社会進出等の社会的要因による性差医学への関心の高まりを背
景として、男女間での疾患の発生率、病態、治療効果の差異を前提とした医学・医療が進展している。
例えば、遺伝子・タンパク質・細胞レベル等、生物学的あるいは生理的機能における性差の解明や、
女性特有の月経周期が疾患に及ぼす影響の検討は、各種疾患の性差的な視点の理解を深めた。特にこ
うした研究視点は、女性に好発する膠原病をはじめとした多因子疾患の病因・病態の解明と、新たな
検査・治療法の開発にも大きく貢献した。
　以上のことから、傷害や疾病の予防といった観点から、女性アスリートに対し効果的な医学的なサ
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ポートを行うためにも、生物学的に異なる性差から生じる要因および月経周期により変化する要因を、
遺伝子・タンパク質・細胞レベル等、生物学的あるいは生理的機能により、明らかにすることは重要
といえる。

⑶方策の提案
　こうした背景を踏まえ、女性アスリートに起こりやすい傷害・疾患の適切な予防や処置を行うため
の方策を提案する。

網羅的遺伝子発現解析法による女性アスリートの特異性の解析
　女性特有の傷害および疾患を予防するためには、遺伝子や細胞レベルの研究によって生理機能や
疾患に関する生物学的な性差、および女性のみに存在する月経周期に伴う変化を明らかにすること
が必要である。
　膠原病の中で代表的な全身性エリテマトーデス（SLE；Systemic Lupus Erythematosus）（※１）の
発症性差・発症原因についての、網羅的遺伝子発現解析法を用いた先行研究では、SLEは、圧倒的
に女性に多く発症することと（男女比；１：７～ 10）、月経周期に伴い変動する女性ホルモン（エス
トロゲン）によって免疫異常を増悪され、その臨床像も月経周期による変動がみられることが知ら
れている。この先行研究において、女性の月経周期を考慮し経時的採取した（※２）健常男女と、治療
前後に経時的採取した（※３）SLE患者の血液を用いて、マイクロアレイ法（※４）によるリンパ球（※５）の
網羅的遺伝子発現解析を行ったところ、健常女性の月経周期中に発現量が有意に変動する遺伝子群
の中に、SLE患者の治療前後でも有意に変動する遺伝子があることが見出された（Kawasaki et al., 
2009）。この先行研究より、月経周期と関連して変動し、かつSLEという顕著な発症性差のある疾
患の重篤度とも関連性を示す遺伝子の存在が示唆された。
　また、女性の月経周期を考慮し経時的採取した（※６）男女アスリートおよび男女非アスリートの血
液を用いて、マイクロアレイ法によるリンパ球の網羅的遺伝子発現解析を行った結果では、すべて
の検体で検出可能であった2.726遺伝子のうちから、①女性アスリート群の卵胞期と黄体期で発現
量に変動のあった97遺伝子、②女性非アスリート群の卵胞期と黄体期で発現量に変動のあった90
遺伝子を、それぞれ特異的に統計的有意差をもって見出した（順天堂大学，2011）。これらの統計
的有意差は、女性アスリートの月経周期、女性非アスリートの月経周期に、特異的に関連して変動
する遺伝子の存在を示唆することが考えられる（資料12）。
　以上のことから、男女の間には、体格や性ホルモンの量的・質的差異の他に、日常的なトレーニ
ングの有無により、全身をめぐる免疫担当細胞の働きにも、何らかの性差が存在する可能性がある。
また、月経によるホルモン量の変動に伴って女性の免疫的恒常性維持に関与する遺伝子が存在する
可能性が考えられる。今後、これらは被験者数の増加や高度なトレーニングを課しているトップレ
ベルのアスリートの協力が可能になれば、さらに明確な解析が可能となる。
　今後は、遺伝子の絞り込みと、代表的な遺伝子の統御系統（パスウェイネットワーク）（※７）について、
定量RT-PCR法（※８）を用いて遺伝子ごとの発現量の変動を解析する。加えて、遺伝子発現解析の結
果を裏付ける血中生理活性物質（※９）の測定を行い、女性アスリートにおいて月経周期によって発現
量が変動する遺伝子を特定する必要がある。それにより、女性アスリートに特異性をもたらす内的・
外的要因を明らかにすることができ、女性アスリートに多発しやすい傷害・疾患の適切な予防や処
置の方法を提案することにつながると考えられる。

語句説明
※１　国指定難病．生殖可能年齢の比較的若年女子に好発し、日本には約５～７万人の患者がいる全身性自己免疫疾

患．症状としては、顔面の紅斑、腎障害、神経障害、血液障害等がある
※２　健常女性は月経発来初日を１回目の採血とし、その１、２、３週後の計４回、健常男性は任意の日を１回目の

採血とし、その１、２、３週間後の計４回、採血を行った
※３　入院直後のステロイド治療開始前（増悪期）と、約１ヶ月が経過しステロイド治療が一段落した退院直前（軽快

期）の計２回、採血を行った
※４　ガラスや樹脂でできた基板上に、数千から数万種類のプローブ（検出対象とする遺伝子と相補的な配列を持つ

高密度のDNAまたはRNA断片）を配置・固定した分析器具（＝マイクロアレイ）に、サンプルとなる細胞等か
ら抽出した遺伝子を結合させ、それらの数の遺伝子を同時に検出する遺伝子発現解析技術

※５　菌・ウィルス等の異物の排除と腫瘍細胞・役目を終えた細胞の排除等の役割を担う白血球の一種
※６　女性は、卵胞期に１回、黄体期に１回の計２回の採血．男性は、任意の日を１回目とし、その２週間後に２回

目の採血を行った
※７　遺伝子間の相互作用（遺伝子間の総御、代謝マップ等）．遺伝子とその発現によって作られるタンパク質と、ビ

タミン・ミネラル類も参加した生体内のさまざまなピタゴラ装置のようなシステム
※８　サンプルとなる細胞等から抽出したmRNA（タンパク質合成のための情報をもつRNA（リボ核酸）分子）を材料

にして、逆転写反応（RNAの塩基配列を写しとってDNAを合成する反応）によって、cDNA（相補的一本鎖の
DNA）を人工的に作成後、ポリメラーゼ連鎖反応（DNAを増幅するための原理またはそれを用いた手法）によっ
て、cDNAから目的のmRNA由来の配列の部分だけを大量に複製する一連の解析方法

※９　生体の生理活動に何らかの作用をもたらす物質．ビタミン、ミネラル、酵素やホルモン等

４．�女性アスリートのコンディションに関する自己管理能力向上を目的とした 
セルフマネジメント教育プログラムの開発と普及のための方策

⑴背景
①女性アスリートのコンディション管理に関する課題

　女性アスリートのコンディション管理のためには、月経が体調やパフォーマンスに与える影響を
考慮し、月経周期に伴う個人のコンディション変動を縦断的に検討していくことが求められる（中
村，2011）。しかし、月経を「わずらわしいもの」等、ネガティブな印象として捉えている割合は、
思春期前後の年代や女子大学生の中で高くなっており（野田，2003）、女性アスリートが月経に対
してネガティブな意識を持つことにより、練習への意欲の低下や集中力の欠如、さらに月経周期に
よるホルモンの変動が与える影響も受けやすくなる可能性がある（橋本，2003）。また蛯名ら

（2010）が行った女子高校生を対象にした月経教育の経験に関する調査では、思春期後期に教育を
受けたことがない割合が高かった項目として、「月経前症候群（26.9％）」、「月経の記録と観察

（23.0％）」、「基礎体温の測定と記録（20.9％）」「月経中の生活（20.3％）」「月経異常（17.6％）」が挙
げられており、思春期前後の行動変容をねらいとした教育方法の改善が指摘されている。
　女性の基礎体温の測定は、月経やそれに伴う症状を認識することができ、「自身の身体の変化を
把握した上で行動する」というスキルの獲得につながるものとして大変有用である（鈴木，2011）。
しかし、多くの女性は基礎体温測定の体調管理に関する意義を知りながらも実際には行っておらず、
その行為を負担に思っている（小山田ほか，2000）。例えば、JISSが近年行った調査によると、我
が国の女性トップアスリートでさえも、７割が基礎体温測定をしていないという現状が明らかに



34

戦略レポート

35

第４章　身体・生理的な課題に取り組むための方策

なった（中村，2011；鈴木，2010）。
　さらに、JISSにおいてメディカルチェックを受診したトップアスリート（689名）のうち、継続的
な低用量ピル使用者は14名（2.0％）であった。さらに、投薬を必要とするような月経困難症を訴え
るアスリートは161名おり、そのうち、鎮痛剤使用者は139名（86.3％）、低用量ピル使用者は2名

（1.2％）という結果が明らかとなった（能瀬ほか，2012）。早くからピルが認可され、手軽にピルを
使用できるアメリカの女性陸上競技者と、日本の女性陸上競技者を対象に、月経異常の発症、月経
による競技パフォーマンスの影響および月経コントロールの実態について調査したアンケート結果
によると、ピルの使用経験や知識はアメリカのアスリートの方が有意に高かったという結果が得ら
れている（鯉川，2007）。またブラジル選手団は、ロンドンオリンピックで主にピルや抗炎症剤の
服用により、選手の体調管理をすることを目的に産婦人科医を帯同した（BBCBrasil, 2012年７月
21日）。
　これらの結果から、我が国におけるアスリートの月経コントロールに関する実践、教育はいまだ
開発途上であり、女性アスリートの月経に対する意識を変え、自己管理を促すことを目的とした教
育の機会が必要であるといえる。
②女性アスリートに望まれるセルフコンディショニングの方法

　アスリートは、トレーナーやコーチ、スポーツドクターと協力し、目標に照準を合わせて健康管
理やコンディショニングを行うことが求められる。特にアスリートの健康管理とコンディショニン
グに関する３層構造（図4-2）のうち、最下位層に位置するセルフケア、すなわちアスリート自身の
自己管理（セルフマネジメント）は、コンディショニングの基盤となるため極めて重要といえる（和
久・河野，1996）。

二次ケア スポーツドクター

トレーナーコーチ

アスリート

プライマリー
ケア

健康管理

セルフケア

二次ケア

プライマリー
ケア

コンディショニング

セルフケア

図4-2　健康管理とコンディションの三層構造（和久・河野，1996改）

　アスリートのコンディションは毎日のトレーニングに伴って変動するため、体重、体温、脈拍、
自覚的体調等の項目を測定・記録することは、各個人のコンディション変動に関する時系列データ
として、セルフマネジメントに役立つ（中野ほか，2003）。またアスリートのコンディション評価
に関する研究で用いられる指標として、血液生化学検査指標（鈴木，2006）、体力（河野，1990）、
POMS等の心理学的指標（和久・河野，1993）等があり、このような指標を用いて定期的に評価す
ることで、アスリートのセルフコンディショニングを促すことができる。
　しかし、各指標の有用性に関する知見の多くは、男性を対象としたものが中心であり（中村，
2011）、女性アスリートにそのまま適応できるかという点では疑問が残る。とりわけ、男女間には
月経の有無という点で大きな違いがあり、月経周期に伴い変動する卵巣ホルモンの影響により女性
アスリートは心身のコンディションを崩しやすいことから（目崎，1997）、女性アスリートのコン

ディション評価の際には、評価の指標と月経周期との関連を把握しておく必要がある（中村，
2011）。
　また鈴木（2006）は、女性アスリートは、ウェイトコントロールを軸としたコンディショニング
が必要であることが多く、栄養学の知識を利用することにより、コンディションの管理方法に幅を
出すことができると述べている。このことから、女性アスリートのコンディション管理には、体重
や体脂肪率の値に意識を集中させるのではなく、栄養学的知識を含めた生活習慣の変容に意識を向
けたセルフマネジメント教育を行うべきといえる。
　なお、海外の取組を紹介すると、オーストラリア・スポーツコミッション（Australia Sports 
Commission: ASC）は、ウェブサイトで、女性アスリート特有の障害や疾患の原因を説明した「女
性アスリートの三主徴」（FAT）に関し、スポーツ栄養学の側面から情報を提供している。また全米
大学体育協会（National Collegiate Athletic Association: NCAA）は、女性アスリートの三主徴

（FAT：摂食障害、月経不順、骨粗鬆症）に関するハンドブックを作成し、女性アスリートを指導す
るコーチがこの問題を認識し、予防するための情報を提供している。
　こうした海外の事例も参考とし、女性アスリートへのセルフマネジメント教育プログラムでは、
月経周期に関する知識に加え、栄養に関する教育も盛り込み、各々で食事を自己管理した上で、体重・
体脂肪や骨の状態、月経異常に対処していくスキルの獲得が望まれる。
③大学生女性アスリートのセルフマネジメントの実態と課題

　本事業では、スポーツ系大学在学中の女子学生（170名）を対象に女性アスリートの自己管理に関
する実態調査を行った（順天堂大学，2011．資料13）。その結果から、自分自身で体調やトレーニ
ングについてセルフモニタリング（記録）しているかという問いに対し、「セルフモニタリングして
いる」は43.5％、「していない」は56.5％という結果が明らかになった（図4-3）。

n＝170
p＝0.047

つけて
いない
56.5％

つけている
43.5％

図4-3　体調やトレーニングの記録をつけているか
（順天堂大学，2011）

　具体的に、体調管理やトレーニングのためにセルフモニタリングしているという項目を図4-4に示
した。一番多かったものが「練習内容」であり、次いで「反省や課題」「大会日」「記録」等、競技に関連
する項目を中心に記録しているという結果が得られた。また自身の身体やコンディションに関連する
記録については、「月経日」44.6％、「練習後体重」36.5％、「睡眠時間」27.0％という結果であった。
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練習内容
食事

反省や課題
大会日
記録
月経日

練習後体重
睡眠時間
練習時間

心理的コンディション
身体的コンディション

起床時体重
体脂肪率
診察、通院

体温
排便

就寝前体重
体温変化の推移

脈拍
月経痛

練習前体重
内服薬

サプリメント
不正出血

66.2 ％
52.7
52.7
51.4

47.3
44.6

36.5
27.0
27.0
25.7

23.0
20.3

17.6
13.5
12.2
12.2

8.1
4.1
4.1
4.1
2.7
1.4
0.0
0.0

図4-4　セルフモニタリング（記録）している項目
（順天堂大学，2011）

　次に、月経周期と心身のコンディションとの関係性についての問いに対し、「関係があると思う」と
回答した者が72.9％であり、「関係がない」という回答（27.1％）より有意に高い割合を示した（図
4-5）。今回の調査対象者に現在の月経の状況を確認したところ、稀発月経や周期が不安定な者が15％
程度おり（図4-6）、疲労骨折の経験がある者も２割ほどいた。しかし月経日を予測するのに有効であ
ると考えられる「体温」を記録している者は12.2％と少ない現状も明らかとなった。

100.0
72.9％

（n＝124）

27.1％
（n＝46）

p＜0.001

あると思う ないと思う

80.0

60.0

40.0

20.0

0.0

％

図4-5　月経周期とコンディションの関係性
（順天堂大学，2011）

11.8％
1.2％

72.9％
n＝71

8.8％

2.4％
2.9％

■ 24日以下
■ 25～38日
■ 39～90日
■ 90～180日
■ 半年以上ない
■ 無回答

図4-6　月経の現状
（順天堂大学，2011）

　さらにコンディション管理について、今までに教育や指導を受けたことがあるかという問いに対し、
「受けたことがある」41.8％、「受けたことがない」58.2％という結果が得られた。中でも「食事・栄養」
について教育を受けた経験が有意に高かったのに対し、「月経や女性ホルモンについて」は有意に低い
という結果が明らかとなった（図4-7、図4-8）。

有84.5％

無15.5％

n＝71
p＜0.001

図4-7　食事・栄養について教育経験
（順天堂大学，2011）

有
23.9％

無
76.1％

n＝71
p＜0.001

図4-8　�月経や女性ホルモンのコントロール
についての教育経験
（順天堂大学，2011）

　前述の背景でも述べたように、多くの研究者が行動変容をねらいとした月経教育の必要性を強調し
ている。実際に塚本ら（2011）が、発育発達段階にある女性に基礎体温の変化をセルフモニタリング
させた研究によると、「基礎体温測定を行動化に結びつける知識と動機」「生活の質やセルフケア能力
向上の実感」「自尊感情の高まり」等が、記録の継続と関連していることを報告している。実際に本調
査においても、大学生女性アスリートたちは、自身のコンディションと月経周期との関係を意識して
いながらも教育経験が少ないため知識と動機が得られにくく、自己管理に活かすことができていない
という状況も推察することができた。

⑵日本における現在の取組
　「女性アスリート戦略的強化支援方策レポート」作成に向けて、元アスリート（女性）や強化部長経験
者、コーチを対象に行ったインタビュー調査からは、以下のような意見が得られた。

• 女性アスリート自身の月経周期をふまえたコンディション管理に対する意識が極めて低い
• 強化スタッフの月経への理解が低い

　また、元ナショナルチーム帯同トレーナーからは、育成期の月経への対応に関して、以下の現状が
報告された。

• 競技団体の育成プログラムは、体力的な内容やスポーツの戦略・戦術的な内容が中心であり、月
経を考慮したコンディショニングは、時間的・マンパワー的な問題から後回しにされることが多
い

• 育成期のアスリートの月経に関する問題は、特に若年女性の摂食制限等と合わせて、月経の発来
の遅延や不順として問題視される。しかし個人差も激しいため、問題を申告してきた選手のみに
対応しているのが現状であり、それ以上の特別な対応はしていない

　さらに、JISSが行った「日本国内のトップ女性アスリートを対象とした月経に関する調査」の結果（能
瀬ほか，2012；中村，2011；鈴木，2011）を、以下に、再度まとめる。
①月経と自覚的コンディションについて

　卵胞期の初めに起こる出血がある時期に40％、黄体期に30％程度の女性アスリートが「コンディ
ションが悪い」「やや悪い」と回答した。一方、月経１週間後および月経と月経の中間は、8割の選手
がコンディションは変わらないと回答した。また月経前症候群を訴えるトップアスリート443名の
うち、自覚的に体重増加の症状がある者が245名（55.3％）という結果も得られた。これらのことか
ら、主観的ではあるが女性アスリートは月経周期によってコンディションに差を感じていることが



38

戦略レポート

39

第４章　身体・生理的な課題に取り組むための方策

判明した。
②月経周期と月経痛の現状について

　正常月経を有する選手は65.8％、不規則あるいは無月経等の月経異常の可能性が高い選手は
18.5％を占めた。その中で状態に違いがあるものの、８割近い選手が月経痛を有していることが明
らかとなった。しかしセルフケアは何もしていないと回答した選手は約６割いた。
③基礎体温測定について

　基礎体温計測については、７割の選手が計測していないという結果が得られた。
④無月経と疲労骨折について

　トップアスリート689例中、無月経が53例（7.7％）、月経不順が225例（32.7％）であり、約40％
に月経異常が見られた。また78名（11.7％）が疲労骨折を経験していた。
⑤トップアスリートの低用量ピル使用状況

　トップアスリート689名中、継続的な低用量ピル使用者は14名（2.0％）だった。また投薬を必要
とするような月経困難症を訴えるアスリートは161名おり、そのうち鎮痛剤使用者139名（86.3％）、
低用量ピル使用者は2名（1.2％）であった。
⑥低用量ピルを用いた月経移動について

　月経周期によるコンディションの変化を自覚し、コンディションの良い時期に試合が当たること
を望むアスリートは689名中、566名（82.1％）いた。このうち月経移動希望者は123名（21.7％）で
あったが、低用量ピルを用いて日常的に月経移動を行っているアスリートは2名（0.3％）であった。

　これらの調査結果を踏まえると、女性アスリートの自己管理能力（セルフマネジメント力）の向上の
ためにも、月経に対するポジティブな意識の形成、自身の身体症状や変化への気づきとその対処法等、
セルフマネジメントについての総合的な教育プログラムと、それをサポートするシステム・ツールの
開発が望まれる。

⑶方策の提案
　こうした背景を踏まえ、女性アスリートのコンディションに関する自己管理能力向上を目的とした
セルフマネジメント教育プログラムの開発と普及のための方策を提案する。

①セルフマネジメント教育プログラムの開発
　本事業では、女性アスリートのセルフマネジメント教育の手段として、「女性アスリート手帳」（順
天堂大学，2011）を作成し、2012年６月にJOC加盟競技団体（57団体）へ配布した。その後、要望
のあった競技団体へは追加配布を行った。さらに希望に応じ、月経とコンディションの関連性につ
いて正しい知識を学ぶ機会を提供する講習会を開催した。
　なお、女性アスリート手帳の追加配布先の競技団体からは以下のような評価・意見が得られた。
• 大会や遠征に合わせてコンディション管理をすることは非常に大切なので、手帳を活用すること

にした（冬季オリンピック競技種目・団体競技、夏季オリンピック競技種目・団体競技）
• 合宿時は毎日記入させ、トレーナーがチェックをしている。それ以外の時は各自で管理をし、定

期的にスタッフが確認している（冬季オリンピック競技種目・団体競技、夏季オリンピック競技
種目・団体競技）

• 身体を大きくすることを目標にトレーニングをしているので、食事と体温については、毎日記録

をつけることが習慣化してきているようだ（夏季オリンピック競技種目・団体競技）
• アスリートが通信端末などを用いてコンディションデータを入力することができ、トレーナー・

メディカルスタッフと情報の共有・連携が図れるとよい（冬季オリンピック競技種目、団体競技）
• タレント発掘育成を目的とした合宿時に女性アスリート手帳を配布し、セルフマネジメントの必

要性の講義を行った。アスリートも指導者も大きな関心を示し、組織としても継続的にこうした
機会を設けたいと思っている（夏季オリンピック競技種目・個人競技）

• 自己管理能力は早い時期から身につけてほしいスキルであるため、ジュニア世代を対象に女性ア
スリート手帳を用いた講習会を開催した（夏季オリンピック競技種目・個人競技）

　上記の意見は、現場からの大変貴重な意見である。また、これらの意見を反映し、より多くの女
性アスリートが使用できるよう改善を加える必要性がある。
②女性アスリートのセルフマネジメント教育プログラムの普及

　女性アスリート手帳をセルフマネジメント教育のツールとして活用していく中で、女性アスリー
トが興味・関心のある内容、また疑問や不安に感じている内容（例：女性の身体のしくみ、月経周
期とパフォーマンス、目標設定、栄養管理等）について、専門家（トレーナー、ドクター、スポーツ
栄養士等）による講習会の開催等、女性アスリートたちのニーズに合わせた教育機会・内容を提供
していくことが必要となる（資料14）。こうしたセルフマネジメント教育プログラムが普及していく
ことでは、国際競技力の向上やメダル獲得の潜在能力を持つ女性アスリート層の拡大につながり、
彼女たちが試合や大会で最高のパフォーマンスを発揮する可能性を高める。
③女性アスリートのセルフマネジメント教育プログラムの有用性の検証

　実際に開発したプログラムを普及させ、その効果を月経周期と競技パフォーマンスとの関連（月
経前症候群や月経随伴症状との関連性も含む）、月経周期と行動ステージや心理的変化との関連、
また婦人科系ホルモンや骨代謝の測定結果などから、セルフマネジメント教育の効果を検証し、エ
ビデンスを蓄積することで、さらにプログラムを改良していく。
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　本章では、第３章で述べた女性アスリートが直面しやすい課題のうち、心理・社会的な課題として
整理されたものに焦点を当て、これらの課題に取り組むための方策を提案することを目的としている。
まず「１．長期的視野に基づいたアスリートのキャリア移行モデル」において、スポーツ心理学者の
Wyllemanら（2004）が提案するアスリートの長期的なキャリア移行過程に関するモデルに基づき、
女性アスリートの競技的発達段階についての説明を行う。次に、「２．重要な他者との関係の中で生じ
る人的ストレスに対処するための方策」では、本事業の調査より明らかになった心理・社会的課題に
対し、先行研究や現場における支援の現状を考慮に入れ、具体的な方策を提案する。さらに、女性ア
スリートが学業の質を落とさず、将来のビジョンや計画を前向きに捉えられるよう、「３．円滑なキャ
リアトランジションに向けた方策」においては、セカンドキャリア移行に向けた現役中のサポートシ
ステム構築の必要性を示し、これらを考慮に入れた具体的な方策を提案する。

１．長期的視野に基づいたアスリートのキャリア移行モデル

　キャリアについて、心理学者のSuper（1980）は生涯において個人が果たす一連の役割、およびそ
の役割の組み合わせや連なりのことであると定義しており、安達（2010）は、仕事や働くことを中心
とした家庭での役割、地域住民としての役割、余暇生活の過ごし方等、人間の生き方全般を含む概念
として捉えている。
　スポーツ界においてもアスリートの人生をキャリアの視点から捉えることが主流となり、なかでも、
スポーツを開始する時期から引退するまでのキャリア移行を発達的かつ多角的に考える際には、
Wyllemanら（2004）のモデルが有益とされている（図5-1）。

導入期
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A developmental approach to the development and use of mental, social and lifestyle skills in young elite athletes
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図5-1　アスリートのキャリア移行モデル

　このモデルは、横軸に年齢をおき、アスリートとしてのキャリアの導入期からセカンドキャリアへ
移行するまでの時期を想定している。縦軸には、「競技的発達」「心理的発達」「心理・社会的発達」「学業・
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就業的発達」の側面から、個としての心理的発達、対人関係、教育課程、精神的な発達過程を捉えよ
うとしている。
　このモデルでは、男女の性差が考慮されていないものの、女性がアスリートとしてのキャリアを成
功させるために、個人の人生に関連する複合的な要因とその要因間の相互作用を理解することができ、
それらに対応する教育や支援策を模索することができるという利点を持っている。特に競技年齢が高
まっている女性アスリートの場合、男性アスリートとは異なる身体的・生理的課題の他に、それらと
関連しながら心理・社会的課題にも直面しているため、競技的発達の側面のみからキャリア移行を捉
える視点では限界があったともいえる。
①競技的発達

　ここでは、年齢に沿って子どもがスポーツに参加し始める導入期から、育成期、熟達期を通して
アスリートとして区切りをつけ、セカンドキャリアに移行する流れが示されている。
②心理的発達

　ここでは、スポーツを始める子どもの認知力や精神的な発達段階を、学童期・思春期・青年期・
成人期と分割しており、各時期における心理的特徴を以下のようにまとめることができる。
• 学童期は、日本における小学生の時期に該当する。身長や体重といった身体的変化がもっとも大

きくなるのがこの時期の特徴であり、この変化によって精神的にアンバランスになったり、男女
の差を意識し始めるようになる時期である。

• 思春期・青年期は、中学生から大学生までの時期を指し、専門学校生、有職青年も含まれる区分
と考えられている。第二次性徴の始まる思春期は、心理的な発達が伴い、自我に目覚めるといっ
た心理的特徴がある。また中学生から高校生の時期になってくると、論理的思考がさらに発達し、
自分の経験や学習を通じて自分のこと、周囲との人間関係、自分の生き方等といった人生の問題
に取り組み始めるようになるといわれている。大学生や専門学校生、さらに同年代で既に有職者
として世に出ている若者は、人格の完成をはかる時期とも考えられ、社会的に期待されている大
人としての役割を果たす最終準備時期ともいえる。

• 成人期は、20代前半から30代を指し、日本社会では大学を卒業した若者と同年代で既に有職者と
して世に出ている若者のほとんどが競技をやめる時期と想定される。一般的にこの時期は、社会
人としての地位を固める時期であり、人生の目標や夢の実現に近づく時期と考えられる。また多
くの場合、成人期はアスリートとしての熟達期にあたり、キャリアをどのように移行させたり発
展させたりするのかを考える上で重要な時期であるといえる。つまり、アスリートとして培った
経験やその後の人生をどのように発展させていくのか、本人の希望、心構え、準備を周囲の人々

（コーチやパートナー等）と相談しながら方向性を決めていくのが、この時期の重要な課題となる。
③心理・社会的発達

　ここでは主に重要な他者との関係性が示されている。競技的発達と対比してみると、導入期には、
子どもにとって一番身近でかつ影響力がある家族や兄弟姉妹等と、子どもの遊び仲間が重視されて
いるのがわかる。これが次の育成期になると、兄弟姉妹に代わってスポーツキャリアを導く主要な
人物であるコーチが登場する。また熟達期になると、親や保護者から精神的に独立しパートナーが
精神的な支えとなってくる。さらに競技力を発展させる役割をコーチが担っていくことを示してい
る。その後、30代前半になって競技活動の一線から退くセカンドキャリア期にさしかかる頃から、
自分が築く家庭や自分を理解してくれる仲間の存在との関係性が示されている。
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④学業・就業的発達
　ここでは就学就業の時期を示している。スポーツ導入期は10代前半の初等教育の時期に当たり、
次の育成期は中学・高等学校の時期に相当する。また10代後半の熟達期は、短期大学・大学・各種
専門学校の時期が当てはまり、セカンドキャリア移行の時期では、社会人・プロ選手が示されている。 

　以上のように、このモデルは、スポーツに特化したキャリア移行の生涯発達過程を理解することが
でき、アスリートの生活が競技や練習だけではなく、その他の社会生活や人間関係によって構成され、
その中での移行段階もあることを長期的視野から視覚化できる点で有益である。例えばアスリートの
引退を考えた時、そのキャリア移行にはさまざまな形があるが、アスリートの人生を多角的な視点で
捉えるこのモデルを援用することにより、引退を一時しのぎでの判断ではなく、どの段階で何をどの
ように準備し、誰に相談すれば効率的なのかを考えることができる。
　次節以降では、これらの４つの軸のうち、女性アスリートのキャリア移行を考える際に特に重要と
考えられる③心理・社会的発達段階と、昨今の日本においても注目が高まっている④学業・就業的発
達段階に対し、心理・社会的な課題に対する方策を述べたい。

２．重要な他者との関係の中で生じる人的ストレスに対処するための方策

　第一線から退くまで、自己の能力を最大限に引き伸ばすためには、さまざまなストレスに対処でき
ることが望ましい。アスリートが直面するストレスの要因は大きく分けて２つある。１つは、精神面
や性格と関連した個人的資質（精神的強さ、目標達成への動機づけ、自己効力感等）と相互に関連しな
がら「競技力を向上させる活力につながる要因」、もう１つは「競技力向上に弊害となる要因」である。
一般的なストレスの概念についての理解は後者の要因によるものであるが、ここでは③心理・社会的
発達段階の重要な他者との関係のなかで、女性アスリートに弊害を与える要因を「人的」ストレスとし
て検討していく。
　人的ストレスとは、人間関係の問題に対する主観的な評価に基づいた葛藤、怒り、悩み、不安を指す。
アメリカのタレント育成事業におけるレポート（Gould, 2001）によると、アスリートの人的ストレス
は、主に家族や保護者等、競技団体も含めた指導者（教育者）、異性や友人との間で起こるとされる。
また関連して、ハラスメントはアスリートとこれら他者との非対称な力関係の中で起こるといわれて
いる。
　本節では女性アスリートが抱えやすい人的ストレス要因として、⑴家族の理解や支援向上 ⑵結婚、
出産、育児との両立支援 ⑶女性アスリートとコーチとの適切な関係性と指導の普及について、それぞ
れの背景と方策を述べる。

⑴家族の理解や支援向上のための方策（導入期・育成期）
　Wyllemanら（2004）のモデルでも示されているように、親・保護者、兄弟姉妹、仲間、コーチが、
子どもの身体活動やスポーツ参加に対する態度、行動に影響を与えることは、多くの研究で指摘され
ている。例えばEccles and Harold（1991）は、スポーツ参加や競技パフォーマンスに対する親の価
値観を子どもがどのように認識しているかということが、子ども自身のスポーツにおける能力や継続
的な参加に影響を及ぼしていることを指摘している。また1993年に、スポーツにおける少女と女性
のための学際研究センターとして、世界で初めてミネソタ大学に設立されたタッカーセンターのレ

ポートでは、女子が自分の身体能力をどのように評価するかは親の影響力が大きいとし、身体活動が
重要であるという信念、励まし、直接的な支援、楽しみを重視した環境がもたらされることによって、
身体活動は促進されると指摘している（The 2007 Tucker Center Research Report）。アメリカの
女性スポーツ財団（WSF）では、このような研究に基づいて身体活動やスポーツに親がどのように関
わりサポートしていくべきかについての基本的な指針をガイドブックにまとめ、ホームページ上で提
供している（http://www.womenssportsfoundation.org/）。
　さらに導入・育成期においてスポーツをやめた理由ややめざるを得ななかった理由について調べた
結果、女子は人間関係（チームメイト、指導者等）が原因でスポーツをやめた傾向が強いことがわかっ
た（順天堂大学，2012．資料15）。具体的にはチーム内での人間関係、ハラスメント（体罰、セクシャ
ルハラスメント他）等の要因が明らかになった。
　これらの背景をもとに、導入・育成期における家族や保護者等の理解や支援向上のための方策を以
下に述べる。

• 導入期から育成期における家族や保護者等の積極的な関わり合いを動機づける（例：講習会等を
開催し、技術や選手の心理を学ぶ機会を家族や親に提供する）

• 家族や保護者等もアスリートを協働で育成するスタッフの一員であると認識し、目標や子どもに
ついての情報を視覚化および共有する（例：子どもの様子やコーチとのコミュニケーションを観
察できるよう練習を見学する機会を提供する）

• 女性の競技活動におけるロールモデルになるよう、家族や保護者等に働きかける（例：子どもの
競技力向上に効果的な家族像を提案する）

　さらに女子は育成期（心理的発達段階では思春期・青年期）にアイデンティティが芽生え、確立され
る過程でさまざまな問題に直面することが増え、同時に重要な他者（親・保護者、仲間、コーチ）との
人間関係の質や適切なコミュニケーションの量が重要となる。第二次性徴期におこる初経や、体重・
体脂肪の増加等の身体的変化は、女子アスリートの場合には必ずしも競技力と肯定的に結びつかない
場合もある。また心理的には身体に抱くボディイメージが不安定になるといわれており、言動や心理
の変化に対して最も身近に接する家族や保護者等の観察力が極めて重要となる。このようにして得た
情報を、指導者および競技団体と共有し適切に対応することで、子どものストレスは軽減されると思
われる。

⑵結婚、出産、育児との両立支援のための方策（熟達期）
　育成期から熟達期への移行段階では、精神的な支えとして仲間やパートナーの存在が大きくなる。
一般的には、練習や記録向上の障害になるという理由で特に女性アスリートの恋愛は禁じられること
が多かった。しかし気持ちの安らぐ人物の存在が、競技生活におけるストレスを軽減させる可能性も
あることから、恋愛等のプライベートの充実が、競技力向上につながるという考えもある。時間や感
情をうまくコントロールできる選手こそ活躍できるという指摘もあり（沖縄タイムス，2012年4月18
日）、「恋愛禁止」とプライベートを管理するよりも、どのように異性や友人と付き合っていけば精神
的にゆとりが得られ、練習や競技でのストレスが軽減されるのかといった女性特有の心理教育を検討
しなくてはならない。
　また妊娠、出産を経て競技に戻ってくる女性アスリートも顕在化し始め、出産後に競技パフォーマ
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ンスがあがったり（東京読売新聞，2012年4月3日）、育児と競技生活の両立によって計画的で充実し
た練習ができるとする女性アスリートの報告もある（朝日新聞，2012年7月30日）。アスリートとし
て成熟する女性アスリートの平均年齢が上がっていることから1）、今後ますます育児と競技生活を両
立させることを望む女性アスリートは増えていくと予想される。
　これまでセカンドキャリアに対する選手の関心や意識の視点から、JOC主導による強化指定選手お
よびオリンピック選手を対象とする意識調査（2004）や、筑波大学院修士課程体育研究科健康システ
ム・マネジメント専攻による「トップアスリート・セカンドキャリア支援プロジェクト（2006－
2008）」が行われてきたが、これらの研究では女性アスリートの結婚や出産の可能性がキャリアプラ
ンとして十分に考察されてはいない。
　女性アスリートを持続的に輩出、支援していくためには、女性の考え方や感じ方、妊娠、出産を含
む男性とは異なるライフキャリアに配慮した「女性の視点に立った支援」を模索する必要があると考え
られる。妊娠、出産に代表されるような心身の変化、競技・生活環境の変化を理解し、競技から離れ
ても再び戻ってこられるような、柔軟な対応が必要である。
　これらを背景として、以下に熟達期における結婚、出産、育児との両立支援のための方策を述べる。

• パートナーの存在がアスリートのストレスを軽減し、競技力の向上につながる可能性があること
を理解する（例：出産、育児の経験があるオリンピック選手等を招いて講習会を開催する等）

• 女性アスリートの競技期間が長くなっていることを理解し、育成期の女性アスリートに対し、ア
スリートキャリアとライフイベントに関する教育を行う（例：結婚や出産についてのセミナーや
カウンセリング等）

• 女性アスリートが妊娠、出産、育児のために競技から離れても復帰しやすくするための環境や人
材を提供する（例：練習会場に託児機能を設ける等）

⑶女性アスリートとコーチとの適切な関係性と指導の普及の方策（育成期・熟達期）
　育成期から熟達期は、重要な他者としてコーチの存在が大きくなる。競技レベルが高くなるにつれ、
コーチと過ごす時間も増し、コーチの言動はアスリートに大きな影響力を持つようになる。従ってコー
チには、上述した恋愛や結婚、出産、育児など、男性とは異なるライフイベントに関わる可能性があ
る女性アスリートに対して、技術面だけではなく彼女たちの人生を包括的に考えられる視点が必要で
ある。
　またコーチとの関係性においてとりわけ重要になるのが、セクシュアルハラスメントに関する問題
である。セクシュアルハラスメントは相手の意に反した性的な言動であり、非対称な力関係（例えば
上司と部下、コーチと選手）の中で生じやすい。権威的な上下関係や閉鎖的な小集団の中では、被害
者が被害を訴えることは難しく、セクシュアルハラスメントと同時に体罰のようなパワーハラスメン
トが起こっているケースもある。セクシュアルハラスメントやパワーハラスメントなどの精神的、身
体的暴力は、女性アスリートの競技パフォーマンスや競技へのモチベーションに深刻な影響をもたら
すことになるため早急な対策を徹底して講じることが望まれる。
　競技団体へのインタビュー調査（順天堂大学，2012）での「肩を怪我したときに、男の先生にテープ

1）	 夏季オリンピックの日本代表の女性アスリートの平均年齢は、ロサンゼルス大会の20.8歳、アテネ大会の25.5歳、北京大
会の25.6歳と、上昇傾向にある（日本スポーツとジェンダー学会，2010）。ロンドン大会では24.9歳と少し低下したが、女
性アスリート156名中、30歳を超えるアスリートが26名（16.6％）を占めた。

を巻いてもらって、とても恥ずかしい思いをしたことがある。そのときは競技のほうが大切だから仕
方ないと思ったが、選手によっては割り切れない人もいると思う」（元アスリート）というコメントは、
男性コーチと女性アスリートの意識の違いを明確に示しており、コーチが意図しないところでアス
リートにストレスを与えてしまう可能性も十分に考えられる。
　また同調査において「コーチと選手が恋愛関係に発展した」（コーチ）とあったが、コーチと選手の恋
愛は、セクシュアルハラスメントに該当する可能性もある。特に力関係が明白なコーチと選手との間
では、コーチの恋愛感情を選手が拒否できない場合もあり得る。またコーチと選手との恋愛関係によっ
て、周りの選手が不快に感じる環境型セクシュアルハラスメントに該当する場合もあることを留意す
べきである。
　これまで社会的に取り上げられながらも、スポーツ界における現実的な対応は遅れており、セクシュ
アルハラスメントを防止するための具体的な取組は急務である。コーチを対象としたさまざまな講習
会は積極的に行われているが、セクシュアルハラスメントについて、十分な内容が盛り込まれ検討さ
れてきたかは不明である。意図しない言動によって選手を傷つけてしまう事態をつくらないために、
またコーチ自身のリスクマネジメントとしても、セクシュアルハラスメントについて学ぶ機会が必要
である。同時に体罰のようなパワーハラスメントについても防止のための対策を徹底し、コーチによ
るハラスメントによってアスリートが競技継続を断念してしまうことがないよう、努める必要がある。
　次に身体・生理的な違いに基づき、女性アスリートは男性とは異なる経験や考え方、感じ方をする
傾向があることを競技団体やコーチは知る必要がある。競技団体へのインタビュー調査（順天堂大学，
2012）の回答に「女子は強くて頑張っている選手にやっかみを持ったり、コーチに認めてほしいとい
う気持ちが強く、このような人間関係が課題」（強化部長経験者）といった声が挙がった。しかし「女子
は独占欲が強いが、少しアドバイスすると吸収し、力を発揮する場面にもつながる」（コーチ）という
意見もあったことから、女性アスリートの特性について表面的かつ消極的な捉え方をするのではなく、
女性アスリートとコーチの相互関係が、女性アスリートのパフォーマンスに影響を与えるという認識
が必要であるといえる。
　最後に、女性アスリートの導入期から育成期、成熟期、セカンドキャリアへの移行にかけて、心理
面の発達、重要な他者との人間関係、学業が相互に関連している中で、スムーズなキャリア移行が行
われなくてはならない。そのためには男性とは異なる女性アスリート特有の心理、行動傾向を捉えた、
適切な育成強化が必要である。女性アスリートは男性優位の日本社会の中で、しっかりとした将来の
ビジョンを持ち、人生の中でスポーツを通じて何がしたいのかを考える必要がある。そして競技団体
は、女性アスリートたちに目標を持たせ、将来どのように社会に貢献できるのかを考える機会を提供
していく必要もある。
　セクシュアルハラスメントへの対応を含めた女性アスリートとコーチとの適切な関係性と指導に関
する方策を以下の通り述べる。

• 競技団体は、女性アスリートとの適切な信頼関係を築くことができるようなコーチ教育を実施し、
管理体制をつくる（例：講習会において、女性の心理的特性とハラスメントについて学ぶ）

• 導入期から育成期にかけては、勝敗よりも内的な動機づけを行い、より現実的な目標達成の喜び
や仲間との調和を重視した指導に努める

• 競技団体はハラスメントに対する取組を公表し、第三者機関に評価を依頼する
• 競技団体は第三者機関による被害者相談窓口と連携し、相談対応の仕組みを明らかにする
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３．円滑なキャリアトランジションに向けた方策

⑴背景
　アスリートは競技に集中するあまり、セカンドキャリアすなわち競技生活を引退した後の職業につ
ながる学業やその他の社会生活のためのライフスキル習得の機会を逃してしまっていることが多い。
そのためトップアスリートが競技引退後スポーツから離れた際に、社会的に疎外感を覚え、アイデン
ティティの崩壊や自尊心の喪失等、深刻な心理的トラウマを伴う傾向にある（Stephan et al., 2003; 
Cecic-Erpic at al., 2004; Wylleman et al., 2004）。ヨーロッパではこのような状況を問題視し、特
に1980年代からトップアスリートのキャリアトランジション研究が盛んに行われてきた。しかし初
期の研究は競技引退時期のみに重点を置いたものが多く（e.g., Tayler & Ogilvie, 1994）、アスリー
トのアカデミックな知識、ライフスキルの欠如という競技開始にさかのぼる根本的な問題を解決する
ものではなかった。
　それに対し1990年代後半からは、トップアスリートのキャリアの開始時期から引退期前後までをひ
とつのライフスパンとして考え、各段階で起きる問題を理解し、解決していくことによって、スムーズ
なセカンドキャリア期につなげるという考え方が主流となっていった（e.g., Wylleman et al., 2004; 
Anderson & Morris, 2000; Schlossberg, 1984）。特に先に紹介したWylleman らのモデルは、トッ
プアスリートというキャリアを競技期間のみでなく、全人生・全人格（Whole life/ Whole person）と
いう視点で分析し、学術研究だけではなく、実際にサポートプログラムを作成する場面にも活用され始
めている。また競技継続中における社会生活（学業等）との両立は、引退後のスムーズなセカンドキャ
リアへの移行と相互に関連していることから、競技発展の過程で学業・ライフスキル習得のサポートを
行うことは、アスリートたちを手助けすることにつながるともいわれている（Wylleman et al., 2004）。
　我が国では「スポーツ基本計画」において、「トップアスリートとしてのアスリートライフ（パフォー
マンスやトレーニング）に必要な環境を確保しながら、現役引退後のキャリアに必要な教育や職業訓
練を受け、将来に備えるという考え方」を「デュアルキャリア」と示している（文部科学省，2012）。
また、「内閣府男女共同参画白書（平成18年版）」によると、女性が離職した後の再就職率は、29歳ま
でが67.1％（男性71.9％）、30歳から39歳までが54.3％（男性75.4％）と男性に比べ低く、一般的に
女性の再就職が難しいという現状がわかる（図5-2）。エリートアスリートに関する再就職率やセカン
ドキャリアの詳細なデータはないが、スポーツ界においても同様の状況が予想され、女性アスリート
に特化したセカンドキャリア支援の必要性を示している。
　さらに、アスリートに対する教育（学業・ライフスキル等）のサポートは、競技力の安定や向上のた
めにも重要である（Petitpas et al., 1997）。教育（学業・ライフスキル等）のサポートと競技パフォー
マンスの関連性は、長期間の観察を要するため証明過程であるといえるが、多くのスポーツ先進国

（オーストラリア、カナダ、ヨーロッパ等）で実施されているサポートプログラムは、既にこの関係性
に基づき実施されている（例：The National Athlete Career and Education, AUS;  Australian 
Sports Commission, n.d.a）。
　このような背景は、女性アスリートが学業の質を落とさず、将来のビジョンや計画を前向きに捉え
られるよう、セカンドキャリア移行に向けた現役中のサポートシステム構築の必要性を示している。
高校・大学等において、独自にアスリートサポートを行っている教育機関は存在するが、前述のライ
フスパンという視点を考慮すると、長期にわたり選手と関わりを持つJOCや競技団体等の関連機関に
とっても非常に重要な課題である。

（備考）　１．日本労働研究機構「求職者調査」（平成10年9月～平成11年5月）より作成。
　　　　２．調査期間中全国の公共職業安定所18所に来所した求職者に対して行ったアンケートである。
　　　　３．再就職率とは、求職者に占める再就職者の割合である。
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図5-2　男女年齢段階別再就職率（内閣府男女共同参画白書（平成18年版））

⑵日本における現在の取組
①JOCの試み

　選手の将来のキャリアプラン設計をサポートするために、現在、JOCは「JOCキャリアアカデミー
事業」を実施している。選手の引退後の職業支援を目的とする同事業は、2008年１月から開始され
ており、「キャリア関連セミナー」と「個別のキャリア相談」を主な内容としている。「キャリア関連
セミナー」では、ナショナルチームに所属する選手からジュニア選手までを対象に、キャリアアカ
デミーガイダンス、スキルアップセミナー、オリンピアン交流会、キャリア塾を開催している。ま
た「個別のキャリア相談」は、引退後の就職・進学等についての不安や疑問をカウンセラーが個別に
対応している（日本オリンピック委員会，2011a）。
　キャリアアカデミー事業と並行して、2010年に開始したトップアスリートの就職支援ナビゲー
ションシステム「アスナビ」もキャリア関連事業として進められている。「アスナビ」は、トップアス
リートと企業のマッチングを行い中間支援機能を担っており、各競技団体の担当者との連携や情報
を共有化し、有効活用するための業務の確認を行う等、活性化に努めている（日本オリンピック委
員会，2012）。
　JOCエリートアカデミー事業では、ジュニア期（中学１年から高校３年まで）におけるアスリート
の発育・発達に合わせ、トップアスリートとして必要な「競技力」「知的能力」「生活力」の向上を目的
としたプログラムを実施している。その中には海外で活躍できるようにするための語学教育プログ
ラム、基本的な学力の定着を図るための学習（補習）プログラム等、アスリートがデュアルキャリア
を実践できるようなシステムが含まれている（日本オリンピック委員会，2011b）。こうした事業に
おいて、デュアルキャリアに関するプログラムはジュニア期までに限られており、女子の視点に立っ
たサポートはなされていない。そのため女子の発達過程、心理的特性、社会性の発達を考慮したサ
ポートが必要といえる。
②民間企業の試み

　民間企業の取組として、人材派遣会社のリクルートエージェントやパソナグループは、プロ野球・
Ｊリーグ・日本相撲協会等、各プロフェッショナルスポーツリーグと提携し、アスリートのセカン
ドキャリア支援を行ってきた。このようなサービスは人材派遣会社等の民間企業の社会貢献（CSR）
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活動の一環として、アマチュアスポーツまで広がっており、例えば総合人材サービス会社インテリ
ジェンスは2006年４月に「アスリート・キャリアサポート・サービス」を立ち上げ、スポーツ心理
学に基づいたカウンセリングプログラム（Athlete Career Transition プログラム）を含むアマチュ
アアスリートのセカンドキャリアサポートサービスを実施していた。また、総合人材サービス会社
のパソナは「スポーツメイト」を設立し、現役アスリート、引退した競技者、指導者、体育会学生、
マネージャーも含め、スポーツに携わる人々に対し、交流の場を設ける等のサポートを行っていた。
このような民間企業の試みにおいて特徴的なのは、アスリートのキャリアサポートをCSR活動の一
環として行っているところである。従って、プログラムの存続は企業の経済的事情に大きく影響を
受けるため、安定した長期的なサポートを望むことは難しい。さらにこのようなサービスにおいて
も女性アスリートにフォーカスしたものは存在していない。

⑶海外の事例
　ここではアスリートのスムーズなキャリア移行のために諸外国で行われている取組を、「学業、ラ
イフスキル向上のためのサポート」「現役アスリートのデュアルキャリアに関するシステム」「引退後の
アスリートへのセカンドキャリアサポート」という３つに整理し、日本における将来の取組の参考の
ために紹介したい。
①現役アスリートへの学業、ライフスキル向上のためのサポート

　オーストラリア、カナダ、イギリスでは、JOCキャリアアカデミー事業と同様に、国立のトレー
ニングセンターにおいて、パフォーマンス向上のサポートと並行してキャリア・ライフスキル向上
のためのサポートを行っている（Australian Sports Commission, n.d.a; Canadian Sport Centre, 
Calgary, n.d; UK Sport, n.d.）。また韓国では、2007年から新たにNEST foundationというNPO
団体が韓国オリンピック委員会等と連携し、アスリートのキャリアに関するサポートを行うプログ
ラムを開始した（NEST Foundation, n.d）。
　ベルギー、デンマーク、ドイツ、オランダ、オーストリア、フィンランド、スウェーデン等のヨー
ロッパ諸国では、JOCエリートアカデミー事業のようなスポーツに特化した子どもたちが集まるエ
リートスポーツアカデミーが中等教育から存在し、トレーニングやコーチングの授業を中心とした
スポーツに特化したカリキュラムが行われている（Stagiaire & Winther, 2003; Wylleman, 
2012）。表5-1は代表的な例として、オーストラリア、カナダ、イギリス、韓国で実施されている
プログラムを挙げたものである。この表から明らかなように、これらのプログラムでは人生設計の
ためのカウンセリング、学業へのサポート、職業訓練セミナーが主なサービスとなっている。しかし、
各国のプログラムにおいても、女性に特化した学業・ライフスキルサポートは確認されていない。
さらに、各国のプログラムは、ひと握りのナショナルチームレベルのエリートアスリートに対する
ものであり、ナショナルチームに在籍する期間のみ提供されている。

表5-1　各国の現役アスリートへの学業、ライフスキル向上のためのサポート
国名 オーストラリア カナダ イギリス 韓国

プロジェク
ト名

The National Athlete 
Career and Education

Canadian Sport Centres Performance Lifestyle NEST Foundation

担当組織名 The Australian Institute 
of Sport （AIS）

Canadian Sport Centres English Institute of 
Sport （EIS）

Non-profit organization 
supported by Ministry 
of Culture, Sports and 
Tourism

開始時期 1995年 1994年 2009 年 2007年
対象
アスリート

ナショナルチームメン
バー、AISの奨学生（毎年
3000名ほど）

Own The Podiumにリク
ルートされている選手、ナ
ショナルチームメンバー
モントリオール、マニトバ、
オンタリオ、サスカチュワ
ン、アトランティック、パ
シフィックの各州にオフィ
スを持ち、カナダ全土をト
レーニング地とするアス
リートのサポートが可能

１）Podium –現実的にメ
ダル獲得の可能性の最も高
いアスリート
２）Development –メダル
獲得の可能性のあるアス
リート　
３）Talent –国際大会での
活躍が期待できるアス…
リートを含むWorld Class 
Performance Programの
アスリート。それに加え各
州で推薦されたアスリート

明記されていない

内容 ・�キャリアカウンセリング、
キャリアプランニング

・�自己啓発トレーニング
コース（パブリックス
ピーキング/メディアト
レーニング/タイムマネ
ジメント/ファイナン
シャルプランニング）

・�チューター：大学の勉強
を助ける、職業トレーニ
ング

・�就職活動サポート：就職
活動スキル、レジュメ作
成、応募の仕方

・�トランジションサポート：
リタイアメントサポー
ト、怪我のケア、移住、
引退後のゴール設定

・�ライフスタイルマネジメ
ント：スポーツとスポー
ツ以外の人生のゴールの
両立支援

・�他のサービスへの紹介：
心理学者、カウンセラー、
ファイナンシャルアドバ
イザー

・�スポーツ以外の生活環境
の整備

・�個人カウンセリング（ス
トレス、家族等の個人的
な問題）

・�キャリア構築カウンセリ
ング（インタビュー、適
正テスト、レジュメ作成、
就職支援）

・�アカデミックサポート（学
習プランニング、チュー
ター）

・�トランジションカウンセ
リング（リタイアメント
への適応を助ける）

・�セミナー/ワークショップ
・コンピューターリソース

・タイムマネジメント
・�ファイナンスマネジメント
・�メディアトレーニング
・�交渉・対人関係トレーニ
ング

・就職支援
・�キャリアプランカウンセ
リング

・�地域企業とのコネクショ
ンづくり

・英語、外国語教育
・�国内スポーツ関連政府機
関でのインターンシップ

・�大学と協力し、エリート
アスリートのための（ス
ポーツ産業、コーチング）
修士課程をオファー

・セミナー

成果 2010年には対象アスリー
トの83％をサポート
オーストラリア政府は
2011年11月にロンドンオ
リンピックに向けてこのプ
ロジェクト（NACE）への
新たな支援の増加を発表

報告されていない 報告されていない 報告されていない

URL http://www.ausport.
gov.au/participating/
career_and_education/
about

http://www.
canadiansportcentre.
com/en/services/
life-services

http://www.uksport.
gov.uk/pages/
performance-lifestyle/

http://www.nest.or.kr/
eng/m1/sub3.asp
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②現役アスリートのデュアルキャリアに関するシステム
　デュアルキャリアとは、「エリートアスリートとしてのアスリートライフ（パフォーマンスやト
レーニング）に必要な環境を確保しながら、現役引退後の雇用に必要な教育や職業訓練を受け、将
来に備える概念」（デュアルキャリアセミナー，2012）である。
　ベルギー、オーストラリア、アメリカ、フランス、アイルランド、デンマークでは、アスリート
が引退後に学業に専念するのではなく、現役中から少しずつでも学業を進めることの重要性を強調
している（Australian Sports Commission, n.d.a; Stagiaire & Winther, 2003; United States 
Olympic Committee, U.S. Olympic Education Center, n.d; Wylleman, 2012）。これらの国で
は大学教育に重点を置き、学生アスリートのために、大学側がカウンセラー・学習プランナー・家
庭教師（チューター）をつけることを積極的に導入している。
　具体的な取組として、ベルギーでは大学教育の一般的な履修期間である４年という枠をはずし、
海外遠征や国際大会の多いアスリートたちにも大学生活を続けられるよう、アスリート一人ひとり
のためにサテライト授業を含む特別カリキュラムを組んでいる。これらのカリキュラムに参加する
アスリートは６～９年ほどかけて卒業するが、卒業時の学業レベルや職業に必要とされる知識・ス
キルのレベルは、他の学生と変わらないようにすることが目標であり、これまでの就職市場におい
て企業から高い信用を得ている（Wylleman, 2012）。
　またオーストラリアの「The National Athlete Career and Education（NACE）」は、エリート
アスリートへの高等教育の促進のため、学生アスリートのための特別なポリシーや制度を持った大
学をリスト化し、「Elite Athlete Friendly University（EAFU）」としてネットワーク化している

（Australian Sports Commission, n.d.b）。EAFU所属の大学は、海外遠征や練習に多くの時間を
費やす学生アスリートのためのカリキュラムを用意したり、入学条件を柔軟にすることによって、
アスリートが学業面でも目標を達成できるよう支援している。国はEAFUに所属する大学を援助す
ることで学生アスリートの大学進学を促し、EAFUというネットワークの構築によって、各大学に
おけるアスリートへのカリキュラム内容や待遇を一定に保つことができる。こうした取組は、アス
リートに対して質の高い教育や意味のある学位を与えることが大学の責任であるという信念によっ
て支えられており、学生アスリートにとっては、これらが就職の際に有利に働くという利点がある。
表5-2は上述以外の国の取組を整理したものである。

表5-2　各国におけるアスリートのデュアルキャリアに関する大学教育の援助
国名 内容

アメリカ ・北ミシガン大学（Northern Michigan University）のStates Education Centerにおいて、ナショナルチー
ムのアスリートがトレーニングをしながら学位を同時に取得可能。アスリートが引退した場合でも、学位修
了まで授業の履修機会の提供（United States Olympic Committee, U.S. Olympic Education Center, 
n.d.）
・ジョージワシントン大学ではプロフェッショナルアスリート対象のＭＢＡプログラムを提供（George 
Washington University School of Business, n.d.）

フランス ・スポーツ省に登録している20歳以上の、年間26500ユーロ以下しか年収のないアスリートに対して、16学
期間（１年３学期制のフランスの場合）の学費を援助（The European Olympic Committees, 2011）

アイルランド ・大学の入学条件やカリキュラムの一部変更（Stagiaire & Winther, 2003）

デンマーク ・大学の入学条件やカリキュラムの一部変更（Stagiaire & Winther, 2003）

　さらに、ヨーロッパのスポーツ政策において、エリートアスリートの「デュアルキャリア」が注目
され、エリートアスリートのデュアルキャリアを支援する法的および経済的フレームワーク整備の
ために、さまざまな取組やプロジェクトが推進されている。
　具体的には、英国政府がエリートアスリートに高等教育の機会を与えること、高等教育機関を活
用してエリート競技者を養成すること、エリートアスリートのキャリア形成を支援することを目的
として、2004 年9月にTalented Athlete Scholarship Scheme（TASS）を設置した。TASSは主に、
エリートスポーツと高等教育を結びつけるための事業で、英国政府のDCMS（スポーツを所管する
省）が中心となり、教育省、民間企業が資金を提供している。TASSが助成する資金は、アスリート
が直接的に受けるものではなく、サービスパッケージ（TASSを構成する各大学で開発したプログラ
ム）として提供される。プログラムの内容は、競技力向上に必要不可欠なコアサービス（ストレング
ス＆コンディショニング、メディカル＆フィジオセラピー、ライフスタイルサポート、メディカル
スキーム）である。さらにコーチング、合宿、用具など競技に特化した必要経費については、アスリー
トが所属する大学もしくは競技団体に助成する仕組みとなっている。
　また、European Athlete as Student（EAS）は、EYES2004が助成したプロジェクトを基盤とし
て、エリートアスリートに対するスポーツと教育のデュアルキャリア支援を行っている。エリート
アスリートが教育を受けながら、競技生活を送ることができる環境をヨーロッパ全土に整備するた
め、大学、スポーツ専門学校、競技団体、スポーツクラブとのネットワーク構築を図っている。さ
らにヨーロッパ・英国内の大学と連携し、次世代エリート候補アスリートにトレーニングと教育の
機会を創出・助成しているTASSと連携・協力している組織の１つである。
③引退後のアスリートへのサポート

　競技引退を明確にしたアスリートに対して学業への復帰を促すシステムとして、フランス、ドイ
ツ等では、大学以上の教育を受けなおすための助成金が出される（表5-3）。

表5-3　引退後のアスリートへのサポート

フランス 競技引退後２年間は、ハイレベルアスリートとして受けたサポートを継続して受けることができる
“Redeployment”と呼ばれる制度がある。またこの２年間は、国立トレーニングセンターの利用が継続可能で、
怪我による心身のケアを行うなど、一般的な生活に適応するためのサポートも行う。さらに大学で学ぶための
助成金を国から受けることができる（Stagiaire & Winther, 2003）

デンマーク 全ての大学生が州から補助を受けるが、スポーツキャリアと学業を両立させるために、大学在学期間の延長が
必要な学生アスリートには、Team Denmarkが補助を行っている（Stagiaire & Winther, 2003）

ドイツ 引退後、大学で学位取得を目指すアスリートに、The German Sports Aid Foundationが最長３年までの奨
学金を出す。年間３～５人のアスリートが利用している（Stagiaire & Winther, 2003）

ギリシャ 中等レベル、高等レベル、大学レベルの教育を受けたいアスリートに奨学金がある。奨学金の額は、アスリー
トの学業成績等による（Stagiaire & Winther, 2003）

ウェールズ 引退後すぐに補助金の申請をすれば、国から補助金を得ることができる

フィンランド 引退したアスリートに対して、文部省が学業を再開するための奨学金を出している（Stagiaire & Winther, 
2003）

アメリカ オリンピアンやパラリンピアン、ナショナルチームに所属していたアスリートだけでなく、強化選手、コーチ
を対象にキャリアサポートプログラムを行っている（United States Olympic Committee, Athlete Career 
Program, n.d.）
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　アメリカでは、アメリカオリンピック委員会（USOC）が人材派遣会社アデコ（Adecco Ltd.）と
「Athlete Career Program」（United States Olympic Committee, Athlete Career Program, n.d.）
というキャリアサポートプログラムを提供している。このプログラムは、カウンセリングだけでなく
実際の就職支援を含み、さらに対象者をオリンピアンやパラリンピアン、過去にナショナルチームに
所属したアスリートだけに限らず、強化選手、コーチをも含み幅広くサポートを行っている。また大
学レベルの試みであるが、女性大学競技スポーツ管理者協会（National Association of Collegiate 
Woman Athletics Administrators: NACWAA）はキャリアセンターを設け、NACWAAメンバーに
対しスポーツの運営側にまわるために必要なサポートを提供している。同キャリアセンターでは女性
アスリートに特化した求人情報やキャリアアップのための大学院情報等も提供している（National 
Association of Collegiate Women Athletics Administrators, n.d.）。

⑷方策の提案
①女性に特化したデュアルキャリアに向けた方策

　オーストラリア等スポーツ先進国におけるアスリートへの学業サポートは、人生の中でスポーツ
以外の目標も持つことで、競技パフォーマンスが安定し持続可能な発展につながるという理論に基
づいている。そのため、これらの国では引退後に学業を再開するのではなく、現役中から少しずつ
でも学業も行うようアスリートに対して強調しており、特に大学との連携を重要視している。
　これに関連し、男性アスリートよりも女性アスリートの方がスポーツと同時に学業を行うことへ
の興味や意欲が高いことがわかっており、学業支援が競技パフォーマンスに与える効果は、より顕
著に女性アスリートへ現れることが予想できる（Wylleman, 2012）。また女性アスリートが現役中
も学業に励むことは、引退後もアスリート自身のアイデンティティ喪失を防ぐ効果があり、スムー
ズにセカンドキャリア移行ができるという点で重要である。
　このようにアスリートが大学に在籍しながら競技をすることには多くのメリットがあり、円滑な
セカンドキャリアへ直接影響するといってよい。そういった点で大学のスポーツ奨学生枠は、アス
リートに対する必要不可欠なサポートであるといえる。しかし前述したとおり、女性アスリートの
方がスポーツと同時に学業を行うことへの興味や意欲が高いにもかかわらず、日本におけるスポー
ツ推薦制度の推薦枠は、男女が均等に割り当てられていないのが現状である。例えば、早稲田大学
スポーツ科学部における2012年度スポーツ推薦入学試験合格者78名の内訳をみると、女子学生は
19名と全体の25％ほどに留まっており（早稲田大学スポーツ科学部，2012）、女性アスリートのス
ポーツ奨学生枠を利用した大学への入学機会が、男性アスリートに比べ限られているということが
わかる。スポーツ奨学生、スポーツ推薦入学者の男女比は多くの大学が公表しておらず、日本には
アメリカの「タイトルナイン」（第８章３⑴ ①参照）のような法律が存在しないため、女性アスリー
トが男性と同じ機会を与えられていない可能性がある。
　従って国の方策としては、大学機関と連携しアスリートのサポート体制を整えることが有効であ
るが、その際に以下の２つの問題点を解決しなくてはならない。まず奨学金を受け取るアスリート
が性別によって不公平な待遇を受けることがないよう、均等な機会を保障する必要がある。各大学
のスポーツ推薦入学枠の男女比に関してデータを蓄積し、男女比に偏りがないようにする等、規定
を設けることが望ましい。
　次に、大学入学後の学習環境のサポートである。スポーツ奨学生は基礎学力の身についていない

学生が多く見られ、それによって周囲から疎外感を感じたり、競技にも悪影響を及ぼすといった可
能性もある（町野，2011）。このような現状を改善し、アスリートのスムーズなセカンドキャリア
移行を目指すために、ベルギーのカリキュラムに対する取組や、オーストラリアのEAFUのような
ネットワークを構築することが有益といえる。具体的にはネットワークに所属する各大学に対し、
履修期間の延長、サテライト講義での受講、複数の大学における単位取得を許可する等を視野に入
れた柔軟なカリキュラムの作成を依頼し、国の基準をクリアした大学には助成金を与えることで、
教育の質を維持するようなシステムを構築することである。女性アスリートに特化した方策として
は、履修期間を延長したり、学部（専攻分野）を自由に選択できることが望ましい。また近年では大
学院に進学し競技を続けるアスリートも少なくない。文部科学省は競技者・指導者などのスポーツ
キャリア形成支援を目的とした「スポーツキャリア大学院プログラム」を委託し、エリートアスリー
トに特化した、柔軟な高等教育の在り方を検討している。
　一般的に（一部の専門学部を除き）大学教育のカリキュラムは４年間で完了するように組まれてい
るが、この時期に女性アスリートは学生として、アスリートとして、または妻や母としての役割を
両立させて行く可能性がある。このような女性アスリートの存在がますます増えていくことを考え
ると、競技とライフイベントを両立できるよう、４～８年間かけて卒業できるようなカリキュラム
を用意しておくことが必要であろう。またスポーツ奨学生は、入学の時点である特定の学科（スポー
ツ科学科など）でしか学ぶことが許されない大学が多いが、女性アスリートは学問的興味の幅が男
性アスリートよりも広いことが専攻研究によってわかっており（Wylleman, 2012）、女性アスリー
トの幅広い学問への興味に対応するため、一般教養科目単位取得の後に専攻分野を決定する等、よ
り柔軟なカリキュラムの設定が望まれる。
　これらを踏まえ、以下に具体的な方策を挙げたい。

• 全大学においてスポーツ推薦入学者の男女の割合を調査し、男女の機会均等のガイドラインを設
ける

• 履修期間の延長、サテライト講義での受講、複数の大学における単位取得許可、専攻分野の決定
を一般教養科目単位取得の後にする等、柔軟なカリキュラムを大学と協力して構築する

• 上記のようなカリキュラムを提供する大学を認定し、カリキュラムの質を保持するためのネット
ワークを構築する

②女性に特化したセカンドキャリア支援のための方策
　セカンドキャリア支援のための取組として、国内外で実施されているさまざまなプログラムを紹
介したが、これらの取組の中で女性に特化したものは確認されなかった。従って今後、各国に先駆
けて女性の特性に沿ったプログラムを提供できれば、日本オリジナルのサポートシステムとなり得
る。
　女性特有のセカンドキャリア支援システムの構築のためには、女性アスリートの特性を考慮に入
れるべきであるが、ベルギーにおける先行研究（Wylleman, 2012）によれば、女性アスリートのキャ
リア選択には以下のような特徴が見られる。

• 女性アスリートの就業の動機は「経験を得るため」が最も顕著であり、それに対し男性アスリー
トは「収入を得るため」である

• 女性アスリートは男性アスリートに比べ、スポーツに関連しないキャリアを新しく形成するこ
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とに抵抗が少ない
• 女性アスリートは男性アスリートに比べ、セカンドキャリアへ備える意識が高い
• 女性アスリートは、ライフイベント（就職、結婚、妊娠、出産、育児等）と競技との両立を懸念

している
　この研究結果が日本の女性アスリートに当てはまるとすれば、多くの男性アスリートが引退後も
競技に関わる職業を希望するのに対し、女性アスリートはより幅広い職業選択を視野に入れたキャ
リア形成、個々のライフイベントにも柔軟に対応できる就業形態に興味があることになる。また女
性アスリートは、就業動機に関しては、収入を得ることよりも知識や能力を活かして社会に貢献し
たい、経験を積みたいという理由が多く、時間をかけ専門知識や資格を身につけた上でのキャリア
移行の可能性も推察される。
　さらに国内外の既存のプログラムは、ひと握りのナショナルチームレベルのエリートアスリート
を対象に、ナショナルチームに在籍する期間のみ提供されていることが多いが、ナショナルチーム
から外れたアスリートでも、セカンドキャリアに関するプログラムを一定期間利用できる仕組みを
考える必要がある。
　特に女性アスリートの場合、引退後すぐに次のキャリアへ移るよりも、結婚、出産等のライフイ
ベントを優先するアスリートも多いはずである。従って女性アスリートに対するキャリアやライフ
スキルに関するサポートは、男性よりもフレキシブルに考え、対応していくことが望まれる。加えて、
引退時のアスリートは、今までの食事制限や怪我による身体的変化（障害）を抱えている場合もあり、
こうした状況によりセカンドキャリアへのスムーズな移行が妨げられるケースも多くみられる。フ
ランスでは、こうしたアスリートに対し、選手が引退後にスムーズにキャリア移行するためのサポー
ト（Redeployment）を提供している。
　このような観点から、セカンドキャリアに関するサポートとして、以下に具体的な方策を挙げる。

• 引退した女性アスリートのセカンドキャリアに関する調査（職種、就業形態、収入）を行い、女性
アスリート特有のセカンドキャリア選択のパターンを把握する

• スポーツ分野に限らず、幅広い職業選択を視野に入れたキャリアサポートを提供する
• 女性のライフスパンに合わせ、支援が必要となる時期に、学業・キャリアサポートを提供する
• 引退後、一定の期間は身体的変化（障害）やキャリア面でのサポートを受けることができるシステ

ムを構築する
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第６章　組織・環境的な課題に取り組むための方策

　本章では、第３章で述べた女性アスリートが直面しやすい課題のうち、スポーツ組織や競技施設・
機会等、女性アスリートを取り巻く外部的な環境に関連する組織・環境的な課題として整理されたも
のに焦点を当て、これらの課題に取り組むための方策を提案することを目的としている。具体的には、
女性アスリートの戦略的強化支援に関する調査から明らかになった課題の中から、「１．指導的地位に
就く女性の増加」「２．女性コーチのコーチ業と結婚、出産、育児の両立」「３．女性アスリートやコーチ
の社会的評価向上」に着目し、個々の課題に関連して、既存の学術研究に基づく詳細な背景や現場に
おける支援の現状を明らかにし、これらの情報を考慮に入れた具体的な方策を提案する。なお、本章
では論じていないが、組織・環境的な課題に含まれる女性アスリートへの金銭的な支援の不足と競技
機会の不足に関しては、第８章の「女性アスリートの戦略的強化支援システムの構築に向けた方策」の
中で述べる。

１．指導的地位に就く女性の増加に向けた方策

⑴背景
　北京オリンピックでは、日本代表選手団の女性アスリートが約半数（49.9％）を占め、オリンピック
参加選手数の男女比がほぼ同じ割合になった。さらにロンドンオリンピックにおいては、女性アスリー
トの参加者数が初めて男性アスリート数を上回った（53.2％）。しかし、依然としてコーチや組織役員
等の指導的地位に就く女性は少なく、このことは国内外における各競技団体やスポーツ組織の課題と
なっている（IOC Los Angeles Declaration, 2012. 資料16, 17）。例えば、2011年度にJOC加盟競
技団体を対象に行った調査（順天堂大学，2012）の結果では、会長、副会長、常務理事、専務理事、
理事等、役員の男女比は９割以上が男性であることがわかった（図6-1、図6-2．資料18）。

■ 男　■ 女

95.8
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図6-1　�スポーツ組織における団体
役員の男女比（n＝980）
（順天堂大学，2012）
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図6-2　スポーツ組織における各種役員の男女比
（順天堂大学，2012）

　一方、2012年度にロンドンオリンピックに出場した女性アスリート156名を対象に実施した調査
（JOC女性スポーツ専門部会，2012．資料19）によると、４割以上の女性アスリートが引退後に指導
者になりたいと回答しており（図6-3）、コーチという立場に関しては、女性アスリートの高いモチベー
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ションが示唆された。これらのことを踏まえ、次項ではスポーツ組織において将来的に指導的地位に
就く女性が増加することに伴う利点を述べたい。

■ 指導者になりたい
■ 子どもに教えたい
■ 普及活動に関わりたい
■ トレーナーになりたい
■ 指導者以外で関わりたい
■ 競技について勉強したい
■ 楽しくスポーツを続けていきたい
■ 何らかの形で関わりたい
■ 審判員になりたい
■ その他

41.3%

4.8%

8.7%
3.8%

5.8%

18.3%

1.0%

8.7%

（JOC女性スポーツ専門部会，2012）
4.8%

2.9%

図6-3　引退後どのようにスポーツに関わりたいか（自由記述、n＝104）

⑵指導的地位に女性が増加することの利点
①女性アスリートのキャリア選択の拡大

　女性アスリートが現役引退後に、コーチとして、あるいはスポーツ組織の役員として、引き続き
スポーツ界に関わることは、コーチや組織役員という立場が顕在化するだけでなく、次世代の女性
アスリートにとって進路を考える際の選択肢の１つになり得る。これは社会学習理論に基づくこれ
までの研究においても、「重要な他者」の存在がキャリア形成や進路選択に影響を与えることを指摘
している（Byars & Hackett, 1998; Keller & Whiston, 2008）。
②女性アスリートへの知識および情報の伝達・共有化

　また近年の研究では、アスリートが持続的に競技能力を発揮し、コーチが指導者として成功するた
めには、技術的指導のみに重きを置くのではなく、選手の声に耳を傾けコーチ自身が学び、自らを分
析できる能力が重要であると指摘されている（日本体育協会，2005; Werthner & Trudel, 2009）。
特に女性アスリートの指導において、アスリートが抱える不安に気づくことの重要性が示唆されてい
る（Robertson, 2006, p.192）。月経等に関わる女性特有のコンディションや性に関わる相談は、男
性コーチでは踏み込みづらい内容であり、女性アスリートからも同性のほうが話しやすいという報告
もある（朝日新聞，2011年12月8日；東京読売新聞，2012年4月11日，順天堂大学，2012）。
　トップレベルにおける競技経験を有する女性アスリートがコーチになることにより、次世代の女
性アスリートが直面しやすい課題（コンディション管理やライフイベントと競技生活との両立等）へ
の気づきが高まると共に、高い競技経験に基づき、女性アスリートたちに的確な助言や知識、情報
を伝え、競技に関わる専門性をも共有できる可能性が広がる（Coaching Association of Canada, 
2012）。また、そのような女性コーチの存在意義が、スポーツ組織への役員の登用にもつながる可
能性がある。
③組織の活性化

　さらに、コーチや役員に女性が増えることによって、さまざまな能力・視座がコーチングの現場
や組織に還元され、変革や活性化をもたらすと指摘されている（Coaching Association of 
Canada, 2012）。このことにより、女性アスリートに対する具体的な戦略も施策化されやすくな
る可能性がある。
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　ビジネスの世界ではすでに同質集団の経営陣よりも、多様性に富む経営陣で組織された会社の方
が好業績であると指摘されている（Valerio, 2009, p.20）。すなわち、同性で同じような経歴を有
する人材に限定してしまうのではなく、多様な経験、能力、考え方を持つ人々が集まることによっ
て組織が活性化され、結果として収益も増加する。スポーツ界の指導的地位はこれまで男性の同質
集団で占められてきたが、コーチや役員としての女性リーダーが増えることにより、スポーツ界に
おいてもビジネス界で指摘されているような新しい発想、能力、多様な問題解決の方法が期待でき
る（Valerio, 2009, p.21）。

⑶指導的地位における女性の登用を阻む要因
　女性コーチには乗り越えなければならない２つの障壁がある（Kilty, 2006）。１つは「外的障壁」で
あり、女性と男性の能力に対する評価が最初から公平ではないことや、似た特徴をもつ人材（主に男性）
を採用し、集団を形成する傾向等が含まれる。もう１つは「内的障壁」であり、女性自身の要因がコー
チという職業機会に影響を及ぼしてしまう障壁をいう。これは、女性コーチがアサーティブではない
こと（自分の気持ちや考えを控えてしまうこと）や、仕事と家庭を両立しなければならない状況を指す。
　ビジネスの世界における女性リーダー不在に関する研究においても、女性が「構造的障壁」と「態度
に関わる障壁」に直面していることが指摘されている（Ely & Rhode, 2010, p380-390）。Elyと
Rhode（2010）によると、女性は男性よりも効果的なリーダーシップ・スタイル（現状変形型リーダー
シップ: 人々の士気を高め、ビジョンを共有し、個人および組織の変化をもたらすリーダーシップ・
スタイル）をとると指摘されながら（Eagly et al., 2003）、依然として女性は男性とは異なり、能力（成
功）と好感のジレンマにさらされているという（p.379）。すなわち「受動的、控えめ、アサーティブで
はない」等の伝統的な女性らしさは、好感は持たれはするものの尊敬はされず、より男性的特性とさ
れる「遠慮なく意見を述べたり要求をする」女性は、指導的地位においては尊敬されても、女性として
の好感は得られないとする二重基準である。日本においては、他者への思いやりや気遣いといったケ
アの役割が女性アイデンティティの一部になっている可能性が指摘されており（松井, 2010）、女性が
指導的地位に就くことを難しくする伝統的な女性らしさの存在が示唆される。
　Kilty（2006）が内的障壁として指摘した「女性のアサーティブの欠如」は、しばしば「女性の特性」
として言及されるが、これは女性の普遍的かつ本質的な特性ではなく、むしろ他者（社会）との相互作
用を通じて、長年にわたって身につけてきた振る舞いや態度の結果として捉えるのが一般的となりつ
つある。従って、女性に対する二重基準に敏感になり、それらを軽減すると共に、女性がアサーティ
ブになるためのトレーニング開発をし、リーダーシップをとる機会を意識的につくっていかなければ
ならない。

⑷日本における現在の取組
①JOC女性スポーツ専門部会による取組

　JOCでは2003年から意思決定機関における女性の増加を目的に女性スポーツ担当者会議を開催
しており、2009年の第３回目の会議ではスポーツ組織における男性中心の構造改変や女性グルー
プによる積極的な関わりの必要性が指摘されている（JOC, 2011a）。また2012年３月には「JOC女
性スポーツフォーラム」が開催され、スポーツ以外の分野における女性登用の事例やサッカー界に
おける取組、指導的地位における女性の増加がもたらす利点等について議論された（JOC, 2011b）。

このようなJOCの女性登用に向けたリーダーシップは、競技団体への啓発として今後も引き続き重
要であり、また会議やフォーラムで話し合われた結果を、JOCの具体的な事業として進めていくこ
とが求められている。
②JOCナショナルコーチアカデミー事業

　文部科学省策定の「スポーツ振興基本計画」に基づき、「オリンピックをはじめとする国際総合競
技大会に派遣するコーチ、スタッフやその候補者の研修と育成の場」として、2008年からJOCナショ
ナルコーチアカデミー事業（表6-1）がスタートしている（JOC, 2011c）。
　国際競技力の総合的向上のために必要不可欠な施策として位置づけられている同事業は、国際的
視野を有するプロフェッショナルなコーチ育成およびコーチのための環境整備を目指している。競
技力向上のための施策がアスリート中心であったものから、指導的地位の長期的な人材育成にも目
が向けられるようになり、重要な取組といえよう。またカリキュラムが「コーチング」「マネジメント」

「コミュニケーション」で構成され、コーチとして必要なスキルが取得できる。
　しかし女性コーチを育成するためには、前述したような女性に対する二重基準や、男性とは異な
る女性のライフイベント等に配慮した研修の開催も重要になってくる。また女性コーチが必ず同事
業に参加できるような人数枠を設定したり、積極的に競技団体が推薦する仕組みをつくるといった
取組が必要である。

表6-1　JOCナショナルコーチアカデミー概要（JOC, 2011）
目
標
• 国際的競技水準を踏まえた強化ができるプロフェッショナルなコーチを育成・養成する
•日本スポーツ界のシンクタンク（人材・知識等）としての機能を図る
•競技間連携を促進させ、チームジャパンの一員としての意識を醸成する
•本アカデミー修了者への国家資格付与等の身分保障により、日本を代表するコーチが安心して指導にあたれるよう環境
を整備する

概
要
• 各競技種目のトップコーチに共通して必要と考えるカリキュラムを中心に、10週間程度の講義・演習・実習および試験
を実施する
•本アカデミー修了後もリフレッシュ研修会やカンファレンスを実施し、継続教育を行う予定
• JOC専任コーチングディレクターは、本アカデミー修了者を対象とする

対
象
者

• 各競技団体が推薦するJOC専任コーチングディレクター候補者
• JOC推薦者ほか

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム

• コーチング：「コーチング論」「運動観察」等
•マネジメント：「組織マネジメント」「マネジメント論」「スポーツ行政」「メディア論」「ビジネスシミュレーション」等
•コミュニケーション：「ロジカルコミュニケーション」（話し方、論理的な思考・発言）、「ディベート実習」（論理能力の
鍛錬、はっきりとした意思伝達、聞く姿勢）、「プレゼンテーション実習」等

⑸方策の提案
　こうした背景を踏まえ、指導的地位に就く女性の増加に向けた方策について海外の事例を紹介しな
がら提案する。
①海外の事例

a）カナダ
　女性のコーチや役員の不足には、女性のモチベーションや能力だけに帰することのできないス
ポーツ環境における課題も明確である。このような課題への対応としてカナダコーチング協会

（Coaching Association of Canada: CAC）は、2007年に開催された女性コーチ全国ワークショッ
プでの討論を基盤に「変化のための５つの共同戦略」を発表し、女性に特化した支援プログラムをす
でに段階的にスタートさせている。
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カナダコーチング協会の女性のためのコーチングプログラム
• ナショナルチームコーチング見習いプログラム（National Team Coaching Apprenticeship 

Program: NTAP）
　　ナショナルチームのトレーニングキャンプや世界選手権への参加、教育と継続研究のために、

選ばれた女性コーチが資金援助を受けている（１年間で7,800カナダドル（約60万円）を３年間）
• カナダゲームズ見習いプログラム（Canada Games Apprenticeship Program）
　　カナダコーチング協会とパートナーシップにあるカナダゲームズが行っているプログラムで、

育成レベルにあるコーチに対し、カナダで唯一、複数種目にわたるナショナルレベルの試合経験
を積ませる研修を行っている

• 全国コーチング協会奨学金プログラム（National Coaching Institute Scholarship Grants）
　　競技力の高い現場で指導する女性を増やすために、同協会の研修に参加する費用を助成してい

る。定員は15名で、各女性コーチに500ドル（約4.1万円）から2,000ドル（約16万円）が支給される
• 専門家開発プログラム（Professional Development Grants）
　　定員を5名とし、コーチングに関わる研修や会議への参加、主要な競技会への参加、認定され

たスポーツ専門家へのコンサルティングに1,000ドル（約8万円）から2,000ドル（約16万円）の助
成金を使用することができる

• ナショナルコーチワークショップ（National Coach Workshop）
　　全国スポーツ組織から推薦された女性コーチのためのワークショップで、コーチに関わる知識・

情報の共有化、ネットワーキングを構築するために、2008年から実施されている
• 全国スポーツ組織プロジェクト助成金（National Sport Organization Project Grants）
　　女性のためのワークショップを開催する際の助成金として、1回につき2,000ドル（約16万円）

が使用できる
• 女性コーチのためのカナディアンジャーナル（Canadian Journal for Women in Coaching）
　　女性コーチが知識やスキルを向上させるための資料、キャリアやプランニング、コミュニケー

ション、問題解決に役立つ情報、戦略、効果的なテクニック、さらには女性コーチにとって健康
的かつ良好な環境づくりのために、タイムリーで正確な情報を定期的にウェブ上で公開している

　またカナダでは、このような支援プログラムへの評価もすでに分析されている。2011年度に出
版された「Report on the Impact of the Women in Coaching National Team Coaching 
Apprenticeship Program （2011）」によると、ナショナルチームコーチング見習いプログラム

（NTAP）に参加したコーチの95％が、このプログラムでの経験をポジティブに捉えており、65％が、
同プログラムによってつくられた他の参加者とのネットワーク機会を重視している、39％の女性が
NTAPを通じて自信が増したと回答している。

b）ニュージーランド
　2012年10月に、スポーツニュージーランド（Sport New Zealand: Sport NZ）とニュージーラ
ンドオリンピック委員会が共同で、スポーツ組織における女性役員の数を増やすための奨学金

（Development Scholarship）を創設したと発表した。2012年現在、71団体の521名の役職のうち
女性役員の割合は27％であり、2015年までに33％、2020年までには40％に達することを目標とし、

最終的には、男性と同じ割合の50％を目指している。この奨学金は、リーダーシップを発揮しスポー
ツ組織に自分のスキルや考えを還元する女性に対して、１人当たり最大10,000ニュージーランドド
ル（約66万円）が提供される。
②日本における方策の提案

　日本のスポーツ界における指導的地位に、女性の積極的な登用の必要性を考慮に入れ、「女性を
取り巻く環境（外的障壁）」に対する働きかけと「女性自身の要因（内的障壁）」に対する働きかけが必
要であり、これらを考慮した方策を提案したい。

• 競技団体で役員選出の際に女性役員枠（クォータ制）1）を設置する
• JOCナショナルコーチアカデミー事業等において、女性に関する話題を必ず１つ以上提供する
• 新人コーチがベテランコーチに相談したり助言を得たりすることができるメンター制度を構築す

る
• 女性コーチ、役員のネットワーキングを強化し、情報交換や意見交換をするため、女性同士の交

流機会に継続的に参加できるよう、スポーツ組織は支援する
• 女性自身がリーダーシップを発揮できるよう、女性リーダーシップ研修等の教育機会を提供する

２．女性コーチのコーチ業と結婚、出産、育児の両立に向けた方策

⑴背景
　スポーツ界において女性コーチが少ない要因として、コーチ業と出産および育児との両立の難しさ
が指摘されている（Kilty, 2006）。
　現在、出産を経て育児をしながら競技を継続する女性アスリートが、いまだ少数派ではありながら、
日本においても顕在化するようになってきた。しかし女性アスリートたちが出産、育児をしながら競
技を継続するには、夫をはじめとする家族や周囲のサポートだけではなく、ベビーシッター、託児室
等の環境整備が不可欠である。このようなサポートは、アスリート同様に遠征や合宿に帯同する女性
コーチにおいても必要である。
　カナダオリンピック代表チームの報道担当でもあり、30年以上カナダでスポーツに関連する編集お
よびライター活動を行っているシェイラ・ロバートソンは、女性コーチがコーチ業とライフイベント
の両立の問題を解決していくためには、意思決定の立場にいる人たちの理解とコーチとアスリートへ
の平等な支援が必要であることを指摘している（ロバートソン，2012，p.37）。しかし現在の日本の
スポーツ環境では、女性コーチに対する両立支援の視点が欠如しており、このことが女性コーチの増
員を妨げている可能性も十分に考えられる。
　さらに、競技団体へのインタビュー調査の中では意見として挙がらなかったものの、超高齢化社会
の日本における両立支援は、子育てや介護、看護が必要な家族のいる人たち全てを想定した長期的視
点に立つ必要がある。本節ではその第一歩として、コーチに対しても両立支援を広げていくことの利
点を確認し、そのための具体的な提案をしていく。

1)	　クォータ制とは性別や人種などに基づいて生じている格差を是正するために、政策決定や意思決定における男女の比率に
偏りがないように人数を割り当てる暫定的な措置、制度を指す。
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⑵結婚、出産、育児との両立が可能になることによる利点
①女性アスリートのスポーツキャリア継続を促進

　過酷なコーチという職業を続けていくには、女性コーチのモチベーションだけに頼ることはでき
ない。むしろガイドラインを含む女性コーチへの支援的な環境整備が必要であり、女性コーチに対
するサポートが整うことによって、女性アスリートにとっても、引退後のコーチとしてのスポーツ
キャリアを展望しやすくなる。
②男性コーチに対する利点

　子育て期にある女性コーチに対する環境整備は、同様に子育て期にある男性コーチにとっても重
要である。育児は子どもを持つ男女両方の責任であるとともに、少子化社会が問題になっている今
日において、子育て世代に対する両立支援は国の重要課題となっている（内閣府男女共同参画局，
2010）。従って、安心して育児ができるスポーツ環境づくりは、女性コーチのためだけではなく、
男性コーチに対しても開かれていく必要がある。また、このような変化がなければ「育児は女性の
仕事」という意識が暗黙のうちに根づいてしまうことにもなる。
③社会にもたらす影響

　社会的な影響力を持つスポーツ界が子育て世代に開かれた環境を構築していくことにより、現在
の日本社会で課題となっている子育て支援やワークライフバランスの推進に貢献する可能性がある。

⑶両立を阻む要因
　結婚、出産、育児を経験する女性コーチは、このようなライフイベントのため、コーチのキャリア
において一時的な休止期間が必要となる。特に所属する組織に出産や育児に関するガイドライン等が
ない場合、産休や育休に関する組織との交渉や取り決めは、全て女性コーチが１人で行わなければな
らない（ロバートソン，2012，p34）。さらにそのような休暇を取得した後も、女性コーチの継続的
なキャリアが保障されているわけでもない。
　現在の日本のスポーツ環境には、女性コーチがコーチ業と育児とを両立できるサポート体制は整っ
ておらず、コーチという仕事に就きたくてもコーチ業をとるのか、出産・育児をとるのかの二者択一
に迫られてしまう状況が多い。また育児サポートは経費がかかるため、アスリートへの財政支援の他
にコーチへの支援というところまで、競技団体は予算が確保できない可能性も考えられる。

⑷日本における現在の取組
　日本では、2006年に財団法人日本サッカー協会（当時）が出産を経て日本女子代表に復帰した宮本
ともみ選手に、ベビーシッターを帯同させるサポートを行って話題となった。しかしながら他の競技
団体において、このような女性アスリートに対するサポートは広がっておらず、また女性コーチや女
性サポートスタッフに至っては皆無に近い。
　女性コーチに対する先見的なプログラムを持つカナダでは、両立支援についての提案リストが発表
されており、これが「若い女子選手が進路としてコーチを考える」ことにつながるとしている。少子化
対策の中で子育て世代に対する支援は、スポーツ以外の分野においても喫緊の課題になっていること
から、社会に対する影響力を持つスポーツ界での取組は特に重要である。

⑸方策の提案
　アスリートからコーチへとキャリアを移行する際に、結婚、出産、育児とコーチ業を両立させるこ
とができるよう、コーチング環境の具体的整備について方策を提案する。また以下のような提案は、
女性を中心としながらも子育て世代の男性にも適用されていくことを想定している。

• アスリートとともにコーチやサポートスタッフに対し、合宿や試合時におけるベビーシッター等
のチャイルドケアを提供する。また女性コーチだけでなく男性コーチも利用できるようにする

• 研修や講習会の際に、託児機能を設ける
• 子育て世代のコーチが参加しやすいよう、研修期間や時間帯等に配慮する
• 各スポーツ団体は産休や育休に関する方針（日数や保障を含む）を明確にする
• 海外遠征等、安心して長期遠征ができるよう、家事補助者雇用への支援を行う
（例）外務省「女性職員の財務環境改善のためのタスクフォース」

優先順位の高い改善策が述べられており、在外勤務の円滑化をはかるために①家事補助者雇用に係る支援を
行う②配偶者に同伴するための休業制度を導入する③可能な限り1回は夫婦で同一又は近隣の勤務地となる
よう配慮する、が挙げられている。

• これらの支援を保障し、推進するためのガイドライン等を作成する　

３．女性アスリートやコーチの社会的評価向上に向けた方策

⑴背景
　女性スポーツに対する社会的評価は、これまで必ずしも高く好意的なものばかりではなかった。指
導的地位に就く女性の不足も、このような評価に少なからず影響受けてきたと思われる。そのような
中での女性アスリートの活躍は、スポーツ界における女性の社会的評価を変える契機となる。例えば、
FIFA女子ワールドカップドイツ2011における日本女子代表チームの優勝は、日本における女子サッ
カーブームを起こし、スポンサーを名乗り出る企業も続出した。また出産してから競技へ復帰し、活
躍するアスリートも顕在化するようになり、女性の可能性を広げている。
　その一方で、メディアによって支えられるスポーツの人気は、一過性で終わってしまうことも懸念
されている。特に女性スポーツにおいてはその傾向が顕著である。またアスリートの競技パフォーマ
ンスよりも外見や容姿に注目するメディア報道は、女性スポーツへの社会的評価に影響を及ぼしてい
る。ここでの提案は、メディアの影響を避けられない今日のスポーツ界において、女性アスリートや
コーチの社会的評価を向上させるために、メディアの発信力を利用し、スポーツ界における女性のポ
ジティブなイメージを形成していくことを意図している。またそうすることによって、女性アスリー
トおよび女性コーチのモチベーションの維持・向上に寄与すると思われる。

⑵女性スポーツの社会的評価が向上することによる利点
①メディアを利用した女性イメージの発信

　アスリートのみならず指導的地位における女性がメディアを通じて顕在化することにより、ス
ポーツに関わる女性のイメージを変革するとともに、次世代の若い女性アスリートのロールモデル
として機能する可能性がある。
②他分野への好影響

　ポジディブな女性スポーツのイメージがメディアを通じて発信されることによって、スポーツ以
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外の領域にいる女性にもポジティブな影響を及ぼす可能性がある。

⑶社会的評価の向上を阻む要因
　スポーツは歴史的に男性の活動とみなされてきた期間が長く、近代スポーツの要素である「より速
く、より高く、より強く」機能する身体も、男性において強調されてきた。そのためスポーツによる
評価は男性を中心とする基準であり、コーチング現場においても、男性コーチが女性アスリートの競
技力向上には有効であると考えられてきた面がある。また男性を中心とするスポーツ評価が慣習的に
存在するため、女性はスポーツ以外の評価（例えば容姿等）を強調される傾向にある。

⑷日本における現在の取組
　JOCではJOCキャリアアカデミー事業を実施しており、その中のスキルアップセミナーで、アスリー
トのみならずコーチに対してもメディア対応のためのトレーニングを実施している。これはアスリー
トやコーチのイメージ形成に大変重要であり、今後も引き続き実施が望まれる。また、既存のメディ
ア対応と同時に、女性アスリートおよび女性コーチのポジティブなイメージ形成を促すような取組も
重要である。

⑸方策の提案
　メディアの影響を避けることのできない今日において、女性アスリートやコーチに対する社会的評
価向上のために、メディアを最大限に活用することを提案したい。例えば、スポーツ組織や競技団体
と協力し、女性アスリートや女性コーチの競技に対する姿勢や、女性スポーツのこれまでの歴史を伝
える映像等を制作し、これまでとは異なる女性スポーツのイメージの発信を行う。
　さらにアメリカの女性スポーツ財団（WSF）が毎年実施しているような、秀でた女性アスリートお
よびチームへの表彰も、女性スポーツの社会的評価向上に重要であると考える。このような表彰は、
女性アスリート、コーチの競技に対するモチベーションを高めるのみならず、受賞候補者を一般から
の投票によっても選出することで、女性スポーツ全体の社会的認知にもつながっている。
　これらを踏まえて、以下に具体的な方策を挙げる。

• 女性スポーツの歴史をまとめた教材（映像、出版物）等を制作し、教育機関や競技団体等へ配布する
• 女性アスリートおよび女性コーチのこれまでの活躍をまとめ、スポーツに関わる女性たちのエン

パワメントに寄与する映像を制作する
• スポーツに関わるあらゆるレベルの会議、研修会、学会等で、女性スポーツのPR映像を流すキャ

ンペーンを行う
• 活躍した女性アスリートおよび女性コーチ、ならびに女性スポーツに貢献した企業や団体を毎年

表彰し、セレモニーの開催を報道することで、女性アスリートや女性コーチの社会的評価の向上
を促す
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　第４章から第６章にかけて、女性アスリートが直面しやすい身体・生理的、心理・社会的、組織・
環境的な課題に対する方策を述べた。本章では、これらのさまざまな方策を整理するため、近年のス
ポーツ政策研究の文献で注目されているSPLISSモデル（Sport Policy Factors Leading to International 
Sporting Success：国際大会での成功につながるスポーツ政策要因のモデル）を紹介したい。具体的
には「１．SPLISSモデル」において、SPLISSモデルの基本的な枠組みを説明し、「２．SPLISSモデル
を用いた課題と方策の整理」において、本事業がこれまで提案した方策を同モデルを用いて整理する。

１．SPLISSモデル

　SPLISSモデルは、国が国際競技力を向上させるために導入すべき主要要因（Pillar）を、既存の学術
研究に基づき整理したエリートスポーツ政策に関する包括的な理論モデルである（De Bosscher et 
al., 2006, 2009）。同モデルの作成には、ベルギーのDe Bosscher博士を中心とするヨーロッパ各国
の研究者や、イギリスにおけるエリートスポーツの統治組織であるUKスポーツのスタッフが携わっ
た。2006年に発表された比較的新しいモデルであるが、ベルギーにおいて2009年から2016年までの
エリートスポーツの政策計画の基盤として採用されているなど、エリートスポーツの政策決定者から
システムや戦略構築のために有効な枠組みであると高い評価を受けている（De Bosscher et al., 
n.d.）。また、同モデルに基づいたエリートスポーツ政策の分析は、ベルギー、イタリア、イギリス、
オランダ、ノルウェー、カナダの欧米６か国を対象に既に実施されており（De Bosscher et al., 
2009）、後述するように、日本でもこのモデルに基づいた調査が行われた（舟橋，2011）。さらに、
2011年よりモデルの有効性を検証するための試みとして、世界中から少なくとも20の調査参加国を
募り、これらの国のエリートスポーツ政策の分析、政策の質や包括度に関するランキングを作成する
ための研究プロジェクトが始動している（De Bosscher et al., 2011）。
　SPLISSモデルは、各国の国際大会での成功を左右する要因として、以下の９つの要因を挙げている。
①財政支援

　エリートアスリート、強化スタッフ、トレーニング施設、競技団体への財政支援等
②統合されたスポーツ政策・組織体制

　エリートスポーツの強化・支援を行う全ての組織間の強い連携や効果的なコミュニケーション、
エリートスポーツに関わる行政の統廃合、メダル獲得の可能性が高いスポーツに焦点を当てた支援等
③導入期のスポーツ参加

　学校教育におけるスポーツへの参加機会の増加、スポーツ参加への法的なサポート、地域クラブ
等でのスポーツ参加率の向上等
④タレント発掘・育成システム

　効果的なタレント発掘システムの導入、才能あるユースアスリートに対し、中等教育から高等教
育までの教育過程を通した競技と学業のデュアルキャリアサポートの実施、タレント発掘・育成段
階での競技団体や所属クラブからの十分なサポート等
⑤エリートアスリートへの競技支援や引退後のキャリア支援

　エリートアスリートが競技に専念するための環境整備、アスリートへの競技指導やトレーニング
および医・科学的支援に関して統合された支援プログラム、質の高いコーチングやセカンドキャリ

第7章　SPLISSモデルを用いた課題と方策の整理
Valerio, A.M. （2009）. Developing Women Leaders: A Guide for Men and Women in Organizations. Wiley-

Blackwel.
Werthner, P., & Trudel, P. （2009）. Investigating the idiosyncratic learning paths of the elite Canadian 

coaches. International Journal of Sports Sciences and Coaching, 4（3）, 433-449.
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アへの十分な支援等
⑥スポーツ施設の充実

　国・地方レベルでの充実したエリートスポーツ施設、国レベルのスポーツ施設の整備に関する施
策等
⑦指導者の供給と養成

　豊富な経験を持ち教育を受けた指導者の輩出、世界レベルでの指導者を養成するためのトレーニ
ングプログラム、指導者がフルタイムで指導に専念できる環境整備、指導者の社会的地位の確立等
⑧国内・国際競技大会への参加機会の提供

　国際競技大会の誘致に関する国家的な戦略、アスリートに対して国際競技大会参加への十分な機
会の提供、各世代のアスリートが高いレベルで競技を行うための国内競技大会の実施等
⑨医・科学研究による支援

　エリートアスリートへのスポーツ医・科学研究に基づく、あらゆる支援等　

　これらの要因の関係性を説明すると、まずインプット（投入資源）としての財政支援（要因①）と、
投入された資源を国際競技力向上につなげるための統合されたスポーツ政策・組織体制（要因②）は、
国のスポーツ政策の土台であり、SPLISSモデルにおいて最も重要な要因である（De Bosscher et al., 
2006）。一般的には国によるスポーツへの財政支援（要因①）が多いほど国際競技力は高くなる傾向に
あり、スポーツ政策・組織体制（要因②）が統合されていれば、より投資対効果は高くなる（De 
Bosscher et al., 2006, 2009）。
　また、アスリートの競技発展段階を「導入期」「育成期」「熟達期」という３つの段階に分けると、要因
③～⑤は各段階において考慮すべき主要なスポーツ政策の内容（要因③は導入期、要因④は育成期、
要因⑤は熟達期の政策内容）を整理している。
　さらに、導入期から熟達期への競技発展段階において、スポーツ施設の充実（要因⑥）、指導者の供
給と養成（要因⑦）、国内・国際競技大会への参加機会の提供（要因⑧）を目的とした戦略や政策の導入
は、国際競技力向上のために不可欠である。
　最後に、熟達期のエリートアスリートに対して充実したスポーツ医・科学研究による支援（要因⑨）
を行うことは、競技力における他国との差をつけるための決定要因となる（De Bosscher et al., 
2006, 2009）。
　これら９つの要因に加えてDe Bosscherら（2006, 2009）は、各国でのメディアによるスポーツの
描写や、企業によるスポーツ支援、社会におけるスポーツの伝統な位置づけなどを含むエリートスポー
ツ文化を、SPLISSモデルの外部に存在する要因として説明した。この要因は、スポーツ政策の影響
を直接、受けにくいという特徴があるものの、エリートスポーツ政策を作成する上で考慮する必要が
ある。

２．SPLISSモデルを用いた課題と方策の整理

　前述したようにSPLISSモデルは、国が国際競技力向上のために焦点を当てるべき政策分野を説明
した最も包括的な枠組みであり、エリートスポーツ政策の現場でもその有効性が認められつつある。
その反面、同モデルはエリートスポーツ政策に関して各国に共通する要因を選定しているものの、国
特有のスポーツシステムやアスリートを取り巻く環境は考慮に入れていないという制限がある（De 

Bosscher et al., 2009）。
　日本の現状については、舟橋（2011）がSPLISSモデルで選定された主要要因のうち財政支援（要因①）
と導入期のスポーツ参加（要因③）を除く７つの要因に関して、日本人エリートアスリート（チーム

「ニッポン」マルチサポート事業の夏季ターゲット競技種目の選手、北京オリンピック以降の国際競技
大会（オリンピック、世界選手権、世界ランク、ワールドカップなど）においてベスト16以上の競技
成績を残している選手、現役選手、計205名）の主観的な評価に関する調査を行った。この調査によ
ると、アスリートは我が国のエリートスポーツ環境・政策に関して、タレント発掘・育成システム（要
因④）、エリートアスリートの競技支援（要因⑤の一部）、スポーツ施設の充実（要因⑥）、指導者の供
給と養成（要因⑦）、国内・国際競技大会への参加機会の提供（要因⑧）について、「非常に整備されて
いる」「整備されている」と高く評価をしていることが明らかになった。一方、統合されたスポーツ政策・
組織体制（要因②）、医・科学研究による支援（要因⑨）、引退後のキャリア開発の支援（要因⑤の一部）
に対しては、「ある程度整備されている」「ほとんど整備されていない」という評価となり、今後の改善
の必要性を示す結果となった（舟橋，2011）。
　将来的には、我が国の女性エリートアスリートの現状に基づいた調査研究が望まれるが、ここでは
まず初期段階として、本事業が行ったインタビュー調査から明らかにした女性アスリートの直面しや
すい課題とSPLISSモデルの主要要因との関連性を示す（表7-1）。

表7-1　SPLISSモデルに基づく課題の整理

SPLISSモデル上での主要要因 本事業がインタビュー調査により明らかにした課題

①財政支援 •女性アスリートへの金銭的な支援の不足【3章3-⑶】

②統合されたスポーツ政策・組織体制 •女性スポーツ関連政策の統合と組織間の連携、情報共有の必要性【3章3-⑹】

③導入期のスポーツ参加
•女性アスリートの心理的特性への理解【3章2-⑴】
•導入期、育成期における家族からの理解や支援の重要性【3章2-⑵】
•指導者への適切な指導方法の普及【3章2-⑶】

④タレント発掘・育成システム

•女性アスリートの心理的特性への理解【3章2-⑴】
•導入期、育成期における家族からの理解や支援の重要性【3章2-⑵】
•指導者への適切な指導方法の普及【3章2-⑶】
•競技と学業の両立【3章2-⑷】

⑤�エリートアスリートへの競技支援や…
引退後のキャリア支援

•女性アスリートの心理的特性への理解【3章2-⑴】
•指導者への適切な指導方法の普及【3章2-⑶】
•卒業後の進路【3章2-⑸】
•引退後の進路への不安【3章2-⑹】
•女性アスリートの競技生活と結婚、出産、育児の両立【3章2-⑺】

⑥スポーツ施設の充実 本事業によるインタビュー調査では課題は挙がらなかった

⑦指導者の供給と養成
•指導者への適切な指導方法の普及【3章2-⑶】
•女性コーチやスポーツ組織における女性リーダーの不足【3章3-⑴】
•女性コーチのコーチ業と結婚、出産、育児の両立【3章3-⑵】

⑧�国内・国際競技大会への参加機会の提供 •競技機会の不足【3章3-⑷】

⑨医・科学研究による支援

•月経への理解【3章1-⑴】
•女性の身体・生理的特徴を考慮に入れたトレーニング、コンディショニング方法
【3章1-⑵】
•女性アスリートに起こりやすい傷害や疾患への対応【3章1-⑶】
•女性アスリートのコンディション管理能力の不足【3章1-⑷】
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第７章　SPLISSモデルを用いた課題と方策の整理

　次に図7-1は、SPLISSモデルの９つの主要要因を我が国の女性スポーツの現状に合わせて解釈した
上で、各要因に対応する方策を説明したものである。

⑨医・科学研究

②統合されたスポーツ政策・組織体制  

Input

●身体・生理的特徴を考慮に入れたトレーニ
ング、コンディショニング方法の構築
●女性に起こりやすい傷害・疾患の予防や処置
●セルフマネジメント教育プログラムの開発
と普及 

⑤エリートアスリートへの競技支援や
　引退後のキャリア支援    
●競技と結婚、出産、育児との両立への支援
●コーチとの適切な関係性と指導の普及
●デュアルキャリア支援
●セカンドキャリア支援 

⑧国内・国際競技大会
●男女平等・公平実現のための指針・施策
の整備（参加機会の増加等）

●女性アスリートの強化支援を行う組織間の連携の確立
●データーベースを通した情報共有システムの構築 

⑥スポーツ施設の充実
●男女平等・公平実現のための
指針・施策の整備（託児所の設置等）

①財政支援  
●男女平等・公平実現のため
の指針・施策の整備

●指導的地位に就く女性の増加
●コーチ業と結婚、出産、育児の両立 

⑦指導者の供給と養成  

●コーチとの適切な関係性と指導の普及

身体・生理的課題

心理・社会的課題

組織・環境的課題

熟達期

④タレント発掘・育成システム
●家族の理解や支援の向上
●コーチとの適切な関係性と指導の普及
●デュアルキャリア支援 

育成期

③導入期のスポーツ参加
●家族の理解や支援の向上
●コーチとの適切な関係性と指導の普及 

導入期

女性エリートスポーツ
環境構築  

女性エリートスポーツ
環境構築  

図7-1　日本人女性アスリートの方策のSPLISSモデルへの適用
（De Bosscher et al., 2006を参考に順天堂大学が作成）

　まず、身体・生理的な課題への方策（第４章）である「女性の身体･生理的特徴を考慮に入れたトレー
ニング、コンディショニング方法」「女性アスリートに起こりやすい傷害・疾患の適切な予防や処置」「自
己管理能力向上を目的としたセルフマネジメント教育プログラムの開発と普及」については、医・科
学研究による支援（要因⑨）に関連している。
　また心理・社会的な課題への方策（第５章）である「導入・育成期における家族の理解や支援向上」は、
要因③と④の競技発達段階に密接に関連する。加えて「デュアルキャリア支援」は要因④と⑤に、「熟
達期における結婚、出産、育児との両立支援」、「セカンドキャリア支援」は要因⑤に、「女性アスリー
トとコーチとの適切な関係性と指導の普及」のための方策は要因③～⑤と関連しており、今後は、女
性エリートアスリートの支援に特化した取組として進めていく必要がある。
　さらに「女性アスリートとの適切な関係性と指導の普及」は、要因⑦にも当てはめることができ、女
性アスリートに対する理解を深めるための内容を、指導者養成プログラムに組み込む必要があるとい
える。また同要因に関連し、組織・環境的な課題への方策（第６章）で述べた「指導的地位に就く女性
の増加」や「女性コーチのコーチ業と結婚、出産、育児の両立」ができる環境の構築に向けた方策の導
入が望まれる。
　加えて、先述したようにSPLISSモデルには組み込まれていないものの、外部的な要因として存在

するエリートスポーツ文化についても考慮すべきであり、第６章で述べた「女性アスリートやコーチ
の社会的評価向上」に向けた方策により、女性スポーツを評価するスポーツ文化の創造を目指す必要
がある。
　最後に、De Bosscherら（2006, 2009）は、統合されたスポーツ政策・組織体制（要因②）が、国際
競技力向上への財政支援（要因①）の投資対効果を左右する最重要要因と説明している。この図の示す
通り、要因②は女性エリートスポーツ環境構築の基礎（土台）的役割を担っており、この基礎の上にさ
まざまな要因が構成されることをSPLISSモデルは示している。
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第８章　女性アスリートの戦略的強化支援システムの構築に向けた方策

　第７章で論じたように、SPLISSモデルの９つの要因のうち、統合されたスポーツ政策・組織体制（要
因②）は、国際競技力向上のために投資される財政支援の投資対効果を左右する最重要要因である。
そのため本章では、女性アスリートへの強化支援を行う各機関の協力や情報・知識の伝達の効率化と
いう観点から、「女性アスリートの強化支援を行う組織間の連携の確立に向けた方策」と「データベー
スを通じた情報共有システムの構築に向けた方策」の提案を行う。また、財政支援（要因①）、スポー
ツ施設の充実（要因⑥）、国内・国際競技大会への参加（要因⑧）に関連し、男女平等・公平の実現を目
的に諸外国で採用された法律や政策を紹介し、「女性スポーツに関する指針・施策の整備」に向けた提
案をする。

１．女性アスリートの強化支援を行う組織間の連携の確立に向けた方策

⑴方策の提案
　SPLISSモデルの説明で述べたように、スポーツ政策・組織体制は国際競技力向上のために必要不
可欠（De Bosscher et al., 2006, 2009）である。現在、女性アスリート支援のためにさまざまな事業
が実施されているが、第３章に挙げた課題から、女性スポーツ関連事業を管轄する機関の不在や関連
組織間の情報共有不足等、事業の有効性が最大限に発揮されていないという現状が明らかになった。
　従って今後、女性アスリートをより効果的に強化支援するためには、女性アスリート支援に中心的
な役割を果たしているスポーツ関連組織・競技団体等の組織間の連携を強め、包括的な女性アスリー
トへの支援体制を確立していくことが望ましい。このような女性アスリートへの支援体制の推進には、
各組織間の連携役となって各組織が実施する事業のサポートを実施したり、女性スポーツに関する調
査研究やプログラム運営を行う機能を既存の組織体制の外部に設置する必要がある。この役割を担う
機能として、女性アスリートやコーチ、サポートスタッフ等を支援する「女性スポーツリサーチ・サポー
ト事業（仮称）」の実施を提案したい。
　同事業は、スポーツ関連組織・競技団体などの組織と女性アスリート強化支援事業の運営に関して、
相互協力的な関係を持つ。具体的には、１）ステークホルダーから成る戦略グループを組織し、スポー
ツ関連組織や競技団体などの女性アスリートに関わるポリシー（方針や規則）を確認し、中長期（例え
ば2013 〜 2016年まで）の戦略を立案し、目標値を設定し、実行計画を作成する。また、２）競技団
体や女性アスリートおよびコーチ、サポートスタッフから要望のある女性スポーツに特化した内容に
関する研究プロジェクトやプログラム開発・運営を行い、支援していく。
　女性スポーツリサーチ・サポート事業（仮称）と各組織との連携や、女性アスリートやコーチおよび
サポートスタッフへの支援に関する内容を以下に例示する。
①JISS等との連携内容の例

　JISSが行っているスポーツ医科学研究事業、アスリートへのカウンセリングや、都道府県や市区
町村と連携して実施しているタレント発掘・育成事業等に関して、本レポートの中で提案した方策
を導入するための共同研究やプログラム運営のサポートを行う。
②JOCとの連携内容の例

　キャリアアカデミー事業やエリートアカデミー事業において、アスリートのキャリアトランジ
ション（デュアルキャリア・セカンドキャリア）に関連した女性アスリート特有の内容を導入する。

第8章　�女性アスリートの戦略的強化支援システムの構築に
向けた方策

また女性コーチやサポートスタッフに向けては、ナショナルコーチアカデミー事業における女性
リーダーシップ養成プログラム、女性アスリートを指導する際のコーチングに関するカリキュラム
の共同開発が挙げられる。さらに女性アスリート、コーチおよびサポートスタッフの社会的な評価
を向上させるため、表彰制度の新設等が考えられる。
③競技団体との連携内容の例

　女性アスリートの支援に関する家族への講習会の共同開催や、女性アスリートの育成・強化支援
事業に関するコンサルテーションの実施等が挙げられる。
④同事業が独自に行うアスリート・コーチおよびサポートスタッフへの支援の例

　身体・生理的な課題への方策で提案したセルフマネジメント教育プログラムの提供や、女性アス
リートやコーチの要望に沿った講習会や研修会の実施等が挙げられる。
⑤同事業が複数の組織と連携して行う事業の例

　各スポーツ組織の活動内外で女性アスリート、コーチおよびサポートスタッフへのハラスメント
の問題が生じた場合に、相談窓口（独立した外部機関）が調査や対応の検討を行う。また女性スポー
ツ関連情報の共有・提供に関しては、データベースを設置し、女性アスリートの強化・支援に関わ
る情報をスポーツ関連組織や競技団体と共有するとともに、アスリートやコーチに対してこれらの
情報提供を行う。

２．データベースを通じた情報共有システムの構築に向けた方策

⑴女性スポーツ関連情報の整理・共有方法
　本事業で明らかになった、女性アスリートの強化に関連する研究文献や諸外国の情報をトレーニン
グ等に活用する必要性を認識しつつも、系統だった情報収集はしていないという意見は、女性スポー
ツ関連情報の整理、共有方法（ナレッジマネジメント）の開発の重要性を反映するものである。また、
国やスポーツ関連団体、競技団体が実施している取組に関しても「さまざまな方策・情報があるにも
かかわらず、情報共有がなされていない」（競技団体スタッフ）という声もあり、改めて情報共有の必
要性が明らかになった。
　これらの指摘から今後、女性アスリートへの支援を効果的に行うために、女性アスリートに関する
情報を国内外から収集、整理し、競技団体やアスリート、コーチおよびサポートスタッフと共有して
いく仕組みづくりが必要であるといえる。まず、この仕組みづくりの１つに、女性スポーツに特化し
た情報を格納できるデータベース（女性スポーツデータベース）と、情報が提供できるウェブサイトや
ソーシャルネットワーキングサービス（SNS）等を提案したい。また「海外の情報を得ても、それをど
う使いこなし、役立てていいかよくわからない」（強化部長経験者）という意見に代表されるように、
海外の情報に関して社会・文化的な違いを考慮に入れた上で、データベースや情報サイトから情報を
どのように活用していくかを研修するセミナーを開催する等の必要がある。　

⑵女性スポーツデータベース構築の提案
　女性スポーツデータベースは、競技団体や女性アスリート、コーチおよびサポートスタッフ、さら
に研究者を主な利用対象者として位置づけ、国内外に散在している女性スポーツに関する情報を検索・
抽出できるシステムである。また各国の情報を提供することにより、収集した情報の有効活用、異な
る競技間の情報共有につながると考えられる。
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　これを踏まえ、女性スポーツ情報システムの展開に必要な機能として、以下で「情報収集」「情報管
理（ナレッジマネジメント）」「情報検索（PULL）」「情報発信（PUSH）」について述べる。
①情報収集

　国内外のスポーツ組織と研究機関から、女性スポーツに特化した情報を収集する。日本国内では、
「女性」もしくは「スポーツ」という切り口からの情報収集・研究を行う組織は存在するが、「女性ス
ポーツ」に特化した情報をデータベース化している組織は存在しない。海外では「女性スポーツ」に
特化した専門機関が多数存在する。こうした機関からの専門性の高い実務的な情報は、女性アスリー
ト育成・強化に関する現場に必要な情報である。
　海外では「WorldCat」（90か国７万以上の総合目録を管理した世界最大の書誌データベース）、国
内では「CiNii」（国立情報学研究所が運営する学術論文や図書・雑誌等の学術情報データベース）等
が有名であるが、海外の女性スポーツ研究機関が保有するデータの大部分はこうした書誌データ
ベースには格納されていない。本事業では、WorldCatやCiNiiのような包括的な書誌データベース
を目指すのではなく、今までにない女性スポーツに特化したデータベース構築を目指す。
②情報管理（ナレッジマネジメント）

　国内外からの情報収集と整理に際しては、専門的な知識を持った専任スタッフを配置し、収集し
た情報をカテゴリーに分類し、キーワードを付与する等、適切に管理する必要がある。
③情報検索（PULL）

　情報取得に訪れたユーザーが、ユーザーの利用目的に応じて検索できる仕組みを提供する。操作
性・検索性を高める主な機能として、以下の４つを想定している（同時に下記の複合検索が可能）。
ａ）翻訳検索

　充実した諸外国の女性スポーツに関する研究調査を検索する場合、日本語を第一言語とする
ユーザーにとっては、利便性が大きく損なわれる。そこで、検索キーワードを英語に自動翻訳し
て日英双方のデータ検索を実現する「翻訳検索」機能を提供する。例えば、ユーザーが「リーダー
シップ　水泳」という言葉で検索した際、データベースに格納される日本語データに対してはこ
のキーワードで検索が行われ、同時に「Leadership Swimming」という英語のキーワードで英語
データに対しても自動的に検索が行われる。

ｂ）カテゴリー検索
　書誌データベースでは、データがカテゴリー別に分類されておらず、欲しい情報が見つからな
かった場合や類似情報が欲しい場合は、再度検索をやり直すか、検索結果を１つずつ見ていく必
要がある。データに女性スポーツに特化した独自のカテゴリーとキーワードを設け、欲しい情報
や類似情報の所在がユーザーの視点からわかりやすい機能を提供する。

ｃ）直感検索
　さまざまなフレームワークを用いたイメージ（直感）検索機能を提供する。例えば、検索したい
データが漠然としている場合や、キーワードが浮かばない場合には、視覚化されたフレームワー
ク（図表等）をクリックすることで、その分野に関連したデータを検索できる機能を提供する。

ｄ）フォクソノミー検索
　検索したデータに、ユーザー自身らが複数の「タグ」を自由に付け加え、検索できるフォクソノ
ミー検索機能を提供する。ユーザー自身が「便利」と感じるカテゴリーやキーワードを吸収し、よ
り利便性の高い検索システムに改善するとともに、ユーザーを巻き込み、積極的に活用されるよ

うな機能を提供する。
④情報発信（PUSH）

　収集した女性スポーツデータを分析・整理する中で、優良事例や最新ニュース等の積極的な情報
発信が必要であり、以下の４つを提案する。
ａ）公式ウェブサイトの設置

　公式ウェブサイトを開設し、女性アスリートの育成・強化に役立つ国内外の最新事例やニュー
スを紹介する。情報共有に際しては、ソースとなる文献や研究結果を紹介する等、ユーザーにデー
タベースの活用を促したり、積極的に情報を発信していく。

ｂ）ニュースレターの配信
　希望者に、上記公式ウェブサイトの新着情報や専門家によるコラム等を配信する。

ｃ）研修会・セミナーの開催
　女性アスリートや競技団体の強化担当者、コーチおよびサポートスタッフ等を対象に定期的に
研修会を行う。研修会では、諸外国の事例や国内での成功事例等を共有するとともに、データベー
スで紹介している海外の取組や調査研究結果などの活用を提案する。

ｄ）専門家によるサポート
　女性アスリートや競技団体に対し、体系化したプログラムやノウハウを専門家により提供する。
長期的な視野で考えると、このようなデータベースシステムは、女性スポーツ情報システムへと
発展していくことが期待される。その際、ログイン機能を搭載することでカスタマイズ化するこ
とや、SNSを活用し、利用者同士のコミュニケーションを促す役割を担っていく等、インターネッ
トの特性を最大限に活用した支援体制の構築が望ましい。なお、前述した女性スポーツデータベー
ス構築の提案は、米プロバスケットボール協会（NBA）の「チームマーケティング＆ビジネス運営
部」（Team Marketing & Business Operation）が開発したデータベースを参考にした（資料
20）。

３．女性スポーツに関する指針・施策の整備

　近年、スポーツや身体活動が女性や少女の健康面、心理面、社会面にもたらす利益が明らかになっ
ている。こうした中、より多くの女性・少女がこれらの利点を享受できる整備を進めるために、国連
やIOC、The International Working Group on Women and Sport（IWG/スポーツにおける女性
の地位・役割の向上を目的に活動する国際グループ）等により、女性のスポーツ参加を保障するため
の規定が作成された（United Nations, 2007）。このような流れの中で、後述するアメリカ、カナダ、
イギリスの３か国は、女性のスポーツ活動の機会拡大をスポーツ政策の重要課題と位置づけて、政府
やスポーツ統治機関が中心となり、女性とスポーツに関する法律や政策を積極的に導入した。これに
より、あらゆるレベルにおいて女性のスポーツへの参加拡大に成功している。
　これらの国で採用された法・政策レベルの取組には、スポーツにおける男女平等（Gender 
Equality）や男女公平（Gender Equity）の実現という観点が取り入れられている。この観点に基づく
施策は、女性アスリートへの財政支援やスポーツ施設の充実、国内・国際競技大会への参加機会等を
促し、女性のスポーツ参加の課題に対する有効な事例である。これらの内容や成果を説明することで、
将来、日本において女性とスポーツに関する指針・施策の整備を行うための参考例を提示したい。
　以下に、男女平等・公平の達成を目的とした法律の例として、アメリカの「タイトルナイン（Title 
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IX）」、政策の例として、カナダの「女性と少女のためのスポーツに関する政策（Actively Engaged：
A Policy on Sport for Women and Girls）」、戦略の例として、イギリスの「女性とスポーツのため
の戦略的枠組み（UK Strategy Framework for Women and Sport）」を挙げる。

⑴男女平等・公平の実現のための法・政策的な整備の例
①法律の例：タイトルナイン（アメリカ）

　「タイトルナイン」は、1972年にアメリカにて施行された男女教育機会均等法であり、米連邦政
府の財政支援を受けている教育組織や活動において、性別に基づく意図的な差別が明らかにあった
場合、財政支援を中止することを規定している。同法律は、教育に関連するさまざまな活動に適用
されるが、スポーツもこれらの活動の１つとみなされ、幼稚園から大学まで政府の支援を受けるあ
らゆる教育機関のスポーツ活動（体育、部活動を含む）に関して、女性・少女の機会均等の権利を保
障している。「タイトルナイン」の遵守に関する審査は、米教育省内の公民権局（Office of Civil 
Rights）が管轄しているが、以下の３点に焦点を当てた審査基準が採用されている。

　　ａ）男女学生のそれぞれの興味や能力に沿ったスポーツ機会の提供
　　ｂ）男女アスリートへの平等・公平な金銭的支援の提供
　　ｃ）�競技を行う上で不可欠な要素（スポーツ施設、指導者、競技大会等）に関する男女アスリート

への平等・公平な支援の提供

　特にa）に関しては、より明確な基準として（i）各教育機関に在籍する全学生の男女比と部活動に
在籍する男女比が同じであるか、（ii）女性のスポーツへの興味に沿う形で過去または現在において、
部活動への参加機会を増加するための活動を行っているか、（iii）現在の部活動において女性のス
ポーツ参加への興味を考慮しているか、という３つの法的基準が設けられ、各機関はいずれかの遵
守が求められる。
　「タイトルナイン」の効果は、女性・少女のスポーツ参加人数に関するデータから明らかである。
例えば、高校の部活動への参加人数を見ると、1971年には女子が約29.5万人、男子が約370万人と
いう状況であったが、2008年時点では女子が約300万人まで増加し、男子の430万人に近づいてい
る。また大学での部活動に関しても、1971年は女性が3.2万人、男性が18万人であったのに対し、
2008年には女性が18万人、男性が26.5万人と女性の増加が顕著となった。アメリカではアスリー
トの育成・強化に関して教育機関が中心的な役割を果たすため、高校、大学での部活動の参加の増
加は、近年の国際大会における高いパフォーマンスに直接的な影響を与えていると考えられる。
②政策の例：女性と少女スポーツに関する政策（カナダ）

　カナダ文化遺産省（Canadian Heritage）により2009年１月に制定された「女性と少女のためのス
ポーツに関する政策」は、女性・少女のスポーツ参加に関し、アスリートやコーチ、審判員、スポー
ツ組織の指導者というさまざまな立場において、質の高いスポーツ経験（Quality sport experiences）
と公正な支援（Equitable support）を保障するための政策である（Canadian Heritage, 2009a）。カ
ナダ文化遺産省は、国内のスポーツ組織の運営や、エリートスポーツの支援、国内・国際競技大会
の開催を行うスポーツカナダ（Sport Canada）、オリンピック・パラリンピック委員会を管轄してい
る。同政策は、これらのあらゆる競技レベル、あらゆる局面での女性・少女のスポーツ参加に対して
適用される。

　「女性と少女のためのスポーツに関する政策」は、1986年に制定された「スポーツと女性に関する
スポーツカナダ政策（Sport Canada Policy on Women in Sport）」を更新する形で導入されたも
のである。
　まず1986年の政策では、a）女性のスポーツ参加者数、b）エリートアスリートへの財政支援、c）
女性の国際競技力、の３つの点を効果として挙げることができる（Canadian Heritage, 2009a）。
以下にその具体的な効果を示す。

　　ａ）女性のスポーツ参加者数が2004年の時点で、国内競技団体の会員数の35%を占めた
　　ｂ）�エリートアスリートへの財政支援では、2008年のスポーツカナダからの財政支援の受託者の

49%を女性アスリートが占めた
　　ｃ）�女性の国際競技力では、近年の冬季オリンピックにおける女性アスリートのメダル獲得数が、

男性アスリートを上回った

　しかし、女性のスポーツ参加率やコーチや審判員、運営者等の指導的地位に就く女性の数が、男
性に比べ依然として低いという現実もあり、さらなる政策的な整備を行うために「女性と少女のた
めのスポーツに関する政策」が2010年に制定された。具体的な実施内容は、以下の通りである。
• プログラムの改善（Program Improvement）

スポーツカナダやその他のスポーツ組織が、女性や少女に革新的で質の高いスポーツ経験を提
供することを可能にするために、同省のスポーツ関連プログラムを調整・改善すること

• 戦略的リーダーシップ（Strategic Leadership）
カナダ国内における同省の管轄外の区域や国際社会におけるさまざまな組織と協力し、女性や
少女の質の高いスポーツ経験を高めるための活動を促進すること

• 啓発（Awareness）
女性や少女がスポーツに参加することで得られる個人・組織的な利点についての理解を広める
こと

• 知識開発（Knowledge Development）
研究・開発を通して、女性や少女のスポーツ経験に関する知識、実践、改革を拡大し利用、共
有すること

　さらに同政策は、これら４つの実施内容の質的な成果目標を「政策執行責任のための枠組み（The 
Policy Accountability Framework for Actively Engaged）」の中で、短期的、中期的、長期的の
３つの段階に分け整理し、政策達成度の評価基準として公表している（表8-1）。また実施内容に関
し３～５年ごとに明確な行動計画（Action Plan）を作成することを明記しており、2009年に初版
として2012年までの３年間の行動計画（Action Plan 2009-2012）が施行された（Canadian 
Heritage, 2009b）。
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表8-1　「女性と少女のためのスポーツに関する政策」の実施内容の成果目標
短期的な成果目標 中期的な成果目標 長期的な成果目標

プログラムの改善

カナダ文化遺産省からの助成金
の受託者・組織が女性・少女に
優先順位を置いた包括的なス
ポーツプログラムを提供するこ
と

女性・少女に質の高いスポーツ
経験を提供すること

女性・少女が競技者やコーチ、
審判員、スポーツ組織の指導者
として活発的に従事し、また成
長できるスポーツシステムを構
築すること

戦略的リーダーシップ 国内・国際組織と相互協力的な
プログラムを導入すること 同左 同左

啓発

スポーツシステムに関係するス
テークホルダーを含むカナダ国
民が、女性・少女へのスポーツ
プログラムに価値を置くこと

女性・少女への公正な支援 同左

知識開発

女性･少女へのスポーツプログ
ラム内容や実施に関し、正しい
情 報に基 づ いた意 思 決 定
（decision making）を行うこと

同左 同左

③戦略の例：女性とスポーツのための戦略的枠組み（イギリス）
　「女性とスポーツのための戦略的枠組み（The UK Strategy framework for women and sport）」
は、イギリスにおけるエリートスポーツの統治組織であるUKスポーツ（UK Sport）が、女性スポー
ツの支援組織である女性スポーツ＆フィットネス財団（Women’s Sport and Fitness Foundation: 
WSFF）やその他の関連組織と共同で2003年に作成した女性スポーツの支援に関する戦略提言であ
る（UK Sport, 2003）。女性の多様性に価値を置き、スポーツのあらゆる側面において女性の関与
を可能にするスポーツ文化の創造という主要目的のもと、a）女性・少女のスポーツや身体活動への
参加の増加、b）女性・少女のエリートスポーツ活動への支援の拡大、c）スポーツ組織における女
性リーダーの増加、という３つの点に関し、2005年12月までに達成されるべき具体的な数値目標
を掲げた。これらの数値目標は以下の通りである。

　　ａ）�女性・少女のスポーツ参加率を、38%（1996年度時点）から2005年12月までに43%に増加する
　　ｂ）�国からの財政支援を受けるエリート女性アスリートを、476人（2003年度時点）から2005年

12月までに506人に増加する
　　ｃ）�スポーツ組織における女性役員の割合を、23%（2003年度時点）から2005年12月までに

30%に増加する

　またUKスポーツは、これらの数値目標を達成するために、女性を含むさまざまなマイノリティ
の平等なスポーツ参加を可能にするためのガイドライン「平等基準：スポーツのための枠組み（The 
Equality Standard: A Framework for Sport）」を各スポーツ組織の活動評価に利用した（UK 
Sport, 2006）。具体的には、同基準で規定されたガイドラインに基づき、各組織が男女平等実現の
ための活動を積極的に行っているかという点から評価し、これによりUKスポーツやその他のスポー
ツ統治機関からの助成金の支給額を決定するという仕組みを採用した（UK Sport, 2006）。
　「女性とスポーツのための戦略的枠組み」の各数値目標の達成度は、UKスポーツが2006年に出版
した報告書（Progress Made Towards Objectives and Targets Set for 2005 and Analysis of 
the Current Situation）において公表されている。同報告書によると、2005年12月の時点で、女性・
少女のスポーツ参加率は49%、財政支援を受けた女性アスリートは589人、スポーツ組織における

女性役員の割合は25%という結果となった（UK Sport, 2006）。この結果により、女性・少女のスポー
ツ参加率とエリートスポーツ活動への支援の拡大という目標は達成されたが、女性リーダーの増加
に関しては改善が見られたものの目標達成には至らず、より一層のポジティブ･アクションの導入
の必要性が確認された（UK Sport, 2006）。

⑵国内における指針・施策の整備に向けた提案
　法（タイトルナイン）、政策（女性と少女のためのスポーツに関する政策）、戦略（女性とスポーツの
ための戦略的枠組み）という違いはあるものの、女性・少女の参加レベルからエリートレベルにわた
るスポーツへの参加機会や支援を保障し、関連機関の遵守に対する詳細な審査基準を設けているとい
うことで共通している。また「タイトルナイン」と「女性とスポーツのための戦略的枠組み」に関しては、
男女を平等かつ公平に扱うことの遵守の成否が、各機関が受け取る財政支援の額に直接影響を与える
と明記されており、このことが遵守の徹底に貢献していると考えることができる。さらに「女性と少
女のためのスポーツに関する政策」と「女性とスポーツのための戦略的枠組み」では、スポーツ組織の
指導的地位における女性に関する平等・公平を目指すことが規定されており、女性スポーツの支援を
考える上では、女性リーダーの増加が必要不可欠であると認識されていることがわかる。逆説的には、
そのような規定がなければスポーツ界の指導的地位における女性の参画は、いまだ難しい状況である
とも言える。
　日本には、2011年に施行された「スポーツ基本法」と1999年に施行された「男女共同参画社会基本
法」があり、男女平等・男女公平の視点に基づいて、あらゆる人々のスポーツの享受が法的に保証さ
れている。従って、海外の事例にあるような女性スポーツに関わる具体的な強化支援を実施していく
ための体制は、日本においてもすでに整っているといえる。例えば、国内における男女平等・男女公
平の実践として、インターハイにおける平成24年度からの女子サッカーの実施や、平成25年度から
の女子レスリングの実施が挙げられる。また平成25年度には、子育てと両立する女性アスリートへの
強化支援の一環として、味の素ナショナルトレーニングセンター内で乳幼児用の託児所を設置するこ
とも計画されており、女性アスリートのニーズに沿った取組が行われつつある（共同通信、2012年12
月20日）。しかし、第2章でも指摘したようにインターハイや国体等の国内競技大会における実施競技
種目数や一般的な運動・スポーツの参加状況に関しては、依然、男女差が存在する現状にある。その
ため女性とスポーツに関する指針・施策の整備のさらなる実現に向けて、以下の方策を提案したい。

• 女性アスリートへの財政支援やスポーツ施設の充実（託児所の設置等）、国内・国際大会への競技
参加機会の状況を把握し、現在の男女平等・公平に関する達成度を把握する

• これらの点に関する明確な評価基準を設定し、実現のためのガイドラインをスポーツ組織や教育
機関に提示する

• これらの評価基準を用い、各組織の取組内容や男女平等・公平の達成度を定期的に評価し、これ
らの評価が、国やJOCが分配する助成金の額に影響を与える仕組みをつくる

　このような取組は、結果として「スポーツ基本計画」の中で指摘された中学校女子のスポーツ離れに
関する問題への有効な解決策になるとともに、本レポートの主要課題であるエリートアスリートの戦
略的強化に貢献するものとなる。
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１．本レポートのまとめ

⑴女性アスリート戦略的強化支援方策レポートの目的・概要・方法（第１章）
　女性アスリート戦略的強化支援方策レポートは、女性アスリートの強化のためのさまざまな課題解
決に向けたエビデンスの集積から活動方針を提案し、国際競技力向上およびメダル獲得に向けた持続
可能な女性アスリートの支援体制の構築を目指すものである。その具体的な目的を以下に示す。
　①�長期的なキャリアを通して、女性アスリートが直面しやすい課題への理解をスポーツ界全体に広

める
　②�これらの課題へ効果的に対応するための、女性アスリート、リーダー（意思決定者、指導者、サポー

トスタッフ）に向けた強化支援方策を、関係機関に提案する
　③戦略的強化支援方策に基づき、今後の活動方針を提案する

　　なお、本レポート作成のための調査研究は、以下の通りである。
　①競技団体、日本パラリンピック委員会に対するインタビュー調査
　②女性スポーツサミット2012におけるフォーカスグループからのヒアリング
　③海外の女性スポーツ政策担当者や女性スポーツの専門家へのインタビュー調査と関連資料の分析
　④その他

• 女性アスリートに関する先行研究の考証
• 女性スポーツ関連の国際会議・国内セミナー等における研究発表や配布資料の分析
• 順天堂大学マルチサポート事業女性アスリート戦略的強化支援方策の調査研究、JOCやその他

関連機関が実施した調査結果の分析等

⑵女性アスリート戦略的強化支援方策レポート作成の背景（第２章）
　第２章では、女性アスリートの国際的な活躍を支えていくために、またスポーツ基本計画に明記さ
れた女性に関する施策を実現するために、すでに実施されている国内外での取組を紹介しながら、女
性アスリートの引退後も見据えた長期的な視座に基づく施策の必要性について確認した。

⑶女性アスリートが直面しやすい課題の把握（第３章）
　第３章では、日本の女性アスリートへの支援について現状と課題を把握するため、本事業で行った
インタビュー調査について整理した。その結果、女性アスリートが直面しやすい課題を、「１．身体･
生理的な課題」「２．心理・社会的な課題」「３．組織・環境的な課題」の３つに分類することができた。
特に組織・環境的な課題では、女性スポーツ関連政策の統合と組織間の連携、情報共有の必要性が明
らかとなった。

⑷身体・生理的な課題に取り組むための方策（第４章）
　第４章では、身体・生理的な課題に焦点を当て、男女の生物学的な性差や女性アスリートの三主徴

（FAT）、月経周期における競技パフォーマンスへの影響等を明らかにした。またそれらの課題に対し
て、既存の学術研究に基づく背景や現場における支援の現状を紹介し、これらの情報を考慮に入れた

第9章　�女性アスリートの戦略的強化支援に向けた 
活動方針の提案
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第９章　女性アスリートの戦略的強化支援に向けた活動方針の提案

具体的な方策を提案した。

⑸心理・社会的な課題に取り組むための方策（第５章）
　第５章では、心理・社会的な課題に焦点を当て、「長期的視点に基づいたアスリートのキャリア移
行モデル」について検討し、その上で本事業の調査結果から、女性アスリートの心理・社会的課題を「重
要な他者との関係の中で生じる人的ストレス」と「円滑なキャリアトランジッション」の２つに整理し
た。さらに個々の課題に関連して、既存の学術研究に基づく詳細な背景や現場における支援の現状を
明らかにすると共に、これらの課題に取り組むための方策を提案した。

⑹組織・環境的な課題に取り組むための方策（第６章）
　第６章では、スポーツ組織や施設・競技への参加機会等、女性アスリートを取り巻く外部的な環境
に関連する組織・環境的な課題について検討した。その上で、本事業の調査結果から「指導的地位に
就く女性の増加」「女性コーチのコーチ業と結婚、出産、育児の両立」「女性アスリートやコーチの社会
的評価向上」に着目した。さらにそれぞれの課題に関連して、既存の学術研究に基づく詳細な背景や
現場における支援の現状を明らかにすると共に、これらの課題に取り組むための方策を提案した。

⑺SPLISSモデルを用いた課題と方策の整理（第７章）
　第７章では、De Bosscherらが提案したSPLISSモデルを紹介した。SPLISSモデルは、国が国際競
技力を向上させるために導入すべき９つの主要要因（Pillar）を、既存の学術研究に基づき整理したエ
リートスポーツ政策に関する包括的な理論モデルである。本章ではこのSPLISSモデルを用いて、今
後の日本の女性アスリートへの支援方策の視覚化を試みた。

⑻女性アスリートの戦略的強化支援システムの構築に向けた方策（第８章）
　第８章では、女性アスリートへの強化支援を行う各機関の協力という観点から「女性アスリートの
強化支援を行う組織間の連携の確立に向けた方策」を論じた。また各機関の協力の円滑化、情報・知
識の伝達の効率化という観点から「データベースを通じた情報共有システムの構築に向けた方策」を論
じた。さらに諸外国で採用されている法律や政策を紹介し、スポーツ施設の充実や国内・国際競技大
会への参加など、男女公平の実現を目的とした女性スポーツに関する指針・施策の整備の実現に向け
た提案を行った。

２．女性アスリートの戦略的強化支援に向けた活動方針の提案

　スポーツ基本計画の第３章「今後５年間に総合的かつ計画的に取り組むべき施策」の中に記載されて
いる「女性アスリートに対する支援に関しては、国内外の女性スポーツに関する情報の収集、データ
ベース化を行うとともに、女性特有の課題解決に向けた調査研究を行うなどの取組を推進し、支援の
充実に努める（第３章４⑴③）」と、「国、日本スポーツ振興センター、中央競技団体、JOC及び日体協
等は、女性アスリート支援の観点からも、女性のスポーツ指導者の育成方策について検討する（第３
章４⑵③）」に関連し、本レポートで提案した女性アスリートの戦略的強化支援方策に基づき、４つの
観点から中長期にわたる活動方針を提案する。

⑴調査研究の実施
　本事業では多くの調査研究を行い、女性アスリートの強化支援方策に必要な課題や、その課題解決
に向けた調査研究を継続的に行っていくことの必要性を明らかにした。
　まず、女性アスリート特有の疾患の予防や女性アスリートのトレーニングの可能性（トレーナビリ
ティ）の拡大を目的に、女性アスリートの身体・生理的な特徴を考慮・注視した医科学的研究を継続
的に実施することが不可欠である。
　また、女性アスリートの心理・社会的な課題解決のためには、関係組織と協働し、育成期における
女性アスリートと保護者や指導者の関係、デュアルキャリアや女性のライフイベントとの両立、セカ
ンドキャリア等、女性アスリートの長期的なキャリア移行の過程を把握するため、他国で行われてい
るような中長期的で縦断的な調査研究が必要である。
　さらに、女性エリートスポーツ環境の構築に向けた調査として、日本の女性アスリートに対するス
ポーツ政策の実態調査を行うために、本レポートで紹介したSPLISSモデルを用い、国内外の研究者
と協働で、女性アスリート政策に焦点を当てた調査研究（９つの要因に基づいた調査研究）を実施する
ことが重要である。

⑵女性アスリートの育成・支援プログラムの開発・普及
　女性アスリートの戦略的強化支援方策に関する調査から、女性アスリートに向けた教育の必要性も
明らかとなった。
　まず、月経周期を中心とした心身のコンディションの自己管理の必要性について教育するプログラ
ム（セルフマネジメント教育プログラム）を開発し、育成期における女性アスリートを中心に提供して
いくことは有益であるといえる。
　また、育成期から熟達期へと移行し、学業・妊娠・出産・育児といったライフイベントと競技の両
立の可能性もある女性アスリートに対し、セルフマネジメントやリーダーシップ教育はもちろん、各
教育機関と協力し、デュアルキャリアを可能とするための教育的配慮をも盛り込んだ総合的な女性エ
リートアスリート育成・支援プログラムを構築することが必要である。
　さらに、女性アスリートの保護者、指導者に向けた、女性アスリートの身体・生理的、心理・社会
的特徴を理解するための教育プログラムの開発、普及も積極的に実施することが重要である。

⑶女性アスリート・指導者の人材育成プログラムの実施
　ロンドンオリンピックに出場した女性アスリートの40％以上が、引退後に指導者になることを望ん
でいるという調査結果から、スポーツに関わる女性の人材育成の必要性も明らかとなった。第3次男
女共同参画基本計画で「2020年までに指導的地位に女性が占める割合を少なくとも30%程度とする」
という目標が掲げられたとおり、スポーツ界も邁進する必要がある。
　そのためにも、女性のライフイベント（結婚、出産、育児）との両立も視野に入れた、女性リーダー
シップ開発プログラムを開発し、ポテンシャルの高い将来の女性コーチや役員の教育を積極的に開始
するべきである。
　また、経験の浅い指導者が、競技を超えてベテランコーチや役員に相談し、助言を得ることができ
るメンター制度の導入や、女性アスリート、コーチ、役員が継続的に参加できる情報交換の機会を提
供するなど、女性スポーツに関わる人材ネットワークの構築が望まれる。
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⑷女性アスリートの戦略的強化支援に向けた組織、環境、システムの開発・整備
　女性アスリートを取り巻く組織・環境の整備は、積極的かつ迅速に取り組むべき重要な課題である。
まず、女性アスリートの効果的な支援を実現するためには、女性アスリートの戦略的強化支援に特化
した包括的な組織体制を確立することが重要であり、このような女性アスリートへの支援体制の推進
には、女性アスリート支援に中心的な役割を果たしているスポーツ関連組織や競技団体等の強い連携
が不可欠である。そこで、それぞれが実施する事業のサポートや女性スポーツに関する調査研究、プ
ログラム運営を行う機能としての「女性スポーツリサーチ・サポート事業（仮称）」を提案する。なお、
女性アスリートの競技へのモチベーションや競技力向上を阻害するハラスメント（セクシュアルハラ
スメント・パワーハラスメント等）を１つの象徴的な事実と捉えると、女性アスリート強化支援の組
織体制をコーディネートする機能は、カナダやアメリカの運営方法と同じように、既存のアスリート
支援組織の外部に置くことが非常に重要と考える。
　また、国内外の女性スポーツに関する情報を共有するために、関係機関との連携を拡大し、女性ス
ポーツデータベースの運用の充実に努めることも大切である。このデータベースを基に、国内外の女
性スポーツに関わる全てのステークホルダー（パラリンピックムーブメント関係者を含む）が活用で
きる女性スポーツの情報共有の場をつくり、女性スポーツ情報システムとして利用者同士のコミュニ
ケーションを促す役割を担っていくことが期待される。
　さらに、女性アスリートへの財政支援やスポーツ施設の充実（託児所の設置等）、国内・国際大会へ
の競技参加機会の状況等の現状を把握し、これらの点に関する明確な評価基準を設定すると共に、ガ
イドラインを作成し、各組織の取組内容や男女平等・公平の達成度を定期的に評価するといった、女
性とスポーツに関する指針・施策の整備が望まれる。

　女性アスリートの戦略的強化支援は、短期的な取組ではその効果に限界がある。これらの支援体制
を一過性で終わらせないために、公平性に配慮した指針や施策を整備する必要がある。さらに、この
ような持続可能な女性アスリートの支援体制の構築には、スポーツ組織の組織文化を変革し、女性が
最大限にスポーツに関わることのできる新しいスポーツ文化の創造という考え方が必要である。

女性アスリート戦略的強化支援方策レポート

資料編
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　 競技 調査日 回答者 性別

1
バレーボール

2012年3月14日 強化部長経験者 女性

2 2012年3月23日 元アスリート 女性

3

自転車

2012年2月29日 強化部長経験者 男性

4 2012年3月6日 コーチ 男性

5 2012年3月5日 元アスリート 女性

6

カヌー

2012年3月10日 強化部長経験者 男性

7 2012年3月10日 コーチ 女性

8 2012年4月15日 元アスリート 女性

9

水泳

2012年2月13日 強化部長経験者 男性

10 2012年3月30日 元アスリート 女性

11 2012年4月26日 元アスリート 女性

12

柔道

2012年2月28日 強化部長経験者 男性

13 2012年2月28日 コーチ 女性

14 2012年2月28日 元アスリート 女性

15

サッカー

2012年2月12日 強化部長経験者 男性

16 2012年2月12日 コーチ 女性

17 2012年2月12日 コーチ 女性

18 2012年2月12日 元アスリート 女性

19
テニス

2012年3月11日 強化部長経験者 男性

20 2012年3月11日 コーチ 男性

21

ウエイトリフティング

2012年3月27日 強化部長経験者 男性

22 2012年3月22日 コーチ 男性

23 2012年3月19日 元アスリート 女性

24

カーリング

2012年3月17日 強化部長経験者 男性

25 2012年3月17日 コーチ 男性

26 2012年3月17日 アスリート 女性

27 日本パラリンピック委員会 2012年3月9日 JPC事務局 男女各1名

女性アスリートに関する課題把握のためのインタビュー調査
日程および対象者

資料1

＜強化担当者＞
1. 強化担当者自身について

1)強化の担当に就任された時期はいつごろですか？
2)現在のポジションに就いた経緯・きっかけをお聞かせください。
3)今の女性アスリートの活躍について、強化の担当としてのお考えをお聞かせください。

2. 前回オリンピックまたは国際大会に関して
1)貴競技団体の女性アスリートは目標を達成しましたか？

目標を達成した・・・その要因は？ / 目標を達成できなかった・・・その原因は？
2)貴競技団体では代表選手(代表候補選手・強化指定選手)に対しどのようなサポートを行いましたか？

①-a)サポートの内容
【例】 コーチングの体制（トレーナー、栄養士、ドクター等）/ 練習環境（施設）の提供
	 試合、大会、合宿などの参加機会の提供（金銭的サポートも含む）
	 コンディショニングに関しての人的・金銭的サポート /メディアへの対応策
	 心理的カウンセリング、医療的サポート（整形外科、内科、婦人科、その他）
	 社会保障や生活費などに関してのサポート/ 所属先の斡旋、引退後の進路相談　　	       
①-b)これらのサポートについての評価
	 ・良かった、特に優れていた、今後も続けてほしいと感じている点
	 ・改善してほしいと感じている点

3)メダル獲得や入賞した選手およびコーチへ、貴競技団体が設定した賞与額または報酬を可能であれば教えてくだ
さい。

4)競技団体はJOCやJISSのスタッフ、選手の所属先(大学、企業チーム)のコーチングスタッフと、どのような体制
でサポートを行いましたか？ 
①-a)練習・トレーニングに関して

【例】 強化合宿に参加する選手の選定/ 練習・トレーニング内容の管理
	 練習・トレーニング施設の確保/ 出場する競技大会の決定/ 選手の日常生活の指導や管理
①-b)これらの体制についての評価
	 ・良かった、特に優れていた、今後も続けてほしいと感じている点
	 ・改善してほしいと感じている点
②-a)サポート体制に関して

【例】 コーチやスタッフの配置（トレーナー、栄養士、ドクター等）/  練習環境（施設）の提供
	 試合、大会、合宿などの参加機会の提供（金銭的サポートも含む）
	 コンディショニングに関しての人的・金銭的サポート
	 心理的カウンセリング、医療サポート（整形外科、内科、婦人科、その他）
	 社会保障や生活費などに関してのサポート/ 所属先の斡旋、引退後の進路相談 / メディアへの対応策等
②-b)これらのサポートについての評価
	 ・良かった、特に優れていた、今後も続けてほしいと感じている点
	 ・改善してほしいと感じている点

女性アスリートに関する課題把握のためのインタビュー調査
質問項目

資料2
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3. 貴競技団体の女性アスリートを取り巻く環境について
1)どのようなお考えをお持ちですか？（育成環境、トレーニング環境、可能性等）
2)今後、国際大会でメダルを獲得する（またはより良い結果をだす）ために、どのような課題があると考えますか？ 

①競技環境面（コーチングスタッフ、サポート環境、施設、トレーニング方法等）
②生活環境面（家族、学校生活、職場、金銭的サポート）

3)日本の女性スポーツ（もしくは現状のサポートシステム）の強みは何だと思いますか？

4. 海外の情報に関して
1)貴競技において、女性アスリート支援のための取組という観点からみて、近年、オリンピックなどの国際大会で

成功を収めている国、注目すべき国はどこだと思いますか？また、そういった情報はどのようにして入手されて
いますか？

2)これらの国が成功を収めている要因は何だと考えますか？どんな取組をしているか、ご存じであれば教えてくだ
さい。

3)選手強化（元選手の場合は「トレーニング・パフォーマンス向上」）のためにどのような情報の収集を日々、心が
けていますか？

4)上記情報はどのような情報ソースから入手しますか？主なソースを3つ挙げてください。
5)特にあったら便利だ、選手のパフォーマンス向上に大きく貢献できると思われるのは、どのような情報ですか？
6)「女性スポーツデータベース」（※）構築について、何か特に期待したいことがあればお知らせください。

5. 女性の強化スタッフについて
1)貴競技団体には何名の女性が強化スタッフとして関わっていますか？またその人数は多いと思いますか？少な

いと思いますか？その理由も合わせてお聞かせください。
2)女性が強化スタッフとして関わるメリット・デメリットについて考えをお聞かせください。

6. 競技団体としてのアスリート育成環境
1)貴競技の理想の「開始年齢」と、「ピーク年齢」はおおよそどのくらいだとお考えですか？
2)貴競技団体では、代表選手（強化選手）が引退する際に、彼らの選手としての経験を生かせるような仕事の紹介

や留学制度の導入など、引退後のキャリアについてのサポートをしていますか？
【例】 留学制度を持っている。その制度を使って帰国した人には指導者として仕事をさせている
	 連盟（協会）内の事務職として、競技に関わってもらっている。
	 連盟（協会）の強化部に所属し、後輩アスリートの指導に関わってもらっている。
	 教育機関で指導者（大学、高校など）/ 民間団体（スポーツクラブ等）の指導者

<オリンピックまたは国際大会に出場経験のあるコーチ>
1. コーチ自身について

1)コーチに就任された時期はいつごろですか？
2)現在のポジションに就いた経緯・きっかけをお聞かせください。
3)今の女性アスリートの活躍について、コーチご自身のお考えをお聞かせください。

2. 前回オリンピックまたは国際大会に関して
1)貴競技団体の女性アスリートは目標を達成しましたか？

目標を達成した・・・その要因は？ / 目標を達成できなかった・・・その原因は？	
2)あなたはコーチとしてどのような関わりを持ちましたか？
【例】 強化合宿での練習内容の決定、スケジュール調整、施設の確保/ 選手の日常生活の指導や管理

3)貴競技団体では代表選手（代表候補選手・強化指定選手）に対しどのようなサポートを行いましたか？
①-a)サポートの内容

【例】 コーチングの体制（トレーナー、栄養士、ドクター等） / 練習環境（施設）の提供
	 試合、大会、合宿などの参加機会の提供（金銭的サポートも含む）
	 コンディショニングに関しての人的・金銭的サポート /メディアへの対応策
	 心理的カウンセリング、医療的サポート（整形外科、内科、婦人科、その他）
	 社会保障や生活費に関してのサポート/ 所属先の斡旋や引退後の進路相談
①-b)これらのサポートについての評価
	 ・良かった、特に優れていた、今後も続けてほしいと感じている点
	 ・改善してほしいと感じている点

4)収めた好成績に対し、貴競技団体から受けた賞与または報酬はありましたか？可能であれば教えてください。
5)貴競技団体はJOCやJISSのスタッフ、選手の所属先（大学、企業チーム）のコーチングスタッフと、どのような

体制でサポートを行いましたか？ 
①-a)練習・トレーニングに関して

【例】 強化合宿に参加する選手の選定 / 練習・トレーニング内容の管理
	 練習・トレーニング施設の確保/ 出場する競技大会の決定/ 選手の日常生活の指導や管理
①-b)これらの体制についての評価
	 ・良かった、特に優れていた、今後も続けてほしいと感じている点
	 ・改善してほしいと感じている点
②-a)サポート体制に関して

【例】 コーチやスタッフの配置(トレーナー、栄養士、ドクター等)/ 練習環境（施設）の提供
	 試合、大会、合宿などの参加機会の提供（金銭的サポートも含む）
	 コンディショニングに関しての人的・金銭的サポート / 心理的カウンセリング
	 医療的サポート（整形外科、内科、婦人科、その他）/ 社会保障や生活費などに関してのサポート
	 所属先の斡旋、引退後の進路相談  / メディアへの対応策など
②-b)これらのサポートについての評価
	 ・良かった、特に優れていた、今後も続けてほしいと感じている点
	 ・改善してほしいと感じている点

6)あなたは代表コーチとして、JOC、JISS、NFから何かサポートは受けましたか？それはどのようなものでした
か？ また、これらのサポートについてはどのように評価しますか？
①良かった、特に優れていた、今後も続けてほしいと感じている点
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②改善してほしいと感じている点

3. 貴競技団体の女性アスリートを取り巻く環境について
1)どのようなお考えをお持ちですか？（育成環境、トレーニング環境、可能性等）
2)国際大会でメダルを獲得する（またはより良い結果をだす）ために、どのような課題があると考えますか？ 

①競技環境面（コーチングスタッフ、サポート環境、施設、トレーニング方法等）
②生活環境面（家族、学校生活、職場、金銭的サポート）

3)日本の女性スポーツ（もしくは現状のサポートシステム）の強みは何だと思いますか？

4. 優れた女性アスリートの特徴に関して
1)あなたがコーチとして今まで指導した優秀な女性アスリート（日本人）を数名挙げてください。また、彼女たち

が他のアスリートより優れていたのは、どのような点ですか？
【例】 技術、身体能力、体格、根性、集中力、取り組み方等。

5. 海外の情報に関して
1)貴競技において、女性アスリート支援のための取組という観点からみて、近年、オリンピックなどの国際大会で

成功を収めている国、注目すべき国はどこだと思いますか？また、そういった情報はどのようにして入手されて
いますか？

2)これらの国が成功を収めている要因は何だと考えますか？どんな取組をしているか、ご存じであれば教えてくだ
さい。

3)選手強化（元選手の場合は「トレーニング・パフォーマンス向上」）のためにどのような情報の収集を日々、心が
けていますか？

4)上記情報はどのような情報ソースから入手しますか？主なソースを3つ挙げてください。
5)特に「あったら便利だ」、「選手のパフォーマンス向上に大きく貢献できる」と思われるのは、どのような情報で

すか？
6)「女性スポーツデータベース」（※）構築について、何か特に期待したいことがあればお知らせください。

＜オリンピックまたは国際大会に出場経験のあるアスリート＞
1. アスリートの競技キャリアについて

1)スポーツを始めたきっかけ(学校体育、クラブ活動等、親・兄弟姉妹・友達の影響など)は何ですか？また、何歳
の時から始めましたか？ 

2)本格的に取り組み始めたのはいつごろからですか？
3)高いレベルを目指すようになったのはいつ頃からですか？またそのきっかけを教えてください。
4)選抜チームに選出されたり、全国大会・国際大会に出場し始めたのはいつ頃からですか？
5)ご自身の競技戦績の変遷を教えてください。
6)前回オリンピックまたは国際大会において、個人の目標は達成しましたか？

①目標を達成した・・・その要因は？
②目標を達成できなかった・・・どの原因は？

7)日本代表になることができた要因は何だと思いますか？
8)何歳のときに一線を退きましたか？また一線を退いた主な理由は何ですか？
9)現在のご職業（ポジション）を教えてください。

①-a)指導に関わっている元選手対して
	 ・指導に携わるようになったきっかけ
	 ・現在の立場で、直面した課題等について
	 ・今後のキャリアプラン

10)前回オリンピックやまたは国際大会において収めた好成績に対し、貴競技団体から受けた賞与または報酬はあ
りましたか？可能であれば教えてください。

2. 前回のオリンピックまたは国際大会おけるサポートに関する質問
1)前回オリンピックまたは国際大会において、代表選手（代表候補選手、強化指定選手）としてどのようなサポー

トを受けましたか？
①-a)練習環境に関して

【例】 強化合宿に参加する選手の選定/ 練習・トレーニング内容の管理
	 練習・トレーニング施設の確保/ 出場する競技大会の決定 / 選手の日常生活の指導や管理
①-b)これらの体制についての評価
	 ・良かった、特に優れていた、今後も続けてほしいと感じている点
	 ・改善してほしいと感じている点
②-a)サポート体制に関して

【例】 コーチやスタッフの配置（トレーナー、栄養士、ドクター等）
	 練習環境（施設）の提供 / メディアへの対応策等
	 試合、大会、合宿等の参加機会の提供（金銭的サポートも含む）
	 コンディショニングに関しての人的・金銭的サポート
	 心理的カウンセリング、医療的サポート（整形外科、内科、婦人科、その他）
	 社会保障や生活費等に関してのサポート/ 所属先の斡旋、引退後の進路相談	 　      
②-b)これらのサポートについての評価
	 ・良かった、特に優れていた、今後も続けてほしいと感じている点
	 ・改善してほしいと感じている点



96

資料編

97

資料2/資料3

3. 女性アスリートを取り巻く課題に関して
1)どのような印象をお持ちですか？
【例】 恵まれている/改善点や課題を感じている→具体的には？

2)貴競技団体の女性アスリートが今後、国際大会でメダルを獲得する（または、より良い結果をだす）ために、ど
のような課題があると考えますか？ 
①競技環境面（コーチングスタッフ、サポート環境、施設、トレーニング方法等）
②生活環境面（家族、学校生活、職場、金銭的サポート）

3)日本の女性スポーツ（もしくは現状のサポートシステム）の強みは何だと思いますか？
4)女性アスリートを支える強化スタッフ（コーチ、ドクター、マネジメント等）の性別は意識しましたか？

①女性スタッフがよい・・・その理由
②男性スタッフがよい・・・その理由
③特に意識しない
④役割による・・・ドクターは女性のほうが相談しやすい等

4. 海外の情報に関して
1)貴競技において、女性アスリート支援のための取組という観点からみて、近年、オリンピックなどの国際大会で

成功を収めている国、注目すべき国はどこだと思いますか？また、そういった情報はどのようにして入手されて
いますか？

2)これらの国が成功を収めている要因は何だと考えますか？どんな取組をしているか、ご存じであれば教えてくだ
さい。

3)選手強化（元選手の場合は「トレーニング・パフォーマンス向上」）のためにどのような情報の収集を日々、心が
けていますか？

4)上記情報はどのような情報ソースから入手しますか？主なソースを3つ挙げてください。
5)今後特にあったら便利だ、選手のパフォーマンス向上に大きく貢献できると思われるのは、どのような情報です

か？
6)「女性スポーツデータベース」（※）構築について、何か特に期待したいことがあればお知らせください。

開催日：2012年4月21日（土）
場　所：順天堂大学本郷キャンパス　センチュリータワー

①参加者内訳	
No. 所属・役職 男性 女性 計

1 2012ロンドンオリンピック強化タスクフォースWT 
（女性アスリート戦略的強化支援担当） 1 0 1

2 前マルチサポート事業　アドバイザリーボード 0 1 1

3 文部科学省 3 0 3

4 国立スポーツ科学センター　(JISS） 3 0 3

5 (公財)日本オリンピック委員会（JOC） 0 3 3

6 競技団体（NF） 2 12 14

7 (公財)日本パラリンピック委員会（JPC） 1 5 6

8 大学関係者 1 5 6

9 国際女性スポーツワーキンググループ（IWG） 0 11 11

10 順天堂大学 マルチサポート事業　有識者 0 2 2

11 順天堂大学 マルチサポート事業　プロジェクト委員 4 12 16

12 順天堂大学 関係者 2 0 2

13 順天堂大学 マルチサポート事業　スタッフ 1 8 9

14 順天堂大学 運営補助スタッフ 1 7 8

合計 19 66 85

②分科会 まとめ
2012年4月21日（土）に開催した「女性スポーツサミット2012」において、以下の内容に関して分科
会を行った。各分科会内でさらにA ～ Cグループに分かれ、議題・テーマに沿ったディスカッション
を行った（1グループ 7 ～ 10人）。

分科会 コーディネーター 議題・テーマ

１ ヨーコ・ゼッターランド氏
女性アスリートが直面しやすい身体・生理的、心理・社会的な課題に
対して効果的に対応するために、どのようなプログラム・政策を導入
すべきか

２ 山口　香氏
トップレベルの女性アスリートを効果的に育成・支援するために、文
部科学省、JOC、JISS、競技団体等の各関連組織はどのような役割を
果たすべきか、また各機関の協力体制はどうあるべきか

３ 杉田　正明氏 女性アスリートのための支援プログラム・システムの効果を将来的に
評価する際に、どのような指標を採用すべきか

女性スポーツサミット2012
資料3
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 分科会1  / Group 1 （305会議室）
コーディネーター：�ヨーコ・ゼッターランド 

（前マルチサポート事業アドバイザリーボード委員/スポーツキャスター）
レポーター：小仲　京子（順天堂大学マルチサポートプロジェクト委員）

テーマ　女性アスリートの潜在能力を最大限に引き出すための提案
　女性アスリートが直面しやすい身体・生理的、心理・社会的な課題に対して効果的に対応するために、
どのようなプログラム・政策を導入すべきか？

目　的
　特に競技団体へのインタビュー調査（平成24年2月～ 3月に実施）から得られた重要課題に関して、
どのような支援を行うことができるか、効果的に対応するためにどのようなプログラムを導入できる
かについての提案を得ること

まとめ
・�導入・育成時期については、各国の例からも学業と競技が両立できるような支援と、周囲や大人の

都合で子どもが競技を続けるのではなく、子ども自らが競技を続けたいと思うような環境づくりが
必要である。こうした支援や環境づくりは、男女ともに必要である

・役員の割合では男女のバランスを取る
・女性コーチ、指導者の育成とコーチ同士のネットワークが必要である
・女性アスリートが競技と生活を両立できる枠組みが必要である
・女性アスリート自身の意識改革と周囲の理解も必要である
・�女性アスリートが抱える女性特有の身体・生理的課題を理解し、正しくサポートできる女性スタッフ、

医師、医科学的支援が必要である
・女性アスリートが総合的に相談できる窓口が必要である

 分科会2  / Group 2（306会議室）
コーディネーター：山口　香（JOC女性スポーツ専門部会部会長 / 筑波大学大学院准教授）
レポーター：鈴木　友也（順天堂大学マルチサポートプロジェクト委員）

テーマ　女性アスリートの高い国際競技力を継続的に維持、向上させるシステム構築の提案
　トップレベルの女性アスリートを効果的に育成・支援するために、文部科学省、JOC、JISS、競技
団体の各関連組織はどのような役割を果たすべきか？また、各機関の協力体制はどうあるべきか？

目　的
　今後、女性アスリートの育成･強化を進める中で、文部科学省、JOC、JISS、競技団体等の各関連
組織がどのような役割を担うべきか、また、既存の組織体制に関し、女性アスリートをより効果的に
支援するためにどのような改善を行うべきか、ということへの提案を得ること

まとめ
現場レベルの観点からの提案

・�JISSに女性産婦人科医が常駐している、もしくは診察しているスケジュールがわかると良い
・�女性の問題を、どこに、誰に相談したらいいのかわかりにくく、こうした問題に対しコーデイネー

トできる機関や、例えば文科省の中に女性部門が設置されると良い
・�女性トップアスリートを育成するための環境づくりとして、競技者や組織のリーダーとして活躍し

ているロールモデルを見せたり、キャンペーンを打ち出していく。こうした環境の中で、ジュニア
期にトップアスリートとふれあうシステムの構築を目指す

・�小学生時代は大切な年代となるため、スポーツを楽しむところから草の根を広げることが理想

 分科会3  / Group 3（307会議室）
コーディネーター：�杉田　正明 

2012ロンドンオリンピック強化タスクフォース（女性アスリート戦略的強化支援
担当）リーダー /三重大学教授

レポーター：貝原　輝美（順天堂大学マルチサポートプロジェクト委員）

テーマ　女性アスリートの戦略的強化支援方策に関する評価指標
　女性アスリートのための支援プログラム・システムの効果を将来的に評価する際に、どのような指
標を採用するべきか？

目　的
　女性アスリートへの強化支援等を将来的に評価する際に用いるべき指標の提案を得ること

まとめ
　マルチサポート事業のプロジェクトはメダル数を増やすというクリアなゴールをもつべきで、それ
を達成するために以下の評価指標１パフォーマンス・ピラミッド（量的）、２ 環境ピラミッド（量的）、
３ ヒアリング調査（質的）が考えられる。
　また、環境数値の必要性として、女性のスポーツへの参加人数など、時系列的に数字をとることで、
伸び率を評価することができ、縦軸を年代にして、マトリックスでの評価指標をとるとプロセス評価
ができるようになる。

１．海外での評価指標の事例
（１）ノルウェーの事例
①クォータ制：

　　1991年から組織内でクォータ制が設定されており、その評価指標に基づいて現在では40％が
女性という高い比率をもっている。理事の立場では、各競技団体で男女の選手比率と男女役員の
比率を同じにするという基準を適用している。

②女性アスリートのドロップアウト予防：
　　女性アスリートのドロップアウトを予防するために、（１）セクシュアルハラスメントに関する
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行動計画を適用するとともに、（２）女性アスリートの三主徴（Female Athlete Triad）に関して、
赤／黄／青信号を各選手に適応させている。

（２）フィンランドの事例
　フィンランドでは、（１）「男女平等が主流の課題」ということが社会一般に普及されること（２）草の
根レベルでの女性スポーツへの参加率が上がること（３）男女のスポーツに対して、平等な資源配分が
行われていること（４）女性スポーツに対して10年単位の長期的な視点に立った支援ができているこ
と、の４つの観点から、女性アスリートへの支援に対する評価を行っている。

２．日本における女性アスリート支援プログラム・システムの構築に向けて
（１）量的な評価指標
①パフォーマンス・ピラミッド

　 ライフスパンの視点から、女性アスリートに対して長期的な強
化支援を行うという視点のもと、アスリートの競技キャリアを、
参加からポディウムに至るまでの５つのステージに分け（図1）、
それぞれのステージにおいて量的な指標を元に女性アスリート
の強化を評価する。例として、以下の重要業績評価指標を挙げ
ることができる。

　　・�パティシペーション（参加）：�スポーツとの出会い・参加率
の増加

　　・�リテンション（維持）：�育成、強化、トップ、ポディウムの
それぞれのステージにおける女性ア
スリートのドロップアウト率の減少

（女性特有の怪我の防止やリハビリ時
におけるサポート、セカンドキャリアの支援等が重要となる）

　　・�ポテンシャル（潜在性）：�メダルの可能性がある女性アスリートの増加
②環境ピラミッド

　　女性アスリートのパフォーマンス強化に影響を与える外部要
因を（１）組織・システム（２）外部環境、の２つのレベルに分け、
それぞれのレベルにおいて環境整備の度合いを評価する（図2）。
重要業績評価指標の例として以下を挙げることができる。

　　　・�外部環境：�競技大会・施設の充実による競技機会の増加、
奨学金制度や財政的サポートプログラムの増加

　　　・�組織・システム：�クォータ制の採用による女性の意思決定
者、指導者、審判、メディカルスタッフ
等の増加、関連組織がチームとしてオリンピック・パラリンピックを支援
するシステムの創造

図１　�参加からポディウムまでの 
5つのステージ

図2　環境整備の度合

ポディウム

トップ

強　化

タレント育成

参　加

パフォーマンス

組織 /システム

外部環境

（２） 質的な評価の重要性
　数値を用いた量的な評価指標に加え、女性アスリートの支援に対する満足度等、質的な評価を定期
的に行う必要がある。評価方法としては、ヒアリング調査が最も望ましい。

（３）評価指標に関するその他の提案
　・�男子と女子を分けた比率の指標、競技人口を手がかりとした指標の導入
　・�アクションを起こすために、わかりやすい指標（ランキングではなくメダル数による指標等）を設

定（予算獲得との関係を明確化させるべき）
　・�オリンピック選手だけでなく、それ以外のアスリートにもプロジェクトの成果が実感できる評価

指標の導入
　・�女性のスポーツ参加者数を時系列的に数値化し参加者の伸び率を評価。また評価の背景も記録
　・�縦軸を年代にして、マトリックスでの評価を実施
　・�メダルの絶対数ではなく、人口対比でのメダル数の増加に関する評価を実施
　・�女性アスリート個人が自分に合った環境で競技を行えているか、質的評価を実施
　・�トップとグラスルーツの両輪での評価を実施
　・�指導者育成とセカンドキャリアに関する評価方法の導入
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No. 氏　名 所　属 役　職 取材日 インタビューの概要 インタビュー形式
（面談、質問用紙等）

1 Karin Lofstrom CAAWS Executive Director 2011/8/17 カナダの女性スポーツの取組、データベースについて 質問用紙／電話

2
Anita White
Raija Mattila
Terhi Heinila

IWG IWG Co-Chair
Director 2011/9/15 女性スポーツの取組、データベースについて 面談　於：イギリス

3 Kari Fasting
Norwegian School of Sport and Physical 
Education
WomenSportInternational

Professor 2011/10/17 セクシュアルハラスメント、リサーチ、
WomenSportInternationalのデータ等について 質問用紙／面談　於：シカゴ

4

Kathy Babiak
Michelle Segar
Marj Snyder
Don Sabo

SHARP
Women's Sports Federation
University of Michigan

2011/10/19 SHARPのプロジェクト、データベースについて 面談　於：ニューヨーク

5 David Shilbury Deakin University Chair, Sport Management Program School 
of Management & Marketing 

2011/11/7
2011/11/10 オーストラリアのエリートアスリート戦略リサーチについて 質問用紙／電話

6

Kathy Babiak
Michelle Segar
Don Sabo
Robbin Gonzalez
Joanne

SHARP
ICPSR 2011/11/29 女性スポーツの取組、データベースのシステム開発について 面談　於：ミシガン

7 Gertrud Pfister Faculty of Science - Sport
Politics and Welfare 2012/1/31 世界の女性アスリートについて 質問用紙

8 Vicki Harber University of Alberta
Professor
Faculty of Physical Education & 
Recreation

2012/2/1 カナダでの政策について 面談　於：カナダ

9 Istvan Balyi CS4L Founder of LTAD 2012/2/2 LTAD（長期競技者養成モデル）について 質問用紙／面談　於：カナダ

10 Lori Johnstone Department of Wellness, 
Culture and Sport Policy Analyst 2012/2/2 カナダの女性アスリート、心理的／社会的問題点について 面談　於：カナダ

11 Raija Mattila
Terhi Heinilä IWG IWG Co-Chair

Director 2012/2/15 マルチサポート事業、女性サミット2012について 面談　於：ロサンゼルス

12 Marjorie Snyder
Yolanda Jackson WSF Research Director

Senior Director of Athlete Marketing 2012/2/16 アメリカでのWSF女性アスリート支援について 質問用紙／面談　於：ロサンゼルス

13 Dorota Idzu Poland Olympic Committee Female Athletes Program 2012/2/17 ポーランドの女性アスリートプログラムについて 面談　於：ロサンゼルス

14 Alicia McConnell USOC Director, USOC 
Athlete Sercices & Programs 2012/2/17 アメリカでのUSOC女性アスリート支援について 質問用紙／面談　於：ロサンゼルス

15 Anikina Elena ROC Head of Directorate for 
International Cooperation 2012/2/17 ロシアでの女性アスリート支援について 面談　於：ロサンゼルス

16 Tina Rindum Teilmann IPC Chariperson, IPC 
Women in Sport Committee 2012/2/17 パラリンピックでの女性アスリートの支援と問題点について 面談　於：ロサンゼルス

17 Kari Fasting
Norwegian School of Sport and Physical 
Education
WomenSportInternational

Professor 2012/2/17 戦略レポート、IOC セクシュアルハラスメントの規定等について 質問用紙／面談　於：ロサンゼルス

18 Nancy Hogshead-Makar WSF
Florida Coastal School of Law

Senior Director of Advocacy
Professor of Law 2012/5/14 タイトルナインについて 面談　於：ミシガン

19 Kate Miller University at Buffalo Research Institute on Addictions 2012/5/14 運動への関わりと、女性の健康を脅かす行為について 面談　於：ミシガン

20 Nancy I. Williams Penn State University
Professor of Kinesiology and Physiology
Co-Director, Women's Health and 
Exercise Laboratory

2012/5/14 女性アスリートの三主徴について 面談　於：ミシガン

21 Don Sebo SHARP
D'Youville College 

Director, Center for Research on 
Physical Activity, Sport & Health 2012/5/14 女性リーダーについて 面談　於：ミシガン

22 Dag Kaas
Anne Grethe Jeppesen Norwegian Olympic Committee Head of Kvinneløftet

Project coordinator for Kvinneløftet. 2012/6/4 ノルウェー女性アスリート支援プログラム（Kvinneløftet）について 質問用紙／面談　於：ノルウェー

23 Tanya Foley International Ice Hockey 
Federation (IIHF) Women's Program Manager 2012/6/6 アイスホッケーの女性プログラムについて メール

24 Isabelle Cayer Coaching Association of Canada Coaching Consultant
Women in Coaching 2012/7/31 カナダの女性コーチングプログラムについて 電話

25 Chelsea Warr UK Sport Head of Athlete Development 2012/9/16 イギリスのタレント発掘Girls4Goldプログラムについて メール
（平成24年12月1日現在）

女性スポーツに取り組む海外組織へのインタビュー調査
資料4
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論文名 年度 著者 目的 対象 方法 調査期間 調査内容 結果Ⅰ 結果Ⅱ 結果Ⅲ 結果Ⅳ 出典 頁
女性アスリート
における栄養摂
取と体脂肪の蓄
積状況が性ホル
モン及び好中球
機能に及ぼす影
響について

2011 瀬尾京子
梅田孝
髙橋一平
壇上和真
松坂方士
中路重之

女性アスリートで実施される
運動、食事制限がもたらす体
脂肪の減少とこれにより誘発
される性ホルモン分泌や免疫
機能の変化を検討する

大学女性アスリート51名
（体操選手15名、女子長距離
陸上選手17名、女子柔道選
手19名）

形態計測、体
組成測定、栄
養調査（イン
スタントカメ
ラによる撮影
→分析）およ
び、月経に関
する質問紙調
査

2009年3月
※オフシーズ
ン期

①身体組成　②栄養摂取
状況　③月経状況　④血
液生化学検査値　⑤血中
性 ホ ル モ ン 濃 度（FSH, 
E2）　⑥血清オプソニン
化活性（SOA）

Ⅰ．月経メカニズム
月 経 異 常 割 合 … 体 操 選 手

（73.7％）＞長距離陸上選手
（58.8％）＞柔道選手（36.8％）   
※体操選手は最も食事制限が
厳 し く、%fatが 最 も 低 い。
%fatの低下が月経異常をも
たらす重要なリスクファク
ターとなっている

Ⅱ．身体的・精神的ストレス
と性機能
体脂肪率、栄養摂取状況と
E2、FSHに有意な関連は認
められなかった

Ⅲ．運動・減量と免疫機能
柔道選手のLgCL・PH、LgCL・
AUCは、体操選手や長距離
陸上選手の値より有意に高
く、柔道選手で安静時に好中
球機能が亢進した状態であっ
た
※体脂肪率、総エネルギー摂
取量と脂質摂取量はSOAと
有意な正の相関を示した

弘前医学　62（1） 44-55

女子跳馬におけ
る「前転とび前
方伸身宙返り」
の着手技術に関
するモルフォロ
ギー的考察

2008 斎藤卓 日本女子において普及が遅れ
ていると考えられる「前転と
び前方伸身宙返り」の技術を
検討し、日本女子跳馬のト
レーニングの発展に寄与する

被験者1名（K体育大学体操競
技部女子部員）
※競技歴14年。全日本学生
選手権12位以内、各競技会
において「前屈型着手技術」
を用いて「前転とび前方伸身
宙返り1/2ひねり」を実施、
成功させており、この技は十
分に習熟している。

デジタルビデ
オカメラ撮影
による試技実
験、およびイ
ンタビュー形
式による実施
後のアンケー
ト調査。
※撮影は、跳
馬の真横から
1m25cm（跳
馬と同じ）の
高さでデジタ
ルビデオカメ
ラ（30コ マ/
秒）を固定し
て行う

不明 「前屈型着手技術」に習熟
した被験者を用い、「前
転とび前方伸身宙返り」
を行わせ「前屈型着手技
術」の意識ポイントを明
らかにする

①「前屈型着手技術」は「頭は
ねおき」などに使用されてい
る「はね上げ技術」の原形象
として捉えられ、助走スピー
ドや踏切りの力が増大してい
くことによって腰を屈曲させ
た姿勢や、肘の曲がりは小さ
くなっていく　②大きな肘の
曲がりや腰の曲げ伸ばしは、
姿勢的簡潔性から減点対象に
なりやすい　③あくまでも

「反り型着手技術」の前段階
として捉えてトレーニングを
行い、変化させていく必要が
ある

課題Ⅰ．
現在、女子体操競技における
技術研究や練習法に関する研
究は、男子に比べて非常に少
なく、立ち後れている。体操
競技世界は日々技術の進歩に
伴い、器械改良、新たな技術
開発が行われているが、ほと
んどが男子中心である。

課題Ⅱ．
例えば鉄棒と段違い平行棒の
ように、男子と女子では違う
種目も存在する。よって、男
女の筋力特性や基礎技能の違
い、器具の構造特性の違いを
考慮に入れ、男子選手が用い
ている技術を変形させる必要
性がある。

スポーツ方法学研究　第
21巻　第2号

147-
155

女子水泳選手に
おけるクロール
泳の速度出力調
整と動作との関
係

2005 合屋十四秋
野村照夫
杉浦加枝子

クロール泳において「自分の
感覚だけでどれぐらい出力を
調整できるのか？」というク
レーディンクの様相を明らか
にするため、50mクロール
泳の主観的努力度（20%〜
100%までの5段階）と客観
的出力との対応関係を明らか
にし、それらの調整がどのよ
うなストロークメカニズムに
よってなされているのかを検
討する

水泳のトレーニングをしてい
る小学生から大学生までの女
子39名

（日本選手権出場1名、イン
カレ出場3名、インターハイ
出場2名、全国中学出場2名、
全国ジュニアオリンピック出
場9名）

ビデオカメラ
撮影による試
泳実験

不明 ①水中での主観的努力度
と客観的出力との対応　
②泳速度の調節とスト
ローク変数との関係　③
ストローク頻度（SR）と
水中ストローク動作との
関係

①抵抗を考慮し、補正した主
観的努力度と客観的出力との
間に有意な相関か認められた

（5段階の主観的努力度は、
かなりの確度でそれぞれの客
観的強度に近づき、簡便で利
便性の高い結果が得られた）   
②50m自由形での泳速度調
節は、最大努力および最大下
のいずれにおいても、スト
ローク変数のSRによって行
われている

③水中のストローク動作分析
より、泳速度が大きくなると
SRの値が高くなり、SLが変
化するストロークパターン
と、変化しないパターンがみ
られた　④SLの変化するパ
ターンの要因として、水中ス
トロークにおけるクライド局
面の割合の増減、プル・プッ
シュ局面でのストロークの速
さ、およびスカーリング動作
などによるものと考えられた

新たな課題
性差、技術レベル、他の3種
目への適用、および100m、
200mの泳距離についても
SV、SLおよびSRと水中スト
ローク動作との関連を明らか
にする必要がある

スポーツ方法学研究　第
18巻　第1号

75-83

大 学 女 子 ラ ン
ナーの月経状態
と 身 体 的 コ ン
ディションの関
連

2003 中尾喜久子
鈴木尚人
相澤勝治
目崎登

女子長距離ランナーの月経状
態が筋力および骨密度の身体
症状に及ぼす影響について、
合宿期とトレーニング期を通
して断続的に検討する

大学女子駅伝部に所属する女
子長距離ランナー 15名

形態計測およ
び断続的な基
礎体温測定

不明 ①体重　②体脂肪率　③
除脂肪体重　④骨密度全
身　⑤骨密度腰椎　⑥背
筋力　⑦屈筋および伸筋
の下肢筋力　⑧基礎体温

①月経状態の相違が筋力およ
び骨密度に与える影響…運動
性無月経と正常月経間で有意
差はない　②除脂肪体重…正
常月経群が運動性無月経群に
比べ高値を示す

③体重および体脂肪率の低
値、激しい運動トレーニング
や合宿、チームメイトとの人
間関係などの環境要因が、運
動性無月経症には影響をあた
えていると考えられる

④女性アスリートは、早期段
階より開始されるトレーニン
グによる初経初来の遅延傾
向、日々の激しいトレーニン
グによる続発性無月経などの
各種異常者が多い

女性は男性と異なり生理生
殖機能を有しているため、
運動により影響を受けやす
く、日常から健康管理の教
育、あるいは対策を行う必
要がある

城西大学研究年報　自然
科学編

95-99

大 学 女 子 サ ッ
カー選手の身体
特性とスポーツ
障害に関する研
究

2000 中尾陽光
平沼憲治
芦原正紀
滝川正和
武田寧
中里浩一
中島寛之

女子サッカー選手の外傷・障
害発生既往と身体特性を測定
し、大学男子サッカー選手と
の比較によりそれぞれの特徴
および両者の関連性を検討す
る

N大学女子サッカー選手49
名、男子サッカー選手70名

形態計測およ
び自己記入に
よる既往調査

不明 ①既往調査　②全身関節
弛緩性テスト　③筋柔軟
性　④股関節可動域

①立位股関節外旋角度、仰臥
股関節屈曲角度、仰臥股関節
外転角度、伏臥位股関節内旋
角度、弛緩テストにおいて、
女子選手が男子選手より有為
に高い

②外傷・障害既往調査（下肢
が最も多い…男74％、女76 
％）　③疾患別（関節外傷…
男46％、女47％　筋損傷…
男23％、女18％　overuse
…男8％、女20％）
※女子選手のoveruseが男子
選手に比べ高い割合

④外傷発生率（競技歴1年、
１選手あたりの外傷・障害数）
…男子0.34：女子0.67
※女子サッカー選手の競技力
向上には、overuseによるス
ポーツ障害の予防を含めた医
学的サポートが重要

体力科學　49（6） 877

我が国の女子マ
ラソンランナー
の月経異常　〜
草創期と最近の
比較〜

1992 梶原洋子
〆木一郎

月経異常の発現頻度を比較検
討するとともに、月経異常の
発現要因と考えられる体重・
体 脂 肪 量 の 減 少 に 関 わ る
BMI、食事制限によるウエイ
トコントロールの実施の有
無、週あたりの走行距離や練
習時間などトレーニング状況
を比較検討する

女子マラソン出場選手162名
※Ⅰ群（草創期）…第4回東京
国 際 女 子 マ ラ ソ ン 大 会

（1982）、第1回大阪国際女
子マラソン大会（1983）出場
選手79名
※Ⅱ郡（最近）…第12回東京
女子マラソン大会（1990）出
場選手83名

質問紙調査 不明 ①現在の月経周期　②月
経随伴症状及びその程度   
③トレーニングの月経現
象（月経周期、持続日数、
経 血 量 ）へ の 影 響　 ④
レース出場回数　⑤週当
たりの練習日数・練習時
間・走行距離　⑥ウエイ
トコントロール実施の有
無　⑦理想体重

①月経異常に陥る頻度（草創
期＜最近）　とりわけ続発性
無月経にその傾向が顕著（草
創期：最近＝20代…41.9％：
49.2 ％、30代 …23.3 ％：
35.7 ％、40代 …13.6 ％：
35.7％）

②月経異常の発現転機の要因
…体重・体脂肪の減少に関わ
るBMIの低下、節食・減食の
食事制限によるウエイトコン
トロール実施の増加、身体的
ストレス増大に関わる週あた
りの走行距離の増大

③今後の必要性
続発性無月経を無治療のまま
長期間放置する例が極めて多
い。長期化した続発性無月経
は難治性となるだけでなく、
スポーツ医学の観点からも、
専門医、心理カウンセラー、
指導者、家族を含めた密接な
連携が必要

文教大学教育学部紀要　
（26）

118-
124

膝蓋靭帯炎の大
腿四頭筋筋力に
及ぼす影響

1987 坂西英夫 スポーツ障害のうち最もポ
ピュラーである膝蓋靭帯炎に
対し、その主症状である疼痛
が、スポーツ活動にどの程度
影響を及ぼしているのか、大
腿四頭筋筋力を指標として明
らかとする

日本体育協会スポーツ診療所
を受診した膝蓋骨周辺の疼痛
を有する女子症例うち、膝蓋
骨か単に限局した圧痛のみを
認め、膝蓋大腿関節に明らか
な臨床的およびX線学的異常
所見のない、また臨床的に半
月板損傷や膝蓋靭帯炎と診断
された片側羅患例7症例を対
象

外来患者につ
いての統計調
査

1987 年 7 月
〜6カ月間

ジャンプ、ランニングス
トップ、カッティング動
作など、膝進展機構に瞬
間的に負荷のかかる運動
において、個人の対応力
不足から同部に多くの障
害が生じる

大腿四頭筋筋力はテーピング
前には低下を認めたが、テー
ピング後には明らかに増加→
テーピングにより疼痛が改善

日本体育協会
昭和62年度　日本体育
協会スポーツ医・科学研
究報告　No.VI　女子の
スポーツ外傷・障害に関
する研究　―第3報―

3-7

1. 身体・生理的な分野に関する文献
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論文名 年度 著者 目的 対象 方法 調査期間 調査内容 結果Ⅰ 結果Ⅱ 結果Ⅲ 結果Ⅳ 出典 頁
女子スポーツ選
手の骨密度と疲
労骨折及び月経
異常との関連に
ついて

1987 福林徹
小出清一

女子スポーツ選手を対象と
し、骨塩量を測定し、月経異
常、女性ホルモン値、疲労骨
折との関連を検討する

大学運動部員76名、高校女
子運動部員3名、一般女子大
学生11名、女子体育大学運
動部員274名

質問紙調査お
よび骨塩定量
測定

不明 ①運動群は非通勤群に比
べ、月経異常を起こして
いるものが多い（52％が
何らかの異常を訴える）   
②運動群は非運動群に比
べ、橈骨骨塩量が有意に
高い

③運動群中月経異常者は正常
者に比べ、橈骨骨塩量と骨密
度が有意に低い

日本体育協会
昭和62年度　日本体育
協会スポーツ医・科学研
究報告　No.VI　女子の
スポーツ外傷・障害に関
する研究　―第3報―

8-13

女性のスポーツ
外傷・障害に関
する統計調査

1985 竹村夫美子 女子のスポーツ外傷や障害の
実態を知る

関東労災病院スポーツ整形外
科外来を訪れた15074名

（男9422名、女5652名）

外来患者につ
いての統計調
査

1980年6月1
日〜1985 年
5月31日

①障害・疾患部位　②受
障原因となったスポーツ
種目　③疾患別頻度

①疾患別頻度（男＝膝、脊柱、
胸部・肩、足関節、下腿・ア
キレス腱、足部　女＝膝、脊
柱、足関節、下腿・アキレス
腱、足部、胸部・肩）　②受
障経験となる種目（男＝野球
13.2％、サッカー 9.3％、ラ
グビー 9.2％、ジョギング
7.3％、バスケ6.0％　女＝
バスケ21.8％、バレー 14.5 
％、テニス9.5％、スキー 6.7 
％、体操6.4％）

③疾患別頻度（男＝膝内障、
腰痛症、足関節捻挫、膝内惻々
副靭帯損傷、膝蓋靭帯炎　女
＝膝内障、腰痛症、足関節捻
挫、膝全十字靭帯損傷、膝半
月損傷）

日本体育協会
昭和60年度　日本体育
協会スポーツ医・科学研
究報告　No.VIII　女子
のスポーツ外傷・障害に
関する研究　―第1報―

4-14

女子選手の初経
年齢及び月経状
態

1983 山川純
渋谷俊夫
横関利子

女子スポーツ選手の初経年齢
を遅らせている要因の分析及
びスポーツ練習の月経状態に
対する影響を明らかにする

女子選手約1000名
（日本体育協会スポーツ科学
委員会女子のスポーツ適性に
関する研究のプロジェクト
チーム8県における、国体地
区予選出場以上選手をもつ競
技クラブ（実業団2、大学6、
高校49、中学1））

質問紙調査 1982 年 9 月
〜11月

①初経について　②初経
から現在に至るまでの月
経について　③現在の月
経状態　④体重のコント
ロールについて

Ⅰ．初経について
①平均初経年齢＝12歳8カ月

（最小13〜最高23歳、うち
81.4%＝15〜18歳）　②初
経前スポーツ開始者平均年齢
＝13歳0カ月　③スポーツ選
手の初経年齢の遅速は、身長、
体重の発育遅速とほぼ平行

Ⅱ．月経について
① 現 在 の 月 経 不 順 者 ＝
35.7 %（ 経 年 齢2年 未 満
59.6 ％、2年 以 上7年 未 満
35.3％、7年上19.5％）　②
月経随伴症＝65.5％（鎮痛
剤常用1.2％、症状の強いと
きのみ鎮痛剤服用13.1％）　
③ナプキンの使用が多いが、
練習（試合）時にはタンポン
の使用が増加（通常8.5％、
練習（試合）時19.5％）

Ⅲ．月経周期のコントロール
①月経周期変更のために薬を
使用したことがある＝5.5％

（うち、試合のために用いた
23％）　薬服用のため、医師
に相談した＝37.2％、相談
していない＝62.8％　②薬
使用のため次回月経への影響

（経血量増加25.0％、周期の
遅 延32.5 ％、 周 期 の 短 縮
25％）

日本体育協会
昭和58年度　日本体育
協会スポーツ医・科学研
究 報 告　No.I　 女 子 の
スポーツ適性に関する研
究　―第3報―

84-99

女性の生理解剖
や出産に対する
レクリエーショ
ン、スポーツな
どの身体活動経
験との関係

1983 沢田芳男 青少年期および現在までのス
ポーツ経験実施度から、母体
の生理解剖面、出産面に与え
る影響（功罪）についての知
見を得る

一般社会人209名、スポーツ
ウーマン106名

（一般：熊本大学医学部付属
病院産科に入院し、分娩され
た方、スポーツウーマン：元
オリンピック出場の国際級選
手、県代表国体戦士、および
全国大会出場等の国内一流選
手（国体級））

質問紙調査 一 般：1981
年〜1983年、
スポーツウー
マ ン：1983
年

①分娩様式　②スポーツ
実施度　③スポーツ種目   
④分娩所要時間　⑤月経
周期

① 分 娩 様 式 … 一 般（ 正 常
35 ％、 誘 導50 ％、 異 常
15％）、スポーツウーマン（正
常59％、誘導15％）　②分
娩所要時間…スポーツウーマ
ンの方が、一般より早い傾向
にある（遅いものもいるが、
半数以上が、スポーツウーマ
ン6時間、一般8時間）

③月経周期の乱れ…スポーツ
ウーマンの20％にみられる。
とくに水泳、陸上、バレー、
ソフト、スキー、スケートに
異常が多い

日本体育協会
昭和58年度　日本体育
協会スポーツ医・科学研
究 報 告　No.I　 女 子 の
スポーツ適性に関する研
究　―第3報―

226-
231

女子選手の体調
日誌の分析

1982 山川純
渋谷俊夫
横関利子

体調日誌の記録に基づき、①
スポーツの練習が女子の月経
に関する諸機能に影響を与え
ているか　②月経周期によっ
て競技成績は影響を受ける
か、の2点を明らかにする

女子選手424名（高校280名、
大学144名）

（日本体育協会スポーツ科学
委員会女子のスポーツ適性に
関する研究のプロジェクト
チーム8県における、国体地
区予選出場以上選手をもつ高
校及び大学）

体調日誌への
記 録（4 ヶ 月
間）

1982 年 7 月
〜11月

①スポーツ練習と月経の
関係　②月経が競技力に
及ぼす影響

①スポーツ選手の初潮年齢…
全ての競技種目において、一
般女子より遅い　②月経周期
不順や月経随伴症状の出現率
は、平均値では一般女子とか
わらない

③体重、皮下脂肪厚は、月経
周期に伴う一定の増減は見ら
れない　④垂直跳びと50m
走タイムには、月経中及び月
経前一週間にやや低下、中間
期に上昇する傾向がみられた

日本体育協会
昭和57年度　日本体育
協会スポーツ医・科学研
究 報 告　No.I　 女 子 の
スポーツ適性に関する研
究　―第2報―

54-64

女子選手の性周
期と体力に関す
る研究

1982 中川功哉 体力並びに各種の健康指標を
性周期とあわせて検討し、女
子選手のトレーニングの基礎
的課題を追求する

北海道女子短期大学学生45
名

（陸上部27名、バレー部8名、
バスケ部10名）

日誌による体
調記録および
形態計測、実
験

1982 年 6 月
〜12月中旬

①形態並びに基礎体力の
特徴と推移　②性周期と
基礎体力　③血液性状　
④性周期とホルモン

①シーズン中の体力とシーズ
ン後の体力において大きな差
はない　②低温期より高温期
の体力が良好に発揮される傾
向にある

③血液の平均値…正常値範囲
内　④赤血球、ヘモグロビン
…月経終了後2日〜9日の低
温期にも良好な水準が維持さ
れていた

日本体育協会
昭和57年度　日本体育
協会スポーツ医・科学研
究 報 告　No.I　 女 子 の
スポーツ適性に関する研
究　―第2報―

65-73

女子陸上競技選
手の形態的特徴
と身体組成

1981 跡見順子 形態、皮下脂肪厚、体脂肪量、
全身カリウム量測定による身
体組成を把握し、女子におけ
る身体組成と競技成績の関係
を明らかにする

女子陸上部学生64名
日本女子体育大学陸上部（中
距離19名、跳躍15名、投擲
17名、短距離13名）

身体計測およ
び実験

12月下旬〜1
月上旬
各季トレーニ
ング中

①形態（身長、体重、周
径囲）　②体脂肪率、体
脂 肪 量、 除 脂 肪 体 重

（LBM）　③全身カリウ
ム量、筋肉量

Ⅰ．北川ら（1977）による一
般大学女子学生データとの比
較
①中距離選手は脂肪が少ない   
②跳躍、短距離選手はほぼ共
通の特徴があり、筋肉も発達
しているが、体型のわりには
多くない　③投擲選手は除脂
肪体重も高く、脂肪も多い

Ⅱ．海外選手、モントリオー
ル五輪日本代表選手との比較
本研究の対象者は…①身長が
低い　②短距離選手、跳躍選
手は脂肪量が多い　③除脂肪
体重がジュニア程度と低い

Ⅲ．女性の体脂肪率に関する
考察
女性には12%程度の脂肪が
必 要（Behnke：1974）だ が、
10%を下回る選手＝3名
※低い体脂肪率が身体へ与え
る影響、生理周期への問題を
検討する必要がある

日本体育協会
昭和56年度　日本体育
協会スポーツ医・科学研
究 報 告　No.I　 女 子 の
スポーツ適性に関する研
究　―第1報―

45-59

女子陸上競技選
手の体肢組成

1981 福永哲夫 超音波を用いて女子陸上競技
選手の体肢を構成する組織の
断面図を測定することによ
り、女子スポーツ選手の競技
力に対する適性をみるための
基礎資料とする

女子陸上部学生40名 身体計測およ
び実験

不明 ①形態（身長、体重）　②
超音波法による体肢構成
組織の横断面積　③肘関
節、膝関節および足関節
の屈曲および静的最大筋
力　④肘関節屈曲および
伸展力　⑤膝関節屈曲お
よび伸展力　⑥足関節屈
曲および伸展力

Ⅰ．種目別陸上競技選手の体
肢組成
①体肢全断面積の高さ（投擲
＞跳躍＞長距離）　②骨断面
積の高さ（投擲＞跳躍＞長距
離）　③皮下脂肪の高さ（投
擲＞長距離≒跳躍）
※下肢および前腕には有意差
はみられないが、上腕および
大腿においては種目間で差が
みられた

Ⅱ．各筋群の発達からみた競
技種目の比較
①上腕三頭筋断面積の高さ

（投擲＞長距離≒跳躍）　②ヒ
ラメ筋＋後脛骨筋、前脛骨筋、
長腓骨筋の発達（投擲＞長距
離）

Ⅲ．筋力と筋断面積との関係
からみた種目間比較
投擲選手は筋力、筋断面積と
もに跳躍選手より高い値を示
したが、絶対筋力の種目間の
差はみられなかった

日本体育協会
昭和56年度　日本体育
協会スポーツ医・科学研
究 報 告　No.I　 女 子 の
スポーツ適性に関する研
究　―第1報―

60-73

VO2maxおよび
VO2一 走 速 関
係からみた女子
陸上中長距離選
手の身体的特徴

1981 加賀谷淳子
横関利子

持久的トレーニングを実施し
ている大学陸上部女子選手を
対象に、VO2maxとVO2一
走速度関係を明らかにし、過
去に報告されている男子の
データと比較することによっ
て、女子の身体的特性を明ら
かにし、優れた競技記録を出
すための身体的条件を検討す
る

大学陸上部所属中距離選手
19名
※比較群：短距離選手5名

身体計測およ
び実験

不明 ①形態（身長、体重）　
②競技記録　③水平ト
レ ッ ド ミ ル に よ る
VO2max　④多用途テ
レメーターによる心拍
数、呼吸数　⑤瞬時ガス
分析器によるVO2

①VO2maxと競技記録の関
係（3000m＞1500m）　②
VO2maxと走速度の関係＝
VO2maxの高い中距離選手
が最も低い% VO2maxを示
した

VO2一走速度関係式は、男
女間で相違がみられなかった
※持久的競技のパフォーマン
スにみられる性差はVO2max、
体重あたりのVO2maxの男
女差に起因するのではない
か？

日本体育協会
昭和56年度　日本体育
協会スポーツ医・科学研
究 報 告　No.I　 女 子 の
スポーツ適性に関する研
究　―第1報―

74-81

順天堂大学マルチサポート事業調べ
2011年12月13日現在

1. 身体・生理的な分野に関する文献
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資料5

論文名 年度 著者 目的 対象 方法 調査期間 調査内容 結果Ⅰ 結果Ⅱ 結果Ⅲ 結果Ⅳ 出典 頁
女子陸上競技選
手の有酸素的エ
ネルギーとその
利用　〜血中乳
酸からみたエネ
ルギーの利用〜

1981 跡見順子 ①短・中・長距離選手のAT
（Anaerobic Threshold）を
測定し、種目間あるいは男子
との比較により女子中・長距
離選手の特性を明らかにする   
②ATを基準にした運動処方
の基礎をつくる

大学陸上部所属中長短距離選
手18名、短距離選手5名

身体計測およ
び実験

11月中旬〜1
月中旬
競技シーズン
終了期間

①形態（身長、体重）　
②水平トレッドミルによ
るVO2max　
③Douglasbafおよび三
栄 ガ ス 分 析 器 に よ る
VO2、Vco2、VE　④胸
部導出心電図法による心
拍数   ⑤酸素法による血
中乳酸素濃度　⑥主観的
運動強度

①中長距離グループのうち、
LT1 と LT2mM、AerT と
LT2mM と の 間 で 有 意 に
LT2mMが高かった　②短距
離グループではいずれにおい
ても差はみられなかった

本研究と、過去の報告にみら
れる男子選手との間で、差は
みられなかった

日本体育協会
昭和56年度　日本体育
協会スポーツ医・科学研
究 報 告　No.I　 女 子 の
スポーツ適性に関する研
究　―第1報―

82-94

女子陸上競技選
手の安静時の血
液分析値及び月
経周期の予備的
調査

1981 跡見順子 ※次年度へ向けた予備的調査
①トレーニング期の女子陸上
選手を対象に安静時血液を採
取し、一般的検査項目につい
て分析し、資料を得る

大学女子陸上選手64名 血液測定およ
び月経周期に
関する質問

冬期合宿後半
（合宿期間は
1週間程度）

①血液学的検査（赤血球、
白血球、ヘモグロビン、
ヘマトクリット）　②生
化学的検査（GOT、GPT、
尿酸、尿素窒素、LDH、
血糖値、中性脂肪、総コ
レ ス テ ロ ー ル、HDLコ
レステロール）　③月経
周期に関する質問（ほぼ
一定/時々くるう/全く不
定期）

Ⅰ．血液分析値
①赤血球（有意差なし）　②
白血球（有意差なし）　③ヘ
モグロビン（短距離よりも、
中・長距離および投擲の方が
高い）　④ヘマトクリット（有
意差なし）

Ⅱ．生化学的検査
①GOT（中長距離が、短距離、
跳躍、投擲より有意に高い）   
②GPT（中長距離が最も高
い）　③尿酸（中長距離が最
も高く、投擲が最も低い）　
④尿酸窒素（有意差なし）　
⑤LDH（跳躍の67%が正常値
より高い値）　⑥血糖値（有
意差なし）　⑦中性脂肪（投
擲が最も高い）　⑧総コレス
テロール（短距離が最も低く、
跳躍が最も高い）　⑨HDLコ
レステロール（中長距離が著
しく高い）

Ⅲ．月経周期に関する調査
a）ほぼ一定＝18％、b）時々
くるう＝44%、c）全く不定
期＝38%
※全く不定期内訳は、短距離、
中長距離選手に多く、体脂肪
率17.5%以下が半数（中長距
離の平均体脂肪率＝13.6±
2.9%）

日本体育協会
昭和56年度　日本体育
協会スポーツ医・科学研
究 報 告　No.I　 女 子 の
スポーツ適性に関する研
究　―第1報―

95-
105

石川県国体候補
選手の生理・生
化 学 お よ び 形
態・機能的体力
特徴と心理特徴

1981 橋羽裕規男 スポーツが女子の心身に及ぼ
す影響を明らかにするため、
形態、生理・生化学、機能お
よび心理の各側面から測定・
検査する

男子31名、女子50名
石川県内国体候補選手

（陸上、水泳（女子のみ）、ス
キー、バレー（女子のみ））

形態計測、実
験および心理
検査

1981年6月1
日〜1982 年
1月31日

①形態計測　②採血によ
る生化学的検査　③心電
図　④機能測定（肺活量、
握力、背筋力、脚筋力、
全身反応時間、タッピン
グ、垂直跳び、立位体前
屈、反復横とび、12分
間走）　⑤CMI健康調査
票、TSPIに よ る 心 理 検
査

①競技別（女子のみ）皮下脂
肪厚の高さ（アルペン＞水泳
＞クロスカントリー＞陸上）   
②スポーツ活動は貧血予防、
動脈硬化予防等の効果が大き
く、身体に与える悪影響はな
い　③心身・精神の両面とも、
女子は男子に対して多訴の傾
向がある

日本体育協会
昭和56年度　日本体育
協会スポーツ医・科学研
究 報 告　No.I　 女 子 の
スポーツ適性に関する研
究　―第1報―

163-
180

北海道女子選手
の競技力に及ぼ
す高気温の影響
について

1981 原崎正 道内、道外における夏季大会
の競技成績と気象条件、暑さ
と心身の諸問題に関する質問
紙調査より、暑さ対策の基礎
資料を得る

男子100名、女子90名
1981年度全国大会に出場し
た高校男女選手、短大女子選
手

（高校→陸上、女子ボート、
バスケ、バレー　短大→バス
ケ、バレー、軟庭）
※比較群：九州地区代表陸上
選手（男84名、女35名）

気温測定およ
び質問紙調査

1981 年 6 月
〜8月

①気象条件　②競技成績   
③暑さとコンディション
記録（睡眠状況、疲労度、
食欲状況等）

Ⅰ．競技記録と気象条件の関
係
①陸上（女子→短距離、中距
離、跳躍で向上だが、タータ
ン施設が影響している可能性
が高い、男子→長距離で低下
…気温に影響されやすい）　
②ボート（前日比＋9℃以上
のためと、疲労の2要因が考
えられる）　③バスケ、バレー

（湿度が高く、効率的な発熱
を抑制する要因として考えら
れる）

Ⅱ．コンディション状態
①疲労度（2 〜 4日目に強い
疲労の訴え）　②発汗量（明
らかに増加）　③睡眠状況（各
種目とも、女子の睡眠不良の
訴え、屋外種目が多い）　④
食欲（無かった：男29%、女
46%、主な理由は蒸し暑かっ
た）

Ⅲ．暑さ対策
暑さ対策を行っていた→陸上
62%、ボート29%、バスケ
男50%、女62%、バレー男
47%、女39%、短大バスケ
94%
①食事量を十分に摂る　②冷
たいものを多く摂る

日本体育協会
昭和56年度　日本体育
協会スポーツ医・科学研
究 報 告　No.I　 女 子 の
スポーツ適性に関する研
究　―第1報―

106-
115

青森県国体女子
選手の体力的特
徴、運動ストレ
ス時の血液諸成
分の挙動と母性
機能等について

1981 臼谷三郎 女子のスポーツ適性を、種目
別体系の特徴、急激な全身運
動を負荷した際の運動適応の
観察、並びに女子選手の母性
機能の現状を把握する

第8回東北総合体育大会に参
加した青森県代表女子選手の
うち、弘前市並びにその周辺
地域居住者54名

身体計測、実
験および質問
紙調査

1981年11月
8日及び15日
※対象者の生
理日が上記に
該当しないよ
う、実施日を
選択させた

①形態計測（身長、体重、
胸囲、腹囲、腰囲、上腕
囲、大腿囲、下腿囲、足
頸囲）　②皮脂厚測定　
③運動負荷並びに血液諸
成分の測定

Ⅰ．形態計測、運動負荷テス
トより
①体脂肪量が平均16.7%と、
一般的に言われる値より少な
い　②種目により体格差がみ
られる　③12分間走による
種目別走行距離（ソフト＞バ
スケ＞陸上（中距離）＞テニ
ス＞バド）

Ⅱ．月経とスポーツの関係
①月経周期（不規則63.2%）　
②経血量（一般女子短大生と
比べてばらつきが多い）   ③
月経調節（薬剤により調整
2.6%）　④スポーツによる月
経への影響（影響があった
26.3%、ない73.6%）

日本体育協会
昭和56年度　日本体育
協会スポーツ医・科学研
究 報 告　No.I　 女 子 の
スポーツ適性に関する研
究　―第1報―

116-
126

愛媛県女子優秀
選手の特性に関
する研究

1981 田中純二 競技力向上のための基礎資料
を得る

中学生（女子スポーツ選手28
名、女子非スポーツ選手30
名、男子スポーツ選手29名）
高校生（女子スポーツ選手30
名、女子非スポーツ選手30
名、男子スポーツ選手11名   
愛媛県優良選手

質問紙調査 不明 ①中学女子選手は、非ス
ポーツ選手より栄養摂取
量が高い　②高校女子
は、昼食量の少なさが帰
宅前の間食へと繋がるこ
とが示唆され、夕食摂取
量が減る傾向にある

①女子スポーツ選手の方が非
スポーツ選手より摂取栄養量
が高く、特に糖質、タンパク
質の差が大きい　②中学全体
として、動物性タンパク質は
女子の方が多い傾向にあり、
脂肪、糖質は少ない

③中学生女子選手は、穀類、
果物、乳類、ジュース、菓子
類が顕著に多く、男子選手と
その値が近い　④高校生にお
いて、いずれも男子より女子
の摂取量が少ない

⑤カルシウム、野菜の摂取量
と外傷の関係は、数症例みら
れたが有意差は認められな
かった

日本体育協会
昭和56年度　日本体育
協会スポーツ医・科学研
究 報 告　No.I　 女 子 の
スポーツ適性に関する研
究　―第1報―

207-
211

2. 心理・社会的な分野に関する文献
論文名 年度 著者 目的 対象 方法 調査期間 調査内容 結果Ⅰ 結果Ⅱ 結果Ⅲ 結果Ⅳ 出典 頁

スポーツ医学に
おける女性医師
の役割について   
〜女性アスリー
ト138名を対象
としたアンケー
ト調査結果の解
析〜

2010 小泉奈美
杉岡佳織
土肥美智子
佐粧孝久
森川嗣夫

スポーツドクターとして女性
医師がどのような形で必要と
されているのかを明らかにす
る

整形外科スポーツ外来を受診
した女性アスリート138名

質問紙調査 ①個人的属性（中学生10.9％、
高校生42.0％、大学生以上
47.1％）

女性アスリートは、とくに腹
部症状、精神的症状、婦人科
症状において、女性スポーツ
ドクターによるサポートを望
んでいる

日本整形外科スポーツ医
学会雑誌　Vol.30, No.1

63-68

順天堂大学マルチサポート事業調べ
2011年12月13日現在

1. 身体・生理的な分野に関する文献
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論文名 年度 著者 目的 対象 方法 調査期間 調査内容 結果Ⅰ 結果Ⅱ 結果Ⅲ 結果Ⅳ 出典 頁
シンクロナイズ
ドスイミング日
本代表選手の心
理的競技能力

2009 本間三和子 シンクロナイズドスイミング
日本代表チームとジュニアエ
リート選手の心理的競技能力
を調査し、他の競技種目との
比較からシンクロナイズドス
イミング日本代表選手の心理
的特性を明らかにし、競技レ
ベルの違いによる心理的特性
を比較検討する

競技レベルの異なるシンクロ
ナイズドスイミング選手42
名
※2007年度日本代表Aチー
ム12名、日本代表Bチーム8
名、ジュニア日本代表チーム
8名、ジュニアエリート教育
対象選手14名

心理測定 2006年12月
〜2007 年 1
月

心理的競技能力診断検査
より…①忍耐力　②闘争
心　③自己実現意欲　④
勝利意欲　⑤リラックス
能力　⑥集中力　⑦自己
コントロール能力　⑧自
信　⑨決断力　⑩予測力   
⑪判断力　⑫協調性

①シンクロナイズドスイミン
グ日本代表選手は、協調性が
顕著に高く、忍耐力と自己実
現意欲が高いが、リラックス
能力、決断力、自信の評価が
低い
※採点競技、クローズド・ス
キル、同調性、長い反復練習
などのシンクロナイズドスイ
ミングの競技特性を反映した
心理的特性と考えられる

②国際トップレベルのハイパ
フォーマンスが求められる選
手においては、リラックス能
力は低く、重圧と緊張の中で
トレーニングを行っている　
③A代表選手は他のレベルの
日本代表選手よりも、忍耐力
と闘争心が高い
※ジュニア期から国際大会や
日本代表合宿を経験させ、精
神力を培っていくことが重要

③経験の浅いジュニア選手
は、試合期は緊張と不安が高
まり、自己評価が全体に低下
※指導者は選手個々の特性を
把 握 し、 心 理 的 不 安 が パ
フォーマンス発揮に影響しな
いよう配慮する必要がある

水泳水中運動科学　
Vol.12　No.1

1-9

バレーボール中
継映像における
ジェンダー表象

2009 神原直幸 これまでなおざりにされてき
たスホーツ中継映像研究に基
本的作法の構築に向けての基
礎データを提供することを第
一義とし、男女のバレーボー
ル中継映像を内容分析するこ
とにより、ショットサイズや
ショットのつなぎなどの側面
から中継における男女の中継
作法の差について検討する

2006年10月31日から12月
3日までに実施されたバレー
ボール世界選手権の地上波放
送
※分析対象を第一セットのみ
とし、セットを日本が得した
試合を男女各3試合（男子は
中国戦、プエルトリコ戦、ア
ルゼンチン戦。女子はポーラ
ンド戦、キューバ戦、韓国戦）、
失った試合を各3試合（男子
はセルビア・モンテネグロ戦、
ロシア戦、フランス戦。女子
はセルビア・モンテネグロ戦、
イタリア戦、中国戦）の計12
試合

データ分析 2006年10月
31日〜12月
3日

①全体構成　②リプレイ
映像の構成　③プレイ
ヤー映像の構成　④ベン
チ映像構成　⑤テロップ
の使用　⑥ショットのつ
なぎ構成

①女子選手は男子選手に比
べ、短いショットをつなぐ構
成になっている　②女子選手
の映像は、男子選手に比べク
ローズアップが多い　③日本
人の女子選手は、男子選手に
比べ正面や斜めからの映像が
多い

④女子のリプレイ映像では男
子に比べチーム性が強調され
る　⑤リプレイ映像の繰り返
し回数は、男子選手の方が多
い　⑥リプレイのサイズは男
子選手の方が大きく、迫力あ
る映像が多い

⑦男子選手は女子選手に比
べ、ミスによる失点の責任が
映像によって明確にされる　
⑧男子選手のパフォーマンス
に関するテロップは、女子選
手より多い　⑨男子チームの
監督映像は女子チーム監督よ
り大きなサイズで映された

順天堂スポーツ健康科学
研究　第1巻第2号（通巻
14号）

178-
183

女子サッカー選
手における自立
的発達と達成動
機との関連につ
いての因子分析
的研究

2008 内井宏至 高校生以上の女子サッカー選
手における自立的発達と達成
動機の要因を明らかにし、そ
れらの関連要因を導出するこ
とで、基準関連妥当性を検証
する

高校生以上の競技志向性の強
い女子サッカーチーム所属選
手340名

質問紙調査 2005年10月
〜2006 年 3
月

①個人的属性　②自立的
発達測定　③達成動機測
定

①導出された自立的発達の要
因因子…チーム操作性、目標
志向性、伸身統制感、目的志
向性、自己理解

②導出された達成動機要因因
子…課題達成志向性、チーム
受容、不安耐性、コーチ受容

③自己的発達と達成動機との
関連要因…自律性、有能感、
受容感
自立的発達を促進するために
は、チームやコーチとの関係
性が重要な要因となる

教育実践学論集　（9） 171-
181

バドミントンに
おける打つ強さ
の調節：女子中
学生の経年的変
化

2008 金子元彦
古川覚
伊藤浩志
村木征人

主観的努力度と客観的達成度
の対応関係について学年ごと
の違いを検討し、経年的な変
化を明らかにする

女子中学生11名
中学校バドミントン部所属

（2年生6名、1年生5名）
※中学校入学後にバドミント
ンを開始し同一指導者のもと
で継続的にトレーニングを積
んでいる（4日程度/週）もの

ハイスピード
カメラ撮影に
よ る 試 技 実
験、および試
技後の5段階
評価によるア
ンケート調査

不明 ①シャトル速度　②正確
性
※主観的努力度60%から
10%ごとに、100%まで
漸増させる5試技とし、
シャトル速度を意識して
主観的努力度の段階づけ
を行う

中学生の打動作における努力
度と客観的達成度の対応関係
については、経年的に「突出
型」の対応関係から「直線型」
の対応関係へと移行し、努力
度の変化に対応してシャトル
速度を調節できるようになる

バドミントン開始後0.5年程
度の段階においては、バック
ハンド・ドライブの強弱を意
図したとおりに調節すること
は極めて困難である

バドミントン開始後1.5年程
度を経た段階になると、バッ
クハンド・ドライブにおいて
努力度の変化に対応し、シャ
トル速度を調節することが可
能になってくる

スポーツ方法学研究　第
21巻　第2号

157-
165

女性スポーツ実
施者の競技意欲
に関する研究

2005 小山薫
作山正美
小笠原義文

今後の女性スポーツ活動実施
場面における心理的及び指導
上の課題を探る

岩手県在住女性144名
（ママさんバレー大会出場73
名、バドミントンクラブ/教
室で活動33名、地域ソフト
テニスクラブ所属38名）

競技意欲に関
する質問項目
146項
※体協競技意
欲検査（TSMI）
を使用

2004年11月
〜2005 年 8
月

①目標への挑戦　②技術
向上意欲　③困難の克服   
④練習意欲　⑤情緒安定
性　⑥精神的強靭さ　⑦
闘志　⑧競技価値観　⑨
計画性　⑩努力の因果帰
属　⑪知的興味　⑫勝利
志向性　⑬コーチ受容　
⑭IAC　⑮失敗不安　⑯
緊張性不安　⑰不節制

全体として、「競技価値観」
が平均レベルであり、「計画
性」「知的興味」「勝利志向性」
はやや低い。
指導者との関係は良好。

バレーボール群（計画性、知
的興味、勝利志向性がやや低
い）　ソフトテニス群（闘志、
知的興味、勝利志向性、IAC
がやや低い）　バドミントン

（計画性、知的興味、勝利志
向性、IACがやや低い）

競技指向者と運動志向者の比
較…ソフトテニスにおいて、
競技指向者が競技達成動機に
おいて、運動志向者より有為
に高い値を示した。バレー
ボール、バドミントンでは、
両群に違いはみられない。

岩手医科大学教養部研究
年報　第40号

121-
127

アスリートの競
技引退に関する
研究の動向

2000 大場ゆかり
徳永幹雄

「アスリート」の競技引退に
関する先行研究から、①競技
引退研究の動向　②理論的視
点　③競技引退の構造的要因   
④実践的視点から概説し、⑤
競技引退研究の今後の方向性
について模索する

国内、諸外国の各競技団体、
支援団体、引退後に関する文
献等

文献調査 不明 ①競技引退研究の動向   
②理論的視点　③競技引
退の構造的要因　④実践
的視点　⑤競技引退研究
の今後の方向性について

Ⅰ．競技引退の原因
個々人において多様である
が、わが国においては、競技
力の低下、環境の不備、怪我・
病気、大学卒業・就職、気力
の衰え、など。

Ⅱ．アスリートへの援助
引退後ではなく、引退前から
の介入が重要。競技引退を不
可避かつ必然的なものとして
認め、早期に準備行動に取り
組む認識を定着させる。
競争性、目標設定などの援用
可能なスキルを確認し、それ
らのスポーツ領域外での援用
可能性をアスリートに認識さ
せることも、新たな視点とし
て考えられる。

Ⅲ．今後の研究の方向性
競技引退に伴い困難を経験す
る可能性の高いアスリート
へ、効果的な予防的介入を実
施するためのアセスメント
ツールの開発が必要。

Ⅳ．諸外国の現状
各国オリンピック委員会が
母体となり、将来設計プロ
グラムを開発、実施
※シート「表２」に詳細添
付

健康科学　第22巻 47-58

本 学 学 生 の イ
メージする女性
コーチ像につい
て

1996 浅見美弥子 女性コーチに対するイメージ
の持ち方の違いを明らかに
し、望ましい女性コーチ像を
浮き彫りにするための資料を
得る

東京女子体育大学学生654名
（1年生307名、3年生347
名）

質問紙調査 1994年6月8
日〜12日

①女性コーチの指導を受
けた経験の有無、時期　
②イメージする女性コー
チ像（36項目）

Ⅰ．女性コーチに指導を受け
た経験および時期
①経験あり（大1年：96.4％、
大3年：77.8％）　②時期（大
1年：中学33％、高校35％   
大3：中学25％、高校20％）

Ⅱ．女性コーチ像について思
うこと
大学1年生回答…①責任感が
ある（84％）　②選手とコミュ
ニケーションをとる（80％）   
③競技を楽しんでいる（77％）   
④行動力がある（77％）　⑤女
子選手に対して理解がある

（76％）
大学3年生回答…①選手とコ
ミュニケーションをとる（76 
％）　②練習中によく声をか
ける（73％）　③女子選手に
対して理解がある（72％）　
④責任感がある（70％）　⑤
行動力がある（67％）

Ⅲ．女性コーチ像について思
わないこと
大学1年生回答…①暗くなり
がち（82％）　②体罰を与え
る（77％）　③涙もろい（54 
％）　④指導に私情を持ち込
む（53 ％）　 ⑤ ひ い き す る

（50％）
大学3年生回答…①体罰を与
える（69％）　②暗くなりが
ち（66 ％）　 ③ 涙 も ろ い

（50％）　④指導に私情を持
ち込む（38％）　⑤選手を放
任する（37％）

東京女子体育大学紀要　
第31号

103-
107

2. 心理・社会的な分野に関する文献 順天堂大学マルチサポート事業調べ
2011年12月13日現在
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論文名 年度 著者 目的 対象 方法 調査期間 調査内容 結果Ⅰ 結果Ⅱ 結果Ⅲ 結果Ⅳ 出典 頁
女性競技者のス
ポーツ参加の研
究（3）　〜スポー
ツ参加態度と競
技動機の関係〜

1983 嘉戸脩 特定のスポーツ参加態度をも
たらす背景を心理的角度との
関係においてとらえる

成 年416名（ 男254名、 女
162名）、少年478名（男263
名、女215名）

（S56年度国体参加選手を対
象とした社会学的側面からの
スポーツ競技者に関する調査

（n=996）のうち、TSMI調査
とデータ照合できた者）

質問紙調査 不明 ①スポーツへの帰属度と
競技動機の関係　②選手
生活への評価と競技動機
の関係　③スポーツへの
価値観と競技動機の関係   
④帰属運動クラブの雰囲
気と競技動機の関係　⑤
指導者及び指導のタイプ
と競技動機の関係

Ⅰ．継続希望と競技動機の関
係
①継続希望と引退希望の差

（男＝競技価値観、女＝目標
挑戦性、対コーチ不適応）   
②女子に陥りやすいパターン
…やる気が出てきたときに競
技価値観や目標への挑戦性が
低下→練習意欲の低下→コー
チ受容性の低下→スポーツへ
の消極性

Ⅱ．所属運動クラブの雰囲気
①厳しさのあるクラブの方が

「勝利志向性」「コーチ受容性」
が高く、「不節制」が低い　
②男子では「勝利志向性」と

「コーチ受容性」、「一体派」
の関連が「分離派」よりも高
いが、女子に関してはほぼ差
がない

Ⅲ．指導者の人柄とタイプ
①競技者に受けいられている
人柄…「常時指導型」「クラブ
時指導者型」。指導者らしく
ない「非指導者型」には「対
コーチ不適応性」が高い　②
競技者に受けいられている指
導タイプ…「人間関係型」「専
門技術型」。「業績型」「権威型」
には「対コーチ不適応性」が
高い

日本体育協会
昭和58年度　日本体育
協会スポーツ医・科学研
究 報 告　No.I　 女 子 の
スポーツ適性に関する研
究　―第3報―

2-11

性役割の認知に
関する女子競技
者と男子競技者
の比較

1983 杉原隆 性役割を①自分個人として②
競技者として③男あるいは女
として、という3つの評価次
元からとらえ、男子競技者と
女子競技者ではどのような差
異があるか、また、競技者の
レベルによって性役割の認知
が異なるかどうかを明らかに
する

スポーツクラブに所属してい
る 体 育 専 攻 大 学 生1026名

（男559名、女467名）

質問紙調査 不明 ①個人的評価　②競技者
役割期待　③自己の性役
割期待

①競技者間で男は男らしく、
女は女らしく、という伝統的
な性役割のステレオタイプが
認められる　②競技者として
は、男女ともできるだけ男ら
しくある方がよいと考えられ
ている

③女子は社会からは女らしさ
を求められるが、競技者とし
て、また自分自身として男ら
しさをかなり高く評価してい
る→そのギャップに大きな葛
藤　④女子の場合、レベルの
高いものほど女らしさを強く
求めている傾向がある

日本体育協会
昭和58年度　日本体育
協会スポーツ医・科学研
究 報 告　No.I　 女 子 の
スポーツ適性に関する研
究　―第3報―

12-21

女性競技者のス
ポーツ参加の研
究（2）　〜指導
者の指導のタイ
プ及び人柄のタ
イプの分析〜

1982 嘉戸脩 競技者の中・高校時代に受け
た指導者の指導タイプ及び、
指導者の人柄タイプの現状を
分析し、今後の望ましい指導
者のあり方をさぐる

成年843名、少年570名
（①S56年度国体出場成年男
女うち、北海道、愛知、滋賀、
石川、広島、愛媛、熊本代表
であること。　かつ、②体操、
陸上、水泳、バレー、バスケ、
ハンド、サッカー、フィール
ドホッケー、軟式テニス、硬
式テニス、卓球、バドミント
ン、ボート、ヨット、カヌー、
柔道、剣道、すもうの18種
目に参加した者）

質問紙調査 不明 ①指導のタイプとその自
己評価　②指導者の人柄
のタイプとその自己評価   
③指導タイプと人柄タイ
プ及びその自己評価の最
頻パターン

①競技者の受けた指導タイプ
…「専門技術型」が多く、中
学時代→高校時代→現在の方
が多くなる傾向がある　②指
導者の人柄タイプ…「常時指
導型」が最も多く、最も好感
をよせられている

③競技者が受け、また最も多
く好感を寄せられているパ
ターン→「常時指導型」で「専
門技術型」…この傾向は成年、
少年、男女ほぼ共通している

日本体育協会
昭和57年度　日本体育
協会スポーツ医・科学研
究 報 告　No.I　 女 子 の
スポーツ適性に関する研
究　―第2報―
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女性競技者のス
ポーツ参加の研
究　〜国体成年
出場者の調査か
ら〜

1981 嘉戸脩 女性競技者のスポーツ参加に
影響を及ぼす要因を、過去の
家庭的条件、学校条件、自己
のこれまでの競技生活の評価
などから分析、検討し、今後
の女性競技者育成のための基
礎資料とする

男子581名、女子415名
（S56年度国体出場成年男女
のうち、北海道、愛知、滋賀、
石川、広島、愛媛、熊本代表
者）

質問紙調査
日体協スポー
ツ科学委員会
⇔各県体協ス
ポーツ科学委
員会⇔各県国
体成年男女選
手

1981 年 9 月
〜11月

①個人的特性、競技レベ
ル、出身校の特性　②専
門スポーツへの参加につ
いて（時期、参加同期、
その他運動経験の有無、
スポーツ参加に影響を与
えた他者、学生時代のス
ポーツの腕前に対する自
己評価）　③競技生活の
評価と影響及び今後の見
通し　④女子のスポーツ
参加について（過去のス
ポーツ参加における不利
益経験、女性のスポーツ
参加を阻害する要因）

Ⅰ． 個 人 的 特 性（n＝833；
男＝425、女＝408）
① 平 均 年 齢（ 男27.0歳、 女
22.8歳）　②女子のみ回答：
既 婚 者12 %、 子 ど も あ り
10%　③女子のみ回答：高
卒60%、大学在学中40%　
④ 女 子 の み 回 答： 有 職 者
80%、主婦7%　⑤国体出場
回数平均（男3.2回、女2.0回）   
⑥全国出場経験（男55%、女
67%）（高校時代まで）

Ⅱ．専門スポーツへの参加に
ついて
①初めて行った時期　a）中
学型＝バレー、バスケ、（女
子のみ）軟庭　b）高校型＝ハ
ンド、ホッケー、（女子のみ）
弓道　c）小中型＝ソフト女
子　d）中高型＝軟庭男子　
d）高高卒型＝ボート、（男子
のみ）弓道　②きっかけ→ほ
ぼ直接的経験、自己決定型
70 〜 80%　③励ましの存在
→監督、コーチ、学校関係者
が最も多く、かつ高校時代女
子が高い（高校時代男62%、
女81%）　④競技継続要因→
良 い 指 導 者（ 男29.6 %、 女
42.4%）　家族の励まし（男
14.4%、女19.9%）　自分の
素質（男11.5%、女ほぼなし）

Ⅲ．これまでの競技生活の評
価と影響及び今後の見通し
①やめたいと思ったことがあ
る（男70%、女87%）　②現
在やめたい（男14%、女30%

（うちソフト39%、バスケ
37%））　③やめたい理由 a）
記録、戦績、体力の低下（男
40%、女35%）　b）人間関
係（男8%、女20%）　④選手
生活への満足度（男78%、女
70%）　⑤再びチャンスがあ
れば選手生活を送ってみたい

（男73%、女53%）　今後の
関わり方 a）アマチュア競技
者として継続希望（男73%、
女53%）　b）趣味で継続希望

（男32%、女50%）

Ⅳ．女子のスポーツ参加に
ついて
①女子であるが故の不利益
経験（回答女子のみ）→高
校時代女子16% ※学校段
階が上がるにつれ多い　②
種目によりばらつきあり

（海洋郡→高校＝40%、中
学25% /　バレー→高校＝
17%、中学＝11% /　バ
スケ→高校＝17%、中学
＝21% /　ラケット群→高
校 ＝10 %、 中 学 ＝4 %）   
③ 阻 害 要 因（ 男 女 回 答 ）
→a）家庭的要因（男61%、
女52%）　b）身体的要因

（男9%、女22%　c）精神
的要因（男19%、女22%）

日本体育協会
昭和56年度　日本体育
協会スポーツ医・科学研
究 報 告　No.I　 女 子 の
スポーツ適性に関する研
究　―第1報―
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女子スポーツ選
手の心理適性に
関する研究

1981 杉原隆 TSMI（体協競技動機テスト）
を用いた、競技者の性別によ
る動機的・意欲的側面の違い
の有無を検証し、明らかにす
る

男子804名、女子783名
（S56年度国体出場成年男女
のうち、北海道、青森、石川、
愛知、滋賀、広島、愛媛、熊
本代表者）

質問紙調査
各道県体協会
へTSMI質問
表、解答用紙、
実施マニュア
ルを送付→集
団強制度法
※不可能な場
合のみ、個別
郵送

1981 年 9〜
10月
※大会前後で
は誤差が生じ
る可能性が高
いため、大会
前に実施

①個人的特性　②競技動
機（意欲）の測定（目標へ
の挑戦、技術向上意欲、
困難の克服、勝利志向性、
失敗不安、緊張性不安、
判断の冷静さ、精神的強
靭さ、コーチ受容、コー
チへの不適応、闘志、知
的興味、生活習慣の乱れ、
練習意欲、競技価値観、
計画性、努力への因果帰
属、応答の正確性）

Ⅰ．個 人 的 特 性（n＝1587；
男＝804、女＝783）
① 平 均 年 齢（ 男21.9歳、 女
19.1歳）　②競技年数平均

（男8.0年、女6.4年）　③競
技 レ ベ ル a）全 国 大 会（ 男
73%、女76%）　b）国際大
会（男10%、女6%）

Ⅱ．TSMI下位尺度得点の男
女比較
①女子が男子より望ましい項
目（コーチ受容性、生活習慣
の乱れ、努力への因果帰属）
→まじめに競技に取り組んで
いる　②女子が男子より望ま
しくない項目（目標への挑戦、
技術向上意欲、困難の克服、
勝利志向性、失敗不安、緊張
性不安、判断の冷静さ、精神
的強靭さ、コーチへの不適応、
闘志、知的興味、練習意欲、
競技価値観、計画性、応答の
正確性）　③有意差なし（コー
チへの不適応）

Ⅲ．競技レベルと種目の類型
からみた女子の特性
※際→国際大会レベル、全→
全国大会レベル、個→個人種
目、集→集団種目
①失敗不安（際・個→男女差
なし、全・個→女＞男、際・
集→男＜女、全・集→男＜男）   
②緊張性不安（際・個→男女
差なし、全・個→男＜女、際・
集→男＜女、全・集→男＜女）   
③判断の冷静さ（すべて男＞
女）　④精神的強靭さ（すべ
て男＞女）　⑤競技価値観（す
べて男＞女）

Ⅳ．記録の伸びからみた男
女差
過去2 〜 3年の記録の伸び

（大・小に2分）×性別にて、
2要因分散分析
※大→記録の伸びが大き
い、小→記録の伸びが小さ
い（ 大；n＝71、 小；n＝
70）
①判断の冷静さ（大→男＜
女、小→男＞女）
その他の項目において、有
意差なし

日本体育協会
昭和56年度　日本体育
協会スポーツ医・科学研
究 報 告　No.I　 女 子 の
スポーツ適性に関する研
究　―第1報―
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3. 組織・環境的な分野に関する文献
論文名 年度 著者 目的 対象 方法 調査期間 調査内容 結果Ⅰ 結果Ⅱ 結果Ⅲ 結果Ⅳ 出典 頁

JOC女性スポー
ツ専門委員会実
施アンケート調
査報告

2011 スポーツ会のあらゆる場面に
おける女性の参加機会を増進
し、新たなスポーツ文化実現
のために、①女性アスリート
の活動支援　②女性JOC委
嘱強化スタッフの活動支援　
③競技団体運営における女性
の参画機会の増加、各々の課
題を明らかにし、解決策への
資料を得ること

Ⅰ．オリンピアン調査（n＝
144）
北京五輪（2008）及びバン
クーバー五輪（2010）に出場
した女性オリンピアン
北京：対象169名うち有効回
答115名（68％）
バンクーバー：対象45名う
ち有効回答29名（64％）

直接配布によ
る質問紙調査

北京対象者：
2008年8月、
バンクーバー
対 象 者：
2010年2月

①個人属性（種目、年齢、
協議開始年齢、競技経験
年数など）　②アスリー
トへの支援などに対する
女性不利感　③競技引退
後の構想

①アスリート支援に対する不
満（よくあると回答が20％以
上…企業スポンサーシップの
機会が少ない、セカンドキャ
リアに関するサポートが少な
い）　②男性スタッフに性差
を理解してもらえず不都合を
感じたこと（全くないorほと
んどない80％以上）

①引退後のスポーツ界との関
わり（関わりたい67.5％、関
わりたくない7.9％、関わり
たいができないor考えてい
ない25.1％）　②関わりたく
ない理由…スポーツ以外のこ
とをしたい、明確な理由はな
い、人間関係が煩わしい

①被教育経験と引退後の関わ
りの関係（高卒まで…関わり
たい64.1％、関わりたくな
い20.5％、大卒以上…関わ
りたい86.7％、関わりたく
ない8.3％）　②年齢と引退
後の関わりの関係（25歳未満
…関わりたい68.6％、関わ
りたくない19.6％、25歳以
上…関わりたい85.7％、関
わりたくない8.2％）

JOC女性スポーツ委員
会実施アンケート調査報
告

18-29

順天堂大学マルチサポート事業調べ
2011年12月13日現在

2. 心理・社会的な分野に関する文献
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論文名 年度 著者 目的 対象 方法 調査期間 調査内容 結果Ⅰ 結果Ⅱ 結果Ⅲ 結果Ⅳ 出典 頁
JOC女性スポー
ツ専門委員会実
施アンケート調
査報告

2011 スポーツ会のあらゆる場面に
おける女性の参加機会を増進
し、新たなスポーツ文化実現
のために、①女性アスリート
の活動支援　②女性JOC委
嘱強化スタッフの活動支援　
③競技団体運営における女性
の参画機会の増加、各々の課
題を明らかにし、解決策への
資料を得ること

Ⅱ．JOC委嘱強化スタッフ
調査（n＝140）
2010年度6月期女性強化ス
タッフ対象491名うち有効回
答140名（28.5％）

郵送法による
質問紙調査

2010年8月 ①個人属性（スタッフ種
別、所属競技団体、年齢、
経験年数など）　②活動
実態　③職業との両立　
④日常生活との両立　⑤
今後の抱負　⑥競技団体
における女性参加に対す
る評価

①強化スタッフ活動への満足
度（満足19.7％、どちらかと
いうと満足18.2％、不満足
7.0％、どちらかというと不
満 足7.0 ％）　 ② メ リ ッ ト、
デメリットの有無（メリット
がある48.6％、ない43.5％、
デメリットがある20.7％、
ない73.3％）　メリット詳細
…社会貢献、能力を認めても
らえる、スキルが身に付く   
デメリット詳細…仕事の進捗
についていけない、昇格・昇
進が遅れた

①日常生活との両立について
（自分の生活へ…負担がある
32.1％、ない67.9％、家族
の生活へ…負担を感じさせた
36.0％、感じさせていない
64.0％）　②強化スタッフへ
の継続意欲（続けたい91.9 
％、続けられない5.9％、続
けたくない2.2％）　非継続
理由…経済的、家族に関する
理由

①強化スタッフ活動における
女 性 参 加 の 評 価（ 適 切
60.6％、適切ではないが早
急な対応は必要ない12.1％、
早急な対応が必要6.1％）　
②強化スタッフ活動中で女性
差 別 を 感 じ た 経 験（ あ る
88％、ない12％）　強化ス
タッフ活動中で男性に、逆差
別が生じていると感じた経験

（ある97.6％、ない2.4％）

JOC女性スポーツ委員
会実施アンケート調査報
告

30-45

JOC女性スポー
ツ専門委員会実
施アンケート調
査報告

2011 スポーツ会のあらゆる場面に
おける女性の参加機会を増進
し、新たなスポーツ文化実現
のために、①女性アスリート
の活動支援　②女性JOC委
嘱強化スタッフの活動支援　
③競技団体運営における女性
の参画機会の増加、各々の課
題を明らかにし、解決策への
資料を得ること

Ⅲ．競技団体調査（n＝33団
体）
JOC加盟競技団体52団体う
ち有効回答33団体（63.5％）

郵送法による
質問紙調査

2010年8月 ①強化スタッフの選任状
況（男女比率、女性スタッ
フ増加方針の有無・課題）   
②強化スタッフ事業の運
営状況　③競技団体運営
における女性参画状況

Ⅰ．強化スタッフの選任状況
①各強化スタッフ事業におけ
る女性比率（コーチング17.2 
％、 マ ネ ジ メ ン ト28.7 ％、
情 報 戦 略12.3 ％、 医 科 学
17.4％）　②33団体うち、女
性スタッフがいない団体割合

（コーチング33.3％、マネジ
メ ン ト63.6 ％、 情 報 戦 略
72.7％、医科学42.4％）

Ⅱ．強化スタッフ事業の運営
状況
①活動実績の評価により団体
役員等へ登用された人の割合

（コーチング66.6％、マネジ
メ ン ト39.4 ％、 情 報 戦 略
39.4％、医科学48.5％）　②
運営組織責任者の女性担当実
績がある割合（コーチング
14.3％、マネジメント23.1 
％、情報戦略6.3％、医科学
3.9％）

Ⅲ．競技団体運営における女
性参画状況
①団体独自で強化スタッフの
育成や能力向上のためのプロ
グラムがある割合（コーチン
グ63.6 ％、 マ ネ ジ メ ン ト
16.1 ％、 情 報 戦 略16.1 ％、
医科学31.3％）

JOC女性スポーツ委員
会実施アンケート調査報
告

46-51

女子ハンドボー
ル競技における
日本代表チーム
とヨーロッパ諸
国代表チームの
攻 撃 様 相 の 比
較：特にシュー
ト場面において

2008 山田永子
大西武三
中川昭

記述的なゲームパフォーマン
ス分析を用いて日本女子と
ヨーロッパ女子の攻撃様相、
特にシュート場面を分析して
比較検討を行い、日本女子は
ヨーロッパ女子に比べて具体
的に何が劣っていて何が劣っ
ていないのかを明らかにする

2005年から2008年の日本
女子とヨーロッパ女子が対戦
した8試合
※2005年（ 対 ク ロ ア チ ア、
オランダ、ロシア）   2007
年（対ハンガリー、スペイン）   
2008年（対ルーマニア、ポー
ランド、ハンガリー）

すべての試合
のビデオ観察
し、記録用紙
へ デ ー タ 記
録、 デ ー タ
ベースを作成
後、必要な値
を導きだす

2005年〜 
2008年

①攻撃の概略（回数、成
功率、ファウル数）　②
速攻、遅攻、特殊場面（種
類、エリア、防御状況、
ステップorターン、最終
結果）

① 攻 撃 成 功 率（ 日 本38 ％、
ヨーロッパ50％）　
② シ ュ ー ト 成 功 率（ 日 本
51％、ヨーロッパ65％）
③テクニカルファウル率に有
意差は認められない

①速攻の生起率（ヨーロッパ
＞日本）　②3次速攻の生起
率（日本＞ヨーロッパ）　③
ミドルシュート成功率（ヨー
ロッパ＞日本）

今後の課題
①シュート成功率の向上　②
相手の速攻を防御する　③ミ
ドルシュート状況に至る過程
とそのシュート技術達成力を
高める

スポーツ方法学研究　第
23巻　第1号

1-13

競技スポーツに
おけるコーチン
グの現状と課題   
〜全日本大学女
子駅伝対校選手
権大会出場へ向
けての取り組み
〜

2006 渋谷俊浩 本学の「競技スポーツ」の実
践例のひとつである女子中長
ブロックの「全日本大学女子
駅伝大会出場へ向けての取り
組み」を取り上げ、主にコー
チングの観点から、評価検討
を加えるのと同時に、その展
望について考察する

テータ分析お
よび指導者へ
の電話インタ
ビュー調査

2005年10月
9日〜12月
※関西予選終
了後

①「関西予選が現コース
開催となった2000年以
降のプログラム・大会結
果（関西学連）をもとに、
各大会における予選通過
チームのプロフィールを
分析する　②各チームの
全国大会出場へ向けての
取 り 組 み に つ い て、

「2000年大会以降毎年
のように全国大会への出
場権を争っている（関西
予選において10位以内）
8チ ー ム を 対 象 に、 各
チ ー ム の 指 導 者（ 直 接
チームを指導している監
督・コーチ）への聞き取
り調査を行う

Ⅰ．女子選手へのサポート体
制
女子選手は男子選手と比較し
て、指導者（コーチ）への依
存度が強い（永井：1995）
一般的なコーチングが目指す
のは「自己管理能力の高い競
技者」であるが、とりわけ女
子の場合は、「指導者依存型」
コーチングの方が高い成果を
挙げる例が圧倒的に多い。

Ⅱ．競技のサポート体制
経済面のサポート（①入学金、
授業料の減免、援助　②奨学
金・報酬金のシステム　③強
化費用のサポート）
環境面のサポート（①寮、合
宿所　②食事管理　③夜間や
冬期の練習対応）

Ⅲ．必要な課題
①現有選手の強化（走力の向
上、セルフコントロールの浸
透・徹底、トレーニング内容
の再考、施設の有効利用）　
②有望選手の獲得　③サポー
トシステムの構築（コーチン
グスタッフの充実、外部資金
の獲得も念頭においた活動資
金の捻出）

びわこ成蹊スポーツ大学
研究紀要　第3号

23-26

女子サッカーの
日 米 比 較 研 究

（Ⅰ）　〜アメリ
カ女子サッカー
の歴史と現状に
ついて〜

2002 東明有美
入口豊
山科花恵

国際的にも注目されつつある
女子サッカーに着目し、特に
実力、人気共に世界のトップ
レベルにあるアメリカ女子
サッカー界と、日本の動向を、
歴史的視点や社会的視点から
比較し、今後の日本女子サッ
カー、女性スポーツのあり方
を検討する

女性スポーツや女子サッカー
関連の著書、研究論文、雑誌、
新聞記事、インターネットに
よる文献

文献調査 不明 ①アメリカにおける女子
スポーツの発展　②アメ
リカ女子サッカーの歴史   
③女子ワールドカップと
代表チームの活躍

Ⅰ．企業スポーツの概念
日本…日本の企業スポーツの
多くは企業が前面に出たコー
ポレート・アイデンティティ
型（CI型）の傾向が強く、チー
ムの動向はスポンサー企業の
業績に左右されやすい
アメリカ…アメリカではプロ
スポーツが盛んであり、多く
はエリア・アイデンティティ
型（AI型）。企業がスポンサー
となっても企業名を前面に出
すことはなく、フランチャイ
ズになった都市の名前を付け
ることで、地元のシンボルと
してその都市に馴染む

Ⅱ．プロスポーツにおける平
等
第1歩…ビリー・ジーン・キ
ングのリーダーシップ（女子
組織の必要を訴え、1974年
の 全 米 女 性 ス ポ ー ツ 組 織
Women's Sports Foundation
の設立に貢献）
第二歩…Title IX（1972）女
性スポーツ組織の支援を受け
ながら、学校体育、競技スポー
ツをはじめ、女性のスポーツ
への機会を拡大 
第 三 歩 …NAGWSに よ る
ジェンダーエクイティーの手
引書（1899）スポーツにおけ
る男女共同参画の必要性を主
張、啓発のためのイベントや
刊行物、関係機関への働きか
けなど多様な活動を行う

Ⅲ．成功の要因
マーケティング…代表チーム
は開催の2年半前から、全国
各地で親善試合やクリニック
などを行う。大会が始まるま
でに開催地には最低2.3度足
を運び、メディアからの注目
を獲得
待遇…スター選手を作り出
し、大会出場ごとに報酬を与
える（代表選手：ミア・ハム）

家庭へのサポート…遠征や
試合に夫や子供を同伴し、
協会もそれを認めている

（サッカー・マムの存在）
※アメリカでは人気女子ス
ポーツ選手は人生の手本で
あり、普通の女性の生活を
しながら力強いサッカー選
手でもある点が少女たちの
憧れの的、ロールモデルと
して意義あることとの認識
が高い

大阪教育大学紀要IV, 教
育科学　51（1）

165-
180

柔道の国際化と
日本柔道の今後
の課題（第二報）   
〜 大 会 参 加 資
格・競技運営シ
ステム・日本代
表選手の選考を
中心に〜

2000 野瀬清喜 IJFの大会運営方法・オリン
ピック参加資格（ランキング
制度）・国際審判規定の問題
点・日本代表選手の選考方法
と大会結果・コーチ及び選手
が直面する課題などを取り上
げ、強化と運営の現状から問
題点を探る

過去のIJF大会運営方法、オ
リンピック参加資格及びラン
キングシステム、国際審判規
定

文献調査およ
びデータ分析

不明 ①IJFの大会運営方法　
②IJFのオリンピック参
加資格とランキングシス
テム

①IJFで は 大 会 運 営 を 一 般
ファンから歓迎される柔道・
観客、メディアにアピールす
る柔道として試合を3試合に
分類し、一定時間からファイ
ナル7試合を開始する　②
IJFのオリンピック参加資格
は、個人ではなく国家に代表
権が与えらるが、世界選手権
枠・大陸代表枠の他に段位や
ランキングの制限もあり再検
討が必要

③国際審判規定は、柔道着の
厚みや襟の大きさなどが規定
されておらず不備な部分が残
されているが、1997年の改
正で審判員の評価制度や組み
方の制限が行われ活動的な試
合が行われるようになった　
④全柔連の日本代表選考は最
終選考会の成績を最重視して
行われているが、明確な基準
がなく、早急に基準作成の必
要がある

⑤コーチ・選手が直面する強
化の課題は、年間スケジュー
ルの過密・中学生、高校生の
大会参加、減量の問題・審判
規定の統一などがあげられ
た。これらの対策としては専
任コーチ制の導入、少数精鋭
で長期的な強化策などであっ
た　⑥柔道の長い伝統と多く
の競技人口を有するフラン
ス・ドイツ・ロシア・日本な
どで柔道の最重要課題を決議
する機関を作る必要がある

埼玉大学紀要　教育学部
（人文・社会科学II）　49
（1）

71-84

資料提供：日本体育協会（p.104 〜 115）

3. 組織・環境的な分野に関する文献 順天堂大学マルチサポート事業調べ
2011年12月13日現在
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資料5

Keywords 国 対象 内容 頁
スポーツ関連予算、財源＞財源＞
フットボール財団

スポーツ振興施策＞生涯スポーツ振興
施策＞女性のスポーツ振興

イギリス

イギリス

財団

女性（家庭婦人）

フットボール財団＝イギリス最大のスポーツチャリティ財団（2000年7月設立）
目的：スポーツ施設の改善、スポーツ機会の創造、スポーツを通じた地域形成
結果：女性のスポーツ参加率　21.3％増
女性のスポーツ参加のための条件設備について
例）午前中のスポーツ教室、クラブ内の保育所の設置、クラブ参加費の特別待遇

34

39

2）

5）

スポーツ関連団体組織＞女性スポーツ
フィットネス財団

イギリス 女性 女性スポーツフィットネス財団（WSFF: Women's Sport and Fitness 
Foundation）
本部：ロンドン（1984年設立、チャリティ団体）
目的：女性・少女に対するスポーツ・身体活動の普及
収入のほとんど＝スポーツイングランドからの助成金（£99.6万うち、£94万；
調査年現在）

46 （4）

スポーツ参加動向＞スポーツクラブ加
入状況

ドイツ スポーツクラブ
（フェライン）

国民総人口の約3割が加盟（約2764万人；2010年現在）
男性＜女性会員競技連盟＝乗馬（74.7%）、体操（69.4%）、水泳（51.8%）、
バレーボール（51.8%）

60
61

2）
図表G-4

スポーツ振興政策＞生涯スポーツ振興
＞ゴールデンプランの継続

ドイツ 施策 「第二の道（Zweiter Weg）」＝1959年ドイツスポーツ連盟（DSB）より
目的：性・年齢・能力に応じたスポーツの機会を提供すること

「第一の道」＝エリート選手のための施策に対する2つ目の施策

71 1）①

スポーツ保護関連施策＞倫理的・道徳
的保護・セクハラ・暴力防止等に関す
る施策

ドイツ 施策 連邦政府での計画や将来計画に記載
内容：倫理的・道徳的保護・セクハラ・暴力防止等（児童・青少年の性的暴力
予防、暴力の予防、イニシアチブの援助等）
これらの件に関わる方針説明書（POSITIONSPAPIER）、ドイツオリンピック
スポーツ連盟（DOSB）より（2010年3月）

78 3）

国内スポーツ統括団体＞ドイツオリン
ピックスポーツ連盟（DOSB）

ドイツ 政策 第3条：すべての組織、委員会での男女同権参加の助成
第16条：幹部会の構成について…女性と男女同権の副会長

80
80

上囲い中
中段落

ドイツのスポーツ組織体制 ドイツ 組織 10からなる省うち１つ＝家庭連邦・高齢者・婦人・青少年省 81 図表G-6
特定スポーツ政策＞障害者スポーツ ドイツ 連盟 DOSBとDBS（ドイツ障害者スポーツ連盟）への登録者内訳

対DOSBの男女比＝男＞女、対DBSの男女比＝男＜女
84 図表G-8

スポーツ参加動向＞スポーツ実施状況 フランス 国民 主な身体活動またはスポーツ活動（男女とも、１位は散歩で約50%）
身体活動またはスポーツ活動の実際の頻度および形態（指導監督されて行うス
ポーツのみ、女性が多い）

97
98

図表F-2
図表F-3

スポーツ担当機関＞スポーツ担当省の
人員規模

フランス 組織 フルタイム正社員割合…男性＜女性 102 図表F-6

スポーツ施策＞スポーツ基本計画＞
現状と問題

フランス 問題：③スポーツへの女性の進出 112 1）

スポーツ振興施策＞生涯スポーツ振興
＞国内リソース拠点

フランス 「スポーツ・教育・混成・市民権」拠点
女性スポーツ、スポーツ団体における女性責任者のアクセスの促進、スポーツ
における差別対策等の活動

115 1）

スポーツ振興施策＞生涯スポーツ振興
＞女性スポーツに関する施策

フランス 施策 スポーツ連盟の登録証所持者男女比＝2：1
女性のスポーツ実施率…9%（1968年）→48%（2007年）へ増加
議員や役員の女性割合の少なさ→憲法第3条改正（1999年）男女平等アクセス
の助長

116 4）

スポーツ振興施策＞競技力向上＞
競技スポーツ

フランス 組織 スポーツ連盟ごとの高水準スポーツマンの分布（2010年）
男性＜女性＝サッカー（51.0%）、水泳（50.0%）、体操（54.0%）、バスケッ
トボール（50.0%）

118 図表F-12

スポーツ振興施策＞指導者関連施策＞
スポーツ指導管理者

フランス 組織 スポーツ専門技術顧問指導員＝公務員
スポーツ専門技術顧問指導員における女性の割合＝約15%
ナショナルテクニカルディレクター＝約5%
ナショナルコーチ＝約11%
州専門技術顧問指導員＝約17%
スポーツ連盟の会長＝約9%（2009年）、約4%（2010年）

120 図表F-13

スポーツ保護関連施策＞市民の保護、
スポーツ倫理・道徳の確保に関する施策

フランス 施策 スポーツにおけるレズビアンおよびホモセクシャルに関する勧告1635号
（2003年、ヨーロッパ評議会）
スポーツにおけるセクシャルハラスメントおよび濫用についてのコンセンサス
に関する宣言（2007年、IOC）

125 3）

スポーツ関連団体組織＞フランスオリ
ンピック・スポーツ委員会（CNOSF）

フランス 組織 CNOSFの主な事業活動（6事項）のうち、「スポーツと実践の多様性」にて
女性や障害者の機会の平等のための活動、セクハラ防止→企業スポーツ、キャ
リア支援とともに位置づけ

128 中表④

スポーツ関連団体組織＞スポーツ団体
のガバナンス

フランス 組織 スポーツ連盟が国からの許可をうけるための義務的規則→男女平等アクセス 132 （4）

スポーツ振興法人＞イタリアスポー
ツ・フォー・オール連合（UISP）

イタリア 組織 イタリアスポーツ・フォー・オール連合
目的：スポーツ・フォー・オール、会員数：約120万人、17万団体
活動：女性、移民、子ども、精神障害者を含めた生涯スポーツセンターの支援

183 上段

スポーツ政策＞規約の構成＞イタリア
オリンピック委員会

イタリア 組織 イタリア国内オリンピック委員会（CONI）→③差別や暴力に関する対策の主導 171 2）③

スポーツ政策＞現状 スウェーデン 政策 スポーツ＝福祉の１つ（健康促進や社会的平等の保証、青少年の健全育成政策
の推進手段）
女性の社会参加→母親の80%が有職
ガイドラインにて、女性の管理職割合40%を目指す
現状：国営企業＝51%、地方自治体＝52%、民間企業＝未だ20%（日本では5%）

197 段落3

国内のスポーツ担当機関＞文化省 スウェーデン 組織 スウェーデンのスポーツ所管＝文化省（文化・スポーツ大臣が存在するが、ス
ポーツ部門は最小部門）
役割：各競技団体への援助、スポーツ・フォー・オールの推進とスポーツ組織
自治の保証
重点政策→子どもと青少年のスポーツ普及、移民の女子への重点政策（10年前
より）

200 （1） 1）

スポーツ関連法＞スウェーデン・ス
ポーツ連合へのマネジメント情報提供
に関する法律

スウェーデン 法律 スポーツ活動への政府による女性に関する規定（文化省：1999年）
不正、犯罪、書類提出不備、詐称→賠償請求、補助の中止
主な活動7つうち…全国民への平等なスポーツ活動への参加機会の支援、差別
撤廃や倫理向上の支援

201 （1）

スポーツ政策＞生涯スポーツ振興＞
女性のスポーツ振興に関する施策

スウェーデン 施策 スウェーデンのスポーツ人口…うち女性＝44%
地域団体における女性執行委員の割合＝43%、国内統括団体＝26%

204 2. 2）

スポーツ施策＞スポーツ指導者関連施
策＞スポーツ指導者養成制度

スウェーデン 施策 スポーツ指導者（リーダー、コーチ、トレーナー、執行役員）＝62万人
うち、女性＝21.2万人（34%）　※リーダーは、ほぼ無報酬

206 2） ①

スポーツ政策＞現状 デンマーク 政策 デンマーク…国民所得格差が世界最小、高い税率を国民の福祉に手厚く支給
福祉国家政策の一環として…社会保険、レジャー、自治体のスポーツ政策への
補助
労働人口における女性の割合＝世界最高（女性の社会参加、スポーツ参加が高い）

217 （1）

4. 「スポーツ政策調査研究」報告書（2011年7月）より

Keywords 国 対象 内容 頁
スポーツ参加＞スポーツ実施状況 デンマーク 動向 16歳以上スポーツ実施率　週1回以上割合：男性74%、女性80%（2008年調査）218 図表D-1
スポーツ政策＞生涯スポーツ振興＞
マイノリティ（障害者、民族など）の
スポーツ振興

デンマーク 施策 社会統合省→移民の社会適応の一環としてスポーツを活用
アラブ圏からの女性のスポーツ参加が極端に低い→特別の政策を必要とする

225 3）

スポーツ関連法＞タイトル・ナイン アメリカ 法律 Title IX of the Educational Amendment of 1972（ 教 育 修 正 法 第9篇：
1972年）…性による差別を禁止した教育機会均等法（直接的にスポーツを対
象とはしていない）
70年代の学校体育・スポーツ関係者の最も大きな課題→法的根拠により大き
く変化、発展

244 （3）

スポーツ参加＞スポーツ実施状況 カナダ 動向 全国調査…カナダ・フィットネス・ライフスタイル研究所、カナダ統計局
18歳以上スポーツ参加率＝27%（男性＞女性）（カナダ・フィットネス・ライ
フスタイル研究所：2009年）
男性はチームスポーツ、女性は個人スポーツを好む傾向あり。女性のゴルフ人
気が上昇傾向
12歳以上過去3 ヶ月の余暇時間における身体活動実施率→活動していない男
性＝45.2%、女性＝50.3%

275 段落1

図表Ca-1

スポーツ参加＞スポーツ実施状況＞
スポーツクラブ加入状況

カナダ 動向 15歳以上のスポーツクラブ、アマチュア組織への所属→男性＝17.6%、女性
＝17.3%（カナダ統計局：2005年）

275 2）

国のスポーツ担当機関＞民族遺産省 カナダ 組織 カナダのスポーツ所管＝民族遺産省（Canadian Heritage）
民族遺産大臣、女性の地位向上担当大臣、スポーツ担当大臣が存在

276 図表Ca-2

国のスポーツ担当機関＞スポーツカナダ カナダ 組織 スポーツカナダ＝カナダ連邦政府内のスポーツ担当部局
予算：2億500万カナダドル（組織＝71%、競技者＝13%、国際大会等運営費
＝10%、その他＝6%）
AAP（Athlete Assistance Program）内訳：男性＝956人、女性＝853人（2009年）

277

277

①

図表Ca-3
スポーツ関連予算＞スポーツカナダ カナダ 予算 スポーツカナダ：スポーツ資金交付資格審査

A：一般基準⑬参加者、競技者、コーチ、審判および指導者と同様に、とりわ
け女性、障害者、先住民に対する公正アクセスに関する方針があること

285 図表Ca-6

スポーツ政策＞生涯スポーツ振興＞
スポーツ参加促進施策

カナダ 施策 生涯スポーツの中心＝カナディアン・スポーツ・フォー・ライフ（Canadian 
Sport for Life: CS4L）
目的：スポーツの質の改善による健康増進、コミュニティ強化、競技力向上お
よびナショナルアイデンティティ強化
長期競技者養成モデル（2004年〜特別施策）
①Active Start（男女0〜6歳）　②Fundamentals（男子6〜9歳、女子6〜8歳）   
③Learning to Train（男子9 〜 12歳、女子8 〜 11歳）　④Training to Train

（男子12〜16歳、女子11〜15歳）　⑤Training to compete（男子16〜23歳、
女子15〜21歳）　⑥Training to Win（男子19歳〜、女子18歳〜）　⑦Active 
for Life（年齢に関係なし）／これら７ステージに区切り、各ステージに適した
内容、目標を示す　※男女で対象年齢が違う

289

290

2. （1） 1）

段落1

スポーツ政策＞国際競技力向上施策 カナダ 施策 競技者支援プログラム：AAP（Athlete Assistance Program）
AAP＝スポーツカナダから競技者に対して直接金銭的支援がなされる唯一の
資金交付プログラム。非課税の補助金で、生活費、トレーニング経費、学費等
に充てられる
スポーツ資金交付および説明責任枠組みの審査（SFAF）→スポーツカナダから
の資金交付受給資格を得ている中央スポーツ組織（NSO）に所属→世界16位以
内またはそれを狙える水準であること。
シニア資格＝月額1500カナダドル、育成資格＝月額900カナダドル
健常者、障害者であるかは関係なく、同一基準に基づく金額を支給
2009 〜 2010年度：男性＝956人、女性＝853人へ支給資格を認定

292 （2） 1） ①

スポーツ参加＞スポーツ実施状況 オーストラリア 動向 全国調査…運動・レクリエーション・スポーツ調査（オーストラリア・スポー
ツコミッション（ASC）と、州・地域政府系スポーツ機関：2001年より、15
歳上対象）
週3回以上のスポーツ実施率…男性＝44.8%、女性＝50.6%（2009年調査）　
過去においても、女性の参加率の方が高い

311

312

（2） 1）

図表A-1

スポーツ参加＞スポーツ実施状況＞
スポーツクラブ加入状況

オーストラリア 動向 スポーツクラブ等の組織的スポーツ・レクリエーション活動への参加状況
（2009年）
クラブおよび協会…男性＝30.3%、女性＝19.6%／フィットネスセンター等
…男性＝12.0%、女性＝18.3%／学校…男性＝3.9%、女性＝3.6%
※スポーツクラブ数、会員数に関するデータはなし

312 2）

特定スポーツ政策＞障害者スポーツ オーストラリア 動向 オーストラリアにおける障害者比率＝約20%（主に身体障害、知的障害；
2006年調査）
健常者のスポーツ参加率＝68.1%（男性＝69.1%、女性＝67.1%）
障害者のスポーツ参加率＝53.3%（男性＝55.3%、女性＝51.3%）

324

324

（2）

図表A-9

スポーツ参加＞スポーツ実施状況 ニュージーランド 動向 全国調査…スポーツ＆レクリエーション・ニュージーランド（SPARC）より、
16歳以上対象
30x5ガイドライン達成レベル（中強度以上の運動を30分以上、週5回以上）
…男性＝52.3%、女性＝44.4%
少なくとも週1回以上、中強度の運動…男性＝37.0%、女性＝41.1%

332

333

段落4

図表N-2

スポーツ政策＞スポーツ振興政策 韓国 動向 第3次国民体育振興5カ年計画（2003〜2008）…Ⅱ部分別計画＞i 生活体育＞
3. 体育活動の参与拡大のための多様なプログラムの運営＞①年齢別・性別の
生活体育教室の運営の拡大

368 図表K-14

スポーツ政策＞スポーツ振興政策＞
スポーツ7330キャンペーン

韓国 施策 スポーツ7330キャンペーン…1週間（7日）に3回以上、１日に30分以上の運
動をしよう！（2005年〜）
各地方自治と該当地域の生活体育会が共同→女性生活体育講座を運営（地方費
と国民体育振興基金で助成）

369 下

特定スポーツ政策＞障害者スポーツ 韓国 動向 韓国における基準障害者登録人口＝242万9547人（2010年）うち、生活体育
活動への参加率＝8.3%
登録選手の多い団体→サッカー、卓球、水泳。女子選手の割合＝19.3%（文
化体育観光部；2010年）

384 （2）

スポーツ団体＞中央競技団体の登録、
職員、財務状況

日本 動向

登録状況
人員構成

目的：スポーツ競技団体を統括する中央競技団体の運営実態を把握することに
よる、スポーツの効果的な普及および強化の方策を検討するための基礎資料
対象：（財）日本オリンピック委員会、（財）日本体育協会、特定非営利活動法
人日本ワールドゲームズ協会加盟、準加盟の中央競技団体84団体
女性が多い登録チーム→体操（2.9倍）、バレーボール（2.6倍）
役員…男性＝92%、女性＝8%、　役員以外のスタッフ…（正規契約）男性＝
61.7%、女性＝38.3%、（契約/嘱託）男性＝59.3%、女性＝40.7%、（出向、
アルバイト他）男性＝46%、女性＝54%

472

475
478

図表8-2
図表8-3

資料提供：笹川スポーツ財団（p.116 〜 117）

順天堂大学マルチサポート事業調べ
2011年12月13日現在
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会議名：European Women and Sport 2011 Conference
開催期間：2011年9月15日～ 2011年9月16日
開 催 地：イギリス・ロンドン
出 席 者：事業責任者　小笠原悦子
　 　 　　女性スポーツデータベースプロジェクト　マネジャー　貝原輝美
　 　 　　事務局　土屋静香
成 果：�ヨーロッパにおける女性スポーツに関する情報収集、および女性スポーツデータベース作

成への協力要請

会 議 名：Girls & Women in Sport and Physical Activity
開催期間：2011年11月2日～ 2011年11月2日
開 催 地：アメリカ・ミネソタ州
出 席 者：女性スポーツデータベースプロジェクト　委員　井上雄平
成 果：�Tucker CenterおよびSHARPでの取組に関する情報収集、および女性スポーツデータベー

ス作成への協力要請

会 議 名：IRB Accelerated High Performance Women's Rugby
開催期間：2011年11月28日～ 2011年11月30日
開 催 地：イギリス・ロンドン
出 席 者：事務局　土屋静香
成 果：�IRBによる女子7人制ラグビーの競技力向上戦略的プランに関する情報収集

会 議 名：Canadian Sport for Life National Summit 2012
開催期間：2012年2月1日～ 2012年2月3日
開 催 地：カナダ・オタワ
出 席 者：女性スポーツデータベースプロジェクト　マネジャー　貝原輝美（2011/2/1）
　 　 　　女性アスリートの育成とセカンドキャリア研究プロジェクト 委員　新井彬子（2011/2/3）
成 果：�カナダにおける取組、LTADモデルに関する情報収集

女性スポーツ関連国際会議報告
資料6 会 議 名：5th IOC World Conference on Women and Sport 2012

開催期間：2012年2月16日～ 2012年2月18日
開 催 地：アメリカ・カリフォルニア州
出 席 者：事業責任者　小笠原悦子
　 　 　　女性リーダーシップ開発プロジェクト　　リーダー　山口理恵子
　 　 　　女性リーダーシップ開発プロジェクト　　マネジャー　佐藤馨
　 　 　　女性スポーツデータベースプロジェクト　リーダー　鈴木友也
　 　 　　女性スポーツデータベースプロジェクト　マネジャー　貝原輝美
　 　 　　女性スポーツデータベースプロジェクト　委員　小仲京子
　 　 　　女性スポーツデータベースプロジェクト　委員　井上雄平
　 　 　　事務局　土屋静香
成 果：�IOCや各大陸における女性スポーツへの取組に関する情報収集（資料17）、および戦略的

レポート作成のための関係者へのインタビュー調査（資料4）

会 議 名：Title IX at 40
開催期間：2012年5月9日～ 2012年5月11日
開 催 地：アメリカ・ミシガン州
出 席 者：女性スポーツデータベースプロジェクト　マネジャー　貝原輝美
成 果：�女性のスポーツ参加および法の有効性に関する情報収集

会 議 名：IWG Evaluation Report会議
開催期間：2012年6月3日～ 2012年6月5日
開 催 地：ノルウェー王国・オスロ
出 席 者：女性スポーツデータベースプロジェクト　マネジャー　貝原輝美
成 果：�当会議で発表された「IWG Evaluation Report」に関する情報収集および女性スポーツデー

タベース作成への協力要請

（平成24年12月1日現在）
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（日本オリンピック委員会ホームページを基に順天堂大学が作成）

開催回・開催都市（開催年）

メダル数 金メダル 銀メダル 銅メダル

女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性

メダル数 
（女性の総メダル獲得％）

金メダル獲得数
（女性の金メダル獲得％）

銀メダル獲得数
（女性の銀メダル獲得％）

銅メダル獲得数
（女性の銅メダル獲得％）

第30回 ロンドン（2012年）
17 21 4 3 6 8 7 10

38個 （45%） 7個 （57%） 14個 （43%） 17個 （41%）

第29回 北京（2008年）
12 13 5 4 2 4 5 5

25個　（48%） 9個 （56%） 6個　（33%） 10個　（50%）

第28回 アテネ（2004年）
17 20 9 7 4 5 4 8

37個　（46%） 16個　（56%） 9個　（44%） 12個　（33%）

第27回 シドニー（2000年）
13 5 2 3 6 2 5 0

18個　（72%） 5個　（40%） 8個　（75%） 5個　（100%）

第26回 アトランタ（1996年）
7 7 1 2 3 3 3 2

14個　（50%） 3個　（33%） 6個   （50 %） 5個　（60%）

第25回 バルセロナ（1992年）
9 13 1 2 4 4 4 7

22個　（41%） 3個　（33%） 8個　（50%） 11個　（36%）

第24回 ソウル（1988年）
3 11 0 4 1 2 2 5

14個　（21%） 4個　（0%） 3個　（33%） 7個　（29%）

第23回 ロサンゼルス（1984年）
3 29 0 10 0 8 3 11

32個　（9%） 10個　（0%） 8個　（0%） 14個　（21%）

第22回 モスクワ（1980年） 不参加

第21回 モントリオール（1976年）
1 24 1 8 0 6 0 10

25個　（4%） 9個　（11%） 6個　（0%） 10個　（0%）

第20回 ミュンヘン（1972年）
2 27 1 12 1 7 0 8

29個　（7%） 13個　（8%） 8個　（13%） 8個　（0%）

第19回 メキシコ（1968年）
1 24 0 11 1 6 0 7

25個　（4%） 11個　（0%） 7個　（14%） 7個　（0%）

第18回 東京（1964年）
2 27 1 15 0 5 1 7

29個　（7%） 16個　（6%） 5個　（0%） 8個　（13%）

第17回 ローマ（1960年）
1 17 0 4 0 7 1 6

18個　（6%） 4個　（0%） 7個　　（0%） 7個　（14%）

第16回 メルボルン（1956年）
0 19 0 4 0 10 0 5

19個　（0%） 4個　（0%） 10個　（0%） 5個　（0%）

第15回 ヘルシンキ（1952年）
0 9 0 1 0 6 0 2

9個　（0%） 1個　（0%） 6個　（0%） 2個　（0%）

第14回 ロンドン（1948年） －

第13回 ロンドン（1944年） 中止

第12回 ヘルシンキ（1942年） 中止

第11回 ベルリン（1936年）
1 19 1 5 0 4 0 10

20個　（6%） 6個　（17%） 4個　（0%） 10個　（0%）

第10回 ロサンゼルス（1932年）
1 17 0 7 1 6 0 4

18個　（6%） 7個　（0%） 7個　（14%） 4個　（0%）

第9回 アムステルダム（1928年）
1 4 0 2 1 1 0 1

5個　（20 %） 2個　（0%） 2個　（50%） 1個　（0%）

※小数点第1位を四捨五入

夏季オリンピック大会における日本のメダル数の男女内訳
資料7

第１回女性スポーツ会議（1994年）

女性スポーツと変化への挑戦
　女性とスポーツに関する最初の国際会議は、各国のスポーツ政策の
関係者が一堂に会し、1994年5月5日から8日にかけ、イギリスのブ
ライトンにおいて開催された。この会議は、イギリススポーツ委員会
が主催し、国際オリンピック委員会の協力によって行われた。会議で
は特に女性がスポーツに参加する際、直面する不平等を是正するため
の変化のプロセスをどのように推進すべきかについて提言された。
　政府組織、非政府組織、各国のオリンピック委員会、国際・国内ス
ポーツ連盟、教育・研究機関を代表する82カ国、280名の参加者が
ブライトン宣言を支持した。宣言は、スポーツにおけるあらゆる地位、
職務、役割への女性の参加を拡大するための行動計画を指導する原則
を述べている。
　更に、会議では、全大陸を網羅する女性とスポーツに関する国際戦
略の確立と発展について同意された。これはスポーツの発展に携わる
政府組織や非政府組織によって支持および支持されるべきものであ
る。この結果、模範的なプログラムや成功例が世界各国およびスポーツ連盟で共有されることになり、
ひいては、より公平なスポーツ文化を世界中にもたらす変革を促進することになる。

背景
　スポーツは、公平、平等に行われるものであり、社会を豊かにし、各国の友好親善を深める文化的
な活動である。スポーツは、各々の人々に、自己認識、自己表現、達成感の機会を与え、また、自己
の目標達成、技術習得、能力実証の機会を与え、更には、親睦、楽しみ、健康、幸せをもたらしてく
れる。又、スポーツは、社会への参画、団結、責任感を促進するもので、地域社会の発展に貢献する
ものである。
　スポーツや身体活動は、それぞれの国の不可欠な文化の一面である。しかしながら、世界人口の半
分以上を女性や女子が占めているにもかかわらず、国ごとに割合の違いはあるとは言え、女性や女子
のスポーツへの参加率は男性や男子に比べてあらゆる場面で下回っている。
　近年、スポーツへの女性の参加は、各国および国際舞台でも増加している一方で、意思決定並びに
指導する立場の女性の増加はそれに追いついていない。
　女性は、管理部門、コーチ、役員の分野では、特に上位階層になるにつれて、その数は極めて少な
くなっている。スポーツ界に女性のリーダーや意思決定権者がおらず、模範となる女性像が存在しな
い状態では、女性や女子の機会均等を実現することはできないだろう。
　女性の経験や価値観および姿勢はスポーツをより豊かにし、価値のあるものに発展させることがで
きる。同様にスポーツへの参加により、女性は人生をより豊かで価値のあるものに発展させることが

障害者スポーツ

参加促進

スポーツ情報と研究

国内および国際協力

資源

社会とスポーツにおける公正と平等
（男女共同参加社会）

スポーツにおけるリーダーシップ

教育トレーニングと能力開発

施設・設備

生涯スポーツ

競技スポーツ

学校とジュニアスポーツ

ブライトン宣言
資料8
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できるのである。

Ａ．宣言の適用範囲と目的
１．宣言の適用範囲
　この宣言は、スポーツの実行、発展、振興に直接的、間接的を問わずスポーツに関わっているすべ
ての人々（政府組織、公的機関、団体、企業、教育・研究機関、女性団体の関係者および個人）また
はスポーツ界における女性の就職、教育、管理、トレーニング、発展、保護にどんな形であれ携わっ
ている人々すべてにあてて発信されたものである。
　この宣言は女性とスポーツに関係するすべての地方、国家、国際のスポーツ憲章や法律、法典規約、
規則や規定を補足するためのものである。
２．目的
　この宣言の最たる目的は、スポーツのあらゆる分野へ女性が最大限に参加することに価値を認め、
それを実行可能にするスポーツ文化を発展させることである。
　政府組織、非政府組織およびすべてのスポーツ関係団体が、以下の点に考慮しながらその政策や組
織構造およびメカニズムに改良を加え、この宣言文に示される原理原則を適用することは、すなわち、
平等、発展、平和のためになるものである。

すべての女性や女子が、個人の権利、威厳、尊厳を保護され、安全で協力的な環境の中でスポー
ツに参加する機会を保証する。
スポーツにおけるあらゆる地位、職務、役割への女性のスポーツへの参加を増大させる。
女性の知識、経験、価値観がスポーツの発展に貢献できるように保証する。
スポーツにおける女性の参加を、一般社会や地域開発及び健全な国家の創造に貢献するもの
としての認識を広める。
スポーツの本来持つ価値やスポーツが自己形成や健康的な生活に貢献することを女性自身に
認識させるように努める。

Ｂ．原理・原則
１．社会とスポーツにおける公平さと平等
a. 国家および政府組織は、スポーツに関わる組織や団体が、国連憲章、世界人権宣言、そして女性に
対するすべての差別を撤廃する国連条約の定める平等条項に従うようにあらゆる努力を行うべきであ
る。
b. レジャーやレクリエーションから健康づくりや高度な競技スポーツに至るまで等しくスポーツに参
加し、それに関わる機会は、すべての女性に与えられた権利である、人権や肌の色、言語、宗教、信条、
性的嗜好、年齢、婚姻の有無、身体障害、政治的信念や政治団体への所属、国籍や社会的素性に関わ
るものではない。
c. 資源や権力および責任は、性別によって差別されることもなく公平に分配されるべきだが、その分
配方法は、男女それぞれが得る利益の不均衡を是正するものでなければならない。
２．施設設備
　女性がスポーツへ参加する際、その施設の設備内容や利便性が影響してくる。地域社会でこれらの

施設の計画、設計、管理を行う際には、女性特有のニーズを適切かつ公平に満たすものとし、特に託
児所の設置や安全性には配慮すべきである。
３．学校と青少年スポーツ
　女子と男子がスポーツに対して著しく異なる見解をもっているということが研究によって発表され
ている。若者のスポーツ、教育、レクリエーションおよび体育教育に携わる者は、心身の健康や基本
的運動技術を発達させるためのプログラムの中において、女子の持つ価値観、姿勢、熱意に考慮した
学習の機会を公平に組み込むべきである。
４．参加促進
　女性がスポーツへ参加する際、その活動できる内容が影響してくる。スポーツの機会を提供する者や
プログラムを考案するものは、女性のニーズや希望に合った活動内容を提供および開発すべきである。
５．高度な競技スポーツ
a. 政府組織やスポーツ組織は、女性がそのスポーツ能力を最大限に発揮できるよう、そのスポーツ能
力の向上に関わるすべての活動やプログラムのなかで女性選手特有のニーズを考慮すべきであり、そ
うすることで女性への公平な機会の提供をすべきである。
b. 優秀な選手やプロ選手を支援する者は、競技の機会、報酬、動機づけ、評価、スポンサーシップ、
プロモーションなど、あらゆる形態の支援体制が女性と男性の両方に対して公平、平等に提供される
ようにすべきである。
６．スポーツにおけるリーダーシップ
　スポーツに関わるすべての組織における指導および意思決定の場において、女性の人数はその適切
な数を下回っている。これらの分野の責任者は、職員の採用、能力開発、そして維持の問題に取り組
む場合において、女性のコーチ、アドバイザー、意思決定権者、役員および管理者の数を増やすよう
な政策やプログラムおよび組織体制を作るべきである。
７．教育、トレーニング能力開発
　コーチやその他のスポーツへ従事する者の教育や訓練および能力開発に携わる者は、その教育の過
程や実践の中で、男女平等と女性選手のニーズに関する問題を取り扱い、スポーツにおける女性の役
割を公平に示し、女性のリーダーシップ経験や女性の価値観および姿勢を考慮すべきである。
８．スポーツ情報と調査研究
　スポーツにおける調査研究や情報提供を行う者は、女性とスポーツについての知識や理解を高める
ような政策やプログラムを開発すべきであり、また調査研究の規範や基準設定は、女性と男性の両方
について行うべきである。
９．資源（人的資源・財源・物的資源）
　あらゆる資源の分配を行う者は、スポーツをする女性やそのプログラム及びこの宣言の原則を発展
させる測定方法への支援が得られるようにすべきである。
10．国内協力・国際協力
　政府組織と非政府組織は、男女平等についての認識の促進に努め、女性とスポーツに関する方針や
プログラムでよい事例がある場合には、国内および国際的な活動のなかで、それを模範事例として他
の組織と共有するように努めるべきである。

イギリスブライトン　1994年５月８日
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【夏季競技】
競技名 2012

ロンドン
2016
リオ

国体
備考

インターハイ
備考

種別 成男 成女 少男 少女 男子 女子
1 陸上競技 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2 水泳

競泳 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

飛込み ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

水球 ○ ○ × × ○ × ○ ×

シンクロ ○ ○ × × × ○ × ×

3 サッカー ○ ○ ○ △ ○ △ 女子は成年、少年の区分
なし ○ ○ 女子はH24から実施

4 テニス ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5 ボート ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6 ホッケー ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

7 ボクシング ○ ○ ○ × ○ × ○ ×

8 バレーボール ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9 体操

体操 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

新体操 ○ ○ × × × ○ ○ ○

トランポリン ○ ○ × × × × × ×

10 バスケットボール ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

11 レスリング ○ ○ ○ × ○ × ○ × 女子はH25から公開競技
として実施

12 セーリング ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ インターハイではヨット
競技として実施

13 ウエイトリフティング ○ ○ ○ × ○ × ○ ×

14 ハンドボール ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

15 自転車 ○ ○ ○ × ○ × 成年、少年の区分なし ○ △ 女子のトラック種目は公
開競技として実施

16 卓球 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

17 馬術 ○ ○ ○ × △ △ 少年は男女の区分なし × ×

18 フェンシング ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

19 柔道 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

20 バドミントン ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

21 射撃

ライフル射撃 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 少男、少女はビームライ
フル × ×

クレー射撃 ○ ○ △ △ × × 男女の区分なし × ×

22 近代五種 ○ ○ × × × × × ×

23 カヌー

スプリント ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

スラローム ○ ○ △ △ △ △ 「男子」「女子」の区分 × ×

24 アーチェリー ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

25 テコンドー ○ ○ × × × × × ×

26 トライアスロン ○ ○ × × × × 公開競技 × ×

27 ７人制ラグビー － ○ ○ × ○ × 15人制※成年男子は
H25 ～ 7人制 △ × 15人制を実施（冬季競

技）

28 ゴルフ － ○ ○ △ ○ △ 女子は成年、少年の区分
なし × ×

26競技 28競技

オリンピック・国体・インターハイにおける 
実施競技種目の比較

資料9

【冬季競技】
競技名 2014

ソチ
2018
平昌

国体
備考

インターハイ
備考

種別 成男 成女 少男 少女 男子 女子
1 スキー

アルペン ○ ○ ○ ○ ○ ○ 「ｼﾞｬｲｱﾝﾄｽﾗﾛｰﾑ」のみ ○ ○
クロスカントリー ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ジャンプ ○ ○ ○ × ○ × 「ｽﾍﾟｼｬﾙｼﾞｬﾝﾌﾟ」 ○ △ 女子は公開競技として実
施

ノルディック複合 ○ ○ ○ × ○ × × ×
フリースタイル ○ ○ × × × × × ×
スノーボード ○ ○ × × × × × ×

2 スケート
スピードスケート ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
フィギュアスケート ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
ショートトラック ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ×

3 アイスホッケー ○ ○ ○ × ○ × ○ ×
4 バイアスロン ○ ○ × × × × × ×
5 ボブスレー

ボブスレー ○ ○ × × × × × ×
スケルトン ○ ○ × × × × × ×

6 リュージュ ○ ○ × × × × × ×
7 カーリング ○ ○ × × × × × ×

7競技 7競技

【その他　国体、インターハイで実施されている競技】
競技名 2012

ロンドン
2016
リオ

国体
備考

インターハイ
備考

種別 成男 成女 少男 少女 男子 女子
1 ソフトテニス ○ ○ ○ ○ ○ ○
2 軟式野球 ○ × × × × ×
3 相撲 ○ ○ × × ○ ×
4 ソフトボール ○ ○ ○ ○ ○ ○
5 弓道 ○ ○ ○ ○ ○ ○
6 剣道 ○ ○ ○ ○ ○ ○

7 山岳 ○ ○ ○ ○ ○ ○ インターハイでは登山競
技を実施

8 空手道（組手、形） ○ ○ ○ ○ ○ ○
9 銃剣道 ○ × ○ × × ×
10 なぎなた × ○ × ○ × ○
11 ボーリング ○ ○ ○ ○ × ×

（文部科学省，2012）
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　ここでは、日本および英語圏で女性スポーツに関わる先進的な取組を行っているオーストラリア、
カナダ、イギリス、アメリカの４か国を対象に、女性とスポーツに関わる法令や、アスリートへのサポー
ト、コーチやリーダーの開発等を概観し、戦略レポートの第３章で述べられた課題に関連して各国が
どのような取組を行っているかを明らかにすることを目的とする。なお、これらの４か国は、日本の
競技団体（NF）に相当するスポーツ団体が行政機関から認定されていること等（文部科学省スポーツ政
策調査研究、2012）、行政とスポーツの関わりが日本と類似した特徴を持つ。
　また後半部において、日本、オーストラリア、イギリスのタレント発掘・育成の取組についても紹
介する。

１．女性スポーツの環境整備に関する取組
（１）オーストラリア
①女性スポーツに関連する政策
Sex Discrimination Act（性差別禁止法）
　1984年に成立した「Sex Discrimination Act」は、男女平等を促進し、性別、婚姻、妊娠、解雇、
家族責任に基づく差別を、雇用、教育機関、物品および施設、サービスの提供、クラブ（30人以上の
民間の団体）活動において禁じている。スポーツや競技は「クラブ活動」に該当し、この法律の成立に
より全てのスポーツクラブは、女性にも正会員になる選択肢を与えることになった。さらに同年、オー
ストラリア政府は体育を通じて少女たちの自尊心を高めるためのプログラムを立ち上げた。

②女性アスリートのサポート組織
Australian Women Sport＆Recreation Association Inc: AWRA

（オーストラリア女性スポーツ＆レクリエーション協会）
　AWRAは2005年に非営利組織として法人化した。「スポーツ、身体活動、レクリエーションにお
ける女性や少女の積極的な参加をサポートする、強いオーストラリア文化」を理念として掲げ、「スポー
ツ、身体活動、レクリエーションにおいて、またそれらを通してオーストラリアの女性や少女たちに
機会を増やし促進するために、啓発とリーダーシップを提供すること」を使命としている。具体的な
活動としては、ウェブサイトによる情報提供や連邦政府からの助成金によって女性スポーツに関する
研究や調査を行っている。また、同サイト上でスポーツ組織における女性リーダーシップに関する10
の概況報告書「Factsheets」を公開している。

③女性コーチ・スタッフの養成
Sport Leadership Grants and Scholarships for Women

（女性スポーツリーダーシップ助成金および奨学金）
　オーストラリア・スポーツコミッション（Australia Sport Commission：ASC）は、「Sport 
Leadership Grants and Scholarships for Women」を通して、コーチや役員、運営スタッフといっ
た指導的地位に女性が就けるよう研修機会を与えるため、女性に対し助成金と奨学金を提供している。

海外諸国による取組の例
資料10 助成金の給付額は個人に対しては5,000豪ドル（約40万円）、組織に対しては10,000豪ドル（約80万

円）を限度に設定している。これらの金銭的支援の対象者は、コーチや役員、政策・マネジメントスタッ
フ、運営スタッフの他、報道機関やマーケティングに関わる人や組織も含んでいる。

④女性アスリートへの金銭的支援
Australian Government Participation Funding for Rugby Union（ラグビー協会への政府助成金）
　女性アスリートへの金銭的支援の例として、オーストラリア政府は、2011年から2012年に
666,000豪ドル（約5,300万円）をラグビー協会に助成し、競技スキル向上のためのプログラムに少女
や女性が参加することを促進するさまざまな取組をサポートしている。

⑤結婚、出産、育児との両立のための支援
Pregnancy in Sport（妊娠中の女性のスポーツ活動）
　ASCは妊娠している女性のスポーツ活動を禁じるのは、反差別法に抵触する可能性があることを指
摘している。またスポーツに伴うリスクよりも、スポーツをすることで得られるメリットを尊重し、
スポーツ事故が胎児に害を及ぼす可能性は少ないという立場をとっている。これらの方針を示した妊
娠中の女性のスポーツ活動に関するガイドライン「Pregnancy in Sport」は、オーストラリアのスポー
ツ産業、競技団体、コーチ、役員、その他のスタッフに向けた医学的な情報であり、妊娠した女性が
スポーツ活動に参加する際に重要な内容である。

⑥女性アスリートへの進路やセカンドキャリアに関する支援
Athlete Career and Education: ACE（アスリートキャリア教育プログラム）
　オーストラリアスポーツ研究所（Australian Institute of Sport: AIS）が行う同プログラムは、特に
女性アスリートに特化されたものではないが、引退後の生活を準備するトップアスリートのために用
意されており、1994年から男女を含め20,000人近くのアスリートを支援してきた。

⑦女性アスリートへの指導に関するプログラム
The Female Athlete Triad: nutrition and eating（女性アスリートの三主徴：栄養と食事）
　ASCは、ウェブサイトで、女性アスリート特有の障害や疾患の原因を説明した「女性アスリートの
三主徴（Female Athlete Triad）」に関し、スポーツ栄養学の側面から情報を提供している。

⑧女性のリーダーシップ開発プログラム
Women in Sport Leadership Register（女性スポーツリーダーシップ登録制度）
　ASCは、スポーツにおける女性リーダーの育成・促進が優先すべき取組であるとし、上で述べた

「Sport Leadership Grants and Scholarships for Women」の助成を通して、2002年からコーチ、
組織役員、運営スタッフ等がリーダーシップ能力を身につける研修機会を設け、すでに16,000人の
女性が参加している。同プログラムは行政、マネジメント、報道、マーケティングといった領域の女
性も対象としている。またASCは、各競技団体の役員の男女比について毎年報告しており、この情報
は2010年に行われたIWG世界女性スポーツ会議で受け継いだ「シドニー・スコアボード」（ウェブ上
で各競技団体役員の男女比を報告するデータベース）を通して、随時更新されている。さらにウェブ
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サイト「How Women Lead」において、「指導的地位に女性が少ない現状や課題」、「女性のリーダー
シップスタイル」、「女性のリーダーシップ能力を引き出す要素」、「指導的地位に女性を増やすための
スポーツ組織の具体的な戦略」等を記事として整理し、情報提供を行っている。

⑨女性スポーツに対する社会的評価向上のための取組
Australian Government’s Women in Sport Media Grants（女性スポーツ報道への政府助成金）
　ASCは、女性スポーツのメディア露出を増やすために、2011年度に総額145万豪ドル（約1億1,500
万円）を国内の競技団体に助成した。なおこの助成金は、各競技団体により女子リーグや、大会、チー
ム、選手のプロダクション費用や国内外のマーケティング、プロモーションに使用された。

（２）カナダ
①女性スポーツに関連する政策
The Charter of Rights and Freedoms & Human Rights Legislation

（カナダ憲章および人権に関する法令）
　カナダ憲章および人権に関する法令は、年齢や性別、人種、宗教、障害の有無、社会経済的地位等
に基づく差別を禁じており、どちらかの管轄対象であるスポーツ施設や組織、リーグ、チームにおいて、
性別に基づく差別は禁じられている。

②女性アスリートのサポート組織
Canadian Association for the Advancement of Women and Sport and Physical Activity: CAAWS
(カナダ女性スポーツ振興協会)
　1981年創設されたCAAWSは、競技者や参加者、リーダー、役員、コーチ、トレーナーといった
スポーツのあらゆるレベルや領域において、少女や女性の増加を目的としている。カナダ民族遺産省
およびスポーツカナダが支援し、主にリーダーシップや参加、教育、地域における啓蒙と関わりを戦
略的方向性として掲げている。

③女性コーチ・スタッフの養成
Women in Coaching Program: WiC Program（女性コーチングプログラム）
　「WiC Program」は、カナダコーチング協会（Coaching Association of Canada：CAC）主導のも
と、女性のコーチング環境向上に向けて尽力する個人および組織に対してサポートを行うプログラム
である。プログラムの一部として、現役の女性コーチがこれからコーチを目指す女性のロールモデル
となるよう、国際的かつプロフェッショナルなレベルで、コーチの意識向上や資源の改善（向上）を行
うための教育が組み込まれている。同プログラムは1987年から始まり、「Professional Develop
ment Grants（専門家育成のための助成金）」、「Apprenticeship Grants（見習いのための助成金）」、

「National Coaching Institute Scholarships（全国コーチング協会奨学金）」という形で、500名以上
の女性コーチに300万カナダドル（約2億3,000万円）がすでに支給されている（2006年現在）。

④女性アスリートへの金銭的支援
WISE Fund（ワイズ基金プログラム）
　CAAWSの「WISE Fund」は、少女や女性アスリート個人およびアスリート対象のプログラムを提
供している団体に対して、それぞれ900カナダドル（約７万円）の補助金を支給している。毎年、12
の個人および団体に助成される。

⑤結婚、出産、育児との両立のための支援
Athlete Assistance Program: AAP（スポーツカナダアスリート支援プログラム）
　カナダ民族遺産省内のアマチュアスポーツ振興を担う部署であるスポーツカナダ（Sport Canada）
は、「AAP Policies, Procedures and Guidelines」を設け、病気や、ケガ、妊娠をしているアスリー
トに関するポリシーと手順について記している。その中で、病気やケガ、妊娠によって４ヶ月以上、
トレーニングや大会に参加できないアスリートに対しては、条件付きではあるが、現在受けている財
政支援の全額保障をしている。

⑥女性アスリートへの進路やセカンドキャリアに関する支援
Sport System 101（スポーツシステム入門）
　アスリートカナダは、「Sport System 101」というウェブサイトを立ち上げ、高い競技レベルのア
スリートから、これからアスリートを目指そうとしている人たちに対し、競技力向上から引退に至る
まで幅広い情報をウェブ上で提供している。各スポーツ組織のさまざまなプログラム、サービス、補
助金等の提供に関する情報や、現役中のみならず引退後にも、さまざまな可能性や機会があることを
知ることができる。*女性に特化した支援ではない

⑦女性アスリートへの指導に関するプログラム
a) Gender Equity in Coaching（コーチングにおけるジェンダーの公平）
　「Gender Equity in Coaching」は、CACが出版するハンドブックであり、「National Coaching 
Certification Program: NCCP（ナショナルコーチ資格プログラム）」のコースやその他の学習場面に
おいて、スポーツとジェンダーに関わる問題について気軽に議論ができるように作られている。スポー
ツ界におけるセクシュアルハラスメントおよび同性愛への対応に関する内容も含む。
b) Coaching Female Athletes（女性アスリートへのコーチング）
　「Coaching Female Athletes」は、ブリティッシュ・コロンビアコーチ協会（Coaches BC）によ
る女性アスリートを指導する際に配慮すべき内容をまとめた資料で、女性アスリートのフィジカル面
や、メンタル面、社会的可能性を育むコーチを支援するために、アスリートのニーズや関心、経験に
関する情報を提供している。

⑧女性のリーダーシップ開発プログラム
a) Women and Leadership Program（女性とリーダーシッププログラム）
　CAAWSの「Women and Leadership Program」は、理論を実践に応用した5つのセッションで
成り立ち、スポーツ分野や地域のコミュニティ、レクリエーション分野、学校現場で働いたりボラン
ティアをしたりする機会を女性に提供している。またこれらのセッションを通して、参加者のネット
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ワークづくりの機会も提供している。
b) We are coaches program （ウィー・アー・コーチズ・プログラム）
　この「We are coaches program」は、あらゆるレベルのスポーツで女性に関わるコーチングと女
性のリーダーシップの機会を増やすため、CACの主導で2005年から始まった。成功モデル、事例検討、
財政支援等を提供しながら、女性を採用・研修するとともに、現役の女性コーチやリーダーをその地
位に留めることを目的としている。
c) Professional Development Grants （プロフェッショナルコーチ能力開発助成金）
　CACはコーチとしてキャリアアップ（知の研鑽や資格向上）を考えている女性に対するサポートと
して、コーチングセミナーや会議、主要大会への参加や認定専門員へのコンサルタントを行うための
補助金（1人につき最高1,000カナダドル（約7万円））を支給している。

⑨女性スポーツへの社会的評価向上のための取組
a) Breakthrough Awards & Influential Women in Sport（スポーツ界に影響を与えた女性たちへの賞）
　CAAWSは「Breakthrough Awards」を設け、伝統的な慣例や制限を打ち破り、少女や女性があら
ゆるレベルでスポーツに参加できる道を広げてきた女性を毎年称えている。またカナダ国内のみなら
ず、国際的な場においても活躍するリーダーやロールモデルへの注目を高める目的で、2000年から
毎年、スポーツ・身体活動で最も影響を及ぼした女性のリストである「Influential Women in 
Sport」を作成し、CAAWSのウェブサイトに掲載している。
b) National Sport Organization Grants（ナショナルスポーツ組織助成金）
　CACは、「National Sport Organization Grant」を通して、女性コーチ数の増加や、女性コーチ
の資格レベル向上に寄与した国内の競技団体を表彰している。

⑩その他
a) ハラスメントに対する取組
A Formal Policy on Harassment and Abuse（ハラスメントおよび虐待に関する方針）
　カナダでは行政組織であるスポーツカナダから各競技団体に提供される資金交付と、その使用用途
に関する説明責任について認定基準を設けている。その中に「ハラスメントおよび虐待に関する方針」

（A16）が含まれており、同方針は「苦情を報告および調査する正式なプロセスを説明するものでなけ
ればならない」と明記し（文科省平成23年度委託調査,スポーツ政策調査研究,WIPジャパン株式会社）、
各競技団体が政府からの補助金を受けるためには、ハラスメントおよび虐待のない環境づくりを目指
した方針と対応策を必ず講じなくてはならないと規定している。
b) Canadian Sport for Life: CS4L（カナディアン・スポーツ・フォー・ライフ）
　CS4Lはカナダの生涯スポーツ施策の中心的な機能を果たし、健康増進やコミュニティ強化、競技
力向上、ナショナルアイデンティティ強化を目指すムーブメントである。年齢および男女差に配慮し
た「Long-Term Athlete Development: LTAD（長期競技者養成モデル）」に基づいて、プログラムを
実施している。またCAAWSと協力し、女性アスリートの発達やリーダーシップ、スポーツ身体活動
の生涯にわたる参加に影響を及ぼす心理社会的要因に関する補足資料「Actively Engaging Women 
and Girls」を提供している。

（３）イギリス
①女性スポーツに関連する政策
The Equality Act 2010（平等法2010）
　同法令は性別、障害の有無、人種、性的嗜好、宗教や信仰、年齢に対する差別撤廃に関し、スポー
ツ関連組織への法的な義務を明確にしている。またトランスセクシュアルのアスリートを保護する義
務も同様に含んでいる。

②女性アスリートのサポート組織
a) Women’s Sport and Fitness Foundation: WSFF（女性スポーツ＆フィットネス財団）
　女性に特化した組織であるWSFFは、健康的なライフスタイルの獲得を目的とした身体活動から、
オリンピックレベルの競技スポーツまでさまざまな競技レベルにおいて、子どもから大人に至る幅広
い年齢層の女性のスポーツ活動への参加促進を目的に活動している。またスポーツにおける男女平等
の実現、スポーツ組織へのサポート、女性自身への啓発等の活動にも取り組んでいる。
b) UK Sport（UKスポーツ）
UKスポーツは、男女のトップアスリートの支援活動を幅広く行う組織であるが、活動の一部として、
アスリートやコーチ、競技団体職員等さまざまなレベルでの男女間の格差を認識し、スポーツにおけ
る女性の役割向上を促進するための働きかけを行っている。

③女性コーチ・スタッフの養成
a) Developing Female Coaches（女性コーチの能力開発）
　WSFFは、女性アスリートを指導するコーチやコーチ希望者に、アスリートのニーズに対応した最
適なサポート方法を明記した概況報告書「Factsheet」をウェブサイト上で公開している。
b) Women into Coaching 2 （女性コーチ教育プログラム2）
　WSFFは2006年から2008年まで、ポジティブ・アクション活動の一環として、コーチング教育の
プログラムがないため指導の機会に恵まれなかった女性159名を対象に「Women into Coaching 2」
を主催した。参加者は研修中心のカリキュラムを通して、全国職業資格(NVQ)レベル３までの資格の
取得が可能であり、コースの費用、旅費、託児費用はすべて補助金でまかなわれた。プログラム終了後、
参加者の85％がコーチを継続しており、女性コーチのみならず、将来コーチを目指す女性のロールモ
デルとなる存在を増やすことに成功したといえる。
c) Coach Development For Females （女性コーチの能力開発プログラム）
　「Coach Development For Females」は、フットボール・アソシエーション（FA）が女性コーチ
の経験と資格向上の支援のために導入したプログラムである。FA所属の地域協会が包括的なプログラ
ムを提供しており、女性対象の研修コースやメンタル面のサポートを行っている。

④女性アスリートへの金銭的支援
Active Women（アクティブ・ウーマン）
　地域スポーツ振興を支援する政府外郭団体のスポーツイングランドは、2011年に草の根レベルで
の女性のスポーツ参加を促進するため、宝くじを財源として20のプロジェクトに1,000万ポンド（約
12億5,000万円）の支援を行った。
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⑤女性アスリートへの進路やセカンドキャリアに関する支援
Performance Lifestyle（アスリートのライフスタイル支援）
　イギリススポーツ研究所（English Institute of Sport: EIS）により運営される「Performance 
Lifestyle」プログラムは、個々のアスリートの状況に沿って競技生活を支えるサービスを提供すると
ともに、アスリートの引退後の将来設計を支援するため、研修を受けたアドバイザーによるカウンセ
リングを導入している。とりわけ、カウンセリングの内容は、時間・財政管理やメディア・スポンサー
への対応、交渉方法、対立への対応、引退後、自分に合った仕事や進路を見つけるためのアドバイス
を含む。*女性に特化した支援ではない

⑥女性アスリートへの指導に関するプログラム
Coaching Female High Performance Athlete （女性トップアスリートの指導）　
　女性アスリートの指導については、男性とは違ったコーチングがあるべきという認識から、女性の
スポーツ・フィットネス基金（Women’s Sport and Fitness Foundation: WSFF）とスポーツコー
チ UK（Sports Coach UK)が連携し、最新かつ適切なコーチングについて、それぞれのウェブサイト
でガイダンスを提供している。

⑦女性のリーダーシップ開発プログラム
a) Women and Leadership Development Program（女性のリーダーシップ開発プログラム） 　
　「Women and Leadership Development Program」は、英国オリンピック協会（British Olympic 
Foundation: BOF）と英国スポーツ・レクリエーション中央協議会（Central Council of Physical 
Recreation: CCPR）との共催で行われているプログラムであり、指導的地位に就く女性を増やすこと
を目的に、リーダーシップスキルを身につけ、参加者の潜在能力を最大限に引き出すための研修や継
続的なサポートを行っている。具体的には１）スポーツ界の指導的地位に就く女性の数を増やすこと、
２）意思決定の地位に就く能力と自信を持つ女性を育成すること、３）スポーツにおける女性のリー
ダーシップ促進の働きかけを行う組織に対してサポートを増やすこと、４）英国と海外諸国における
女性リーダーとのネットワーキングを促進すること、という４つの目標が掲げられている。2006年
から2009年まで導入された最初のプログラムでは、多くの女性や組織に好影響を及ぼしたとの結果
が報告された。
b) UK Strategy Framework for Women and Sport（女性スポーツへの戦略的枠組み）
　UKスポーツは2001年にタスクグループを設置し、女性とスポーツに関する戦略的枠組み「UK 
Strategy Framework for Women and Sport」をつくった。この枠組みはスポーツに女性と少女の
参加を増やすこと（Participation）、女性と少女の競技力をあげること（Performance and Excel
lence）、女性のリーダーを増やすこと（Leadership）の３つの目的を挙げ、それぞれに対して具体的
数値目標も掲げている。また戦略的枠組みを評価した報告書も出版された。

⑧女性スポーツに対する社会的評価向上のための取組
Sportswomen of the Year Awards（年間最優秀スポーツウーマン賞）
　女性スポーツに対する社会的評価向上のための取組として、1988年から毎年、イギリスの新聞社
The Sunday Timesにより行われる「Sportswomen of the Year Awards」がある。同賞では「The 

Sunday Times Sportswoman of the Year」、「Young Sportswoman of the Year」、「Team of 
the Year」、「Disabled Sportswoman of the Year」という4つの領域で、スポーツ界に貢献した女
性を表彰する。

（４）アメリカ
①女性スポーツに関連する政策
Title IX of the Educational Amendment of 1972（教育修正条項第９条）
　「Title IX（タイトルナイン）」は1972年に施行された男女教育機会均等法であり、連邦政府の財政支
援を受けている教育組織や活動において、性別に基づく差別を禁じている。この法律で、スポーツは
教育的プログラムおよび活動とみなされており、幼稚園から大学まで、政府の支援を受けるあらゆる
教育機関において、少女・女性のスポーツの機会均等の権利を保障している。

②女性アスリートのサポート組織
a) Women Sport Foundation: WSF （女性スポーツ財団）　
　WSFは、1974年にテニスプレイヤーのビリー・ジーン・キングによって、スポーツおよび身体活
動を通じて少女と女性の生活の向上に寄与するために設立された。少女のためのスポーツ教育プログ
ラム「GOGIRLGO!」やTitle IX教育、女性アスリートや団体への補助金のサポートを行っている。
b) National Association for Girls and Women in Sport: NAGWS （アメリカ女性スポーツ協会） 
　NAGWSは社会的公平および変革の促進を目的とし、関連研究や啓蒙活動、リーダーシップ教育等
を通して、全ての少女と女性に平等で質の高いスポーツの機会を提供するための活動を行っている。
c) National Association of Collegiate Women Athletic Administrators: NACWAA （女性大学
競技スポーツ管理者協会）
　NACWAAは、大学スポーツにおいて女性アスリートの機会を促進するために創設された組織であ
る。1,700名の会員を誇り、女性の競技参加・運営の機会の増加を促進する活動やスポーツ界の女性
に対する進歩的な姿勢を広めるための活動を行い、大学スポーツに大きな影響力を及ぼしている。

③女性コーチ・スタッフの養成
a) Alliance of Women Coaches（女性コーチ連盟）
　Alliance of Women Coachesは、あらゆるレベルのスポーツにおける女性コーチに対して、プロ
グラムやイベント（「NCAA Women Coaches Academy」や「WeCOACHU」プログラム）を提供し
ている。また電話やウェブサイトによる情報共有や支援の提供等も行っている。
b) Women's Basketball Coaches Association: WBCA （女性バスケットボールコーチ協会）
　WBCA は1981年に設立され、現在、大学や高校、中学校、クラブ、ユース、オリンピック等さま
ざまなレベルの女性コーチで構成されている。また元アスリートや報道関係者、スポーツ組織の役員、
スポーツ消費者等も会員として含む。WBCAは会員向けに、教育、ネットワークの機会、情報、ニュー
ス、最新の規定を提供し、全米大学体育協会（National Collegiate Athletic Association: NCAA）
に会員の声を届ける活動も行っている。さらに約20種類の表彰を毎年用意しており、コーチを対象と
した賞も数多くある。
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④女性アスリートへの金銭的支援
a) WSFによる助成金
　WSFが提供する女性アスリートを対象とした助成金は、下記のとおりである。

・「Travel & Training Fund」（遠征費の助成）
・「Linda Riddle/SGMA Endowed Scholarship」（財政的に苦しいユースの女性アスリートが、大

学で競技を行うことができるよう支援するための奨学金）
・「The Rusty Kanokogi Fund」 （柔道選手を対象にした助成金プログラム）	

b) NCAAによる奨学金
　NCAAは、大学卒業後にスポーツ組織でキャリアを積みたい女性と少数民族を対象とした奨学金を
創設し、毎年それぞれ13名に提供している。

⑤結婚、出産、育児との両立のための支援
a) NCAA Gender Equity Pregnant and Parenting Student-Athletes Resources and Model 
Policies（NCAA妊娠・子育て中の学生アスリートを対象としたハンドブック）
　NCAAは妊娠中もしくは、子育てをしている学生アスリートに向けたハンドブックを作り、情報提
供を行っている。
b) Issues Related to Pregnancy & Athletic Participation （妊娠中のスポーツ参加に関する問題点）
　WSFは、教育機関や競技団体、スポーツ組織が、妊娠した女性の健康とスポーツをする権利の両方
を保護するためのガイドラインをウェブサイト上に掲載している。

⑥女性アスリートへの進路やセカンドキャリアに関する支援
a) NACWAA Career Center（NACWAAキャリアセンター）
　NACWAAはメンバーに対して、大学の体育局で働くために必要なサポートや、キャリア向上に役
立つ情報をウェブサイト上で提供している。同サイトでは、求人内容の検索が可能であるとともに、
スポーツ組織も求人公募（有料サービス）を掲載することが可能である。
b) Career Assistance Program for Athletes （アスリート対象キャリアサポートプログラム）　
　USOCは、人材派遣会社のADECOと協力し、アスリートが競技を継続しながら引退後のキャリアト
ランジションの準備を行うことができるよう作成された「Career Assistance Program for Atheltes」
を運営している。対象者はオリンピアンやパラリンピアン、コーチ、強化選手を含む。
c) WSF Athlete Service（女性スポーツ財団アスリートサービス）
　WSFのウェブサイトで、スポーツ界の職業や給与に関する情報を紹介している。

⑦女性アスリートへの指導に関するプログラム
NCAA Coach Handbook: Managing Female Athlete Triad（NCAAコーチハンドブック：女性ア
スリートの三主徴のマネジメント）
　NCAAは、女性アスリートの三主徴（Female Athlete Triad：摂食障害、月経不順、骨粗鬆症）に
関するハンドブックを作成し、女性アスリートを指導するコーチが、この問題を認識し予防するため
の情報を提供している。

⑧女性のリーダーシップ開発プログラム
NCAA/NACWAA Leadership Education（NCAA/NACWAAリーダーシップ教育）
　NACWAAはNCAAと提携し、特に競技組織の事務局に関わる女性の人材育成を目的に、定期的に
以下の３つのプログラムを実施している。
a) NCAA/NACWAA Institutes for Administrative Advancement, LevelⅠ

（NCAA/NACWAA　大学スポーツ事務局における女性のリーダーシッププログラム,レベル1）
　大学競技の事務局における女性のためのリーダーシッププログラムで、女性スポーツの歴史や「Title 
IX」に関する知識、マネジメントにおけるリーダーシップ、ダイバーシティ、資金調達についても学
ぶことができる。
b) NCAA/NACWAA Leadership Enhancement Institute, LevelⅡ

（NCAA/NACWAA　リーダーシップ向上プログラム,レベル2）
　NACWAAの会員と、a)で挙げたプログラム修了者を対象に開かれるプログラムで、大学競技の事
務業務に関して、さらに進んだ教育の機会やトレーニング機会を提供している。
c) NCAA/NACWAA Executive Institute, LevelⅢ

（NCAA/NACWAA　エグゼクティブ用プログラム,レベル3）
　アメリカ大学競技ディビジョンⅠレベル（全米最高峰のディビジョン）のアスレティック・ディレク
ター（学内の競技スポーツの最高責任者）やカンファレンス・コミッショナーに女性の割合が少ない
ことから始まったプログラムで、リーダーシップやコミュニケーションの他、契約交渉、法律、資金
調達、雇用等、大学競技事務局を取り巻く重要な問題について学ぶ。

⑨女性スポーツに対する社会的評価向上のための取組
WBCA AWARDS, NACWAA AWARDS, & WSF AWARDS

（WBCAアワード、NACWAAアワード、WSFアワード）
　女性スポーツに対する社会的評価向上のための取組として、WBCAによる主に女性コーチを対象に
した表彰や、NACWAAによる競技団体の事務局を対象にした表彰を挙げることができる。またWSF
は、「WSF Annual Salute to Women in Sport」を1980年から毎年開催し、女性アスリートのみな
らず、女性と少女のスポーツ活動に貢献した団体にも賞を贈り、認知を高めている。WSFが個人およ
び団体に贈っている賞には、「Sportswoman of the Year」「Billie Jean King Contribution Award」

「Wilma Rudolph Courage Award」「ANNIKA Inspiration Award」が含まれる。

⑩その他
GoGirlGo!（ゴー・ガール・ゴー！）
　WSFにより2001年に導入された、小学生から高校生までの少女を対象とした教育プログラムであ
り、継続的な身体活動を支えるとともに、健康改善を目的としている。

（５）日本
①女性スポーツに関連する政策
スポーツ基本法（文部科学省. 2011）　
　スポーツの基本理念を定め、国および地方公共団体の責務ならびにスポーツ団体の努力等を明らか
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にした法律であり、この法律に基づきスポーツに関する施策の総合的・計画的な推進を図るため、
2012年に「スポーツ基本計画」が策定された。スポーツ基本計画の第３章「今後５年間に総合的かつ
計画的に取り組むべき施策」において、「女性アスリートに対する支援に関しては、国内外の女性スポー
ツに関する情報の収集、データベース化を行うとともに、女性特有の課題解決に向けた調査研究を行
うなどの取組を推進し、支援の充実に努める（４（１）③）」と謳われており、また「国、日本スポーツ
振興センター、中央競技団体、JOC及び日体協等は、女性アスリート支援の観点からも、女性のスポー
ツ指導者の育成方策について検討する（４（２）③）」と明記された。この実現に向け、チーム「ニッポン」
マルチサポート事業の中で「女性アスリートの戦略的強化支援方策の調査研究」が実施された。

②女性アスリートへの金銭的支援
海外強化指定制度（日本サッカー協会. 2010）
　海外強化指定制度とは、女子サッカー選手たちがワールドカップ、オリンピックにおいてメダル獲
得もしくは世界の頂点を目指すことができるよう、有望な選手たちに海外で高いレベルのトレーニン
グ・試合を経験させ、個人の強化を図ることを目的に、日常的に厳しい環境に身を置くため、体格・
体力で勝る世界のトップレベルの選手たちが集まる特定のリーグに移籍・活動できるよう、日本サッ
カー協会が金銭的に支援する制度である。

③結婚、出産、育児との両立のための支援
女性アスリート支援プロジェクト（2012ロンドンオリンピック強化タスクフォース　女性アスリート
戦略的強化支援担当. 2012）　
　チーム「ニッポン」マルチサポート事業における「女性アスリート戦略的強化支援」を検討するワー
キングチームが、中長期的な育成・強化モデルアスリートや女性特有の課題を抱えるアスリートを対
象として、以下のサポートを行うプロジェクトである。

・女性の発育・発達期におけるサポート（医科学サポート、学業とのバランス等）
・女性のライフサポート（妊娠、産前、産後子育て等）
・女性特有の疾患、傷害、疾病等におけるサポート

④その他 
女性スポーツ・サポートの充実・強化のためのシステム整備（JSC,JISS. 2012）　
　文部科学省は「スポーツ基本法の着実な推進」として、男性アスリートに比べ経済的な支援に恵まれ
ないケースも多く、競技力向上を阻害する多くの要因を抱える女性アスリートを、長期的、安定的に
支えていくためのサポートシステムを構築することを目的に、2012年より日本スポーツ振興センター

（JSC）と国立スポーツ科学センター（JISS）が「女性スポーツ・サポートの充実・強化のためのシステ
ム整備」を行っている。
a) 女性アスリート相談専用窓口の設置および女性アスリートのサポートの充実
　女性アスリートの相談に対応する専用窓口を設置し、女性を中心とした専任スタッフのサポート等

（医科学的サポート、栄養相談、トレーニングサポート、心理サポート等）へのコーディネートを行う。
b) 女性スポーツメディカルネットワークの構築
　日本国内の女性スポーツメディカルスタッフ（ドクター、トレーナー）間のネットワークの構築を図

り、情報の共有および意見交換を行う。
c) 保育サポート体制整備
　託児スペースを設置することでJISS/NTCを利用する子育て中の女性トップアスリート等が、安心
して練習等に専念できる環境を整備する。
d) 人材育成プログラムの整備
　JSC/JISSの業務を基礎として構築した人材育成プログラムを整備し、インターン制度やOJT等を通
じたプログラムの活用により、女性アスリート等のキャリア形成を図ることで、将来的にスポーツ界
へ貢献できるシステムの整備を目指す。またプログラムのカリキュラムの中で女性アスリート等が現
場でのサポートに携わることで、現場の選手への好影響も期待できる。

女性アスリート戦略的強化支援方策の調査研究（2011ロンドンオリンピック強化タスクフォース　女
性アスリート戦略的強化支援担当. 2011）　
　チーム「ニッポン」マルチサポート事業における「女性アスリート戦略的強化支援」を検討するワー
キングチームが、女性アスリート強化のためのさまざまな課題解決に向けたエビデンスの集積を目的
として、中長期的な調査研究を行うプロジェクトである。
　具体的には、女性スポーツデータベース構築のための調査研究・構築、女性アスリートの育成とセ
カンドキャリア調査研究、女性リーダーシップ開発研究、性差医学と環境因子調査研究、月経周期と
生体内代謝産物の関連性研究、女性アスリートのセルフマネジメントプログラム開発研究などを実施
しており、これらの調査研究を通して「女性アスリート戦略的強化支援方策レポート」を作成する。

２．女性アスリートタレント発掘・育成事業に関する海外の取組
（１）オーストラリア
①女子ボート、自転車、カヤック選手の発掘プログラム (SASI. 2003）
　南オーストラリア州スポーツ研究所（The South Australian Sports Institute: SASI)では、18 ～
28歳の女性でパワー系（短距離、フィールドホッケー、ネットボール、バスケットボール、体操、ウ
エイトリフティング、バレーボール）または持久系（トライアスロン、サッカー、水泳、ウォーターポ
ロ）のトレーニング経験がある競技者から、ボート、自転車、カヤックの競技者を見つけ出すタレン
ト発掘プログラムを実施した。その内容は簡単なフィットネステストと形態計測を行うものであり、
ハイレベルの競技者のデータと比較し、適切と判断された者を当該種目のトレーニングキャンプ等に
招聘した。

②女子自転車スプリント選手の発掘プログラム (AIS. 2003）
　女子自転車スプリントは国内外において、タレントが少なく激しいトレーニングと競技を続けてき
た女子競技者は強靭な下肢をもち、500ｍタイムトライアルへの体力的移行がスムーズにいくであろ
うという考えから、オーストラリアスポーツ研究所（Australia Institute of Sport: AIS）は、陸上短
距離、ホッケー、ネットボール、バスケットボール、体操競技、ウエイトリフティング、バレーボール、
ローイング、柔道、サッカー、ボディビルの経験を4年以上持つ18 ～ 28歳の女性に対し、自転車ス
プリント選手を発掘するためのプログラムを実施した。必要な条件として①爆発的な下肢パワー（垂
直とび、最大サイクリングパワー等）、②挑戦することへの強い意志とその持続力を持つものという
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基準が設定された。

③女子スケルトン選手の発掘プログラム (AIS. 2004）
　AISは2006年のトリノオリンピックにおけるメダル獲得を目指し、女子スケルトンの育成プログラ
ムを開始した。具体的には、まず種目転向トライアルにより73名の候補選手を選び、その中から、身
長150㎝〜 170㎝、体重50㎏～ 70㎏、そして30mを4.25秒で走る能力がある10名を選定した。な
お同プログラムは、カナダのプログラムを参考にして立案されたものである。

④Drift road to London Olympics 2012（女子マウンテンバイク選手の発掘プログラム） (AIS. 2006)
　AISではクロスカントリーマウンテンバイク競技者の世界選手権代表チーム、また2012年ロンドン
オリンピックチームの選考に向け、17 ～ 27歳の女性をターゲットにした発掘・育成プログラムを行っ
た。

⑤女子スケルトン競技者発掘プログラム (AIS. 2006)
　AISはスケルトン競技者発掘プログラムとして、走力があり恐怖心を抱かない女子（高い競技スポー
ツ経験があることが望ましい）の発掘を行った。

⑥Project Hummingbird（自転車タレント発掘・育成プログラム） (ASC. 2007)
　ASCは、AISと共同で「Project Hummingbird」と名づけたタレント発掘・育成プログラムの運営
を行った。同プログラムはクイーンズランド州（Queensland）、オーストラリア首都特別地域（New 
South Wales州内、首都キャンベラが位置する）、タスマニアの３地域に住む、機敏で持久力が高い
16 ～ 27歳の女性を発掘し、2012年ロンドンオリンピックに向けて育成することを目的としたもの
である。持久力と敏捷性を有するスポーツが自転車競技（ロードレース、トラックレース）に向いてい
るとされており、オリンピックでメダルを目指すマウンテンバイク、ロードレース、トラックレース
の競技者の中から候補者を募った。

⑦バドミントン・タレント発掘プログラム (AIS. 2007)
　AISではナショナル・タレント発掘育成プログラムとして、バドミントンの競技経験を問わず、バ
ドミントンでオリンピック選手になるための素質と意思を持った10 ～ 13歳の若い女子選手の発掘を
行った。

（２）イギリス
①ボブスレー・スケルトンのタレント発掘プログラム (UK. 2005)
　ボブスレー・スケルトンのタレント発掘プログラムでは、16 ～ 24歳のアスリート４名を毎年選抜
し、いくつかの段階を経ながら国際大会に向けたパスウェイを構築した。

②ライフセーバーから女子カヌー選手へ (EIS. 2007)
　イギリス・カヌー協会は、EISタレント発掘チームと連携し、ライフセービングなどの経験を持つ
者の中から女子カヌー（Ｋ４）選手を発掘するという特別プログラムが発足した。

③飛込への種目転向タレント発掘プログラム (UK Sport & EIS. 2007)
　UK Sport & EISは、選手のデータを分析し、2012年ロンドンオリンピックにおいて種目転向によ
りメダル獲得の可能性が高い選手への種目転向プログラムを実施した。 トランポリンを含む体操選手
の数名がこのプログラムに興味を示し、シェフィールド市でのトレーニングキャンプに参加、アクロ
バティックスキルの飛込への転向の可能性について測定が行われた。

④Girls4Gold (UK Sport. 2008)
　Girls4Goldタレント発掘プログラムでは、自転車、ボート、カヌー、セーリング（ウィンドサーフィ
ン）、近代五種、スケルトンで、オリンピックのメダル獲得を目指す300人以上を対象に、ラフバラ

（Loughborough）において選考のためのテストを行った。

（３）日本
①参加機会に対する特別措置 (日本サッカー協会.2002)
　1999年にFIFAが「ロサンゼルス宣言1999」を採択したことから、日本サッカー協会では女子に特
化したプロジェクトが始まった。2002年にキャンプテンズミッションの中では「女子サッカーの活性
化」を挙げ、『女子の競技人口の拡大を目指し、普及を主目的とした年代のカテゴリーである「キッズ」

（10歳以下）・「ガールズ」（18歳以下）・「レディース」（18 歳以上）、それぞれの女性を対象に女子サッ
カーの活性化を図る。特に、登録選手数が激減する中学生年代および18歳以上の年代に着目し、普及
に関する活動を積極的に展開・推進し、女性が親しみやすいサッカー環境の整備・提供及びプレーの
機会創出に努め、これらの活動を通じて女子サッカー全体の発展・強化へとつなげる』と謳っている（日
本サッカー協会, 2002）。その取組の1つとして、「U-15女子チーム創出制度」（日本サッカー協会, 
2005）がある。この制度は、U-15の女子チームが全国でも数えるほどしか存在せず、小学校を卒業
した女子選手がサッカーを続ける受け皿として機能していない現状を受け、女子チームを新たに創出
し、選手の活動環境の整備に尽力した指導者・団体に対し奨励金（１年目20万円、２年目10万円、３
年目５万円）を支給するものであった（2005年度で新規募集は終了）。また公式戦に参加するために
は日本サッカー協会に加盟しなければならず、通常はクラブと部活動の二重登録は認められていない
が、サッカーから離れてしまう女子を減らす方策として、2006年よりクラブチームで加盟登録して
いても、男子に混ざり、中体連の試合にも参加できる制度を認め、女子の参加機会を増やす試みを実
施している。
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②育成システム：トレセン制度 (日本サッカー協会. 2005)
　日本サッカー協会は「日本のサッカーの強化、発展のため、将来、日本代表選手となる優秀な素材
を発掘し、良い環境、良い指導を与えること」を目的とし、「ナショナルトレーニング制度（トレセン
制度）」を行っている。この制度は男子は1987年より開始され、女子は2005年より本格的整備が開
始された。
　また女子サッカーの普及活動の一環として、各都道府県でウーマンズカレッジというサッカー初心
者を中心としたクリニックを行った。さらに女性指導者に向けた講習会を行い、女性指導者数増加の
きっかけを作った。

③スーパー少女プロジェクト (日本サッカー協会. 2004)
　日本サッカー協会は、全国から埋もれた人材を探し出し、将来の強化につなげることを狙いとして、
15歳以下（U15）の年代の女子アスリートの発掘を目指す「スーパー少女プロジェクト」を立ち上げた。
初年度はゴールキーパーに限定してプロジェクトを始めた。他の競技からの転向も歓迎としている。
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図1. トレセン制度　日本型選手育成システム(日本サッカー協会)

図2. 育成年代の全体像（日本サッカー協会）

④女子ラグビー選手発掘 (日本ラグビーフットボール協会. 2010)
　日本ラグビーフットボール協会は、2016年リオデジャネイロオリンピックから正式種目としてラ
グビー（７人制）が採用されることを受け、競技人口の拡大、女子ラグビー選手の発掘を狙いとし、
日本女子ラグビーフットボール連盟と合同でトライアウトを実施した。

⑤女子トラック種目選手発掘 (日本自転車競技連盟、財団法人JKA. 2010)
　日本自転車競技連盟と競輪を振興する財団法人JKAは、2012年ロンドンオリンピックで「ケイリン」
などが新たに採用される女子トラック種目の逸材発掘を目指す初の試みとして、幅広い人材の公募と
合宿（ガールズサマーキャンプ）を実施している。

⑥エリートアカデミー事業 (JOC. 2008)
　エリートアカデミー事業は、JOCが競技団体と共同で、全国から発掘した優れた素質のあるジュニ
ア選手を近隣の学校に通学させながら、各競技団体の一貫指導システムに基づき育成する取組である

（杉田，2010）。将来、卓球、レスリング、フェンシングの３競技において、オリンピックをはじめ
とする国際競技大会での活躍を目指す中学１年から高校３年までのアスリートが対象となり、味の素
トレーニングセンターを中心とした環境の中で、競技力向上を目的としたトレーニングプログラムや

「考える力」を中核とした「競技力」「知的能力」「生活力」をバランスよく向上させるプログラムを受講し
ている。なお平成24年度は卓球18名、レスリング12名、フェンシング12名の計42名が在籍してい
る（日本オリンピック委員会, 2012）。



142

資料編

143

資料10

⑦タレント発掘・育成事業 (地方公共団体, JISS, JOC. 2004)
　タレント発掘・育成事業は、2000年に文部科学省（当時、文部省）によって定められた「スポーツ
振興基本計画」に基づき、JISSとJOCが今後の国際競技力向上のために重要と考えた長期的な視点か
ら考えた具体的な方策として始まった（山下，2010）。現在、JISS、JOCは、国際競技力向上に資す
る13の自治体と連携し、タレント発掘・育成事業を図っている（表1）。タレント発掘・育成事業は、
地域の実績に合わせて事業主体も対象年齢もさまざまであるが、発掘手法を大きく分けると（１）種目
を限定せず、いくつかの体力テスト等によって優れた人材を集め、育成し、それぞれに適した種目を
見つける「適正種目選択型」と（２）初めから種目を限定し、その種目に適した人材を識別するための
テストを行い、選ばれた人材を育成する「種目特化型」、の2つのタイプがある（松井，2010）。

表1. 地域タレント発掘・育成事業（2012年11月現在）
都道府県 名称 開始年 対象学年 適正種目

1 福岡県 福岡県タレント発掘事業 2004 小５～中３ 適正種目選択型

2 美深町（北海道） 美深町タレント発掘・育成支援プロ
ジェクト 2005 設定なし 冬季種目転向型（エアリアル）

3 和歌山県 和歌山県ゴールデンキッズ発掘プロ
ジェクト 2006 小４～小６ 適正種目選択型

4 岡山県 岡山県夢アスリート発掘プロジェクト 2006
－2010 小３～小５ 適正種目選択型

5 岩手県 いわてスーパーキッズ発掘・育成事業 2007 小６～中３ 適正種目選択型

6 山口県 YAMAGUCHIジュニアアスリート
アカデミー 2008 小４～中３ 種目特化型（セーリング・レスリング）

7 上川北部5市町村
（北海道） 上川北部広域タレント発掘・育成事業 2009 小４～小６

冬季種目特化・市町村連携型
（スキージャンプ・モーグル・クロス
カントリー・アルペン）

8 秋田県 AKITAスーパーわか杉っ子発掘プロ
ジェクト 2009 小４～高３ 種目特化型（フェンシング）

9 山形県 山形県スポーツタレント発掘事業
YAMAGATAドリームキッズ 2009 小４～中３ 適正種目選択・短期集中型

10 東京都 東京都ジュニアアスリート発掘・育
成事業 2009 中２～中３

種目特化・種目転向型（レスリング・
ウエイトリフティング・ボート・ボク
シング・自転車・アーチェリー・カヌー）

11 長野県 長野県SWANプロジェクト 2009 小４～中３ 冬季種目特化型（スキー・スケート・
ボブスレー・リュージュ・カーリング）

12 埼玉県 埼玉県彩の国プラチナキッズ発掘育
成事業 2011 小４～小６ 適正種目選択型

13 京都府 京のこども「夢・未来」チャレンジス
テージ（仮称） 2011 小４～中３ 種目特化型（フェンシング・バドミン

トン）
（文部科学白書2010、JISS情報研究部,2011を基に順天堂大学が作表）

⑧地域タレント発掘事業女子アスリート支援・調査研究連絡会議（タスクフォース、JISS、JOC、
順天堂大学、JISS/JOCと連携する地域タレント発掘育成事業代表者．2012）
　タスクフォース、JISS、JOC、順天堂大学、JISS/JOCと連携する地域タレント発掘育成事業代表
者との間では、地域タレント発掘事業における女子アスリートへの支援および調査研究のための体制
基盤として、地域タレント発掘事業女子アスリート支援・調査研究連絡会議を設置し、女子アスリー
トの競技力向上に必要な支援および調査研究を進めている。

【文献】
松井陽子（2010）. JOCが支援する我が国のタレント発掘・育成．トレーニング科学、22(3), 

pp159-163
日本サッカー協会. キャプテンズミッション. Retrieved December 11,2012 from http://www.

jfa.or.jp/archive/jfa/mission/
日本サッカー協会. U-15女子チーム創出制度ハンドリングマニュアル（都道府県協会用）．（2005）
日本サッカー協会. 女子サッカーあれこれ. Retrieved December 11, 2012 from http://www.

jfa.or.jp/nadeshiko_vision/faq/index.html
日本サッカー協会.トレセン制度. Retrieved December 11, 2012 from http://www.jfa.or.jp/

training/training_center/index.html
日本オリンピック委員会.　JOCエリートアカデミー事業．Retrieved December 1, 2012 from 

http://www.joc.or.jp/ntc/eliteacademy.html
杉田正明(2010). 特集スポーツ界におけるタレント発掘・育成の最前線　特集にあたって．トレー

ニング科学、22(3)、pp145．
山下修平（2010）. タレント発掘・育成事業の今日的趨勢．トレーニング科学、22(3)、pp155-

158．
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Ⅰ. 背景
【男女のからだの特性】
男性と女性には、体格や筋肉量の違いなどの性差が存在する→性ホルモンの影響

【性ホルモンの種類】

テストステロン、ジヒドロテストステロン (DHT)、 
デヒドロエピアンドロステロン (DHEA)

エストラジオール、エストロン、エストリオール

【エストロゲンが運動時生理反応に与える影響】

　女性ホルモン（エストロゲン）が運動時生理反応に与える影響を示した（図2)。
　エストロゲンの受容体は、筋肉、血管などにも分布し、エストロゲン濃度の変化によって、そ
れらの組織がさまざまな影響を受けることが多く報告されている。
　女性のライフステージにおいて、エストロゲンレベルが大きく変化する３つの要因（①月経周
期②妊娠③閉経）のうち、女性アスリートを対象にする上では、月経周期による女性ホルモン濃
度の変動が身体に与える影響についての検討が必要である。

月経周期と生体内代謝産物の関連性研究報告
資料11

図1. 性ホルモンの種類

アンドロゲン

精巣から分泌
男性ホルモン

卵巣から分泌
女性ホルモン
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血管拡張↑

（Hansen M et al. 2012）

（Phillips SK et al. 1996）

（Kendall B et al. 2002）

（Tiidus PM et al. 2000）

（Day DS et al. 2011）

（Moreau KL et al. 2003）

閉経

妊娠

月経周期

エストロゲン

図2. エストロゲンが運動時生理反応に与える影響

【月経周期とは】
　女性は、約28日周期で女性ホルモン（エストロゲン、プロゲステロン）濃度が大きく変動する。月
経周期はおおまかに2つに分けることができる。月経開始日より排卵までを卵胞期、排卵から次の月
経までを黄体期とする。
　卵胞期は女性ホルモン濃度が低く、黄体期は女性ホルモン濃度が高いことが特徴である。

【トレーニングやコンディショニング法は、男女同一条件で実施されている】

【プロジェクトの研究目的】
　月経周期が生体内代謝産物に及ぼす影響について検討し、月経周期を考慮した女性にとって効
率的なトレーニングプログラムまたはコンディショニング法の開発を目指す

図3. 月経周期
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女性ホルモンの変動が運動時生理反応に影響を与えるのであれば、女性アスリートに
とって効率的な「月経周期を考慮したトレーニング・コンディショニング法」を考案
できるのではないか？
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Ⅱ. 実験①　メタボローム解析からみた月経周期が生体内代謝産物に与える影響
１）目的
　メタボローム解析を用いて血漿中代謝産物を網羅的に解析（図4）し、月経周期が女性アスリートの
生体内代謝産物に与える影響について検討する

➡
　「月経周期の影響を受ける代謝物質」を特定することによって、月経周期による生体内の変化を推察
することができる

※メタボローム解析（メタボロミクス）とは、血液中の代謝産物を網羅的に解析する手法で、CE-
TOFMS(キャピラリー電気泳動-質量分析装置）を用いて、陽イオン性代謝物質をカチオンモード、
陰イオン性代謝物質をアニオンモードによって測定を行う

　

２）方法：対象者
・順天堂大学女子寮在住の1年生154名に、アンケートおよび1ヶ月間の基礎体温測定を実施
・結果より、正常月経を有する女性を選定し、さらにアスリート（体育系の部活に所属）6名、非ア

スリート（主に医学部学生）6名に群分けした

３）実験デザイン
　卵胞期（月経開始日より3日目）、黄体期（月経開始日より18－24日目）の早朝空腹時に採血を行っ
た（図5）

図4. ポストゲノム科学におけるメタボロミクス
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濃
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排卵月経
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卵胞期 女性ホルモンが低い時期 黄体期 女性ホルモンが高い時期

図5. 実験①における月経周期と採血のタイミング

【食事条件】
　実験当日の2日前より、すべての被験者が両フェーズで指定された「実験食」を摂取し（表1）、残食
や実験食以外の飲食は禁止とした

摂取カロリー（kcal/day） PFC比
1日目 2159 P:10.8％　F:32.6％　C:54.8％ 
2日目 2207 P:10.4％　F:27.1％　C:59.1％

※PFC比とは、総エネルギー摂取量に対するタンパク質（P）、脂質（F）、糖質（C）による摂取エネルギー量の割合

４）結果
【被験者の身体的特徴】

非アスリート群（n=6） アスリート群(n=6)
卵胞期 黄体期 卵胞期 黄体期

年齢(歳) 19.0±0.6 ― 19.0±0.6 ―
身長(cm) 158.3±3.8 ― 161.6±4.9 ―
体重(kg) 56.4±8.2 56.2±8.6 55.9±2.7 56.4±3.0
BMI(kg/m2) 22.5±2.8 22.4±3.0 21.4±1.0 21.6±1.3
体脂肪率(% ) 29.0±4.7 29.4±4.1 25.9±1.6 27.1±2.7

非アスリート群とアスリート群に体格の差はなかった

【生化学的指標】

非アスリート群 (n=6) アスリート群 (n=6)
卵胞期 黄体期 卵胞期 黄体期

白血球数(/μL) 5366.7 ± 1319.7 5983.3 ± 1420.4 4583.3 ± 1319.7 4950.0 ± 1354.6
赤血球数(×104/μL) 450.2 ± 24.5 458.3 ± 25.5 443.0 ± 23.8 444.3 ± 28.5
血色素量(g/dL) 13.2 ± 0.7 13.4 ± 1.1 12.9 ± 0.4 12.9 ± 0.7
ヘマトクリット(% ) 40.8 ± 1.5 41.5 ± 2.2 40.1 ± 1.7 39.8 ± 2.1
血糖(mg/dL) 85.5 ± 5.6 87.0 ± 5.5 84.3 ± 3.4 82.7 ± 2.7
インスリン(μIU/mL) 8.4 ± 4.6 10.3 ± 3.6 6.2 ± 2.5 5.6 ± 1.8
総タンパク質(g/dL) 7.6 ± 0.2 7.6 ± 0.3 7.8 ± 0.3 7.8 ± 0.4
アルブミン(g/dL) 4.8　± 0.2 4.9　± 0.3 4.8　± 0.2 4.9　± 0.2
中性脂肪(mg/dL) 67.5 ± 27.3 86.8 ± 17.9 69.3 ± 30.4 45.8 ± 9.1
総コレステロール(mg/dL) 189.2 ± 9.2 191.5 ± 12.3 170.0 ± 18.7 167.3 ± 21.5
HDL-コレステロール(mg/dL) 66.5 ± 9.0 70.5 ± 11.4 67.5 ± 10.7 67.7 ± 8.7
LDL-コレステロール(mg/dL) 103.7 ± 15.0 101.5 ± 10.5 84.2 ± 9.2 83.2 ± 12.2

平均 ± 標準偏差　　■：p<0.05（卵胞期 vs 黄体期） ■：p<0.05（非アスリート群 vs アスリート群）

血中脂質濃度は、非アスリート群よりもアスリート群が低い値を示した

表1. 実験食の摂取カロリーおよびPFC比

表2. 被験者の身体的特徴

表3. 被験者の生化学的指標
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【月経周期による女性ホルモン濃度の変化】

女性ホルモン濃度は、卵胞期よりも黄体期に有意に高い値を示した

【メタボローム解析の結果】
　メタボローム解析により、113の化合物が検出された
　・非アスリート群：卵胞期と黄体期で有意差があった物質は3物質
　・アスリート群：卵胞期と黄体期で有意差があった物質は12物質

➡

アスリートの方が月経周期による影響が大きい可能性がある

【メタボローム解析の結果：HeatMap】
　横軸はサンプル、縦軸はピークを示す。ピークに対して階層的クラスタリング解析（HCA）を実施し、
ピーク間の距離は樹形図で表している（図7）。

アスリート群は、糖原性アミノ酸が卵胞期に比べて黄体期に低い値を示した

※糖原性アミノ酸とは…�糖新生の経路に入り、エネルギー産生に関与するアミノ酸。血中の糖原性アミノ酸が低下することから、
エネルギー産生の効率が低下することが推察される

図6. 月経周期による女性ホルモン濃度の変化
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図6. 月経周期による女性ホルモン濃度の変化
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図7. メタボローム解析の結果(HeatMap)

【黄体期におけるアスリート群の代謝物質の変化】
　以下は、黄体期におけるアスリート群の代謝物質の変化について示した図である（図8）

黄体期に糖原性アミノ酸が低下した

５）まとめ
●�運動習慣のない女性に比べて、アスリート群の方が月経周期の影響を強く受ける可能性がある
●�アスリート群で卵胞期に比べて黄体期に糖原性アミノ酸が低下したことから、月経周期によって糖

新生の代謝経路の活性が変化することが示唆された
➡

長時間の運動（持久性運動）時のパフォーマンスに影響を及ぼす可能性が示された
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図8. 黄体期におけるアスリート群の代謝物質の変化
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Ⅱ. 実験②　月経周期によるエネルギー系代謝物質の変動についての検討
１）目的
　月経周期が安静時のエネルギー系代謝物質（特にアミノ酸代謝）に与える影響について検討する

２）方法：被験者
　正常月経周期を有する女性：アスリート６名、非アスリート５名
　アスリートの競技種目：サッカー、ラクロス　　運動習慣：5日以上/週、3時間/日

３）実験デザイン
　卵胞期（月経開始日より3日目）、黄体期（月経開始日より18－24日目）の早朝空腹時に採血を行った。

【月経周期による女性ホルモン濃度の変化】

女性ホルモン濃度は、卵胞期よりも黄体期に有意に高い値を示した

図9. 実験②における月経周期と採血のタイミング

図10. 月経周期による女性ホルモン濃度の変化
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図11. 月経周期による血中アミノ酸濃度の変化

【月経周期による血中アミノ酸濃度の変化】

　運動習慣の有無にかかわらず、卵胞期に比べて黄体期に糖原性アミノ酸が低下した
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【黄体期における血中アミノ酸濃度の変化】

黄体期に糖原性アミノ酸・尿素回路のアミノ酸が低下した
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図12. 黄体期における血中アミノ酸濃度の変化

【女性ホルモンと血中アミノ酸の相関】

卵胞期(n=11) エストラジオール プロゲステロン スレオニン セリン

エストラジオール
Pearson の相関係数 1 .093 -.625 -.209
有意確率 (両側) .786 .040 .538

プロゲステロン
Pearson の相関係数 .093 1 -.263 .635
有意確率 (両側) .786 .435 .036

■：p<0.05（卵胞期 vs 黄体期） 

黄体期
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率 
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Pearson 
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有
意
確
率  

(
両
側) .015 .000 .005 .000 .014 .024 .043 .046 .041 .085 .011 .179 .001 .001 .001 .004

■：p<0.05（卵胞期 vs 黄体期） ■：p<0.01（卵胞期 vs 黄体期）

女性ホルモン（エストラジオール・プロゲステロン）とアミノ酸濃度に有意な負の相関が認められた
➡

　女性ホルモン濃度が高いとアミノ酸濃度が低下する

５）まとめ
●�運動習慣の有無にかかわらず、卵胞期に比べて黄体期に糖原性アミノ酸および尿素回路内のアミノ

酸が低下した
●�黄体期において、女性ホルモン濃度とアミノ酸の間に負の相関がみられた

➡
黄体期にはエネルギー供給系に関与するアミノ酸の慢性的な血中濃度の低下を生じるため、 

長時間の運動（持久性運動）時のパフォーマンスに影響を及ぼす可能性が示された

表4. 卵胞期における女性ホルモンとアミノ酸の相関

表5. 黄体期における女性ホルモンとアミノ酸の相関
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Ⅲ. 実験③　月経周期が持久性運動時の代謝応答に与える影響についての検討
１）実験の目的
　月経周期が持久性運動時の生体内代謝産物に与える影響について検討する

➡
　卵胞期と黄体期に同一の運動を実施し、運動中の血中代謝物質を観察することによって、月経周期
が持久性パフォーマンスに与える影響について考察する

２）方法：対象者
・正常な月経周期を有する女性6名
・被験者は、全員大学ラクロス部に所属し、4時間／日、5回／週以上の練習を行っている

３）実験方法
食事条件
　実験前日の夕食は、全員規定食を摂取した
運動条件
　自転車エルゴメーターを用いて、最大酸素摂取量（VO2 max）の65-70%強度
のペダリング運動を60分間実施した。さらに、運動終了後60分間椅坐位安静
を保ち、回復過程を観察した。運動前、運動中30分、45分、60分、運動終了
30分後、運動終了60分後の6回血液を採取し分析を行った。

４）実験スケジュール
・被験者は、週に1回連続4回測定を実施した
・4回のうち、女性ホルモン濃度が最も低い日（卵胞期）と高い日（黄体期）の試料を用いて代謝産物

の分析を行った

図13. 実験③における実験の流れ

図14. 実験③における月経周期と採血のタイミング
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図15. 月経周期による女性ホルモン濃度の変化

５）結果
【月経周期による女性ホルモン濃度の変化】＊p<0.05, vs.卵胞期

女性ホルモン濃度は、卵胞期よりも黄体期に有意に高い値を示した

【月経周期による血中物質の変化】
　卵胞期と黄体期のそれぞれの時期において、運動前、運動開始30分、45分、運動終了直後、運動
終了30分後、運動終了60分後の、血中物質の変化について結果を示した（表6,7）
　

卵胞期（n=6） 運動前 30分 45分 運動終了直後 運動終了30分後 運動終了60分後
アクティブグレリン(fmol/mL) 16.7±5.7 - - 9.7±3.5 - -
ディスアシルグレリン(fmol/mL) 217.3±40.1 - - 138.2±50.0 - -
グルカゴン(pg/mL) 130.8±73.9 94.8±79.7 76.2±25.4 77.4±33.1 91.4±37.3 101.3±69.0
グルコース(mg/dL) 85.5±3.6 91.5±3.6 95.0±8.5 96.0±12.0 87.8±7.3 87.0±5.7
遊離脂肪酸(μEq/L) 506.5±190.5 505.5±180.9 642.0±145.6 845.2±175.8 838.7±207.7 607.8±210.1
レプチン(ng/mL) 5.3±2.2 - - 5.0±1.6 - -
インスリン（μIU/mL） 4.3±0.6 - - - - -

黄体期（n=6） 運動前 30分 45分 運動終了直後 運動終了30分後 運動終了60分後
アクティブグレリン(fmol/mL) 15.8±6.9 - - 10.5±7.4 - -
ディスアシルグレリン(fmol/mL) 240.7±114.6 - - 130.8±58.7 - -
グルカゴン(pg/mL) 113.0±76.8 76.5±29.1 86.8±32.7 74.5±14.8 93.3±36.8 119.4±71.9
グルコース(mg/dL) 84.5±5.9 93.1±7.0 95.7±13.8 98.7±18.2 90.5±15.1 86.7±7.1
遊離脂肪酸(μEq/L) 422.3±194.3 440.0±203.0 594.2±205.0 711.2±180.2 786.0±263.8 638.2±273.0
レプチン(ng/mL) 4.9±2.0 - - 5.8±1.9 - -
インスリン（μIU/mL） 4.4±1.9 - - - - -

上記の測定項目において月経周期による影響は認められなかった
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表6. 卵胞期における血中物質の変化

表7. 黄体期における血中物質の変化
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【黄体期に糖新生に関与するアミノ酸が運動中に低下する】

運動中における黄体期の糖新生に関与するアミノ酸が低下した

【黄体期に尿素回路のアミノ酸が運動中に低下する】

運動中における黄体期の尿素回路アミノ酸が低下した

６）まとめ
持久性運動中に卵胞期に比べて黄体期に糖原性アミノ酸および尿素回路内のアミノ酸（エネルギー産
生に関与するアミノ酸）が低下した

➡
●�黄体期にエネルギー産生効率が低下し、持久性パフォーマンスが低下する可能性が示された
●�パフォーマンスを維持するためには、低下するアミノ酸を摂取することが有効である可能性が示唆

された
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図16. 黄体期の運動中に低下する糖新生に関与するアミノ酸
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図17. 黄体期の運動中に低下する尿素回路のアミノ酸

図16. 黄体期の運動中に低下する糖新生に関与するアミノ酸

図17. 黄体期の運動中に低下する尿素回路のアミノ酸

Ⅳ. 今後の展望

月経周期によるコンディションの変動を抑制し、良いコンディションを維持することができる。
それによって、いかなるフェーズにおいても安定したパフォーマンスを発揮することが可能となる。

アスリート群において安静時に卵胞期よりも黄体期に糖原性アミノ
酸が低下することを確認した2011

持久性運動時においても卵胞期よりも黄体期に糖原性アミノ酸が
低下することを確認した2012

黄体期に低下するアミノ酸を経口摂取することによってコンディショ
ニングの改善に貢献するかを検討する2013

現場でのコンディション改善効果を検討する2014
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Ⅰ. 背景
　幼少期からの競技者たるべきトレーニングが女性の発育に及ぼす影響は、競技の習熟や身体の特化
等のプラス面ばかり注目され、女性機能の成熟不全等のマイナス面は未だ軽視されがちなのが現状で、
これは古来医学の「女性≒小型の男性」とみなす考え方と、根本を同じくしている。一方、性差医学は、
遺伝子や細胞レベルの研究の発展により、生物学的な性差が明らかになってきた事によって必要性を
認知されてきた。90年代以降、生理機能や疾患に関して、男性と女性を分けて対応することは医学で
はいわば新常識となっている。

Ⅱ. 目的
【数万種類の遺伝子発現パターンについて「月経」「免疫」「運動能力」を関連付けた比較解析】
　日常的に鍛錬しているアスリート男女および非アスリート男女の末梢血を用いて、「女性アスリー
トに特異性の高い遺伝子発現パターンはあるのか」「それら遺伝子に月経周期による発現量の変動はあ
るのか」等について、マイクロアレイ法を用いて数万種類の遺伝子の発現パターンを同時に比較する

➡
【女性アスリート特異的因子の探索】
　女性アスリートの月経周期による遺伝子発現変動パターンについて、女性非アスリート/男性アス
リート/男性非アスリートと比較検討することにより、女性アスリートが健康を損なわずに、最大限
にパフォーマンスを発揮できる条件や特徴を、性差医学的視点から検索する

　本研究は、月経周期に伴って計画的に採取したアスリートの検体を用いた性差医学的分析とい
う直接的なアプローチを取っている。被験者自らによる基礎体温の記録などの協力により、アス
リート男女・非アスリート男女の多角的な経時的解析が可能となっている点を強みとし、女性も
しくは女性アスリートに特異性をもたらす内的・外的因子の関連性の解析を目的としている。こ
れらの性差医学的知見は、良好な競技パフォーマンスと女性機能の健康を両立した女性アスリー
トの体調管理に資することが期待できる。

Ⅲ. 方法
１）対象者

・順天堂大学女子寮在住の1年生154名に、アンケートおよび1 ヶ月の基礎体温測定を実施
・結果より正常月経を有する女性アスリート6名、女性非アスリート6名を選定
・比較群として、男性アスリート5名、男性非アスリート5名を選定

性差医学と環境因子調査研究報告
～女性アスリートの運動能力と性周期の関連性の網羅的遺伝子解析～

資料12 ２）実験デザイン
　卵胞期（月経開始日より3日目）、黄体期（月経開始日より18－24日目）の早朝空腹時に採血を行った。

３）解析手順
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図1. 実験デザイン

図2. 解析手順
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遺伝子群のかかわる現象の考察
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Ⅳ. 結果
１）基礎体温データ

【基礎体温について（松本の7分類）】

正常な基礎体温。低温期と高温期が明確
な2相。高温期の日数(14日前後)も十分
に確保されている。

高温期の中ごろから体温が下がり始める
タイプ。高温期の持続が不足。黄体機能
不全が疑われる。

典型的な1相性基礎体温。無排卵性周期
が確定していて治療が必要。

高温期への移行が緩やかに上昇するタイ
プ。高温期への移行に4日以上かかるor
高温期が10日未満のときに黄体機能不
全が疑われる。

高温期の前半部分で体温が上がりきれな
いタイプ。体温の上昇が不足。黄体機能
不全が疑われる。

高温期の中ごろに体温が陥落するタイ
プ。黄体機能不全の可能性もあるが、異
常がない人でも比較的起こりやすい。

高温期が極端に短いタイプ。無排卵性周
期か、排卵していたとしても黄体機能不
全と診断される。

①

④

⑦

②

⑤

③

⑥

図3. 基礎体温について（松本の7分類）
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・松本清一氏(日本家族計画協会会長/群馬大学･自治医科大
学名誉教授)が､ 6184例の基礎体温を集めて7つタイプに
分類したもの

・排卵性､ 無排卵性周期､ 黄体機能不全などの診断のひとつ
の基準となる

・①～⑤は排卵性､ ⑥は黄体機能不全か無排卵性周期､ ⑦は
無排卵性周期と分類される

・③～⑤は排卵が認められても黄体機能不全が疑われる

【末梢血のサンプリング時期と自己測定による基礎体温データ】

　被験者に自己測定してもらった基礎体温データは抜けが多く、教科書通りの基礎体温グラフと
合致しないと見られる不安定なパターンが多かった

図4. 末梢血のサンプリング時期と自己測定による基礎体温データ
月経開始日からの経過日数
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２）解析結果（血中ホルモン濃度）
【末梢血のサンプリング時期と血中女性ホルモン濃度】

検査項目 月経周期 基準値 臨床的意義

エストラジオール
E2
(単位pg/ml)

卵胞期 11 ～ 82(前期)
52 ～ 230(後期)

＊主として卵巣から産生され、卵胞発育に伴い特徴的な分泌パターンを示
す

＊妊娠中は、胎盤性エストロゲンの一部として大量分泌される
＊卵巣機能、特に卵胞発育の状態を知るためには、不可欠の検査項目

排卵期 120 ～ 390
黄体期 9 ～ 230

プロゲステロン
P4
(単位ng/ml)

卵胞期 〜 1.7 ＊妊娠の成立およびその維持に重要なホルモンであり分娩発来にも役割を
果たす

＊黄体機能不全、妊娠初期の診断、切迫流産の予後判定、胎盤機能の指標
などに有力な方法であり、産科臨床上極めて興味深い作用を有するホル
モン

排卵期 〜 4.9

黄体期 0.2 〜 31.6

黄体形成ホルモン
LH
(単位mIU/ml)

卵胞期 1.76 〜 10.24 ＊LH、FSHは、下垂体性性腺刺激ホルモンとして性腺に対し、共同および
互助作用があるため(Feed back)、一方のみの動態では論じられない

＊男性では睾丸の間質細胞を刺激して男性ホルモンの分泌を促進する
＊女性では排卵およびその後の黄体形成を促進するため、排卵期、黄体期、

卵胞期のいずれの時期に測定するかによって値に変動がある
＊LH及びFSHの測定により性腺機能の低下が下垂体性(続発性)か原発性か

の鑑別ができる

排卵期 2.19 〜 88.33
黄体期 1.13 〜 14.22

卵胞刺激ホルモン
FSH
(単位mIU/ml)

卵胞期 3.01 〜 14.72
排卵期 3.21 〜 16.60
黄体期 1.47 〜 8.49

群 ID
エストラジオール プロゲステロン 黄体形成ホルモン 卵胞刺激ホルモン
卵胞期 黄体期 卵胞期 黄体期 卵胞期 黄体期 卵胞期 黄体期

女性
アスリート

（6名）
18歳〜 26歳

Af1 33 53 0.66 1.87 0.91 3.10 3.48 2.34
Af2 53 42 1.08 0.93 6.78 13.44 4.39 5.61
Af3 48 205 0.33 0.39 4.55 11.31 4.32 3.71
Af4 67 74 0.34 2.12 8.03 13.02 7.27 4.22
Af5 21 73 0.63 4.19 3.18 8.08 4.50 1.78
Af6 17 86 0.58 0.40 10.56 15.26 5.23 8.60

女性
非アスリート

（6名）
18歳〜 26歳

NAf1 25 343 0.47 0.77 2.77 68.15 5.30 11.13
NAf2 28 322 0.47 1.17 5.26 21.28 3.36 4.58
NAf3 15 39 0.41 0.45 3.38 11.25 3.12 3.98
NAf4 39 65 0.35 0.76 3.54 6.69 7.08 5.35
NAf5 66 68 0.47 2.99 3.15 5.61 4.60 3.06
NAf6 27 222 0.84 0.85 4.90 5.56 4.18 1.97

　女性の採血は、月経開始後3日目前後と、黄体期と考えられる月経開始後20日目前後で行った
が、黄体期サンプルの女性ホルモン量で基準値を外れるもの(白欄)があった

図5. 末梢血のサンプリング時期と血中女性ホルモン濃度

表1. 血中女性ホルモンの測定項目

表2. 血中女性ホルモンの測定結果
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３）解析結果（マイクロアレイ）
【マイクロアレイの利点】
　組織や細胞の種類、または細胞が置かれたさまざまな環境条件(刺激や時間の経過等)で、遺伝子発
現のパターンは異なってくる。そのため、例えば悪性度の異なるガン細胞の発現パターンを比較して、
原因遺伝子を同定するなど、遺伝子の発現パターンを調べて比較することで、遺伝子の機能を推定す
ることが可能になる。また、培養細胞や個体に薬物を投与したとき、投与前後の遺伝子発現パターン
を調べることで、薬物の作用機構を解明することも可能になる。
　遺伝子の発現パターンを調べる手法としてノーザンブロッティングや定量PCRがある。これらの手
法では数十種類の遺伝子の発現を調べることはできるが、細胞内で発現している数百～数千の遺伝子
を調べるには、膨大なサンプル量と作業量が必要になるため、実質不可能である。一方、マイクロア
レイでは、数千～数万種類の遺伝子の発現パターンを、比較的短時間で網羅的に調べることが可能で
ある。

【単色法マイクロアレイの原理】

　数千～数万種類の遺伝子と相補性のある配列の一部をスライドガラス上にスポットし、それに
対して蛍光標識したサンプルのmRNA(もしくはcDNA)を結合させ、蛍光量を特殊なスキャナー
で検出・測定する。蛍光の強度はスライドにスポットされているDNAプローブと結合した
mRNAの量に比例する。
　異なる試料から得られたデータを比較することで、遺伝子の発現変化を調べることができる。

図6. 単色法マイクロアレイの原理
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【PBMCのマイクロアレイ解析】
（１）各遺伝子群と関連の強い生物学的機能カテゴリ
女性群と男性群の比較解析

①「女性特異的変動遺伝子」：111個
　　　↳�発現量が女性では卵胞期↔黄体期で変動するが、男性の任意の2点間では変動しない遺伝子
卵胞期<黄体期：29個…細胞発達・細胞増殖・細胞形態形成・細胞間シグナル伝達・細胞機能維持
卵胞期>黄体期：82個…細胞周期・細胞間シグナル伝達・細胞形態形成・細胞発達・細胞機能維持

女性アスリート群とその他群の比較
②「女性アスリート特異的変動遺伝子」：97個
　　　↳�発現量が女性アスリートでは卵胞期↔黄体期で変動するが、女性非アスリートの卵胞期↔

黄体期、または男性の任意の２点間では変動しない遺伝子
卵胞期<黄体期：21個…なし
卵胞期>黄体期：76個…細胞周期・細胞死/細胞寿命・細胞運動・遺伝子発現※１・細胞形態形成

女性非アスリート群とその他群の比較
③「女性非アスリート特異的変動遺伝子」：90個
　　　↳�発現量が女性非アスリートでは卵胞期↔黄体期で変動するが、女性アスリートの卵胞期↔

黄体期、または男性の任意の2点間では変動しない遺伝子
卵胞期<黄体期：35個… 

細胞周期・細胞形態形成・細胞間シグナル伝達・細胞集合/組織化・細胞機能維持
卵胞期>黄体期：55個… 

細胞形態形成・炭水化物代謝※２・細胞死/細胞寿命・細胞間シグナル伝達・細胞機能維持

　各比較解析で関連が強い生物学的機能カテゴリを比較すると、ほとんどが複数の解析結果に重
複して登場している。しかし、遺伝子発現（※１）、炭水化物代謝（※２）については、他の解析結
果には登場せず特異的なものと考えられる。

（２）各遺伝子群と最も関連の強い生物学的ネットワーク
①女性群と男性群の比較解析　「女性特異的変動遺伝子」：111

STAT3（※３）、TNF（※４）
が、それぞれのネットワー
クの中心と考えられる。ま
た、STAT3（※３）は細胞
間 シ グ ナ ル 伝 達 に 属 し、
TNF（※４）は主に細胞間シ
グナル伝達および細胞機能
維持に属する。

図7. 女性群と男性群の比較解析

卵胞期<黄体期（29遺伝子）より 卵胞期>黄体期（82遺伝子）より

※３ ※4

②女性アスリート群とその他群の比較　「女性アスリート特異的変動遺伝子」：97個

RefSeq or Enterz or Ensembl
（ ×は該当IDなし）

Symbol [Description]
（ ×は該当IDなし）

女性アスリート
遺伝子発現量
Fold Change

（黄体期平均÷
卵胞期平均）

発現量の有意差
（卵胞期と黄体期の比較）

発現量の有意差
（任意日と2週間後の比較）

女性
アスリート

女性
非アスリート

男性
アスリート

男性
非アスリート

NM_015908.5 or 51593 or × SRRT [Serrate RNA effector molecule 
homolog] -1.803 p<0.05 n.s. n.s. n.s.

NM_030943 or 81693 or 
ENSG00000166126 AMN [Protein amnionless Precursor] -1.764 p<0.05 n.s. n.s. n.s.

NM_006421 or 10565 or 
ENSG00000066777

ARFGEF1[Brefeldin A-inhibited guanine 
nucleotide-exchange protein 1] -1.764 p<0.05 n.s. n.s. n.s.

× or × or ENSG00000173357 AC007967.3 [×] -1.747 p<0.05 n.s. n.s. n.s.
NM_182947 or 115557 or 
ENSG00000135502

SLC26A10 [Guanine nucleotide 
exchange factor GEFT] 1.714 p<0.05 n.s. n.s. n.s.

NM_015311.1 or 23363 or × OBSL1 [Obscurin-like protein 1 
Precursor] -1.688 p<0.05 n.s. n.s. n.s.

NM_001101337.1 or 152118 or × RP11-292E2.1 [hypothetical protein 
LOC152118] -1.672 p<0.05 n.s. n.s. n.s.

NM_020974 or 57758 or 
ENSG00000175356

SCUBE2 [Signal peptide, CUB and 
EGF-like domain-containing protein 2 
Precursor]

-1.668 p<0.05 n.s. n.s. n.s.

NM_001906 or 1504 or 
ENSG00000168925 CTRB1[Chymotrypsinogen B2Precursor] -1.654 p<0.05 n.s. n.s. n.s.

NM_001039165 or 116534 or 
ENSG00000184350

MRGPRE [Mas-related G-protein 
coupled receptor member E] -1.642 p<0.05 n.s. n.s. n.s.

NM_017986 or 55065 or 
ENSG00000132517

GPR172B [Porcine endogenous 
retrovirus A receptor 2 Precursor] -1.628 p<0.05 n.s. n.s. n.s.

NM_024819 or 79877 or 
ENSG00000172992

DCAKD [Dephospho-CoA kinase 
domain-containing protein] -1.625 p<0.05 n.s. n.s. n.s.

NM_018702 or 105 or 
ENSG00000185736

ADARB2 [Double-stranded RNA-specific 
editase B2] -1.622 p<0.05 n.s. n.s. n.s.

NM_002435 or 4351 or 
ENSG00000178802 MPI [Mannose-6-phosphate isomerase] -1.619 p<0.05 n.s. n.s. n.s.

NM_001004298 or 118611 or 
ENSG00000154493

C10orf90 [Uncharacterized protein 
C10orf90] -1.614 p<0.05 n.s. n.s. n.s.

NM_024567 or 79618 or 
ENSG00000147421

HMBOX1 [Homeobox-containing 
protein 1] 1.609 p<0.05 n.s. n.s. n.s.

NM_012276 or 23547 or 
ENSG00000170858

LILRA4 [Leukocyte immunoglobulin-
like receptor subfamily A member 4 
Precursor]

-1.608 p<0.05 n.s. n.s. n.s.

NM_015594 or 26083 or 
ENSG00000197689

TBC1D29 [Putative TBC1 domain family 
member 29] -1.607 p<0.01 n.s. n.s. n.s.

NM_032409 or 65018 or 
ENSG00000158828

PINK1 [Serine/threonine-protein kinase 
PINK1,mitochondrial Precursor] -1.603 p<0.05 n.s. n.s. n.s.

NM_001093 or × or 
ENSG00000076555 ACACB [Acetyl-CoA carboxylase 2] -1.599 p<0.05 n.s. n.s. n.s.

表3. 変動度の大きい上位20遺伝子

図8. 女性アスリート群とその他群の比較

卵胞期>黄体期（76遺伝子）より

※5 　卵胞期<黄体期（21遺伝子）からは、特に
関連の強い生物学的ネットワークは生成さ
れなかった。
　NFKB1（※５）が、ネットワークの中心と
考えられる。また、NFKB1は、遺伝子発現
カテゴリに属する。
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③女性非アスリート群とその他群の比較　「女性非アスリート特異的変動遺伝子」：90個

RefSeq or Enterz or Ensembl
（ ×は該当IDなし）

Symbol [Description]
（ ×は該当IDなし）

女性非アスリート
遺伝子発現量
Fold Change

（黄体期平均÷
卵胞期平均）

発現量の有意差
（卵胞期と黄体期の比較）

発現量の有意差
（任意日と2週間後の比較）

女性
アスリート

女性
非アスリート

男性
アスリート

男性
非アスリート

NM_006000 or 7277 or 
ENSG00000127824  TUBA1 [Tubulin alpha-4A chain] -1.729 n.s. p<0.05 n.s. n.s.

NM_019848 or 8273 or 
ENSG00000126903 SLC10A3 [P3 protein] -1.500 n.s. p<0.05 n.s. n.s.

NM_003277 or 7122 or 
ENSG00000184113  CLDN5 [Claudin-5] -1.498 n.s. p<0.05 n.s. n.s.

NM_002566 or 5032 or 
ENSG00000221830 P2RY11 [P2Y purinoceptor 11] -1.458 n.s. p<0.05 n.s. n.s.

NM_001005471 or 254879 or 
ENSG00000198104 OR2T6 [Olfactory receptor 2T6] 1.425 n.s. p<0.05 n.s. n.s.

NM_006055 or 10314 or 
ENSG00000115365 LANCL1 [LanC-like protein 1] -1.410 n.s. p<0.05 n.s. n.s.

NM_001101337.1 or 152118 or × RP11-292E2.1 [hypothetical protein 
LOC152118] -1.409 n.s. p<0.05 n.s. n.s.

NM_052996 or 11105 or 
ENSG00000126856

PRDM7 [PR domain containing 7 
isoform 2] 1.387 n.s. p<0.05 n.s. n.s.

NM_002824.4 or 5763 or × PTMS [Parathymosin] -1.382 n.s. p<0.05 n.s. n.s.
NM_003803.3 or × or 
ENSG00000101605 MYOM1 [Myomesin-1] -1.333 n.s. p<0.05 n.s. n.s.

NM_001607 or 30 or 
ENSG00000060971

ACAA1 [3-ketoacyl-CoA thiolase, 
peroxisomal Precursor] -1.328 n.s. p<0.05 n.s. n.s.

NM_181798 or 3784 or 
ENSG00000053918

KCNQ1 [Potassium voltage-gated 
channel subfamily KQT member 1] -1.287 n.s. p<0.05 n.s. n.s.

NM_015253 or 23302 or 
ENSG00000179314

WSCD1 [WSC domain-containing 
protein 1] 1.273 n.s. p<0.01 n.s. n.s.

NM_001106.3 or 93 or × ACVR2B [Activin receptor type-2B 
Precursor] -1.266 n.s. p<0.05 n.s. n.s.

NM_014991 or 23001 or 
ENSG00000163625

WDFY3 [Uncharacterized protein 
C10orf90] 1.266 n.s. p<0.01 n.s. n.s.

NM_174945 or 284346 or 
ENSG00000176472 ZNF575 [Zinc finger protein 575] -1.263 n.s. p<0.05 n.s. n.s.

NM_006150.3 or 4007 or × PRICKLE3 [Prickle-like protein 3] 1.256 n.s. p<0.05 n.s. n.s.
NM_022484 or 64418 or 
ENSG00000146802

TMEM168 [Transmembrane protein 
168] 1.255 n.s. p<0.05 n.s. n.s.

NM_006231 or 5426 or 
ENSG00000177084

POLE [DNA polymerase epsilon 
catalytic subunit A] 1.252 n.s. p<0.05 n.s. n.s.

NM_145021 or 220972 or 
ENSG00000165406

MARCH8 [E3 ubiquitin-protein ligase 
MARCH8] -1.250 n.s. p<0.05 n.s. n.s.

表4. 変動度の大きい上位20遺伝子

図9. 女性非アスリート群とその他群の比較

卵胞期>黄体期（55遺伝子）より

　卵胞期<黄体期（35遺伝子）からは、特に
関連の強い生物学的ネットワークは生成さ
れなかった。
　OSM（※６）、HAS1（※７）は、炭水化物
代謝カテゴリに属する。
　IFNG（※８）はネットワークの中心と考え
られる。またIFNG（※８）は主に細胞間シグ
ナル伝達および細胞機能維持に属する。

※6

※7

※8

Ⅴ. まとめ
PBMCのマイクロアレイ解析について

1)集積されたサンプルにおける女性ホルモン濃度の測定では、おおよそ性周期を反映した変化を示
したものの、基礎体温の変化においては、不安定なものが多く、このことが測定にどの程度影響
しているかは、現時点では不明である

2)マイクロアレイの生物学的ネットワーク解析で、
　①�女性群と男性群の比較解析で、TNF（主に細胞間シグナル伝達および細胞機能維持）とSTAT3

（細胞間シグナル伝達カテゴリ）
　②女性アスリート群とその他群の比較解析で、NFKB1（遺伝子発現カテゴリ）
　③�女性非アスリート群とその他群の比較解析で、OSMとHAS1（炭水化物代謝カテゴリ）、IFNG（主

に細胞間シグナル伝達および細胞機能維持）
　がその中心に検出されてきた
3)詳細な過去のレポートに基づいた解析はこれから行う予定であるが、上記のいずれも運動や代謝

との関連において、特に脂質や筋代謝への影響が報告されている

Ⅵ. 今後の展望
オミクス解析によるアスリート研究の可能性

1)マイクロアレイの生物学的ネットワーク解析で、検出されてきた遺伝子に関して、詳細な過去の
レポートに基づいた解析を行う

2)上記により絞り込んだ候補遺伝子に関して、実際に女性アスリートに特異的もしくは特徴的に発
現していること、性周期に伴い変動していることをリアルタイムPCR法を用いて確認する

3)現時点で、脂質代謝や筋代謝に関連する遺伝子が検出されてきていることから、今後、運動量や
食事摂取、体重、血中の脂質や筋酵素と絞り込んだ遺伝子との相関について解析を行う

4)遺伝子の解析により、女性アスリートのトレーニングや栄養摂取有効性の予測、さらに性周期に
応じた有効なトレーニングや栄養摂取時期を遺伝子の変動から証明していく
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１．調査概要
■目的
　スポーツ系大学在学中の女性アスリートのコンディション管理について実態を明らかにし、女性ア
スリートのセルフマネジメントプログラム開発のための基礎資料を得る。

■調査対象
　スポーツ系大学に在学する女子アスリート191名（19.7±1.1歳）、有効回答数 170名（89. ０％）

■調査内容
　「女性アスリートの自己管理に関する調査」
　○セルフモニタリング実施状況
　○現在のコンディショニングの状況
　○コンディショニング教育の経験

２．対象者について
　年齢 19.7±1.1歳　身長 161.5±5.7cm　体重 55.3±6.0kg

女性アスリートにおけるコンディション管理の実態調査
〜女子大学生アスリートを対象として〜

資料13

サッカー
16.5%

バスケットボール
13.5%

バレーボール
27.1%ハンドボール

7.0%

陸上
27.1%

ソフトボール
5.3%

柔道
3.5%

全国大会
37.1%

地区大会
52.3%

市民大会
10.0%

国際大会
0.6%

図1. 競技内訳 図2. 競技レベル
競技継続年数 8.2±3.4年

24日以下
11.8%

25～38日
72.9%

39～90日
8.8%

90～180日
2.4%

半年以上ない
2.9%

無回答
1.2％

有
22.9％

無
77.1%

図3. 月経の現状

図5. 体調やトレーニングの記録をつけているか

図6. 記録をつけている理由 図7. 記録をしない理由

■�稀発月経や周期が不安定な者が15％程度、
存在することが明らかとなった。

図4. 疲労骨折の経験

■�疲労骨折を経験している者が、全体の23%
程度、存在することが明らかとなった。

■�体調やトレーニングの記録をつけているという
回答は、全体の43.5%であり、つけていないと
いう回答（56.5%）が、有意に高いという結果が
得られた。

■�記録をつけている理由としては「振り返った時に
役に立つ」が79.7％をしめていた。

■�また記録をつけていない理由としては「面倒くさ
い」が51.0%を占める結果が得られた。

つけている
43.5%

p＝0.047

つけていない
56.5%

【結果1】体調やトレーニングの記録をつけているか

【結果2】記録をつけている理由と記録をしない理由

79.7 51.0

36.5

20.8

8.3

5.2

16.2

10.8

6.8

6.8

振り返ったときに役立つ

とりあえずつけている

面倒くさい

何を記録していいかわからない

活用の仕方がわからない

図6．記録をつけている理由

面倒くさい

感覚で判断できる

記録の付け方がわからない

記録をつける必要性がわからない

コーチやマネジャーがつけている

図7．記録をしない理由

％0 50 100 ％0 50 100
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【結果3】記録をしている内容

【結果4】月経周期とコンディションは関係があると思うか

練習内容
食事

反省や課題
大会日
記録
月経日

練習後体重
睡眠時間
練習時間

心理的コンディション
身体的コンディション

起床時体重
体脂肪率
診察、通院

体温
排便

就寝前体重
体温変化の推移

脈拍
月経痛

練習前体重
内服薬

サプリメント
不正出血

66.2
52.7
52.7
51.4

47.3
44.6

36.5
27.0
27.0
25.7

23.0
20.3

17.6
13.5
12.2
12.2

8.1
4.1
4.1
4.1
2.7
1.4
0.0
0.0

0 ％

■�記録をしている内容については、「練習内
容」が66.2%と高く、次いで、「食事」「反
省や課題」「記録」という結果であった。

■�「月経日」については4割程度の者が記録を
していることが明らかとなった。

■�月経周期とコンディションについて、関
係があると考えている者は72.9%と、有
意に高い割合を示した。

■�前述した結果によると月経周期を記録し
ている者は4割程度にしかすぎない。また
記録をつけていない理由に「感覚で判断で
きる」と回答している者が、36%程度であ
り、その他「つけ方がわからない」「記録を
する必要性が分からない」という回答も得
られていることから、月経周期とコンディ
ションとの関係を感じている者は多いも
のの、それをパフォーマンスに活かすと
いう発想にまでは及んでいない状況が推
察される。

0

20

40

60

80

100

あると思う

72.9％

ないと思う
p＜0.001

27.1%

割
合（
％
）

図8. 記録をしている内容について

図9. 月経周期とコンディションとの関係

図10. コンディション管理に 
ついての教育経験

【結果5】コンディション管理について指導を受けたことがあるか

【結果6】競技レベルによるコンディション管理の教育・指導経験について

有
41.8%無

58.2%

p＝0.02

有
84.5%

無
15.5%

n=71
p<0.001

有
31.0%

無
69.0%

n=71
p<0.01

有
23.9%

無
76.1%

n=71
p<0.001

■�実際に、コンディション管理について、指導を受けたこと
があるかという問いに対して、「受けたことがある」と回答
したものは41.8%と半数以下であった。

■�指導を受けた内容については、「食事・栄養について」が有
意に高い割合を示しており、「メンタルトレーニング」「月経
や女性ホルモンのコントロール」については、指導を受け
たことがない者の割合が有意に高い傾向が明らかとなった。

■�世界大会、全国大会出場レベルを上位群、
それ以外を下位群とし、競技レベル別に
コンディション教育・指導経験の有無を
比較したところ、上位群の方が教育・指
導を受けた経験があり、群間には有意な
差がみられた。

図10-1. 食事・栄養に 
ついての教育経験

図10-2. メンタルトレーニングに
ついての教育経験

図10-3. 月経や女性ホルモンの
コントロールについての教育経験
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20

40

60

80

10

30

50

70

90

100

有

59.4％

31.1％

40.6％

68.9％

無
上位群n=68　下位群n=102

p=0.006 p=0.01

割
合（
％
）

■ 上位群　■ 下位群

＊＊

＊＊

図11. 競技レベルと教育・指導の経験
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まとめ
■�スポーツ系大学在学中の女性アスリートのセルフモニタリング実施率は43.5％であった。
■�セルフモニタリングしている項目は、練習内容や反省や課題、大会日、記録など、自身が行ってい

るスポーツに直結している内容に並んで、食事と月経日が上位に挙げられていた。
■�セルフモニタリングをしている理由としては「振り返った時に役に立つ」という回答が多く見られた

のに対し、「面倒だからしない」という回答も見られている。
■�上位に挙げられていた「月経」については、コンディションと関係があると思っている女性アスリー

トの割合が72.9％と有意に高い結果が得られた。
■�稀発月経や周期が不安定である女性アスリートが今回の調査でも15％いることが明らかとなった。

また疲労骨折の経験者も22.9％いたことが明らかになった。
■�月経周期とコンディションについて、関係があると考えている者は72.9%と有意に高い割合を示し

た。
■�コンディション管理について、指導を受けたことがあるかという問いに対して「受けたことがある」

と回答したものは41.8%と半数以下であった。
■�指導を受けた内容については、「食事・栄養について」が有意に高い割合を示しており、「メンタル

トレーニング」「月経や女性ホルモンのコントロール」については、指導を受けたことがない者の割
合が有意に高い傾向が明らかとなった。

■�世界大会、全国大会出場レベルを上位群、それ以外を下位群とし、競技レベル別にコンディション
教育・指導経験の有無を比較したところ、上位群の方が教育・指導を受けた経験があり、群間には
有意な差がみられた。

1. 調査概要

【 目的 】
　女性アスリートのコンディションデータを通信端末を用いて収集・管理する仕組み(コンディション
管理システム）の構築に向けた予備調査を実施し、女性アスリートのコンディションを記録・管理す
るツールの開発、およびその効果的な活用に向け、以下の観点を目的とした基礎資料を得ること。

Ａ：女性アスリートが望むコンディションの記録・管理方法について
コンディションを管理する方法としてどのような条件を重視しているのか、その実態を明らか
にする

Ｂ：女性アスリートのコンディションを記録することに対する意識について
コンディションを記録することに対する意識を明らかにする

Ｃ：女性アスリートのコンディションのふりかえり状況について
コンディションをふりかえる際にどのような項目に着目するのかを明らかにする

【 方法 】
　女性アスリートに、各自のコンディションの記録を基礎体温計の自動転送システム、既存のWEB
画面およびエクセル表を用いて3か月間毎日入力させた。1か月毎に、自身の記録のふりかえりを行い、
自己分析、専門家への質問、翌月の目標を記入させた。調査後、コンディションを記録・管理する方法、
記録する動機や継続状況に関する自記式アンケートを行った。

【 調査対象 】スポーツ系大学に在学する女子蹴球部 32名
　〈年齢〉19.3±1.0歳　〈競技継続年数〉7.0±4.6年　〈身長〉159.1±5.4cm　〈体重〉53.9±5.2kg

　通信端末を用いてコンディションの記録・管理を行ったことがある人は全体の約9％であったが、
約96％の人が興味があると回答していた。

通信端末を用いたコンディション管理システムの 
構築に向けた基礎調査

～効果的なコンディションの記録ツールの開発およびその活用に向けて～
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はい
9.4%

いいえ
90.6%

ぜひやってみたい
33.3%

やってみたい
62.5%

あまり興味はない
4.2%

まったく興味はない
0.0%

図1. �通信端末を用いてコンディション管理を 
行ったことがあるか（n=32）

図2. �通信端末によるコンディション管理 
について（n=24）
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2. 結果および考察

A　女性アスリートが望むコンディションの記録・管理方法について

■結果① 女性アスリートが望むコンディションの記録の方法

　女性アスリートが望むコンディションの記録方法としては、手書きで記録する方法を選ぶ人が多
かった。また基礎体温の自動転送や携帯端末を利用した記録方法については、いつでも手軽に記録が
できるとの理由を挙げた人が多く、デジタルツールを用いた記録への関心もあることが推察された。

0 10 20 30 40 50

手書き 48.4%

通信端末の
自動転送 25.8%

携帯端末で入力 22.6%

PCから手入力 3.2%

（％）

理由
・手書き

「PCを開く習慣がない」「手軽で好きなように記入が
できる」「遠征の際にも持参しやすい」「手帳に書き込
むことで取り組んだ気持ちになる」「１つのノートに
まとめられる」

・通信端末の自動転送
「手軽にできる」「わざわざ入力せずに済む」「時間がか
からない」「毎日続けるのに手軽」

・携帯端末で入力
「持ち歩けるし、手軽」「少しの時間で手軽に入力でき
る」「常に持っており、荷物にならない」「いつでもど
こでも記録ができる」

・PCから手入力
「簡単に記録できる」

図3. 女性アスリートが望む「記録」の方法について（n=31）

■結果② 女性アスリートが望むコンディションのふりかえりの方法

　女性アスリートが望むコンディションのふりかえり方法としては、大きな画面で、一目で見ること
ができるPCを利用する方法を選ぶ人が多かった。また携帯端末を利用した方法については、いつでも
手軽に確認ができるとの理由を挙げた人が多く、デジタルツールを用いた記録管理への関心があるこ
とが推察された。

■考察
・�コンディションを記録する方法については、手帳に記入する方法を選んだ人が最も多く、次いで基

礎体温計の自動転送機能の活用や、携帯端末に直接入力する方法という回答が続いた。理由として
は「手軽に記入できる」という回答が主であった。この結果から、女性アスリートはコンディション
を記録する方法として、手軽に持ち運べて、簡単に記録ができるものを希望していることが伺えた。

・�自身の記録をふりかえる際には、PCや携帯端末を使用する方法を望む傾向が見られた。その理由と
しては、「グラフ等がきれいで、全体が見やすい」という回答が主であった。この結果から、女性ア
スリートはコンディションをふりかえる際には、データを一目で見やすい方法を希望していること
が伺えた。

　以上のことから、女性アスリートは、コンディションを記録・管理する方法として、「手軽である
こと」「見やすいこと」を重視する傾向が明らかとなった。

0 10 20 30 40 50 60

PCで見る 51.6%

手書きした
ものを見る

32.3%携帯端末で見る

16.1%

（％）

理由
・PCで見る

「きれいで全体が見られる」「一目で見られる」「グラフ
が見やすくわかりやすい」「大きな画面で色別でみる
ことが出来るのでみやすい」「グラフになっていると
わかりやすい」「まとまったデータが見られる」

・携帯端末で見る
「いつでも手軽に全体が見られる」「いつも手元にある
ものなのでパッと見られる」「グラフ化されて見るこ
とが出来る」

・手書きしたものを見る
「自分で書いたものは、ふりかえる時に思いだしやす
い」「自分で作成した方がわかりやすい」「どこでも持
ち歩けるし、いつでも見られる」「手帳に書いたもの
を見る方が早い」

図4. 女性アスリートが望む「ふりかえり」の方法（n=31）
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Ｂ　女性アスリートのコンディションを記録することに対しての意識について

■結果① 3か月間の記録状況

　1か月目は大半が記録を行っていたが、徐々に記録状況は悪くなる傾向であった。

■結果② コンディションの記録に対する意識について

　調査後、全体の84%の人が「コンディションを記録することは必要だ」と回答しているが、同時に
全体の61％が「記録した内容の活用方法がわからない」と回答していた。これは、調査期間中にコンディ
ションを記録する意欲が減少した理由の一つであることが推察された。

0

50

100

割
合（
％
）

1か月目

50.0

45.8

4.2

2か月目

12.5

58.4

20.8

8.3

3か月目

4.2

だいたい
記録した
54.1

ときどき
記録した
25.0

ほとんど
しなかった
16.7

ほぼ毎日
記録した

図5. 3か月間の記録状況（n=24）

強くあてはまる
35.5%

あてはまる
48.4%

どちらでも
ない
12.9%

あてはまらない
0.0%

まったく
　あてはまらない
　　　3.2% 強く

あてはまる
12.9%

あてはまる
48.4%

どちらでも
ない
22.6%

あてはまらない
9.7%

まったくあてはまらない
　　　　6.4%

図6. コンディションの記録は必要だと思うか（n=31） 図7. 記録の活用方法がわからないと感じるか（n=31）

■結果③ 記録を継続させるための考え方

　継続の動機については、調査であるがゆえに義務感との回答が多かったことは納得する結果である
といえる。また、次に多かったのが「自分の意識」「ふりかえりの実施」であったことから、記録をする
必要性に気づくこと、およびふりかえりの実施が記録をさらに継続させることにつながると考えられ
る。さらに記録を継続させるためには、知識を深めたり他人から助言を得る機会も必要だということ
が確認された。

■考察
・�３か月間の記録状況は、多くの人が毎日／だいたい記録を継続していたが、記録状況は悪くなった。
・�全体の約84%の人が、調査後「コンディションを記録することは必要だ」と回答しているが、同時に

全体の約61%が「記録した内容の活用方法がわからない」と回答していた。この結果より、調査期間
中にコンディションを記録する意欲が減少した理由の一つであることが推察された。

・�継続の動機については、調査であるがゆえに多かった「義務感」という回答を除くと、全体の半数が「自
分の意識」、約4割が「ふりかえりの実施」と回答していた。また、記録を継続させるためには、知識
を深めたり他人から助言を得る機会も必要だということが確認された。従って、記録をする必要性
に気づくこと、ふりかえりの実施が記録をさらに継続させることにつながると考えられた。

　これらの結果から、日々の体調を記録し、コンディションをセルフマネジメントすることができる
ようになるためには、知識を得る機会やふりかえりの実施等、記録をする必要性に気づかせ、継続さ
せる仕組みづくりが必要であると考えられる。
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Ｃ　女性アスリートのコンディションのふりかえり状況について

■結果① ふりかえりの記述数について

　ふりかえりの記述数は、毎月減少傾向にあった。これはふりかえりを開始した月は、記録への興味・
関心も高かったため記述も多かったと考えられるが、前述の結果より「記録をどのように活用してい
いかわからない」という回答が多く得られていたことから、各々でふりかえりを続けるだけでは、記
述する意欲が続かなかった可能性があると推察された。
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図10. 各月におけるふりかえりの記述数について（n=32）

■結果② 自己分析（全体数の記述数における各項目の割合）
　各自の自己分析について、記述数が多かった項目について考察した。
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・��食事に対しての関心は1番高く、考察の回数を経ることに増えていた。記述内容については6月はとっ
ていない食品群について「〇を食べていない」と述べることが多かったが、8月は食欲やバランスに
ついての〈改善点〉を多く挙げている傾向が見られた。

・��睡眠への関心は増加傾向にあった。6月は「睡眠不足で体温が低い、コンディションが悪い」と他項
目との関連性を考察し、7月は「睡眠時間が少ない、質が悪い」と自身の睡眠時間や睡眠の質へ着目
していた。さらに8月には「睡眠を意識したら疲労がとれた」等のポジティブな内容が多くみられた。

・��メンタルコンディションへの関心は減少傾向にあった。これは記録をしていくうちに、他の項目を
意識することで、メンタルコンディションが変動することがわかってきたのではないかと推察する。

図11. 各月の自己分析内容の分類



180

資料編

181

資料14

■結果③ 質問（全体数の記述数における各項目の割合）
　専門家への質問について、記述数の多かった項目について考察した。

・�食事は全般的に関心が高く、疑問も多かった。特に6月は質問の全体の半数近く（42.3%）が、食事
に関する内容であった。

・��睡眠については、前述の自己分析の内容と合わせて考察すると、6月には「睡眠と他の関連性」につ
いての疑問をもち、7月は「自身の睡眠が少なく、寝不足」と感じ、睡眠を意識して過ごした結果、
8月には「睡眠の質の向上」というように、さらに興味・関心が高まったのではないかと考察できる。

・��体重・体脂肪については、コントロールの仕方についての疑問が多く、関心の高い内容であった。
・��基礎体温については、6月は「基礎体温と月経の関係」「他項目との関係」等の基本的な疑問が多く、

7月は自身の基礎体温の実値についての疑問が多くみられた。
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図12. 各月の質問内容の分類

■結果④ 翌月の目標（全体数の記述数における各項目の割合）
　各自の翌月の目標について、記述数の多かった項目について考察した。

・��毎月、目標に挙がった項目数のうち、全体の40 〜 50%が食事に関することであった。食事は毎日
のことだからこそ、改善する機会も多く意識しやすい項目であることがわかる。

・��睡眠を挙げる人が多かったのは、ふりかえりによって自分が睡眠不足であると気づいたものと推察
する。
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図13. 各月に記載した翌月の目標内容の分類
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■考察
・�自身の記録のふりかえりを実施することで、自分なりに改善点を見出し実行しようとする傾向がみ

られた。
・�女性アスリートが、自身のコンディションをふりかえる際に主に着目し、また質問が多かった項目

は「食事」「睡眠」であり、他の項目と比較して高い割合を示していた。従って、興味・関心の高い項
目について、より深く知識を得るための学習の機会の必要性が示唆された。

・�コンディションをふりかえる際に着目しなかった項目については、コンディションとの関係性につ
いて理解度が低く、どのように考察をすべきかわからなかった可能性もあるため、興味・関心の低かっ
た項目についても、学習させる必要性があると考えられる。

・�女性アスリートが専門家に質問したい項目としては「食事や睡眠」の他、「体重・体脂肪について」「基
礎体温について」等が挙げられており、女性アスリート特有の課題について、教育をする機会の必要
性が示唆された

　以上の結果から、自身による「記録」と「ふりかえりの実施」の繰り返しにより、コンディショニン
グへの意識が変わることが推察された。記録をコンディショニングに活用していくためには、関心の
高い項目／低い項目共に、さまざまな知識を深める機会（教育の機会）が必要であると考えられる。

3. 総まとめ

　女性アスリートが月経周期による体調の変化も考慮しながら、自身のコンディションを把握・自己
管理できるようになるための効果的なコンディション記録ツールの開発、およびその活用に向けた調
査より、以下の３点の必要性が挙げられた。

A：女性アスリートが望むコンディションの記録・管理方法について
　女性アスリートはコンディションを記録・管理する方法として、「手軽であること」「見やすい
こと」を重視する傾向が明らかとなった。

B：女性アスリートのコンディションを記録することに対する意識について
　日々の体調を記録し、コンディションをセルフマネジメントすることができるようになるた
めには、知識を得る機会やふりかえりの実施等、記録をする必要性を気づかせ、継続させる仕
組みづくりが必要であるといえる。

C：女性アスリートのコンディションのふりかえり状況について
　自身による「記録」と「ふりかえりの実施」の繰り返しにより、コンディショニングへの意識が
変わることが推察された。記録をコンディショニングに活用していくためには、関心の高い項
目/低い項目共に、さまざまな知識を深める機会（教育の機会）が必要であると考えられる。

女性アスリートの育成とセカンドキャリア研究報告 
女性のスポーツ参加と経験に関するインターネットを利用した大規模調査 /  

女性アスリートのキャリアプロセスに関する調査
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最終報告書にあたり：INSPIRING WOMEN
日本人女性アスリートが女性に刺激を与えていくような人材育成の支援や指導を目指して

　本プロジェクトでは、心理学と社会学の視点から、女性アスリートの育成期とセカンドキャリア期に関し
ての調査を報告した。日本がスポーツ立国として継続的に有能な女性アスリートを輩出させていくためには、
その土台づくりとして、ユースの育成から引退を見据えたセカンドキャリア指導まで、長期的展望をもった
研究と施策が必至である。
　プロジェクトメンバーと、欧米諸国の事例を研究し、日本では後発になっている女性アスリートの心理・
社会的な先行研究やセカンドキャリア研究を行い、日本社会の特徴、日本女性の考え方や、育て方などに適
応する方法を模索し、話し合いや研究を積み重ねた。とかく、強さや速さを競うスポーツ界では、女性の視
点にたつ研究が少なく、指導においては女性特有の身体的発育や対人関係の持ち方、行動や感情の表し方な
どの側面が抑圧され、本来の女性の良い特徴や行動を無理やり制限される傾向がある。
　セカンドキャリアに関しては、長期的視野をもったセカンドキャリア教育の必要性を感じる。JOCでは既
にJOCキャリアアカデミー事業として、現役時代から引退後を見据えたカウンセリング等が始められている
が、このプログラムの対象者は、限定された少人数のアスリートであり、多くのアスリートの現状を把握す
るための調査は不十分である。トップアスリートとして活躍する期間が長期化し、その年齢が高くなるにつ
れ、女性アスリートは特に、結婚や出産、育児等、さまざまな負担を考えなければならない。
　本プロジェクトの主な報告内容は、女性の視点で女性アスリートの育成支援を考えるための基礎調査とし
て実施した。１つ目の「女性のスポーツ参加と経験に関するインターネットを利用した大規模調査」報告には、
３つの調査が含まれている。最初の調査（Phase １）では、１万人の成人男女を対象に、スポーツ参加とそ
の経験について現状を調査した。次に行った調査（Phase ２）では、子育てをしている１千人の親世代を対
象に、子どもにスポーツをさせる際の考え方とスポーツ参加の現状を報告した。３つ目の調査では、上記の
２つの調査結果に基づき、2012年ロンドンオリンピック出場選手の種目転向の現状を調査した。
　２つ目の「女性アスリートのキャリアプロセスに関する調査」報告は、現役を退いたアスリートを対象に、
アスリートの恋愛、結婚や出産・育児等の意識やキャリアプロセスについて行った調査である。これからの
女性アスリートが、より快適に競技や練習に取り組める環境の構築を目指すため、元アスリートが回顧的に
過去の感情や行動、キャリア意識を明らかにした。このような元エリートアスリートを若手アスリートに対
し、ロールモデルとして示す必要がある。
　今後の展望として、女子を育てる養育者への動機づけのプログラム、女性アスリートの指導方法のマニュ
アル、女性アスリートのセルフマネジメント教育プログラム、若い女性アスリートへのセカンドキャリア意
識教育等を研究内容として考えていきたい。アスリート自身の夢や意欲だけではなく、育成に携わる役割を
担う方々（体育の教師、コーチ、クラブの顧問等）、家族や友人の連携は不可欠であり、その連携を専門家
がつなぎ合わせることで、世界で活躍できる日本の女性アスリートがますます生まれていくと確信している。
このような女性の視点をもつ女性アスリート研究の蓄積が、才能をより開花させるための良い材料として、
指導に取り入れていただければ幸いである。

プロジェクトリーダー　河野梨香
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女性のスポーツ参加と経験に関するインターネットを利用した大規模調査

Ⅰ. 本調査の目的
・女性のエリートアスリートを継続的に輩出していくためには、スポーツ参加のきっかけ作りから、

指導方法、継続方法、引退後の人生に至るまでの長期的な視野に基づいた研究が必要である。本
調査は、女性アスリートの育成方法を考えるための基礎調査として、日本人女性のスポーツのか
かわり方と、その背景にある女性特有の心理社会的要因の現状を知ることを目的とした。

・日本における先行研究の多くは、女性の身体特徴や心理的、社会的特徴を重視した調査研究や、
女子の親世代の意識を知る研究が少ないことを鑑み、その現状を把握するために2つの調査を実
施した。最初の調査（Phase1）では、10,000人の成人男女を対象に、スポーツ参加とその経験
を知ること、次に行った調査（Phase ２）では、子どもがいる1,000人の親を対象に、子どもにス
ポーツをさせる際の考え方を把握することを目的とした。

Ⅱ. Phase 1　調査概要
調査目的　女性のスポーツ参加とその経験について現状を知ること

調査期間　2012年6月8日～ 2012年6月11日

調査対象　20歳から69歳までの成人男女10,000人（平均年齢=44.9歳、SD=12.65）

調査方法
・�（株）ネットマイルからインターネット経由で成人男女10,000件のデータを収集した。全体の有

効回答数は8,248件であった。
・�調査データを、回答者の年齢から、質問内容に応じて5群（20代・30代・40代・50代・60代）、

あるいは４群（小学校以下、中学校、高校、高校卒業以降）、競技種目別などに分類した。
−分類されたデータから、記入漏れのあったデータを削除したのち、スポーツ系クラブ活動と

して取り組んだことのあるスポーツ種目、学校・企業の運動部の活動期間の回答結果から、
それぞれ中央値および第1四分位数、第3四分位数を算出し、開差の3倍の値を超えた回答を
した者のデータを異常値として削除した。

−競技種目や活動期間の設問については、継続性がどこで途切れるのかを把握するため、選択
肢（「幼稚園/保育園」「小学校低学年」「小学校中学年」「小学校高学年」「中学校」「高校」「大学」

「専門学校」「社会人」）を、「小学校以前」、「中学校」、「高校」、「高校卒業以降」の４つに分類
して集計した。

Ⅲ．Phase 1　主要な結果と考察
①現在および過去のスポーツ活動経験

設問：「あなたが児童・生徒・学生時代、さらに社会人になってから、スポーツ系のクラブ活動（学
校・企業の運動部、私設スポーツクラブ、地域クラブなど）として取り組んだことのあるスポー
ツをチェックしてください。」（複数回答可）

全体を把握するため、93競技種目を選択項目として用い、スポーツごとに「経験あり」と回答した度
数を集計し、度数の最大のものから降順に並べた。

■�9種目（軟式野球、卓球、バレーボール、ソフトボール、バスケットボール、硬式テニス、軟式
テニス、水泳、サッカー）だけで過半数（全体の52％）を占める、ロングテールの形を示した（図1）。

■�この結果から女性特有の競技として、バレーボールとバトミントンが、また男性に偏った競技
は、軟式野球とサッカー等が示された。「女子メジャー競技種目」と「男子メジャー競技種目」が
異なることが明らかとなった。

図1. スポーツ参加状況（男女別）(n=8,248)
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平成24年度ターゲット競技種目22種については、以下のグラフに示すようになった。

■半数以上の競技において、参加者数がご
く少数であることが示された。ターゲッ
ト競技種目（アーチェリー以下の種目）へ
の転向や、参加機会を増やすための競技
団体の対策が必要であると考えられる。

女性の競技種目別での参加経験の推移は、以下のグラフに示すようになった。

■�年代別の推移をみると、20代、30代ではバレーボール、テニスが減少傾向、バトミントンが
増加傾向にあった。

■�経験者の累積が上位過半数を占める競技種目で考えると、女性の「メジャー競技種目」は、世代
により異なっていた。

■�「マイナー競技種目」と考えられる種目の人口を、今後どのように増やすのか、各競技団体の工
夫が求められる。

図2. 参加したことのあるターゲット競技種目
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図3. 女性のメジャー競技種目の推移

まとめ
■さまざまなスポーツ（93種目）がある中で、成人男女のスポーツ経験は9種目（軟式野球、卓球、

バレーボール、ソフトボール、バスケットボール、硬式テニス、軟式テニス、水泳、サッカー）
だけで、全体の52％を占めた。

■女性特有の競技種目には、バレーボールとバドミントンが示された。また男性に偏った競技とし
て軟式野球とサッカーが示された。これは、女子のメジャー競技種目と男子のメジャー競技種目
が異なることを示唆していると共に、日本のスポーツ界で一般的に用いる「メジャー競技種目」と
いう用語についての再定義と、認識の共有が必要である。

■種目における年代別の推移では、20代、30代ではバレーボール、テニス（軟）が減少傾向にあり、
バドミントンが増加傾向にあることが示された。種目の経験者の累積が上位過半数を占める競技
を考えると、女性の「メジャー競技種目」は、世代によっても異なることが示された。こうしたこ
とから、時代と共に減少傾向の種目を抱える競技団体は現状を踏まえ、これから年少の女子たち
をどのように増やし、育成すべきかについて、多くの工夫が求められることが示唆される。

■この設問から示唆された「マイナー競技種目」の人口を増やすため、他競技種目からの種目転向の
勧めや、参加機会を増やす提案ができる。

−日本における女性のマイナー競技種目の認知度を高める施策を検討する
−積極的な勧誘が可能になるような競技団体間での連携や協力体制を作る
−マイナー競技種目の競技団体は種目に必要な能力のリストを作成し、他の競技団体の指導者

や部活動の指導者等へ、広く認知させる（競技団体が提示するリストを他の競技団体で照合
し、ある種目で選手の限界を判断した際、適性のマッチングを行うことで、種目転向を促す
ことができる）

−国内国外において種目転向をしている成功事例を収集し、種目転向の認知度を高める
　（2012年ロンドンオリンピック選手団における転向種目調査についての結果・考察を参照）

②「学校・企業の運動部」での競技活動経験

設問：あなたのスポーツ系クラブでの活動期間について、「学校・企業の運動部」に該当する時期
をチェックしてください（９つの選択肢－幼児期 ・小学校低学年・ 小学校中学年・ 小学校高学年・
中学校・ 高校・ 大学・ 専門学校・ 学校の運動部での活動はなし）複数回答可

学校・企業でのスポーツ系クラブにおける活動経験について、それぞれの競技における活動期間を示
した。競技種目や活動期間の設問については、継続性がどこで途切れるのかを把握するため、 ４つの
時期（「小学校以前」、「中学校」、「高校」、「高校卒業以降」）に縮約して集計を行った。
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■�女性の経験が多いスポーツは、バレーボール、水泳、軟式テニス、バスケットボール、硬式テ
ニスなどであった。

■�バレーボールや軟式テニスは中学校で、水泳やバスケットボールは小学校以前からの時期に多
いことが示された。

学校・企業の運動部における活動期間について、4つの時期（小学校以前、中学校、高校、大学/専門
学校）に縮約し、女性の参加経験人数の上位10競技における世代間の推移を示した。

■�60代から20代までの遷移をみると、上昇
（経験者増加）傾向にあるスポーツは、水泳・
バドミントン・陸上競技であり、下降（経
験者減少）傾向にあるスポーツは、バレー
ボール・卓球・ソフトボールであった（図5）。
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図4. 学校・企業でのスポーツ系クラブ活動経験（女性・世代別）

図5. 移行グラフ上位10競技（女性）
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ターゲット競技種目（平成24年度）における、女性の「学校・企業の運動部」での競技活動経験につい
て示した。継続性がどこで途切れるのかを把握するため、 4つの時期（「小学校以前」、「中学校」、「高校」、

「高校卒業以降」）に縮約して集計を行った。

■�学校や企業を通じた活動経験において、バレーボールや水泳、硬式テニス、卓球、バドミント
ンの活動経験が、多い傾向を示した。

■�体操競技など、学校活動を通じて参加経験の少ない種目については、体育の授業で実施するな
ど、育成できる若い世代に興味や動機づけ等の工夫が期待される。

まとめ
■学校での部活動や企業における活動において、女性の経験が多いスポーツは、バレーボール、水泳、

軟式テニス、バスケットボール、硬式テニスなどであった。バレーボールや軟式テニスは中学校で、
水泳やバスケットボールは小学校以前からの経験が多いことが示された。

■女性における種目全体の世代間推移は、60代から20代までの遷移として、上昇（経験者増加）傾
向にあるスポーツは、「水泳」「バドミントン」「陸上競技」であった。下降（経験者減少）傾向にある
スポーツは、「バスケットボール」「バレーボール」「卓球」「ソフトボール」であった。　

■具体的には、世代間動向において、例えば「水泳」は57人中48人が小学校以前で参加しているが、
中学校以降になると約5分の1程度しか参加していない。中学校以降は中断している可能性が示さ
れた。また「軟式テニス」「卓球」「バレーボール」は、中学校から参加者数が増加し、中学校の世代
でピークとなっていた。高校世代で多いのは、「バスケットボール」であった。「バスケットボール」
は小学校から安定して競技人口があるが、高校でピークになっていることが示された。「バドミ
ントン」は、女性のメジャー競技種目の1つであることが全体から示唆されたが、小学校ではほと
んど参加者はおらず、中学校以降に参加者数が増加し、そこでピークになっていることが示され
た。

■このように、部活動を継続して記録向上を目指すというよりも、「水泳」は泳げるようになればい
いといった目的達成等によりやめる可能性が示唆されるなど、 高度な技術の獲得や競技力の向上
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図6. 女性のターゲット競技種目活動経験
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をさほど重要視しているとは言えないことを示唆している。また、それにより、女性のスポーツ
活動経験が時期によって独立している傾向が示唆される。

■女性の平成24年度ターゲット競技種目22種のうち、12種目で度数がゼロだった（シンクロ、ヨッ
ト、カヌー、柔道、レスリング、フェンシング、アーチェリー、射撃、トランポリン、自転車、
アイススケート、トライアスロン）。また、5％以上を占めた競技は、水泳、バレーボール、卓球、
バドミントンであった。

③スポーツ活動をやめた理由

設問：あなたが一番打ち込んでいたスポーツについて、さらにお聞きします。一時的なものも含め、
やめた理由ややめざるをえなかった理由について、以下の各項目にどの程度当てはまるかについ
てお答えください。※「その他」についてあてはまるものがない方は、自由記入欄に「なし」と記
入の上、「まったく当てはまらない」にチェックをしてください。【必須】

性別および20代から60代までの5段階の世代に分けて集計を行い、全ての世代の上位10項目を抽出
し、世代間で比較した。
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図7. 女性におけるやめた理由についての世代比較

60代 50代 40代 30代 20代 平均
他のこと（活動）への興味 2.44 2.38 2.44 2.45 2.57 2.46
そのスポーツで十分に満足感を得た 1.94 1.95 1.94 2.04 2.28 2.24
そのスポーツに飽きた 1.92 1.79 1.92 1.88 2.13 1.98
病気、ケガ、過度の疲労など身体的理由 1.76 1.95 1.76 1.86 2.08 1.90
身体的な限界感 1.77 1.95 1.77 1.78 2.06 1.87
体力の衰え 1.75 2.06 1.75 1.77 1.95 1.86
練習に時間を取られすぎる 1.62 1.71 1.62 1.70 2.08 1.72
チームメイトとの人間関係 1.61 1.56 1.61 1.67 1.99 1.69
記録や競技内容が伸びない 1.60 1.67 1.60 1.60 1.97 1.68
別のスポーツへの興味 1.55 1.67 1.55 1.65 1.97 1.66
就職 1.60 1.65 1.60 1.60 1.93 1.63
練習や競技にかかる費用 1.51 1.55 1.51 1.57 2.06 1.53
練習内容が厳しすぎた 1.51 1.51 1.51 1.64 1.94 1.62
学業（学校の成績や受験など） 1.21 1.23 1.21 1.26 2.27 1.44

（評価得点1 〜 5）

まとめ
■世代間比較から、6項目が共通項目として示され、スポーツ活動をやめた心理社会的理由としては、
「他のこと（活動）への興味」「そのスポーツで十分に満足感を得た」「そのスポーツに飽きた」であっ
た。

■身体的理由には、「病気、ケガ、過度の疲労など身体的理由」「身体的な限界感」「練習に時間を取
られすぎる」などであった。

■20代世代では、他世代と多少異なる傾向も見られた。すなわち、やめた理由が50%を越えた項
目は、活動における人間関係の問題を示唆することが特徴的であった。また、スポーツをやめた
理由（全体）において、図表では示していないが、伸び率で見た結果では、「過剰な練習が嫌でや
めた」「人間関係で嫌になりやめた」「ハラスメント等のためにやめた」等に高い傾向が示されてい
た。このような傾向が示された理由については、近年、日本社会において幼少期から青年期にお
ける世代の脆弱性、対人関係の方法、コミュニケーション能力、ストレス耐性の変化が指摘される。
また、厳しさを容認しない社会的な変化、ハラスメントに対する敏感さも考慮しながら、競技者
の育成を担う関係者（学校関係者、体育教員、コーチや養育者を含む）は、女性への指導方法を見
直していかなくてはならないと思われる。

■競技力の向上を担うアスリートの養成だけでなく、スポーツを通じた心身の育成、時代に適応さ
せた指導方法について、今後研究の必要がある。

④スポーツ活動を誰の（何の）影響で始めたか

設問：スポーツを誰の（何の）影響や勧めで始めましたか。 【必須(それぞれチェックはいくつでも)】 

スポーツ非経験者の1,370人を除く8,630人を対象に、性別による違いを示した。

表1. スポーツ活動をやめた理由
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順位
男女平均 男性 女性
項目名 比率 項目名 比率 項目名 比率

1 友達の影響 40.6% 友達の影響 39.4% 友達の影響 41.7%
2 父の影響 11.3% 父の影響 13.0% 母の影響 12.1%
3 先生の勧め 9.9% 先生の勧め 9.8% 先生の勧め 10.0%
4 母の影響 9.8% メディアの影響 8.3% 父の影響 9.6%
5 メディアの影響 8.7% 地域性 8.2% メディアの影響 9.1%
6 地域性 7.5% チーム・選手への憧れ 8.0% 地域性 6.7%
7 兄弟の影響 6.1% 母の影響 7.4% 姉妹の影響 6.1%
8 チーム・選手への憧れ 5.7% 兄弟の影響 7.2% 兄弟の影響 4.9%
9 隣人の影響 5.0% 隣人の影響 5.3% 隣人の影響 4.7%
10 姉妹の影響 3.9% 姉妹の影響 1.7% チーム・選手への憧れ 3.4%
11 祖父の影響 0.5% 祖父の影響 0.7% 祖父の影響 0.2%
12 祖母の影響 0.3% 祖母の影響 0.4% 祖母の影響 0.2%

男女それぞれで、度数が100以上の競技種目に限定し、影響を受けた14項目の割合を示した。また、「父
の影響・母の影響・先生の勧め」 は 10%以上、「チームや選手への憧れ・メディアの影響」 は 5%以上、

「友達の影響」 は 20%未満についてセルに色を付けて示した。
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n % % % % % % % % % % % % % %
バレーボール 862 2.2 6.4 0.0 0.2 1.4 3.1 7.4 24.4 3.4 4.6 2.9 9.9 4.2 38.1
軟式テニス 761 4.3 4.7 0.1 0.1 2.5 4.3 2.9 27.9 1.7 0.5 1.3 9.5 5.4 40.5
硬式テニス 717 4.5 5.0 0.1 0.1 2.0 2.6 1.4 31.1 2.6 1.5 2.5 8.1 6.7 40.2
バドミントン 680 1.8 4.4 0.0 0.0 1.2 2.4 4.1 30.9 1.3 2.4 0.3 0.4 6.2 48.7
卓球 660 3.2 5.0 0.0 0.2 3.2 4.1 5.3 27.7 1.7 2.4 0.3 0.3 4.7 47.9
バスケットボール 651 2.0 1.7 0.0 0.0 2.0 4.3 9.2 31.2 1.4 2.0 1.2 3.7 5.2 43.5
水泳(競泳) 646 8.2 21.5 0.3 0.0 4.5 2.3 9.1 11.8 0.6 1.5 0.2 0.5 5.9 42.1
ソフトボール 520 6.5 1.9 0.0 0.0 2.3 3.3 8.3 25.4 4.4 6.9 0.8 0.6 3.3 43.1
スキー 479 9.6 5.2 0.2 0.2 3.8 2.3 2.1 34.9 2.5 3.5 0.4 1.0 8.4 34.9
陸上競技 439 3.0 1.8 0.0 0.0 3.2 2.1 20.3 14.4 1.6 0.5 0.5 0.5 4.1 52.8
剣道 210 9.0 6.2 0.5 0.0 6.7 2.4 2.9 20.0 1.9 1.0 0.5 7.1 10.0 38.1
登山 190 6.8 5.3 0.0 0.0 1.6 1.6 4.2 35.3 3.2 1.1 1.1 1.1 8.4 41.6
ゴルフ 182 19.2 4.4 0.0 0.0 2.7 0.5 2.2 37.9 2.2 2.2 0.5 3.3 19.8 19.2
体操競技 154 2.6 7.8 0.0 0.0 3.2 2.6 11.7 16.2 0.0 0.0 2.6 3.9 6.5 45.5
アイススケート 153 5.9 6.5 0.7 0.0 2.0 3.9 5.2 23.5 0.7 3.9 1.3 0.7 7.2 43.8
サッカー 138 2.9 0.0 0.0 0.0 5.1 0.7 13.0 19.6 1.4 1.4 2.2 2.2 6.5 48.6
スノーボード 135 3.0 1.5 0.0 0.0 2.2 2.2 1.5 48.1 2.2 0.7 0.7 1.5 7.4 31.9
ジャズダンス 133 0.0 3.0 0.0 0.0 0.8 1.5 0.8 21.8 1.5 0.0 0.8 4.5 11.3 55.6
ソフトバレーボール 131 0.8 0.8 0.0 0.8 1.5 0.0 6.1 24.4 6.1 10.7 0.8 0.0 6.9 43.5
バレエ 129 3.1 25.6 0.0 1.6 0.8 5.4 2.3 10.9 0.8 0.8 3.1 7.0 7.8 38.8
ハンドボール 110 0.9 0.0 0.0 0.0 1.8 2.7 16.4 22.7 0.0 2.7 0.0 0.0 5.5 47.3

表2. 誰（何）から影響を受けてスポーツ活動を始めたか（全体および男女比較）

表3. 誰（何）から影響を受けてスポーツ活動を始めたか（種目別傾向）

まとめ
　１．性別による違い

■性別により差が少ない影響
・男女共に「友達の影響」が約40%で第1位、次に「学校の先生の勧め」が第2位であったことから、

周囲の親しい人物はスポーツを始める際に大きな影響を与えることが示された。
・「メディアの影響」は、男性が第4位、女性が第5位と上位にあらわれ、流行や社会情勢の影

響があることが示された。
■性別により差が大きい影響

・同性の家族からの影響が大きいことが示された。
・男性では「父の影響」 や「兄弟」 、女性では「母の影響」や「姉妹」という、同性の家族からの

影響が大きく、性差による違いが顕著であった。
・男性は「地域性」や「好きなチーム・選手への憧れ」が女性に対して有意に高比率であるが、

これは伝統的に地域に根差して行われるスポーツは男性競技が多く、報道では多くが男性
チームや男性選手が対象であることの影響だと推察される。

・「友達の影響」は男女共に高い値を示すが、特に女性が有意に高いという結果が示された。

　２．種目による違い
・女性で「父親の影響」が顕著に強いのは、ゴルフであった。
・「母親の影響」は、水泳に関しては男性も大きいが、バレエは女性特有の種目であった。
・「友達の影響」が少ない競技に集団競技が含まれるのは、学校での体育授業だけで接する競技

と考えられる。

⑤取り組んだスポーツの成績と継続性

設問：（A)　あなたがスポーツ系のクラブ活動（学校・企業の運動部、私設スポーツクラブ、地域
クラブなど）で取り組んだスポーツの最高の成績についてお答えください。※複数該当する場合
には、より右側の選択肢をチェックしてください。【必須】 

（B）　あなたが一番打ち込んでいたスポーツについてお聞きします。そのスポーツを現在も続け
ていますか？もっとも該当する選択肢にチェックをしてください。続けられている方はその理由
も具体的にお書きください。【必須】 
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継続性

最高位

1 2 3 4 5

合計一度も中断するこ
となく、ずっと続

けている

一時中断した時期
もあったが、現在

も続けている

現在も続けている
が、頻度はかなり

少ない

現在はたまにしか
そのスポーツを
行っていない

現在はまったくそ
のスポーツを行っ

ていない
自分自身は優れ
た成績を残して
いない

4.2% 5.1% 3.5% 4.8% 82.4% 100.0%

地区大会で上位
＋都道府県大会
出場

4.0% 6.1% 3.1% 8.8% 78.0% 100.0%

都道府県大会で
上位入賞 8.9% 3.0% 5.9% 8.3% 74.0% 100.0%

全国大会以上 11.1% 11.1% 11.1% 4.6% 62.1% 100.0%

継続性

最高位

1 2 3 4 5

合計一度も中断するこ
となく、ずっと続

けている

一時中断した時期
もあったが、現在

も続けている

現在も続けている
が、頻度はかなり

少ない

現在はたまにしか
そのスポーツを
行っていない

現在はまったくそ
のスポーツを行っ

ていない
自分自身は優れ
た成績を残して
いない

4.5% 4.6% 5.4% 6.3% 79.1% 100.0%

地区大会で上位
＋都道府県大会
出場

6.5% 7.6% 6.1% 9.5% 70.3% 100.0%

都道府県大会で
上位入賞 8.3% 7.2% 5.9% 8.1% 70.5% 100.0%

全国大会以上 12.5% 10.6% 8.2% 9.5% 59.2% 100.0%

まとめ
■男女とも「全国大会以上」の該当者の継続率の高さが特徴で、しかも男女性とも、上位大会への進

出という成功体験保持者の人が、現在でもそのスポーツを継続している確率が高いことが示され
た。

■性別で比較すると、女性の方が概して「現在はまったくそのスポーツを行っていない」が、男性よ
りも多くなっていた。もし女性特有の出産・育児による競技の中断とは別の社会的な要因が反映
しているとすれば、詳しく検討する必要がある。

■高レベルな競技経験があっても、男女共約60％が、「現在はまったくそのスポーツを行っていない」
と示された。彼らが社会において周囲の子どもたちや大人を対象に、スポーツを通じた社会貢献
や、コーチ等の指導者になれる機会を作れば、さらに競技の継続性が保たれ、良き理解者、良き
援助者として活躍を期待できるかもしれない。

表4. 成績と継続性（女性）

表5. 成績と継続性（男性）

Ⅳ．Phase 2　調査概要

調査目的
　小学生から高校生までのスポーツ活動の継続は、年齢を重ねるごとに減少するのが現実である。し
かし、エリートアスリートの育成においては、さまざまな障害を乗り越えて継続することが必須であ
る。そこで、子どもに影響力の大きい養育者の考えを把握するため、親世代を対象に、子どもにスポー
ツ参加をさせる理由、子どもの性別を踏まえた参加や継続に関する考え方、子どもの年齢に応じた親
の考え方等についての現状を把握することを目的とした。

調査期間　2012年7月27日〜 2012年7月30日

調査対象　スポーツをしている子どもをもつ成人男女をPhase1から1,000人抽出
（平均年齢45.5歳、SD=5.41）

調査方法
・（株）ネットマイルからインターネット経由でスポーツをしている子どもをもつ成人男女を

Phase1から1,000人抽出し、データを収集した。
・有効回答数729件（父親453件、母親276件）、うち、父親のみのデータ数は453名（62%）、母親

のみのデータ数は276名（38%）であり、養育者の年代概要は、30代(16.7% )、40代(53.2% )、
50代(30.1% )であった。

Ⅴ．Phase 2　主要な結果と考察

①子どもが取り組んでいるスポーツ

設問：お子さんが現在、取り組んでいるスポーツはありますか。複数ある場合には一番打ち込ん
でいる主要なスポーツを一つだけお選びください。【必須】

1_父親・息子（n=331） 2_父親・娘（n=333） 3_母親・息子（n=223） 4_母親・娘（n=190）

順位 スポーツ 度数 比率 順位 スポーツ 度数 比率 順位 スポーツ 度数 比率 順位 スポーツ 度数 比率

1 スポーツはしていない 66 19.90% 1 スポーツはしていない 146 43.80% 1 スポーツはしていない 52 23.30% 1 スポーツはしていない 85 44.70%

2 サッカー 62 18.70% 2 水泳 31 9.30% 2 サッカー 34 15.20% 2 水泳 26 13.70%

3 バスケットボール 28 8.50% 3 軟式テニス 18 5.40% 3 バスケットボール 18 8.10% 3 バスケットボール 8 4.20%

4 軟式野球 24 7.30% 4 バレーボール 17 5.10% 4 水泳 17 7.60% 3 ヒップホップダンス 8 4.20%

5 水泳 21 6.30% 5 バスケットボール 15 4.50% 5 卓球 12 5.40% 5 軟式テニス 7 3.70%

6 陸上競技 16 4.80% 6 バドミントン 13 3.90% 6 軟式野球 11 4.90% 5 バレーボール 7 3.70%

7 卓球 15 4.50% 7 卓球 12 3.60% 7 陸上競技 10 4.50% 5 卓球 7 3.70%

8 軟式テニス 14 4.20% 8 陸上競技 9 2.70% 8 軟式テニス 9 4.00% 8 バレエ 6 3.20%

8 硬式テニス 14 4.20% 8 バレエ 9 2.70% 8 硬式テニス 9 4.00% 9 硬式テニス 5 2.60%

10 硬式野球 12 3.60% 10 硬式テニス 8 2.40% 10 硬式野球 7 3.10% 9 バドミントン 5 2.60%

表6. 現在、一番打ち込んでいるスポーツ（上位10項目）
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まとめ
■回答者(親)はスポーツ経験者のみが対象となっているが、息子の約20％、娘の約45％はスポー

ツをしてないことが示された。
■子どもの性別は同じでも、回答者が父親なのか母親なのかにより、取り組んでいるスポーツの順

位に差が出たことが示された。
■回答者はスポーツ経験者であるが、配偶者の情報については質問をしていなかったため、子ども

のスポーツを通じた教育方針についての一致が不明瞭ではあるが、回答者の意向が強いと考える
と以下の結果等も解釈できるかもしれない。

・息子における1位「サッカー」と2位「バスケットボール」に違いはないが、父親では3位「軟式
野球」、4位「水泳」、5位「陸上競技」、母親では3位「水泳」、4位「卓球」、5位「陸上競技」で
あり、親の性差による影響が示唆された。

・娘の場合、1位「水泳」以降は急激に度数が減るため一般化は難しいが、該当率5%以上のスポー
ツを取り上げると、父親では2位「軟式テニス」、3位「バレーボール」、4位「バスケットボール」、
5位「バドミントン」、6位「卓球」と全て球技なのに対し、母親では2位「バスケットボール」

「ヒップホップダンス」、4位「軟式テニス」「バレーボール」「卓球」、7位「バレエ」と、ダンス
やバレエが上位に入ってくる違いが見られた。

②なぜ子どもにスポーツをさせているか

設問：あなたが先の質問でお答えいただいたお子さんにそのスポーツをさせている（スポーツを
することを容認している）理由は何ですか。【必須】 

1　父親・息子（n=265） 2　父親・娘（n=186） 3　母親・息子（n=171） 4　母親・娘（n=105）
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図8. スポーツをさせている理由

まとめ
■スポーツをさせている理由の第1位は、「子どもがやりたいと言ったから」であったが、回答者が

父親の場合は約70%、母親では約80%という10％の差が示された。
■該当率50%以上の項目だけに着目すると、父親は息子・娘に関係なく、「健康」「チームワーク」「協

調性」であったが、母親は息子の場合には該当項目が多く、例えば「忍耐力」「努力」「挑戦」「失敗」
など精神性の強化を重視しているのに対し、娘に対しては該当項目自体が少なく、「体調の管理
能力」「友達が増えそう」等、まったく理由が異なっている傾向が示された。

③子どもにスポーツ活動をいつまで続けてほしいか

設問：あなたが先の質問でお答えいただいたお子さんにそのスポーツをいつまで続けてほしいで
すか。【必須】 
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図9. 実際の子どもに対して

図10. 才能があると仮定した場合
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まとめ
■この設問では２つの質問を設定した。１つは実際の子どもの実力から判断する場合、もう１つは

才能が秀でている子どもであると仮定した場合であった。
■実際の子どもの実力から判断した場合の回答では、息子に対しては父親・母親ともに「費用を自

分で負担できるならいつまでも」「生涯ずっと」が、娘に対するよりも高いことが示された。
■才能があると仮定した場合、実際の子どもの実力の順とは違い、「生涯ずっと」や「プロになれな

いことがわかった時点まで」が高まることが示された。特に父親よりも母親は、息子に対しては「費
用を自分で負担できるならいつまでも」、娘に対しては「プロになれないことがわかった時点まで」
に高い傾向が示され、父親より現実的な考えをもつことが示唆される。

■子どもの才能に関係なく、全て1位は「本人がやめたくなるまで」であったが、「実際の子どもの実力」
と「才能がある場合」を比較すると、母親は「才能がある場合」で約10%しか該当率が低下しない
のに対し、父親は息子で約25%、娘で約20%に減少し、才能がある場合には続けさせたい意向が
父親が母親よりも強い傾向が示された。また母親が回答者で娘が対象である場合、10%以上で「プ
ロになれないことがわかった時点まで」が入り、母親がより現実的に考えていることが示唆される。

■息子と娘の性差では、「生涯ずっと」の率は息子の方が娘よりも高かった。父親で「受験勉強が忙
しくなるまで」は息子で4位、娘で2位であり、母親の2位が息子で「受験勉強が忙しくなるまで」、
娘の2位が「今いる学校を卒業するまで」であった。いずれも「娘の方が早くやめてもらって構わ
ない」「スポーツ活動をずっと続けるのにふさわしいのは男性」等のようなイメージやステレオタ
イプの社会規範が示唆される。

④やめることに対する親の希望と対応

設問：あなたが先の質問でお答えいただいたお子さんにいずれはそのスポーツをやめてほしいと
考える理由は何ですか。【必須】 

図11. やめてほしい理由
1 父親・息子（n=265） 2 父親・娘（n=186） 3 母親・息子（n=171） 4 母親・娘（n=105）
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母親は息子・娘
双方に対して、
現実志向が父親
よりも強い

母親は娘がスポー
ツをすることに対
して、ネガティブ

設問：あなたが先の質問でお答えいただいたお子さんがそのスポーツをやめたいと言ったとき、
あなたはどのような対応をとりますか。以下の各項目にどの程度当てはまるかについてお答えく
ださい。【必須】 

まとめ
■母親は父親よりも、息子・娘双方に対して現実志向が強いことが示唆された。
■娘に対しては、父親も母親も、「すぐにやめさせる」が上位であり、娘がやめると言った場合、「理

由を詳しく聞いた上でやめさせる」等、特に抵抗なくやめさせるのに対し、息子に対しては、父
親は「他の競技に転向させてでもやめさせない」、母親は「指導者に相談する」のように、やめない
ことを前提に行動するような大きな違いが示された。

■母親は息子・娘どちらに関しても「指導者に相談する」ことが多い傾向が示された。一方、父親・
娘タイプでは、その値の低さが際立った結果が示された。

■父親・娘タイプの特徴として、「子どもの意志を尊重してすぐにやめさせる」が一番高く、娘には
スポーツを続けさせ、スポーツを通じて何かを学ばせるといった強い意志に欠けることが示唆さ
れる。

図12. やめたい子どもへの対応

40.0

35.0

30.0

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

（％）

1 父親・息子（n=265） 2 父親・娘（n=186） 3 母親・息子（n=171） 4 母親・娘（n=105）

理
由
を
詳
し
く
聞
い
た
上
で
や
め
さ
せ
る

他
の
競
技
に
転
向
さ
せ
て
で
も
、
ス
ポ
ー
ツ
自
体
は

や
め
さ
せ
な
い

子
ど
も
の
意
思
を
尊
重
し
て
す
ぐ
に
や
め
さ
せ
る

や
め
な
い
よ
う
に
自
分
で
説
得
す
る

し
ば
ら
く
続
け
さ
せ
て
、
ま
た
相
談
し
て
き
た
ら

や
め
さ
せ
る

そ
の
ス
ポ
ー
ツ
の
指
導
者
に
相
談
す
る

し
ば
ら
く
休
ま
せ
て
、
ま
た
復
帰
す
る
よ
う
に
促
す

理
由
を
詳
し
く
聞
い
た
上
で
や
め
さ
せ
な
い

有
無
を
言
わ
さ
ず
や
め
さ
せ
な
い

配
偶
者
に
や
め
な
い
よ
う
に
説
得
し
て
も
ら
う

違
う
施
設
へ
の
移
行
を
促
す

違
う
チ
ー
ム
へ
の
移
行
を
促
す

友
達
に
引
き
留
め
て
も
ら
う
よ
う
、
そ
の
親
に

連
絡
を
取
る

娘は安易にやめさせる反面、息
子には基本的にスポーツを続け
てほしい

父親は娘の意思を尊重するため
に、指導者には相談しない傾向
がある



200

資料編

201

資料15

Ⅵ．本調査のまとめ

■日本の女性アスリートの育成・強化のため、女性の視点と心理・社会的側面から基礎調査を行い、
日本の女性のスポーツのかかわり方や、子どもを育てている親世代の考え方についての現状を知
ることができた。

■女性スポーツの「メジャー競技種目」は、男性と異なりバレーボールとバドミントン等が示される
ものの、年代別の推移をみると、20代、30代でバレーボールは減少傾向にあることが示された。
特にターゲット競技において減少傾向の種目を抱える競技団体や、もともと競技者数の少ない競
技団体は、このような現状を踏まえ、女性競技者の人口をどのように増やし、育成すべきかにつ
いて工夫すると共に、女性の視点をもった研究者や女性の元アスリートらと共に方策を考える必
要がある。

■女性のスポーツ活動経験は、時期によって独立している傾向が示された。これは活動を継続して
高度な技術や記録向上を目指すよりも、技術習得の目的が達成できれば終了してしまう可能性が
ある。そのため、継続的に競技をさせる工夫、動機づけをして、技術や記録の向上の面白さを連
続的に与えるような指導や仕掛けが必要である。

■育成期のスポーツ指導者は、スポーツをやめる理由には、心理・社会的理由（他のこと（活動）へ
の興味、そのスポーツで十分に満足感を得た、そのスポーツに飽きた等）と、身体的理由（病気、
ケガ、過度の疲労、身体的な限界感、練習に時間を取られすぎる等）が存在することを理解し指
導にあたることが必要である。

■子どもを育てている親世代のスポーツのかかわり方や考え方も、重要な要因であることは見逃せ
ない。子どもにいつまでスポーツを続けてほしいかについて、娘には早くやめてもらって構わな
い、スポーツ活動をずっと続けるのにふさわしいのは男性、息子へは継続を望むなど、対応の違
いが示唆される。特に母親は娘に対し「プロになれないことがわかった時点」ですぐにやめさせる
など現実志向が強く、あまり積極的でない考え方を持っていた。このように、養育者の態度が女
子のスポーツ参加と継続の要因と関係があることが考えられるため、親世代への何らかの働きか
けも必要である。

■厳しさを容認しない社会的な変化、親の考え方の変化、ハラスメントに対する敏感さ、子どもた
ちの対人関係の取り方やストレス耐性の変化が指摘される中、自主性を重視し、厳しい練習をど
のように乗り越えさせるか、自己管理ができる育成・強化支援が必要かもしれない。競技力の向
上を担うアスリートの養成だけでなく、スポーツを通じた心身の育成、時代に適応させた女性へ
の指導方法についての研究は、今後特に必要である。

参照：日本代表選手の種目転​向調査

本プロジェクトで行った大規模調査における結果において、「メジャー競技種目」から「マイナー競技
種目」へのアスリートの種目転向について提案をした。日本におけるトップアスリートについての種
目転向歴を把握するために、2012年ロンドンオリンピック出場選手の種目転向経験について調べた。

調査対象　ロンドンオリンピック出場選手293人（女子156人、男子137人）

調査方法
（1）�インターネットを利用し、Wikipediaをもとに情報収集を行った。Wikipediaに記載のない情報は、

中学・高校時代については他のサイト等で検索した後、各アスリートのスポーツキャリアを、調
査者（8名）により目視で確認し、以下のように「転向」を分類した。

	 0：転向なし		  ずっと同じ種目をやり続けている
	 1：競技内種目転向	 平泳ぎから自由形へのような転向
	 2：競技間種目転向	 競泳からサッカーへのような転向
	 3：兼部		  複数の部活を掛け持ち
	 4：その他		  「転向」と言えるかどうか判断が難しいケース

（2）�上記の手続き（1）において、１か２が入力されたアスリートに絞り込み、レベルの高い大会順（オ
リンピック、世界選手権等）に入力を行った。

＜参照サイト＞　（2013年2月20日現在）
ロンド�ンオリンピック2012日本代表選手団：http://www.joc.or.jp/games/olympic/london/

japan/winnerslist/
出場種目：http://www.joc.or.jp/games/olympic/london/sports/athletics/team/
各アス�リートのWikipedia：（例）http://ja.wikipedia.org/wiki/% E6% B1% 9F% E9% 87% 8C% E5

% 8F% A3% E5% 8C% A1% E5% 8F% B2



202

資料編

203

資料15

表7. 2012年ロンドンオリンピ　　　　　ック女子アスリートの転向事例

ロンドンオリンピック出場競技、出場した種目／ポジション、転向前競技、転向時期、転向した理由、転向 を進めた人物について、表にまとめた（女子アスリートのみ）。

ロンドン五輪出場競技 出場予定種目/ポジション 転向前競技 転向時期 転向した理由 転向を進めた人物
陸上／トラック 100m ／ 200m ／ 4×100mリレー スピードスケート 小４ 友達が陸上クラブに入ったから 情報なし
陸上／トラック 5000m ／ 10000m バスケットボール/サッカー /バトントワリング 情報なし 情報なし 情報なし
陸上／トラック 5000m ／ 10000m ソフトボール 高校入学時 ソフトボール部がなく同級生から勧められたから 同級生
陸上／トラック 400mハードル ７種競技 情報なし 情報なし 情報なし
陸上／トラック 4×100mリレー ソフトボール 高校入学時 中学３年の時にソフトボール部であたが、陸上大会で200mで優勝したから 情報なし
陸上／フィールド 棒高跳 走り高跳び 高校入学時 顧問の勧め 陸上部顧問
陸上／フィールド やり投 軟式野球 中学から 情報なし 情報なし
陸上／競歩・マラソン 20km競歩 中距離 高校 競歩がサマになったから 陸上部の仲間
陸上／競歩・マラソン マラソン 中距離/長距離 企業に入社後 情報なし 情報なし
陸上／競歩・マラソン マラソン バスケットボール 高校入学時 地元のマラソン大会での走りが高校陸上部顧問の目に留まったから 陸上部顧問
水泳／競泳 自由形 バスケットボール 中学時代 「日本で表彰台に立てる選手になれる」と当時のコーチに言われたから 当時のスイミングコーチ
水泳／飛込み 10m高飛込み トランポリン 小学生 トランポリンの練習に不満足のため水泳もはじめたから 自分自身
サッカー ディフェンダー テニス 中学時代 地元クラブで頭角を現したから 情報なし
サッカー ゴールキーパー テニス 高校時代 一度、経済的理由で辞めたが、その後復帰したから 情報なし
ボート 軽量級ダブルスカル バレーボール 高校２年 「勝ちにこだわりたい」から 自分の選択
ボート シングルスカル バスケットボール/合唱部 高校時 なんとなく なし
ホッケー ディフェンダー バスケットボール 高校時 身長が低く、ホッケーの方が向いていると思ったから なし
ホッケー ミッドフィールダー ソフトボール 高校時 県で唯一女子ホッケー部があったから 保健体育の先生
バレーボール ウィングスパイカー 水泳 小学生 友人に誘われたから 友人
バレーボール ミドルブロッカー 水泳・陸上 小学生 身長が高かったから なし
体操／トランポリン トランポリン 器械体操 小学校入学時 ふとしたきっかけから なし
レスリング フリースタイル 水泳 高校時 レスリングの練習をしたことがきっかけ 母
セーリング セーリング テニス 大学進学時 部活を探している時に出会ったから なし
ウエイトリフティング ウエイトリフティング 軟式テニス 高校生 父の影響 父
ウエイトリフティング ウエイトリフティング 器械体操 高校入学時 一区切りするために始めたから 情報なし
フェンシング フルーレ 個人／団体 ソフトボール 高校１年 中学時代の先輩に誘われたから ソフトボール部先輩
柔道 柔道 硬式テニス 小学校５年 テニス部に馴染めなかったから 友達
柔道 柔道 空手/水泳 中学校１年 兄の柔道マンガを読んだから 兄
柔道 柔道 レスリング（兼部） 小学校時代のみ 一時期のみの参加から 家族
射撃 10mエアピストル／ 25mピストル （柔道3年間バレーボール8年間） 情報なし 情報なし 情報なし
射撃 トラップ ソフトボール 平成9年企業に入社時 動体視力の良さを見込まれたから 情報なし
近代五種 個人 陸上 社会人 陸上競技を続ける道を絶たれたから 近代五種代表監督
近代五種 個人 水泳 小学校６年 父親の影響から 父親
カヌー カヌースプリントカヤック バレーボール 大学１年 大学の競技レベルについていけずに挫折したから 友人
アーチェリー 個人総合／団体 バレーボール/ソフトテニス 高校１年 珍しい競技がやりたいから 情報なし
トライアスロン トライアスロン 水泳/陸上 社会人 水泳と陸上の両方を活かせる競技をやりたいから なし
トライアスロン トライアスロン 水泳 大学２年 競泳実績とマラソン大会での走力を見込まれたから タレント発掘関係者
トライアスロン トライアスロン 水泳/陸上 社会人 代表監督に競技へ誘われたから 監督
テコンドー テコンドー 空手 高校１年 五輪種目に空手がなかったから 父親
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結果・考察

インターネット上での情報収集
・運動部を兼部するケースでは、アスリートが小中学校時代に、複数の部活を掛け持つという事例

が散見された。「運動神経が良い」といわれる児童が、複数の種目や部活動を兼部することは、よ
くある事例であると示唆される。

・選手の幼少期に、遊び程度で行っていた場合は、「転向」とまで言えるかどうかの判断が難しいと
考えられた。その場合は「転向」というより、種目を「絞った」タイプと判断した（例、投擲種目の
選手は円盤も砲丸も一通り練習する場合や、器械体操からトランポリンへの移行などもこれに相
当する）。

・インターネット上で検索した情報の限界として、直接アスリートから情報が得られないため、幼
少期のスポーツ参加のレベルが遊びレベルなのか、競技レベルなのか、取り組み方や熱心さにつ
いての判断が難しかった（幼少期には、水泳、野球、サッカー等の競技は、一般的に経験するこ
とが予想される）。

・インターネット上で検索した情報だけでは、小学校時代の競技経験までを調べることが難しかっ
た。データがあるアスリートは「転向」となるが、データのないアスリートはその可能性がありな
がらも、「転向なし」と判断せざるを得なかった。

転向と理由
　オリンピック出場選手に限定した結果、293人中約25％に当たる選手が「転向」を経験していた。
転向理由については、情報の内容において脚色された表現もあるものの、約80%にあたる58選手に
ついて調べることができた。しかし、転向前競技の主な成績については、25選手についてのみしか情
報を得ることができなかった。インターネット情報のため、情報の正確性は不明だが、今後の調査に
おいて転向理由のカテゴリー分けを考える際、参考にすることはできると考えられる。
　この事例調査は、日本国内のトップアスリートの種目転向であり、成功事例の収集である。
Phase1の調査より、「マイナー競技種目」人口を増やすため、他競技種目からのキャリア転向の勧めや、
参加者を増やす提案があった。この結果を参考に、これから女性アスリートの種目転向の認知度を高
めるきっかけとしていきたい。

女性アスリートのキャリアプロセスに関する調査

Ⅰ. 調査概要

はじめに
　2010年7月に文部科学省から発表された「スポーツ立国戦略」において、「トップアスリートが安心
して競技に専念できる環境の整備」が謳われている。その中の小項目として、キャリア形成支援と女
性アスリート支援の項目が設けられ、女性アスリートに対するさまざまな支援のあり方に注目が集
まっている。
　金井（2010）は、働く女性にとって結婚や出産・育児はキャリアトランジションのきっかけになる
とし、伝統的性役割感に対抗して就職を継続したり、再就職をしようとした場合、両立の問題が重く
のしかかるとしている。まして日本のスポーツ界においては、いまだに性役割やジェンダーステレオ
タイプが深く根ざし、人々の行動や態度、価値観の一部になっている（渡辺, 2009）ことから、恋愛
および結婚、出産と競技生活との二者択一を迫られる場面もあると考えられる。
　だが、Wylleman（2001）のスポーツ
選手のキャリアを発達的な視点から捉え
たモデルにおいても、競技的発達での熟
練期に影響を与える重要な他者は、コー
チと共に異性を含めたパートナーである
としている（図13）。
　また、北原（2008）は、恋人は自分を
認めてくれている存在であることから、
自信や有能感が得られ、何事にも意欲的
に取り組むことができるとし、多川

（2003）も、精神的な安定や物事への意
欲にも影響するとしている。さらに就学期においては、恋人の存在が生活の充実感をもたらす要因と
なる（深谷・三枝・宮沢，1995；吉武，2010）とした研究もある。
　こうした研究や社会的な変化と、女性アスリートを対象としたキャリアプロセスに関する研究が少
ないことを踏まえ、本プロジェクトではエリートアスリートとして活躍した女性が、どのような経験
をしたかについて回顧的な研究を行った。

調査目的
　スポーツ界のシステムは、社会的・文化的に生み出された認識や理解から成り立つとされている。
性役割やジェンダーステレオタイプも同様であり、人々に深く根ざし、行動や態度、価値観を決定す
る要因の一部になっている（渡辺, 2009）ため、働く女性にとってキャリア形成の大きなキーとなる
結婚や出産・育児は、スポーツ選手にとっても例外ではないと考えられる。それどころかスポーツ競
技そのものが「男性らしさ」の象徴として捉えられかねず、女性らしい行動が制限される女性アスリー
トにとって、結婚や出産・育児は、他の職を持つ女性よりも大きな問題となる可能性もあるのではな
いだろうか。

図13. Athlete development model（Wylleman, 2001）

10年齢 （歳）15 20 25 30 35

競技的発達 育成期 熟練期 停止期開始
時期

心理的発達 児童期 成人期思春期
青年期

心理・社会的発達 パートナー
コーチ

親
兄弟姉妹
仲間

仲間
コーチ
親

家族
（コーチ）
仲間

学業・職業的発達 小学校 中学校
高校

企業
プロ選手

専門学校
大学

（大学院）
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　本研究の目的は、女性アスリートの競技力向上と、よりスポーツに取り組みやすい環境の構築を目
指すため、エリートアスリートとして活躍した女性を対象とし、キャリアトランジションに関する本
人自身の過去の行動や意識について回顧的情報を収集し、恋愛、結婚や出産・育児等の女性特有の意
識や現状を明らかすることであった。

調査期間　2012年11月～ 2012年12月

調査対象　国際大会に出場経験のある女性の元アスリート3名

調査方法
・半構造化直接面接法により個別に実施し、所要時間は被面接者１人あたり60分程度であった。
・質問項目はDrahotaとEitzenの「The Role Exit of Professional Athletes」のインタビュー調査

項目である「Interview Guide」を援用したが、順を追ってGuideの項目を質問するのではなく、
自分のスポーツ史を被験者自身に自由に語らせる形式で進め、その中で上記Guideの項目、およ
び本調査において検証に必要な点を、面接者が補足する形で質問を行った（遡及法）。

・直接面接実施の際には、被面接者からの了解を得て面接内容を録音した。
・質的内容分析を行った。

Ⅱ. 主要な結果

①被験者概要
　3名の女性元アスリートの概要は以下の通りである（表8）。

表8. 被験者一覧
競技種目 年代 競技年数 現在の職業 最終学歴 婚姻

被験者A 陸上競技 40代前半 8年 教員 大学院 既婚
被験者B 競泳 30代後半 20年 指導者 大学 既婚
被験者C フェンシング 30代前半 16年 団体委員 大学 既婚

　現役時代の競技種目は、それぞれ陸上競技、競泳、フェンシングであり、平均年齢は36.7歳であっ
た。競技年数は平均14.7年であったが、国際大会に出場した競技を始めた年齢は異なり、被験者Aと
被験者Cは高校生で該当競技を開始したが、被験者Cは1歳であった。
　現在の職業は教員、指導者、団体委員であり、被験者A以外はフリーで活動している。
　また、3名ともに既婚であったが、現役時代に結婚したのは被験者Cのみであった。最終学歴は表8
の通りである。

②面接調査の内容：キャリアプロセスの概要
　面接から、3人の被験者のキャリアプロセスの特徴を示す。

【被験者A】
・日本代表になるために競技を転向しており、該当競技を始めたのは高校生からである。
・将来（引退後）の明確なビジョンを持っており、そのために計画的に進路を選択している。
・自らの意思でキャリアプロセスを決めているが、練習内容や進路、また引退してからは指導方法

等さまざまな場面で、大学教授の影響を受けており、彼が重要な他者であることは明確であった。
・現役中も引退してからも、女性がいない環境で活動していた。現役中は競技で結果を出すことで、

男性優位の環境の中で自分の居場所を獲得した。引退後の職場では、女性という理由で発生する
業務や、男性優位的な考えや体制について、不満は持ちつつも受け入れて行動していた。

・現役時代から交際していた男性と引退後に結婚し、出産を経験している。
・出産当初は仕事と育児の両立に苦労していたが、工夫を重ねながら自分のペースを作り、今では

安定して家族と仕事の時間を持てている。

【被験者B】
・幼い頃に競技を始めてから引退するまで、競技や競技者としての自分に大きな疑問を抱かずに競

技を続けた。
・日々の練習に専念し、その努力によって日本記録を樹立するなど高い成績を残した。しかし、現

役中は引退後・将来設計についてあまり考えていなかったため、競技での目標が無くなったこと
で、空虚的な状態に陥った。

・引退後は、次のキャリアを見つけるまでに時間がかかった。しかし、新しい体験をしていく中で、
自分のやりたいことや方向性を見つけてからは、計画的に精勤している。

・出産後に育児と仕事を両立するにあたっては、家族の全面的な協力を受けている。
・目標を叶えられなかったからこそ、今の幸せがあると思える（オリンピックに行けなかったこと

で今の競技と出会い、今の夫とも出会い、子どもも生まれたので、オリンピックに行くことがす
べてではなく、良かったと思える）。

・目標の存在が大きかったために、世間の見方と自分の記録に対しジレンマに陥ることがある（世
間では「日本記録保持者＝オリンピック出場者」といった見方をされる。また、オリンピックに出
場したかったという気持ちの大きさから、日本記録を持っていることにジレンマを感じることが
ある）。

【被験者C】
・日本代表になるために高校生で競技を転向した。
・進路を決める際には、キャリアを競技だけに絞るのではなく、競技以外の選択肢を持とうとした。
・親から、大学院に進学することを条件に競技継続の許可をもらっていたため、自分の知識を広げた。

また、働くよりも時間を自由に使えるため、それを利用して競技に集中した。
・競技者としての活動は、競技団体に頼れず、全て自分たちでやらなくてはならなかった。年齢が

一番上だったためマネジメントもしなくてはならず、競技以外の部分で精神的に疲れてしまった。
・自らスポンサーを探し、県協会に支援してもらったことを通じて、感謝と共に責任を感じた。
・目標を達成したことで、全てをリセットして、ゆっくりしたいと考えた。
・勢いだけで目標を達成してしまったため、自分で納得することができず、そのジレンマをなくす
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ために、次の目標を立てている。
・病気になったことで、自分にとって大切なことに優先順位をつけた。競技よりも家族と過ごす時

間が大切だと思い引退を決めた。
・突然の引退だったため、自ら探すのではなく、紹介された職業に就いている。

③恋愛・結婚について：恋愛や結婚についてのコメントの概要
　恋愛や結婚、出産等について被験者がおかれてきた状況や考え方は、以下の通りであった。

【被験者A】
・自分は周囲から恋愛を禁止されたことはなかった。現役中に付き合っている人がいたが、自分は

競技を中心に考えていたので、練習や試合にマイナスになることはなかった。
・選手が真剣に競技をしていれば、練習や競技成績の向上が優先なので、恋愛や結婚はマイナスに

ならないと考えている。
・結婚する以前は、仕事との両立は無理だと思うこともあった。しかし、それは周囲に肯定的な意

見を言ってくれる人がいなかったためだと思っているので、自分の経験や考えをいろいろな人に
伝えている。

・環境や家族、育児に問題がなかったので、今は「結婚してママさん選手になっておけば良かった」
と思っている。

【被験者B】
・暗黙の了解で「恋愛をしていることを先生に言ってはいけない」という雰囲気ではあったが、合宿

で出会った人等と付き合っていた。
・遠距離恋愛で、選手時代はお金もなく、自然消滅した恋愛経験もある。
・目標を達成できなかった原因の1つに、恋愛があったと思っている。
・引退して結婚した後、産休をとると教えている生徒が減るため、自分の立場や考え方、行動が確

立するまでは子どもをつくるのはやめようと思った。それらが確立できたと思った時期に子ども
をつくった。

・フリーの仕事をしている夫や義理の両親が、子育てに協力してくれるため、家族で計画を立てな
がら仕事をしている。

・子どもが乳児のときは、罪悪感や常に後ろ髪を引かれており、子どもを置いて仕事をすることに
疑問をもっていたが、子どもが成長した今は、働いたことは良い判断だったと思う。

・専業主婦で育児している人は、四六時中子どもと一緒にいてストレスがたまったり、リフレッシュ
の時間もないと思うが、仕事していると母親ではなくなる瞬間があり、オン・オフの切り替えが
できてリフレッシュも可能なので、専業主婦で育児をしている人は立派だと思う。

【被験者C】
・食べることや眠ることが当たり前のように、自分から生まれてくる感情は自然なのだから、コン

トロールできれば恋愛は良いと思っており、むしろ不自然な状態では競技において力が出ないと
思う。

・無理に生理を止めて試合をするよりは、自然なものを自然のまま受け止めてプレーした方が自分
の本来の力が出ると思うし、恋愛もそうだと思っているので、抑制して良いことはないと思って
いる。

・「好きなものは好き」という感情を力に変える方法を教える方が良いと思うし、力が出ると思う。
・夫もスポーツ関係の仕事をしているため、とても理解があり、競技をすることについて自由にさ

せてくれるので、気楽だと思っていた。
・競技をしていると、必死に自分ひとりで立っていなくてはならないので、疲れたと感じた時に支

えてくれるような存在がいることはすごく大きい。
・家族にしか言えない言葉というものがあると思う。周囲の応援は変化するけれども、引退しても

変わらず、無条件に受け入れてくれる人の存在は、すごく大きな意味があると思う。

Ⅲ. 考察

　本調査では、エリートアスリートとして活躍した女性たちから、恋愛、結婚や出産・育児を中心と
したキャリアトランジションに関する意識や行動についての情報を回顧的に収集した。
　恋愛および結婚、出産については、3名中2名が肯定していた。この2名はキャリアプロセスにおいて、
自身で将来について計画し、進路も決めていた。一方、恋愛を否定していた被験者は、日々の練習や
大会への努力に集中していた。スポーツ選手は、日々の練習や大会に集中するようなタイプが一般的
で あ る と い う 先 行 研 究 が 示 さ れ て い る（Blann, 1985；Blinde & Greendorfer, 1985；
Zaichkowsky, 1994；Drahota & Eitzen, 1998）。
　また、恋愛や結婚を肯定した被験者らは、「真剣に競技をしていたら、競技が優先順位の上位なので、
マイナスにはならない」とコメントをしており、優先順位を決めることの大切さを述べている。だが、
この優先順位の決定は、選手としての自分のみならず、自分の状況を調節する本人の能力や指導、そ
して経験が備わっていなければ難しい。
　Taylor & Ogilvie（1994）は、スポーツ選手はスポーツから影響を受けて形成されたアイデンティ
ティが非常に強いとしている。そのため、アイデンティティが「競技者」のみである場合、「恋人であ
る女性」というアイデンティティが発生すべきときに対応が困難になる。その結果、自己が流されや
すく、影響されやすくなるために、恋愛がマイナスに働くことがあると考えられる。
　さらに、「結婚する前は、仕事との両立は無理だと思う部分もあったが、それは周囲に肯定的な意
見を言ってくれる人がいなかったからだと思っているので、自分はいろいろな人に両立を勧めてい
る。」というコメントのように、自分の恋愛や結婚、育児体験をポジティブに評価しているため、彼女
たちの体験を多くの後輩へ発信すべきだと考えている元アスリートも少なからずいる。ロールモデル
は女性のキャリア形成支援に影響を与える（羽田野, 2007；渡辺, 2009）ため、日本のエリート女子
アスリートであった彼女たちをロールモデルとして、女性アスリートの恋愛や結婚、出産への考え方
や行動を広く世に示せれば、日本のスポーツ界における恋愛や結婚、育児についてのステレオタイプ
な情報は、徐々に否定される可能性が示唆される。
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Ⅳ. まとめ

　本研究は、被験者が3名であったことから事例の提示の枠を超えることはできないが、回顧的な情
報からまとめると、彼女たちは日本のエリートアスリートとして、数少ないロールモデルと成り得る
人物であり、彼女たちのキャリアプロセスから学び伝えるべき内容が多々あった。

■セルフマネジメントの指導・強化
　身体強化と並行して、これからの女性アスリートの指導に必要な考え方は、自律して自己を管理で
きる能力を育成することではないだろうか。具体的には、アスリートとしてのアイデンティティを育
てつつ、アスリートとして何を優先すべきかといった、競技を中心とした生活、競技者としての自覚
に基づいた精神面や行動面での自己管理能力（特に、異性や指導者との人間関係や信頼関係、将来の
計画）を学習するように指導・強化をすることである。男性指導者が多い競技団体へは、このような
指導プログラムや、コンサルテーションの導入が必要かもしれない。

■恋愛、結婚、出産、育児
　現在に至るまで、女性アスリートの育成・強化においては、女性の競技生活に支障を与える可能性
があると考えられる経験（恋愛、結婚、出産、育児）を全般的に禁止する指導者が少なからずいた。し
かし、このような禁止行為と競技成績についての負の関連性は明らかでなく、さらに種目や年齢によっ
ては結婚や出産、育児をしながら高い競技力を保持できる可能性は否定できず、むしろ精神的支えや
利点になる、という考え方に移行すべきである。自己管理能力が育成されていけば、競技者として、
自覚に基づいた異性との関係や、結婚、出産、育児という長い人生の計画についても、熟慮した判断
ができるだろう。

■ロールモデルの提示
　お手本となる女性アスリートを示しながら、競技生活と恋愛や結婚、出産についての経験を、教訓
として多くの若年層に示し、若いアスリートたちが視野を拡げて、競技目標や将来の人生設計等の展
望を持つことができるように指導することが重要である。　
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第５回IOC世界女性スポーツ会議
2012年2月16－18日,　カリフォルニア州ロサンゼルス

ロサンゼルス宣言

1. 承認
　このロサンゼルス宣言は、「Together Stronger: the Future of Sport（一緒に、より強く：スポー
ツの未来）」をテーマに開催された第5回IOC世界女性スポーツ会議にて、参加した代表者により全会
一致で採択された。

2. 参加者
　参加者は、オリンピック運動に従事する組織（国際オリンピック委員会、各国オリンピック委員会、
国際競技連盟、各大陸連盟、国際パラリンピック委員会、オリンピック組織委員会とオリンピックパー
トナー企業）、ジェンダー平等と女性のエンパワーメントのために活動する国連機関（UNウィメン）、
国連民間連携室（UNOP）、列国議会同盟（IPU）、国連女性の地位委員会（UNCSW）、国際女性スポー
ツワーキンググループ（IWG）、女性組織、市民団体、高等教育機関であった。また個人による参加
者も出席した。

3. 背景
　・�IOC委員に初めて女性が選出されるようになってから31年が経過し、また、スポーツ組織におけ

る意思決定者やより高いレベルの競技大会へ女性が組織的に参加できるよう促進するためのプロ
グラムや取組が実行されてから17年が経過した。

　・�それ以来、女性のスポーツへの参加者数は飛躍的に伸びている。オリンピック大会の男女の競技
種目数においては、第30回ロンドンオリンピック大会で初めて同等が達成される。

　・�第31回リオデジャネイロオリンピック大会からは、新たに2競技が加わることになる。IOCは、
今後、新たにオリンピック競技として含まれるいかなる競技も、必ず男女双方の参加を条件とし
て義務付けている。2016年のオリンピック大会で新たに加わるラグビーとゴルフは、どちらも
男女の参加が実現される。

　・�女性リーダーを輩出するためのトレーニングや教育を行うための多くの財源が確保され、プログ
ラムが用意されている。しかしながら、選出される女性の数は、女性選手の数ほどには増えてい
ない。

　・�第5回IOC世界女性スポーツ会議は、過去最高となる800人以上の参加者が出席した。

ロサンゼルス宣言
資料16 ４. 本会議の参加者による宣言

　ⅰ　�ヨルダンの死海で行われた第4回IOC世界女性スポーツ会議での決議にもあるように、より多
くの資源が女性へのマネジメントやリーダーシップのスキル向上のために活用されるべきであ
る。

　
　ⅱ　�IOCは、リーダーシップの役割を担う女性役員の数として設定されている最少人数について再

検討し、またこの最少人数が尊重されるように監視し、保証するための仕組みを整えるべきで
ある。それぞれの国際競技連盟は、スポーツにおける男女平等の重要性を認識するためにオリ
ンピック競技におけるプログラムを見直し、平等な競技参加が成し遂げられることを保証すべ
きである。

　
　ⅲ　�IOCとすべてのオリンピック・ムーブメントの従事者、特に各国オリンピック委員会、国際競

技連盟、国内競技団体は、2012－13年度以降の全ての選挙周期に向け、理事会における代表
者数が、より男女公平になるよう保証すべきである。

　ⅳ　�このようなイニシアチブを成功に導くためには、男女双方へのサポートが不可欠であり、オリ
ンピック・ムーブメントの中で、男女平等を望ましい統治に結びつけるというIOCの決断が、
スポーツ組織によって政策として採用され、また広められるべきである。

　ⅴ　�女性や少女の参加促進、権利、福祉をサポートする全ての組織間で、より一層の協働と協力が
なされるべきである。

　ⅵ　�スポーツ活動やマネジメント、運営における女性の参加促進は、国際的な課題である男女平等
と女性や少女への地位向上を支援するという、より幅広い目標に資するべきであり、また資さ
なければならない。

　ⅶ　�IOCは歴史的偉業を成し遂げた国連の常任オブザーバーとして、ミレニアム開発目標の達成、
特にジェンダー開発と女性の地位向上に尽力しなければならない。

　ⅷ　�IOCは、国連やその関連機関、特にUNウィメンと密に連携を図り、また国連女性の地位委員
会と協働し男女平等の実現を目指さなければならない。同様の連携が、各地域レベルのスポー
ツ組織や国連カントリーチーム、市民団体でも構築されなければならない。

　ⅸ　�IOCと、これらの課題に向けて活動する国際組織は、列国議会同盟とより一層の連携を図り、
政府に対してメッセージを届け、行動を促すべきである。

　ⅹ　�IOCは、ネットワーキングのための基盤を構築し、女性とスポーツの領域でアイデアや優良事
例を交換、共有する場を創設できるように率先して取り組むべきである。
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5. 結論
　a. �本会議を成功に導いたサポートや資源に対し、IOC会長に感謝の意を表する。さらに、第30回

ロンドンオリンピック大会では、全ての競技に女性の参加が実現するが、IOC会長およびIOCに
は、全ての各国オリンピック委員会が女性アスリートの参加を保証するという新たな歴史を推し
進めることを奨励する。

　b. �ユース・オリンピック大会を通じて、若者に自信を持たせるためのIOCの方針を支援することを
表明する。

　c. �アメリカオリンピック委員会会長、ロサンゼルス市長、並びにロサンゼルス市民からの歓迎や歓
待に感謝の意を表する。

　d. �IOC女性スポーツ委員会委員長、および南カリフォルニアオリンピック委員会、その同僚、職員、
ボランティアによる素晴らしい会議運営に感謝の意を表する。

　e. �オリンピックパートナーによる本会議に向けた資源提供に、感謝の意を表する。

Together Stronger－the Future of Sport
（一緒に、より強く：スポーツの未来）

ロサンゼルス、カリフォルニア
2012年2月18日

（訳：順天堂大学）

【カンファレンス概要】
　世界130以上の国々より、各国オリンピック委員会、国際競技連盟、非政府組織、大学などのスポー
ツ関連組織の代表者800名以上が参加し、スポーツ界における女性の参加促進を促す方法について、
さまざまな議論が行われた。奇しくも2012年はアメリカで高校、大学のスポーツプログラムを女性
に開放することを定めた「タイトル・ナイン」の制定40周年と重なり、「一緒に、より強く：スポーツ
の未来」（Together Stronger: the Future of Sport）をテーマに活発な討議が進められた。
	

【カンファレンス開催場所】
　JWマリオットホテル（米国カリフォルニア州ロサンゼルス）

【カンファレンススケジュール】

2012年2月16日（木）
	 9:00 ～ 12:00	  1. アフリカ国内オリンピック委員会連合（ANOCA）総会
	 9:15 ～ 12:15	  2. ヨーロッパオリンピック委員会（EOC）総会
	 9:30 ～ 17:30	  3. オセアニア国内オリンピック委員会（ONOC）総会
	14:15 ～ 17:10	  4. アジアオリンピック評議会（OCA）総会
	14:30 ～ 17:30	  5. パンアメリカンスポーツ機構（PASO）総会

2012年2月17日（金）
	 9:30 ～ 10:30	  6. スポーツ界の女性リーダーシップ（Leadership Views on Women in 

the World of Sport）
	 11:00 ～ 12:30	  7. 進歩に向けたパートナーシップ（Partnership for Progress）
	 14:30 ～ 16:00	  8. 持続可能な責任へのペース設定（Setting the Pace for a Sustainable 

Responsibility）
	 14:30 ～ 16:00	  9. 行政、立法、そして姿勢（Government, Legislature and Attitudes）
	 16:30 ～ 18:00	 10. 医学の重要性（Matters Medical）
	 16:30 ～ 18:00	 11. 教育を通じた女性・少女の支援（Empowering Women and Girls 

through Education）

2012年2月18日（土）
	 9:00 ～ 10:30	 12. ロールモデルとリーダーシップ（Role Models and Leadership）
	 11:00 ～ 12:30	 13. 数字は知っている（It is all in the Numbers）
	 11:00 ～ 12:30	 14. スポーツ、平和、そして開発（Sport, Peace and Development）
	 14:00 ～ 15:30	 15. スポーツビジネス（Business of Sport）
	 14:00 ～ 15:30	 16. 女性スポーツとメディア（Women, Sport and the Media）
	 16:00 ～ 17:30	 17. 性差のないスポーツ社会に育って（Growing Up in a Gender-Balanced 

Sporting Society）
	 17:30 ～ 18:00	 18. 閉会式

第5回IOC世界女性スポーツ会議
資料17
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1. アフリカ国内オリンピック委員会連合（ANOCA）総会

日時：	 2012年2月16日（木） 9:00 ～ 12:00		
出席者：	 Jacques Rogge氏（国際オリンピック委員会会長）
	 Anita DeFrantz氏（国際オリンピック委員会女性スポーツ委員会委員長）
	 アンゴラ・エジプト・ザンビア・ナミビアなどのアフリカ諸国の女性スポーツ委員
■ �国際オリンピック委員会より：Jacques Rogge氏、Anita DeFrantz氏
■ �アフリカオリンピック委員会連合の活動報告：アフリカ諸国の女性スポーツ委員

2. ヨーロッパオリンピック委員会（EOC）総会

日時：	 2012年2月16日（木） 9:15 ～ 12:15
出席者：	 Rossana Ciuffetti氏（ヨーロッパオリンピック委員会）
	 Theresa Zabell氏（ヨーロッパオリンピック委員会）
	 Novella Calligaris氏（ヨーロッパオリンピック委員会）
■ �ヨーロッパにおける女性とスポーツについて：Rossana Ciuffetti氏
■ �スポーツにおける女性のリーダーシップについて：Theresa Zabell氏
■ �女性、スポーツとメディア：Novella Calligaris氏	

３. オセアニアオリンピック委員会（ONOC）総会

日時：	 2012年2月16日（木） 9:30 ～ 17:30
出席者：	 オセアニア諸国の女性スポーツ委員
■ �活動報告：オセアニア諸国の女性スポーツ委員

4. アジアオリンピック評議会（OCA）総会

日時：	 2012年2月16日（木） 14:15 ～ 17:10
出席者：	 Jacques Rogge氏（国際オリンピック委員会会長）
	 Anita DeFrantz氏（国際オリンピックイン委員会女性スポーツ委員会代表）
	 アジア諸国の女性スポーツ委員
■ �国際オリンピック委員会より：Jacques Rogge氏、Anita DeFrantz氏
■ �アジアオリンピック委員会連合の活動報告：アジア諸国の女性スポーツ委員

5. パンアメリカンスポーツ機構（PASO）総会

日時：	 2012年2月16日（木） 14:30 ～ 17:30
出席者：	 Nicole Hoevertsz氏（国際オリンピック委員会）
	 Nora Sheffe氏（CAAWS）
■ �「女性とスポーツの発展」におけるベストプラクティス（参考例）：Nicole Hoevertsz氏
■ �「パンアメリカン大会」において、どのスポーツ種目の女性参加率を増やすことができるか：Nora 

Sheffe氏

6. スポーツ界の女性リーダーシップ（Leadership Views on Women in the World of Sport）

日時：	 2012年2月17日（金） 9:30 ～ 10:30
出席者：	 Jacques Rogge氏（国際オリンピック委員会会長）
	 Anita DeFrantz氏（国際オリンピック委員会女性スポーツ委員会委員長）
	 Marjon V. Kamara氏（国連女性の地位委員会会長）
	 Lakshmi Puri氏（国連女性事務局長代理）
	 Nurhayati Assegaf氏（列国議会同盟（IPU）会長）
	 Lord Sebastian Coe氏（ロンドンオリンピック大会組織委員会委員長）
■ �IOCの歴史と女性リーダーシップ：Jacques Rogge氏
■ �国連女性の地位委員会における女性のリーダーシップ：Marjon V. Kamara氏
■ �女性のリーダー；ロールモデル：Lakshmi Puri氏
■ �列国議会同盟（IPU）の女性リーダーシップ：Nurhayati Assegaf氏
■ �ロンドンオリンピックと女性：Lord Sebastian Coe氏

7. 進歩に向けたパートナーシップ（Partnership for Progress）

日時：	 2012年2月17日（金） 11:00 ～ 12:30
出席者：	 Ann Stock氏（米国国務省教育文化局国務次官）
	 Roland Rich氏（国連民間連携室室長）
	 Gina Drosos氏（P&Gグローバルパーソナルビューティー責任者）
	 Pat McQuaid氏（国際自転車競技連盟会長）
■ �“スマート・パワー”アプローチによるスポーツを通じた女性・少女の支援：Ann Stock氏
■ �進歩に向けたパートナーシップ：Roland Rich氏
■ �リーダーシップを通じたパートナーシップ：Gina Drosos氏
■ �機会均等をどのように実現したか：Pat McQuaid氏

.
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8. 持続可能な責任へのペース設定（Setting the Pace for a Sustainable Responsibility）

日時：	 2012年2月17日（金） 14:30 ～ 16:00
出席者：	 Donna De Varona氏（国際オリンピック委員会女性スポーツ委員会委員）
	 Robin Mitchell氏（国際オリンピック委員会オセアニアオリンピック委員連合議長）
	 Marisol Casado氏（国際トライアスロン連合会長）
	 Raija Mattila氏（IWG共同議長）
	 Beng Choo Low氏（国際オリンピック委員会女性スポーツ委員会委員）
■ �ペースの設定；各国オリンピック連盟の議題：Robin Mitchell氏
■ �ペースの設定；各国際競技連盟の議題：Marisol Casado氏
■ �ペースの設定；グローバル・ネットワーキングの議題：Raija Mattila氏
■ �ペースの設定；各地域の議題：Beng Choo Low氏

9. 行政、立法、そして姿勢（Government, Legislature and Attitudes）

日時：	 2012年2月17日（金） 14:30 ～ 16:00
出席者：	 Niels Nygaard氏（デンマークオリンピック委員会会長）
	 Nancy Hogshead-Makar氏（元オリンピック選手タイトルIX専門家）
	 Marit Myrmael氏（国際オリンピック委員会女性スポーツ委員（ノルウェー））
	 Ann Cody氏（パラリンピック選手）
■ �優れたガバナンスは男女平等へ：Niels Nygaard氏
■ �女性のスポーツ参加を高める政策の効果について：Nancy Hogshead-Makar氏
■ �“Quota” （割当制度）に関するケースについて：Marit Myrmael氏
■ �女性障害者とスポーツ：Ann Cody氏

10. 医学の重要性（Matters Medical）

日時：	 2012年2月17日（金） 16:30 ～ 18:00
出席者：	 Ugur Erdener氏（国際オリンピック委員会医学委員会委員）
	 Thomas H. Murray氏（ハステイングス・センター代表）
	 Eric Vilain氏（UCLA付属病院小児科主任）
	 Rania Elwani氏（国際オリンピック委員会委員）
	 Aimee Mullins氏（米国女性スポーツ財団元会長）
■ �競技資格の決定に関して；なぜ、女性に特化した競技区別があるのか：Thomas H. Murray氏、

Eric Vilain氏、Rania Elwani氏、Aimee Mullins氏

11. 教育を通じた女性・少女の支援（Empowering Women and Girls through Education）

日時：	 2012年2月17日（木） 16:30 ～ 18:00
出席者：	 Dagmawit Girmay Berhane氏（国際オリンピック委員会女性スポーツ委員会）
	 Richard Lapchick氏（Institute for Diversityディレクター）
	 Karin Lofstrom氏（CAAWS事務局長）
	 Christiane Paquelet氏（ブラジルオリンピック委員会ディレクター）
■ �未来の女性リーダーを今日教育する：Dagmawit Girmay Berhane氏
■ �教育は「失われた環」（missing link）か：Richard Lapchick氏
■ �成功するリーダーシップチーム構築のための男女教育：Karin Lofstrom氏
■ �周縁化された社会における女性教育・支援：Christiane Paquelet氏

12. ロールモデルとリーダーシップ（Role Models and Leadership）

日時：	 2012年2月18日（土） 9:00 ～ 10:30
出席者：	 Geena Davis氏（女優）
	 Diana Nyad氏（作家・ジャーナリスト・長距離スイマー）
■ �ゲストスピーチ①：Geena Davis氏
■ �ゲストスピーチ②：Diana Nyad氏

13. 数字は知っている（It is all in the Numbers）

日時：	 2012年2月18日（土） 11:00 ～ 12:30
出席者：	 Ching-Kuo WU氏（国際ボクシング連盟会長）
	 Bernard Lapasset氏（国際ラグビー委員会会長）
	 Ian Henry氏（ローボロー大学教授）
■ �数字は知っている：Ching-Kuo WU氏
■ �最初から正しく行う：Bernard Lapasset氏
■ �ギャップを狭めるために男女で何ができるか：Ian Henry氏
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14. スポーツ、平和、そして開発（Sport, Peace and Development）

日時：	 2012年2月18日（木） 14:30 ～ 17:30
出席者：	 Nicole Hoevertsz氏（国際オリンピック委員会委員/女性スポーツ委員会委員）
	 Feisal Al Hussein氏（国際オリンピック委員会委員）
	 Beatrice Allen氏（国際オリンピック委員会女性スポーツ委員会委員）
	 Barbara Kendall氏（国際オリンピック委員会委員）
	 Stephen Jordan氏（ビジネス市民リーダーシップ・センターエグゼクティブ・ディレクター）
■ �スポーツ、平和、そして開発；社会的弱者の課題への取り組み：Feisal Al Hussein氏
■ �発展途上国における女性、スポーツ、そして平和：Beatrice Allen氏
■ �完全な人間の創造；スポーツを通しての卓越性の追求：Barbara Kendall氏
■ �女性への経済的機会の提供：Stephen Jordan氏

15. スポーツビジネス（Business of Sport）

日時：	 2012年2月18日（土） 14:00 ～ 15:30
出席者：	 Lydia Nsekera氏（ブルンジサッカー協会会長）
	 Judy M. Miller氏（コンラド・ヒルトン人道賞副会長兼ディレクター）
	 Robbert de Kock氏（スポーツグッズ産業世界連盟事務局長）
	 Marcia Greenberger氏（男女平等専門家）
■ �大会賞金の男女差：Lydia Nsekera氏
■ �未来のアスリートは少女から始まる：Judy M. Miller氏
■ �女性競技者の“正しい”服装デザインへの挑戦：Robbert de Kock氏
■ �スポーツビジネスと女性・少女のための倫理規範：Marcia Greenberger氏

16. 女性スポーツとメディア（Women, Sport and the Media）

日時：	 2012年2月18日（土） 14:00 ～ 15:30
出席者：	 Alan Abrahamson氏（南カリフォルニア大学教授）
	 Molly Solomon氏（NBCオリンピックスエグゼクティブ･ディレクター）
	 Benita Fitzgerald-Mosley氏（米国女性スポーツ財団代表）
	 Zeghidi Mourad氏（キャナル･フランス編集者）
	 Christine Brennan氏（USA Today記者）
■ �女性スポーツのメディア報道に関して：Molly Solomon氏
■ �ファッション優先、スポーツは二の次；メディアは間違ったことを報道しているのか：Benita 

Fitzgerald-Mosley氏
■ �女性アスリートのメディアの描写：Zeghidi Mourad氏
■ �主要スポーツイベントを報道する女性；平等は編集者の視点から始まる：Christine Brennan氏

17. 性差のないスポーツ社会に育って（Growing Up in a Gender-Balanced Sporting Society）

日時：	 2012年2月18日（土） 16:00 ～ 17:30
出席者：	 Angela Ruggiero氏（国際オリンピック委員会委員/アスリート委員）
	 Ana Jelusic氏（ヤング・アンバサダー（クロアチア））
	 Dalma Rusdi Melhas氏（ヤング・アスリート（サウジアラビア））
	 Serge Mwambali氏（ヤング・アンバサダー（ルワンダ））
	 John Kwanieze氏（ヤング・アンバサダー（トリニダード・トバゴ））
	 Edin Brankovic氏（ヤング・アンバサダー（ボスニア・ヘルツェゴビナ））
	 Ellina Mhlanga氏（ヤング・レポーター（ジンバブエ））
	 Arnel Dalmedo氏（ヤング・レポーター（ウルグアイ））
	 Iuliia Vynokurova氏（ヤング・レポーター（ウクライナ））
	 Sonali Prasad氏（ヤング・レポーター（インド））
	 Rashneel Kumar Madhur氏（ヤング・レポーター（フィジー））

18. 閉会式

日時：	 2012年2月18日（土） 17:30 ～ 18:00	
出席者：	 Jacques Rogge氏（国際オリンピック委員会会長）
	 Anita DeFrantz氏（国際オリンピック委員会女性スポーツ委員会委員長）
	 Larry Probst氏（米国オリンピック委員会会長）
	 Antonio Villaraigosa氏（ロサンゼルス市市長）
■ �閉会の言葉：Jacques Rogge氏
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平成23年度　スポーツ組織調査　最終報告

Ⅰ. 調査概要
■調査の目的
　スポーツ組織における女性の意思決定者の登用状況とそれに関する組織の考え方を明らかにするこ
とを目的とした。

■調査方法
　JOCを介して各スポーツ団体・協会に調査協力を依頼し、郵送法によるアンケート用紙の配布およ
び回収を行った。

■調査時期
　平成24年3月7日～ 4月9日

■回収率
　52団体中46団体から回収（回収率88.5％）　

■協力
　JOC女性スポーツ専門部会

Ⅱ. 結果および考察
1. スポーツ組織における役員等の男女比

■ �各スポーツ組織における役員の男女比について尋ねたところ、男性が約96％、女性が約4％で
あった（図1）。

■ さらに役職別の男女比をみると、どの役職も男性が90％以上を占めた（図2）。
■ �スポーツ組織における役員の男女比の現状は、圧倒的に男性が多く、女性は5％以下とわずか

であった（図1、図2）。

図1. スポーツ組織における 
団体役員の男女比（n=980） 図2. スポーツ組織における各種役員の男女比
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副会長（n=108）

専務理事（n=42）

常務理事（n=182）

理事（n=602）

（％）
■ 男　■ 女

0 20 40 60 80 100

97.8%

99.1%

100%

94.6%

95.2%

2.2%

0.9%

0%

5.4%

4.8%

資料18

図3. スポーツ組織における各種委員会委員長の男女比

(1)女性委員会 委員長(n=7)
(2)普及委員会 委員長(n=21)
(3)審判委員会 委員長(n=22)
(4)強化委員会 委員長(n=25)
(5)広報委員会 委員長(n=25)

(6)指導者委員会 委員長(n=19)
(7)財務委員会 委員長(n=17)

(8)医科学委員会 委員長(n=26)
(9)ドーピング委員会 委員長(n=18)
(10)ルール委員会 委員長(n=11)
(11)総務委員会 委員長(n=30)
(12)国際委員会 委員長(n=23)
(13)環境委員会 委員長(n=21)
(14)表彰委員会 委員長(n=3)
(15)技術委員会 委員長(n=9)
(16)施設委員会 委員長(n=12)

(17)競技・競技会委員会 委員長(n=18)
(18)国体委員会 委員長(n=9)
(19)倫理委員会 委員長(n=6)

(20)マーケティング委員会 委員長(n=8)
(21)資格・審査委員会 委員長(n=5)
(22)審査・検定委員会 委員長(n=6)
(23)公益法人委員会 委員長(n=7)
(24)危機管理委員会 委員長(n=3)
(25)ジュニア委員会 委員長(n=9)

(26)トーナメント・リーグ委員会 委員長(n=3)
(27)会計委員会 委員長(n=3)
(28)科学委員会 委員長(n=5)
(29)組織委員会 委員長(n=3)

(30)学校教育検討委員会 委員長(n=3)
(31)オリンピック委員会 委員長(n=4)
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66.7% 33.3%
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■ 男　■ 女

（％）

■ �スポーツ組織にある各種委員会の委員長の男女比をみると、女性の登用率が最も多かったのが
「女性委員会（85.7％）」、次いで「学校教育検討委員会（33.3％）」、以下「国際委員会（17.4％）」、
「指導者委員会（10.5％）」、「総務委員会（10％）」と続いた。

■ �全体として委員長への女性登用率は低く、委員会によっては0％というところも多くみられた。
■ �「女性委員会」や「学校教育検討委員会」といった直接女性に関わったり、女性の進出が多くみ

られる現場を扱う委員会については、比較的、女性委員長の登用が多くみられた。
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図4. スポーツ組織における各種委員会の男女比

(1)女性委員会(n=89)
(2)普及委員会(n=347)
(3)審判委員会(n=355)
(4)強化委員会(n=627)
(5)広報委員会(n=225)
(6)指導者委員会(n=204)
(7)財務委員会(n=101)
(8)医科学委員会(n=377)

(9)ドーピング委員会(n=201)
(10)ルール委員会(n=260)
(11)総務委員会(n=271)
(12)国際委員会(n=250)
(13)環境委員会(n=134)
(14)表彰委員会(n=4)

(15)技術委員会(n=130)
(16)施設委員会(n=115)

(17)競技・技術会委員会(n=366)
(18)国体委員会(n=109)
(19)倫理委員会(n=45)

(20)マーケティング委員会(n=54)
(21)資格・審査委員会(n=35)
(22)審査・検定委員会(n=63)
(23)公益法人委員会(n=51)
(24)危機管理委員会(n=17)
(25)ジュニア委員会(n=83)

(26)トーナメント・リーグ委員会(n=51)
(27)会計委員会(n=10)
(28)科学委員会(n=99)
(29)組織委員会(n=21)

(30)学校教育検討委員会(n=17)
(31)オリンピック委員会(n=64)
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■ 男　■ 女

（％）

■ �各種委員会に属する委員の男女比では、「女性委員会（79.8％）」が最も多く、次いで多かった
のが「学校教育検討委員会（41.2％）」、以下「ドーピング委員会（21.4％）」、「競技・技術委員
会（17.8％）」、「環境委員会（15.7％）」、「オリンピック委員会（15.6％）」、「広報委員会

（15.1％）」、「医科学委員会（13.5％）」と続いた。
■ �上位2つの委員会については、女性委員長の登用率（図3）と同様に、比較的高い割合で女性を

委員に登用していた。
■ �全体として女性委員の登用は、女性委員長ほど低比率ではなかったものの、その割合は平均し

て11％程度であった。
■ �各種委員会における女性の登用傾向として、女性特有の課題が内在したり、課題解決に女性の

視点が必要な委員会が比較的女性を登用している。

2. 女性役員に対する考え方

■ �スポーツ組織において役員を選出する際、どの
ような点を重視するかを尋ねたところ、最も多
かったのが「各組織・委員会等での活躍・実績

（84.6％）」、次いで「連盟・協会の推薦（66.7％）」、
以下「人柄（59％）」、「年齢（47.2％）」と続いた

（図5）。
■ �注目すべき点は、役員選出で重要なことが圧倒

的に「各組織・委員会等での活躍・実績」であっ
たことである。図1 ～ 4からもわかるように、
現時点で女性の役員数はわずかであること、ま
た委員会委員への女性の登用が非常に少ないこ
とからすれば、組織・委員会での活躍や実績によって女性が役員に選出されることは極めて難
しい。さらに、「連盟や協会の推薦」を基準に役員選出を行っている組織も6割以上あり、これ
も連盟・協会の役員や委員の男女比からすれば、女性が組織の推薦を手に入れるだけの関係性
をほとんど持ち合わせていないことは容易に推測できる（図5）。

■ �理事会等役員の男女比に対する考え方では、全体の約8割が「変更すべきで女性をもっと増や
すべき」と回答していた（図6）。組織における女性役員の登用は難しい状況に置かれていると
言えるが、組織でも女性を積極的に登用しようとする意識はみられる。

図6. 理事会等の役員の男女比に対する
考え方(n=38)

そのままでいいと思う
18.4％

わからない
5.3％

変更すべきで女性を
もっと増やすべき

76.3％

0 20 40 60 80 100

①年齢(n=36)

②性別(n=38)

③人柄(n=39)

④現役選手時代の競技実績(n=39)

⑤各組織・委員会等での活躍・実績(n=39)

⑥指導者としての実績(n=39)

⑦連盟・協会の推薦(n=39)

⑧前任者の推薦(ｎ=39)

⑨その他(ｎ=39)

47.2%

15.8%

59%

10.3%

84.6%

35.9%

66.7%

2.6%

23.1%

（％）

図5. 役員選出の際に重視すること（複数回答）
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3. 女性の地位向上に対する考え方

■ �連盟・協会において女性の地位向上が重視されてい
るかを尋ねたところ、約6割が「女性の地位向上を重
視している」と回答した（図7）。このことを先述の
図6の結果と併せて考えると、女性の登用について
組織が全く関心を示していないわけではなく、関心
はあるが実現できない、または、していない状況が
読み取れる。

■ �連盟・協会における女性の地位向上の課題を尋ねたところ、「今までの価値観を変えること
（34.1％）」が最も多く、次いで「男女平等の考え方を政策やシステムに取り入れること
（20.5％）」、「女性がもっと積極的になるべきで、自分たちのために何かすべき（15.9％）」、
と上位3つで全体の約7割を占めた（図8）。

■ �図8の結果からすると、組織における意思決定の場への女性の登用は、組織内の女性に対する
価値観の変革が重要と考えてる団体が多いが、この変革を促すためにも、制度化させながら課
題に取り組む方が抵抗なくできるのではないだろうか。また、女性の登用を制度化する一方で、
女性自身の組織への積極的な働きかけも必要であるように思われる。

図8. 連盟・協会における女性の地位向上の課題(n=44)

図7. 連盟・協会において女性の地位
向上が重視されているか(n=45)

行動計画を作り、
実行すること
11.4％

今までの価値観を
変えること
34.1％

女性リーダー比率を設定し
遵守する割当制度を採用すること
6.8％

男女平等の考え方を
政策やシステムに
取り入れること
20.5％

女性がもっと
積極的になるべきで、
自分たちのために
何かすべき
15.9％

その他
11.4％

はい
57.8％

いいえ
42.2％

4. 女性の地位や比率が改善されない理由

■ �スポーツ組織において女性の地位やリーダーの比率が上がらない要因について尋ねたところ、
最も多かったのが「女性にリーダーとして経験が十分にないこと（45.5％）」、次いで「女性が
リーダーになりたがらないこと（38.6％）」、以下「女性リーダーを持つという伝統がないこと

（36.4％）」、「女性に適切な人脈がないこと（34.1％）」であった（図9）。
■ �これまでの結果（図1 ～ 8）を踏まえると、もともと女性がリーダーになる機会が極めて少な

い状況で、リーダーとしての豊富な経験を持つ人材を見つけることは難しいといえる。また、
チャンス、経験、人脈を持たない女性が自らを「リーダーにふさわしい人材」として認識する
ことは困難で、これがリーダーになりたがらない理由の1つとして考えられる。いずれにして
も、スポーツ組織において意思決定の場にふさわしい女性ならば登用する用意はあるが、そう
でなければ難しいと考える組織の現状が伺える。

■ �意思決定の場において女性の比率はわずかであるから「女性リーダーの伝統がない」のは当然
であり、それをどう構築するかが重要であるといえよう。

①女性がリーダーになりたがらないこと(n=44)

②女性が家族を優先すること(n=44)

③女性リーダーとして経験が十分にないこと(n=44)

④女性にあまり自信がないこと(n=44)

⑤女性にはできないと思われていること(n=44)

⑥女性リーダーを持つという伝統がないこと(n=44)

⑦女性がリーダーとして教育を受けていないこと(n=37)

⑧女性がリーダーになるよう頼まれないこと(n=44)

⑨女性に適切な人脈がないこと(n=44)

⑩女性が組織から十分な支援を受けられないこと(n=43)

⑪男性との競争が過酷すぎること(n=37)

⑫男性が自分の地位を明け渡さないこと(n=44)

⑬多くの女性がクラブレベルの仕事に満足していること(n=44)

⑭理事会や委員会での働き方が時代遅れであること(n=44)

⑯その他(n=44)

（％）0 20 40 60 80 100

⑮女性は男性よりも優れたリーダーではないという
ステレオタイプが依然として存在すること(n=44)

38.6%

31.8%

45.5%

31.8%

20.5%

36.4%

18.9%

15.9%

34.1%

11.6%

2.7%

18.2%

13.6%

18.2%

13.6%

13.6%

図9. スポーツ組織において女性の地位やリーダーの比率が上がらない要因（複数回答）
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5. 政策・運営に対する女性リーダーの影響

■ �女性リーダーはスポーツ組織の政策・運営に影響
を与えられるかについて尋ねたところ、約80％の
組織が「影響を与えられる」と回答した。この結果
から、スポーツ組織は女性リーダーの政策・運営
への参与について少なからず理解を示していると
考えられる。

Ⅲ. まとめ

■ �スポーツ組織における役員の男女比は、圧倒的に男性が多く、女性は少ない。
■ �直接女性に関わったり、女性の進出が見られる現場を扱う委員会の委員長は、女性である傾向が強

い。また、女性特有の課題が内在したり、課題解決に女性の視点が必要な委員会については、女性
を登用している傾向がある。

■ �役員選出の方法に委員会の実績や推薦をあげる組織が多く見られたが、女性役員や委員が少ない現
状を考えると、この方法では女性の登用は難しいといえる。

■ �組織における意思決定の場への女性の登用を制度化する一方で、女性自身の組織への積極的な働き
かけも必要である。

■ �女性がリーダーになる機会が極めて少ない状況で、その経験を十分に持つ人材を見つけることは難
しいといえる。また、チャンス、経験、人脈を持たない女性が自らを「リーダー」として認識する
ことは困難である。いずれにしても、スポーツ組織において意思決定の場にふさわしい女性ならば
登用する用意はあるが、そうでなければ難しいと考える組織のあり様が伺える。

■ �意思決定の場において女性の比率はわずかであるから「女性リーダーの伝統がない」のは当然であ
り、それをどう構築するかが重要である。

■ �スポーツ組織は女性リーダーの政策・運営への参与に理解を示している。
■ �意思決定の場への女性の登用は制度化しながら水準を上げ、それをスポーツ組織の中で恒常化させ

ることが重要である。
■ �女性リーダーを育成するプログラムと、そのプログラムが実行できる具体的な場所が必要である。
■ �すべての調査結果を踏まえると、やはり意思決定の場への女性の登用は、制度化しながら水準を上

げ、それをスポーツ組織の中で恒常化させることが必要であろう。

図10. 女性リーダーはスポーツ組織の
政策・運営に影響を与えられるか

(n=43)

はい
76.7％

いいえ
16.3％

わからない
7％

Ⅳ. 自由記述

Q1�「あなたの所属している連盟/協会では、役員を選出する際にどのようなことを重視して選出して
いますか」、回答「（9）その他」に関する記述

・役員推薦
・協会運営に積極的、創造的に行動できる人を第一義においている
・保有している能力（語学・知識）
・正会員による選挙
・実業界での実績
・女性枠を設けている

Ｑ４�「あなたの所属している連盟/協会で女性の地位向上（女性が活躍する機会が増えること）は重要な
課題になっていますか」、回答「（７）その他」に関する記述

・協会のために費やせる時間的な問題もあると思う
・役員の選出方法
・女性が家庭内での時間をつくれる、活動に見合った報酬を与える、という環境を整える
・協会としては女性登用に積極的。女性を必ず入れるというシステムにしてしまうと、それは女性

を軽視することになる。適材適所で、男女問わない
・女性が参加するための社会的な環境づくり

Ｑ５�「スポーツ組織において女性の地位やリーダーの比率が上がらない要因は何だと思いますか」、回
答「（16）その他」に関する記述

・家庭や家事に追われること
・参加を促しても、出てこられない環境にある
・感情的で組織的思想・行動が欠如しているケースが多い
・リーダー経験のある女性が少なく、重責に耐え積極的にリーダー役をしてくれる人が少ない
・スポーツを継続し、協会活動に従事する女性が少ない
・社会的経験に乏しい。少人数組織において、指導者、管理者人材の育成をする余裕は乏しい

Ｑ６�「女性リーダはスポーツ組織の政策や運営に影響を及ぼすことができると思いますか」、「自由記
述」に関する記述

・Ｑ５の設問は女性差別のように思え、最良の設問と思わない。女性には能力が十分あり、機会を
与えることが良い

・性別で判断していない。積極的、創造的活動ができれば男女問わない
・女性の立場からの意見は重要。男性とは発想が違い発展につながる
・女性リーダーは必要だが、システム化してしまうのは良くない。女性自身が勉強し、組織に入り、

結果的に女性比率が上がれば良い
・女性の子どもに対する指導・しつけの影響は大きい
・女性の立場のみならず、全体的な観点から行動すること
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・女性が多いスポーツでは、もっと多くの女性リーダーを必要とする
・男女の競技種目が同数になり、組織運営上で女性リーダーは競技の発展を何ら阻害するものでは

ない。JOC、日体協、NTC、JISS、文科省などの責任者は大半が男性で、そこも同時に変えなけ
れば不安が残る可能性がある

・現在女性選手が増加中。一部男女混合の競技会もあるため、これから女性リーダーの活用を検討
すべきと考えている

・素晴らしい能力を持つ女性はいるが消極姿勢
・理事会などで積極的に発表し地位向上に努める
・シンクロは女性特有の競技で、女性の活躍があるといえる

Ⅴ. 資料（調査票）

組織に関する調査（�）

下記の空欄に必要事項をご記入ください。

なお、回答につきましては貴団体に「女性とスポーツ」に関する担当者がいる場合は、その方にご記入願います。

また、記入欄が不足する場合は、別紙（資料添付可）にてご回答願います。

（2012年　　　　　月現在）

団体� 　 　 　 �表者�� 　 　 　

回答者�� 　 　 　 回答者�� 　 　 　

���
（担当者）

���： ���： ������：

団体�員
内�

計
その内の
常��事会長 �会長

���事
（�事長）

常��事 �事

　 男性 （　　　　　）人 （　　　　　）人 （　　　　　）人 （　　　　　）人 （　　　　　）人 （　　　　　）人 （　　　　　）人

　 女性 （　　　　　）人 （　　　　　）人 （　　　　　）人 （　　　　　）人 （　　　　　）人 （　　　　　）人 （　　　　　）人

　常設の内部委員会等

（1)常設されている委員会すべてに関してご記入ください

（2)各委員長の性別に○を付けてください

（3)委員会の男女人数をご記入ください

女性 �� �� �� �� ��者

委員長 委員長 委員長 委員長 委員長 委員長

男性　女性 男性　女性 男性　女性 男性　女性 男性　女性 男性　女性

委員 委員 委員 委員 委員 委員

男性　　　人
女性　　　人

男性　　　人
女性　　　人

男性　　　人
女性　　　人

男性　　　人
女性　　　人

男性　　　人
女性　　　人

男性　　　人
女性　　　人

�� ��� �ー��� �ー� �� ��

委員長 委員長 委員長 委員長 委員長 委員長

男性　女性 男性　女性 男性　女性 男性　女性 男性　女性 男性　女性

委員 委員 委員 委員 委員 委員

男性　　　人
女性　　　人

男性　　　人
女性　　　人

男性　　　人
女性　　　人

男性　　　人
女性　　　人

男性　　　人
女性　　　人

男性　　　人
女性　　　人

�� 表� （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）

委員長 委員長 委員長 委員長 委員長 委員長

男性　女性 男性　女性 男性　女性 男性　女性 男性　女性 男性　女性

委員 委員 委員 委員 委員 委員

男性　　　人
女性　　　人

男性　　　人
女性　　　人

男性　　　人
女性　　　人

男性　　　人
女性　　　人

男性　　　人
女性　　　人

男性　　　人
女性　　　人

※登録人数に関するリスト（一覧表）などがあれば、添付してください。

※常設の内部委員会等がわかる組織図等を添付してください。

※本調査は個人が特定されないかたちで結果を公表いたします。また本調査以外でのデータの使用は一切いたし
ません。

Ⅴ.　資料（調査票）
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Q5. スポーツ組織において女性の地位や女性リーダーの比率が上がらない要因は何だと思いますか？

下記の中から当てはまるものすべてに〇をつけてください。

(1) 女性がリーダーになりたがらないこと

(2) 女性が家族を優先すること

(3) 女性にリーダーとしての経験が十分にないこと

(4) 女性にあまり自信がないこと

(5) 女性にはできないと思われていること

(6) 女性リーダーを持つという伝統がないこと

(7) 女性がリーダーとしての教育を受けていないこと

(8) 女性がリーダーになるよう頼まれないこと

(9) 女性に適切な人脈がないこと

(10) 女性が組織から十分な支援を受けられないこと

(11) 男性との競争が過酷すぎること

(12)男性が自分の地位をあけ渡さないこと

(13) 多くの女性がクラブレベルの仕事に満足していること

(14) 理事会や委員会での働き方が時代遅れであること

(15) 女性は男性よりも優れたリーダーではないというステレオタイプが依然として存在すること

(16) その他
　

　 　 　 　 　 　 　

Q6. 女性リーダーはスポーツ組織の政策や運営に影響を及ぼすことができると思いますか？

また、ご意見があれば、自由に記述してください。

はい いいえ わからない

自由記述欄

以上で質問は終わりです。

ご協力ありがとうございました。

本調査は個人が特定されないかたちで結果を公表いたします。また本調査以外でのデータの使用は一切
いたしません。

貴団体の専務理事、常務理事、理事の方にご記入願います。

団体� 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

回答者�� 　 　 　 　 　 回答者役� 　 　 　

連�先
（�当者）

���： 　 　 ���： 　 　 　 ������： 　 　

Q1. あなたの所属している連盟/協会では、役員を選出する際に、どのようなことを重視して選出していますか？

下記の中から当てはまるものすべてに〇をつけてください。

(1)年齢

(2)性別

(3)人柄

(4)現役選手時代の競技実績

(5)各組織・委員会等での活躍・実績

(6)指導者としての実績

(7)連盟・協会の推薦

(8)前任者の推薦

(9)その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Q2. あなたの所属している連盟/協会における理事会や役員会の男女比について、どう思いますか？

下記の中から�つ選び〇をつけてください。

(1) そのままでいいと思う

(2) 変更すべきで女性をもっと増やすべき

(3) 変更すべきで男性をもっと増やすべき

(4) わからない

Q3.
あなたの所属している連盟/協会で女性の地位向上（女性が活躍する機会が増えること）は重要な課題になっ
ていますか？

はい いいえ わからない

Q4. あなたの所属している連盟/協会での、女性の地位向上に関する課題は何ですか？

下記の回答欄の中から、最も近いものを�つお選びください。

(1) 行動計画を作り、実行すること

(2) 今までの価値感を変えること

(3) 女性のリーダー比率を設定し遵守する割当制度を採用すること

(4) 男女平等の考え方を政策やシステムに取り入れること

(5) 女性がもっと積極的になるべきで、自分たちのために何かすべきである

(6) 何もしなくても時間が解決する

(7) その他
　

　 　 　 　 　 　

Q5. スポーツ組織において女性の地位や女性リーダーの比率が上がらない要因は何だと思いますか？

下記の中から当てはまるものすべてに〇をつけてください。

(1) 女性がリーダーになりたがらないこと

(2) 女性が家族を優先すること

(3) 女性にリーダーとしての経験が十分にないこと

(4) 女性にあまり自信がないこと

(5) 女性にはできないと思われていること

(6) 女性リーダーを持つという伝統がないこと

(7) 女性がリーダーとしての教育を受けていないこと

(8) 女性がリーダーになるよう頼まれないこと

(9) 女性に適切な人脈がないこと

(10) 女性が組織から十分な支援を受けられないこと

(11) 男性との競争が過酷すぎること

(12)男性が自分の地位をあけ渡さないこと

(13) 多くの女性がクラブレベルの仕事に満足していること

(14) 理事会や委員会での働き方が時代遅れであること

(15) 女性は男性よりも優れたリーダーではないというステレオタイプが依然として存在すること

(16) その他
　

　 　 　 　 　 　 　

Q6. 女性リーダーはスポーツ組織の政策や運営に影響を及ぼすことができると思いますか？

また、ご意見があれば、自由に記述してください。

はい いいえ わからない

自由記述欄

以上で質問は終わりです。

ご協力ありがとうございました。

本調査は個人が特定されないかたちで結果を公表いたします。また本調査以外でのデータの使用は一切
いたしません。

貴団体の専務理事、常務理事、理事の方にご記入願います。

団体� 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

回答者�� 　 　 　 　 　 回答者役� 　 　 　

連�先
（�当者）

���： 　 　 ���： 　 　 　 ������： 　 　

Q1. あなたの所属している連盟/協会では、役員を選出する際に、どのようなことを重視して選出していますか？

下記の中から当てはまるものすべてに〇をつけてください。

(1)年齢

(2)性別

(3)人柄

(4)現役選手時代の競技実績

(5)各組織・委員会等での活躍・実績

(6)指導者としての実績

(7)連盟・協会の推薦

(8)前任者の推薦

(9)その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Q2. あなたの所属している連盟/協会における理事会や役員会の男女比について、どう思いますか？

下記の中から�つ選び〇をつけてください。

(1) そのままでいいと思う

(2) 変更すべきで女性をもっと増やすべき

(3) 変更すべきで男性をもっと増やすべき

(4) わからない

Q3.
あなたの所属している連盟/協会で女性の地位向上（女性が活躍する機会が増えること）は重要な課題になっ
ていますか？

はい いいえ わからない

Q4. あなたの所属している連盟/協会での、女性の地位向上に関する課題は何ですか？

下記の回答欄の中から、最も近いものを�つお選びください。

(1) 行動計画を作り、実行すること

(2) 今までの価値感を変えること

(3) 女性のリーダー比率を設定し遵守する割当制度を採用すること

(4) 男女平等の考え方を政策やシステムに取り入れること

(5) 女性がもっと積極的になるべきで、自分たちのために何かすべきである

(6) 何もしなくても時間が解決する

(7) その他
　

　 　 　 　 　 　

Q5. スポーツ組織において女性の地位や女性リーダーの比率が上がらない要因は何だと思いますか？

下記の中から当てはまるものすべてに〇をつけてください。

(1) 女性がリーダーになりたがらないこと

(2) 女性が家族を優先すること

(3) 女性にリーダーとしての経験が十分にないこと

(4) 女性にあまり自信がないこと

(5) 女性にはできないと思われていること

(6) 女性リーダーを持つという伝統がないこと

(7) 女性がリーダーとしての教育を受けていないこと

(8) 女性がリーダーになるよう頼まれないこと

(9) 女性に適切な人脈がないこと

(10) 女性が組織から十分な支援を受けられないこと

(11) 男性との競争が過酷すぎること

(12)男性が自分の地位をあけ渡さないこと

(13) 多くの女性がクラブレベルの仕事に満足していること

(14) 理事会や委員会での働き方が時代遅れであること

(15) 女性は男性よりも優れたリーダーではないというステレオタイプが依然として存在すること

(16) その他
　

　 　 　 　 　 　 　

Q6. 女性リーダーはスポーツ組織の政策や運営に影響を及ぼすことができると思いますか？

また、ご意見があれば、自由に記述してください。

はい いいえ わからない

自由記述欄

以上で質問は終わりです。

ご協力ありがとうございました。

本調査は個人が特定されないかたちで結果を公表いたします。また本調査以外でのデータの使用は一切
いたしません。

貴団体の専務理事、常務理事、理事の方にご記入願います。

団体� 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

回答者�� 　 　 　 　 　 回答者役� 　 　 　

連�先
（�当者）

���： 　 　 ���： 　 　 　 ������： 　 　

Q1. あなたの所属している連盟/協会では、役員を選出する際に、どのようなことを重視して選出していますか？

下記の中から当てはまるものすべてに〇をつけてください。

(1)年齢

(2)性別

(3)人柄

(4)現役選手時代の競技実績

(5)各組織・委員会等での活躍・実績

(6)指導者としての実績

(7)連盟・協会の推薦

(8)前任者の推薦

(9)その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Q2. あなたの所属している連盟/協会における理事会や役員会の男女比について、どう思いますか？

下記の中から�つ選び〇をつけてください。

(1) そのままでいいと思う

(2) 変更すべきで女性をもっと増やすべき

(3) 変更すべきで男性をもっと増やすべき

(4) わからない

Q3.
あなたの所属している連盟/協会で女性の地位向上（女性が活躍する機会が増えること）は重要な課題になっ
ていますか？

はい いいえ わからない

Q4. あなたの所属している連盟/協会での、女性の地位向上に関する課題は何ですか？

下記の回答欄の中から、最も近いものを�つお選びください。

(1) 行動計画を作り、実行すること

(2) 今までの価値感を変えること

(3) 女性のリーダー比率を設定し遵守する割当制度を採用すること

(4) 男女平等の考え方を政策やシステムに取り入れること

(5) 女性がもっと積極的になるべきで、自分たちのために何かすべきである

(6) 何もしなくても時間が解決する

(7) その他
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Ⅰ. 調査概要
■調査の目的
　ロンドンオリンピックに出場した女性アスリートを対象に、女性特有の身体的、 心理的、環境的問
題を明らかにし、今後の女性アスリート育成の基礎資料を得ることを目的とした。

■調査方法
　JOCを介して各競技団体に調査協力を依頼、各競技団体から直接女性アスリートに調査票を配布し、
回収を行った。

■調査時期
　平成24年7月25日～ 8月12日（ロンドンオリンピック開催中）

■回収率
　156名に配付、132名から回収（回収率85％）

■集計
　順天堂大学マルチサポート事業女性アスリートの戦略的サポート事業

■調査対象の属性
競技種目　 人数 %

陸上競技 15 11.4
競泳 13 9.5
飛び込み 1 0.8
シンクロナイズドスイミング 9 6.8
サッカー 14 10.6
ホッケー 16 12.1
バレーボール 12 9.1
体操 5 3.8
新体操 6 4.5
トランポリン 1 0.8
ウエイトリフティング 4 3.0
自転車 3 2.3
卓球 3 2.3
フェンシング 5 3.8
柔道 7 5.3
バドミントン 6 3.8
射撃 2 1.5
近代五種 2 1.5
カヌー 3 2.3
アーチェリー 2 1.5
トライアスロン 3 2.3

計132名

平均 標準偏差
競技年数 14.6年 4.50
年齢 24.5歳 4.66
オリンピック出場回数 1.5回 0.71
競技開始年齢 9.5歳 4.82

人数 %
最終学歴

大学院卒 3 2.3
大学卒 49 37.1
高校卒 66 50.0
中学卒 5 3.8
その他 4 3.0

既婚の有無
既婚 3 2.3

未婚（離婚含む） 125 94.7
子どもの有無

あり※ 2 1.5
なし 118 89.4

国際大会レベル最高成績
オリンピックメダル獲得 20 15.1

オリンピック入賞 10 7.6
オリンピック出場 8 6.1
国際大会３位以内 33 25.0

国際大会入賞 24 18.1
国際大会出場 11 8.33

※　「子どもあり」の回答者は未婚（離婚）者であった

ロンドンオリンピック　出場女性アスリートに対する調査報告
公益財団法人日本オリンピック委員会

女性スポーツ専門部会

資料19 Ⅱ. 結果

表1. 現在の競技を始めたきっかけ（自由記述）
人数 %

家族の影響 58 45.0
友人・先輩の影響 16 12.5
他者に勧められたり、誘われたりした 14 10.9
見かけた、見て好きになった 8 6.2
楽しかった、得意だった 13 9.9
その他 20 15.5

計129名

問3. �トレーニングやコンディショニングについて女性に特化した情報提供や教育・研修などの機会
がさらに必要であると感じますか。

問2. 練習などの環境において改善もしくは充実させたいと思う部分はありますか。

問1. 現在の競技を始めた年齢と「きっかけ」は何ですか。

図2. 女性に特化した情報提供、教育機会の必要性（n=131)

0 10 20 30 40 50

国際大会や国際合宿参加機会の増加(n=39)

国内強化合宿の増加(n=17)

情報サポート(n=22)

医学的サポート(n=48)

科学的トレーニングのサポート(n=34)

競技団体からの資金援助(n=49)

企業などのスポンサーシップ(n=59)

練習 ・トレーニング環境の充実(n=51)

その他(n=4)

29.5%

12.9%

16.7%

36.6%

25.8%

37.1%

44.7%

38.6%

3.0%

（％）

必要ある
45.0％

わからない
45.8％

必要ない
9.2％

※競技開始年齢　平均9.5歳
　　　　　　　　標準偏差　±4.82

図1. 練習環境などの改善希望（複数回答）
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問6. �女性特有の身体的問題（月経、貧血、摂食障害、成長期における身体の変化など）へのサポー
トをさらに充実させる必要があると思いますか。

問4. �女性特有の身体的問題（月経、貧血、摂食障害、成長期の身体の変化など）が競技に影響を及
ぼしたと感じたことはありますか。

問5. �これまでスポーツをしてきた中で女性であったために何か不都合を感じたことはありますか。

図3. 女性特有の身体的問題について（n=132)

感じたことがある
65.9％

感じたことがない
34.1％

（自由記述）
人数 %

月経痛（腰痛・腹痛・頭痛） 22 27.8
月経による体調不良 29 36.7
月経による精神的不安 4 5.1
月経不順 6 7.6
貧血 12 15.2
その他 6 7.6

計79名

（自由記述）
人数 %

月経に関すること 4 21.1
進学先などに女子チームがない 4 21.1
女性より男性が優先される 3 15.8
男性からの嫌がらせ（セクハラ） 2 10.5
その他 5 31.6

計18人

図4. 女性であることに不都合を感じたこと（n=131)

感じたことがある
16.8％

感じたことがない
83.2％

図5. 女性特有の身体的問題に対するサポート充実の必要性（n=131)

必要があると思う
32.1％

思わない
16.8％

わからない
51.1％

思わない
27.3％

必要であると思う
72.7％

有益であると思う
79.5％

思わない
6.1％

わからない
14.4％

少し感じる
37.9％

必要性を感じる
28.0％どちらとも言えない

22.0％

あまり感じない
9.1％

感じない
3.0％

図6. 海外の情報について(n=131)

図8. 女性強化スタッフの増加について
(n=132)

図7. 相談できる機関について(n=132)

図9. 男性とは異なるサポートの必要性
(n=132)

入手している
1.5％

情報を入手していない
98.5％

問7. �女性アスリートへの支援において参考
になる海外の事例や情報をどのように
入手していますか。

問9. �女性強化スタッフが増えることは女性
アスリートにとって有益であると思い
ますか。

問8. �身体的・心理的問題が生じたときに相談
できる機関が必要だと思いますか。

問10. �女性アスリートへのサポートにおいて
男性とは異なるサポートが必要である
と感じることはありますか。
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不安を
感じたことがある

63.6％

感じたことがない
11.4％

わからない
25.0％

少し感じる
32.3％

必要性を感じる
25.6％

どちらとも言えない
31.6％

あまり感じない
7.5％

感じない
3.0％

問11. �引退後のキャリアについて不安を感じたことはありますか。

問12. �引退後のキャリアについて女性に特化した教育、サポートの機会やシステムが必要だと感じ
ますか。

図10. 引退後のキャリアについて(n=132)

図11. 女性に特化したキャリアサポートの必要性について(n=133)

指導者に
なりたい
41.3％

子どもに教えたい 4.8％
普及活動に関わりたい 8.7％

トレーナーになりたい 3.8％
指導者以外で関わりたい 4.8％

競技について勉強したい 2.9％

楽しくスポーツを続けていきたい 5.8％

何らかの形で
関わりたい
18.3％

審判員になりたい 1.0％ その他
8.7％

今やっている競技が嫌い、関わりたくない
8.7％

やりたいことが
他にある
43.5％

特にない
21.7％

経済的に自立できない、
家庭と両立できない
13％

その他 4.3％

向いていない
（例えば指導者など）
8.7％

思わない
18.6％

関わりたいと思う
81.4％

問13. �引退後にもスポーツに関わっていきたいと思いますか。

問14. �（問13で「思う」と答えた方は、）引退後どのようにスポーツに関わっていきたいですか。

問15. �（問13で「思わない」と答えた方は、）引退後、スポーツに関わりたくない理由を具体的にお書
きください。

図12. 引退後のスポーツとの関わり(n=129)

図13. 引退後に希望するスポーツとの関わり方（自由記述、n=104）

図14. 引退後、スポーツに関わりたくない理由（自由記述、n=23）
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大変だと感じる
40％

感じない
60％

0 20 40 60 80 100

家事や子育てとの両立（n=3）

経済的な負担（n=1）

家族の理解（家族への負担や罪悪感）（n=2）

練習環境（時間や練習場所の保管など）（n=2）

モチベーションの維持（n=1）

60%

20%

40%

40%

20%

（％）

問16. �家庭と競技生活の両立は大変だと感じますか。

問17. �家庭と競技生活の両立はどのような点が大変だと感じますか。

図15. 家庭と競技生活の両立について(n=5)

図16. 家庭と競技生活の両立の課題（複数回答、n=5）

Ⅲ. 資料（アンケート用紙）
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　情報の整理や共有方法（ナレッジマネジメント）を効果的に実践し、組織力を高めている成功事例の
１つとして、米プロバスケットボール協会（NBA）の「チームマーケティング＆ビジネス運営部」（Team 
Marketing & Business Operation）が挙げられる。同部署は、頭文字を取って「TMBO」（ティンボー）
と呼ばれる。当時観客動員に苦戦を強いられていたNBAが、それを打開するための切り札として
2000年に設置した部署で、NBA傘下の全30球団を「顧客」として位置づけ、リーグ機構が全球団の
優良事例を収集・共有することで、各球団のマーケティング力を活性化させることを目的としたコン
サルティング部隊である。TMBOはNBAの観客動員力の回復やリーグの発展に多大な貢献をしたと
評価されており、同様のサービスを米プロアイスホッケーリーグ（NHL）、米プロフットボールリーグ

（NFL）などのメジャースポーツリーグが相次いで導入している。
　以下に、NBAのTMBOの組織・活動詳細について整理する。

１）TMBOが組織された経緯
　NBAでは、1998から1999年シーズンのロックアウト（経営者による選手の締め出し）などの影響
により、ファンのバスケットボール離れが懸念されていた。NBAはこの状況を打開し、強固な顧客基
盤を維持・拡大するためには、各チームのマーケティング力の活性化が不可欠と考え、コミッショナー
のデビッド・スターン氏が2000年５月にNBAリーグ機構内にTMBOを設立した。
　スターン氏がコミッショナーに着任した1984年以前は、リーグ機構とチームとの情報共有がほと
んど行われていない状況にあった。同氏は、NBAが組織全体として成功するにはリーグとチームが協
力し合える体制が不可欠であると考え、就任直後「チームサービス部」を設立し、リーグ・チーム間の
連携に当たらせた。
　しかし、チームサービス部は主にNBAブランド保護の名目で各球団のマーケティング活動の監視・
制約をその主な役割にしていたことから、チームからの協力が得られにくい状況であった。そこで、
スターン氏は、球団からの警戒感を払拭し、もう一歩踏み込んだ情報共有体制が必要と考え、TMBO
の設立を決断した。
　TMBOの設置には、チームは「コート上では競争するが、コート外では協力すべき」という考えが
根底にあり、自身を、チームを監督する管理組織としてではなく、チームのマーケティング力活性化
のためのパートナーとして位置づけている。

２）TMBOの役割と組織体制
　TMBOが収集・共有化する情報は、「チケット販売」や「協賛活動」といった収益領域から、「地域貢
献活動」といった非収益活動にまで多岐に渡る。TMBOには約50名のスタッフがおり、それぞれの活
動領域ごとに各球団から成功事例を収集し、データベース化している。

女性スポーツデータベース構築の参考となる成功事例
資料20
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資料20

　�TMBOは、情報共有に際して以下の４つを「ビジョン」として掲げている
　・�マーケティングに適用可能な世界中に眠る成功事例を発見・情報共有し、それらを導入する。情

報は、オンラインで即時入手できるようにする
　・�チームの運営・組織構成・プログラム・人事管理などを分析する能力を有し、適切な提案と、効

果的かつ迅速な導入ができる専門家を組織し、任務に当たらせる
　・�“Imagineering”（創造的な設計開発：ImagineとEngineeringを掛け合わせた造語）を合言葉に、

リーグやチームの職員に浸透させる
　・�チームとリーグの間、チームとチームの間に立ち、チームの究極の弁護人として、コミュニケーショ

ンを促進する潤滑油としての役目を果たす

　TMBOの最大の特徴は、成功事例を収集するだけでなく、積極的に共有している点にある。TMBO
には４名の「アカウント・マネージャー」と呼ばれるチーム担当専任コンサルタントがおり、それぞれ
担当球団を抱え、TMBOスタッフが収集した他球団の成功事例を抱えて定期的に担当球団を訪問し、
コンサルテーションを実施している（NBAは全30球団あるため、１人が７～８球団を担当する）。球
団は、抱える問題点や市場規模などを考慮したうえで、類似点の多いチームがグルーピングされ、各
担当者に割り当てられることになる。

図1：TMBOの情報共有体制（イメージ）

３）TMBOの情報共有手法
　TMBOによる情報共有方法は、以下の４つに大別される。
①専任コンサルタントによる定期訪問
　前述の４名の専任コンサルタント（アカウント・マネージャー）による球団訪問。コンサルタントは
毎週１チームを訪問し（つまり、各球団を約２ヶ月毎に定期的に訪問する形となる）、１回の訪問につ
き２～３日滞在する。滞在の最後には、必ず球団社長に対して何らかの提案を行う。
②研修会の実施
　定期的に（８～ 10回/年）テーマを定めてチームからの参加者を募った研修会を実施する。研修会に
はWNBA（女子プロバスケリーグ）、NBDL（NBAのマイナー組織）のスタッフも参加する。外部から
専門の講師を招くこともある（例えば、顧客育成であればディズニーから講師を招くなど）。
③情報共有サイト「Team Net」
　IDとパスワードで保護されたイントラネット（＊参照）サイト「Team Net（チーム・ネット）」にて
TMBOが収集した情報を各球団と共有している。成功事例は、領域ごとに分類されて整理され、担当

チーム担当 チーム担当 チーム担当 チーム担当
7～8チーム 7～8チーム 7～8チーム 7～8チーム

TMBO

者がわかりやすいインターフェイスになっている。
＊イントラネットとは：
　アクセス範囲が限定されたネットワーク、あるいはネットワーク上でアクセスされるユーザーが限
定された領域を指す
④ニュースレター
　毎週、最新事例を掲載したニュースレターを配信している。
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順天堂大学　マルチサポート事業
女性アスリート戦略的強化支援方策の調査研究　実施体制

2012ロンドンオリンピック強化タスクフォースワーキングチーム文部科学省

女性アスリート戦略的強化支援担当アドバイザリーボード

戦略的強化支援方策レポート作成プロジェクト

筑波大学〈研究開発〉 JISS〈アスリート支援〉

連携 連携再委託

順天堂大学

事業本部 外部有識者

プロジェクトリーダー

女性スポーツ
データベース
プロジェクト

諸外国の女性とス
ポーツ研究組織との
連携を図り、データ
の収集、データベー
スシステムの開発等
を行う

プロジェクトリーダー

育成と
セカンドキャリア
研究プロジェクト

女性アスリートの育
成期からセカンド
キャリアまでの心理・
社会的なバリアや現
状を明らかにし、より
良いスポーツ環境の
構築と、円滑なセカ
ンドキャリアへの移
行を探求する

プロジェクトリーダー

女性リーダーシップ
開発プロジェクト

女性リーダー（指導
者やコーチ、意思決
定者等）の育成環
境を阻害する要因、
女性リーダー自身の
意識などを調査し、
育成プログラムにつ
いて検討する

プロジェクトリーダー

性差医学と
環境因子
調査研究
プロジェクト

月経、免疫、運動能
力に関連付けた遺伝
子発現の網羅的な解
析により、月経は女
性アスリートの強み
とし得る因子かを探
る

プロジェクトリーダー

月経周期と生体内
代謝産物の
関連性研究
プロジェクト

月経周期によって影
響を受ける代謝産物
を調査し、女性アス
リートのパフォーマン
ス向上のためのコン
ディショニングやト
レーニングに貢献す
るプログラムの開発
を目指す

プロジェクトリーダー

セルフマネジメント
プログラム

開発プロジェクト

女性アスリート手帳
を開発。自身の身体
に関心を持ち、コン
ディション管理でき
る女性アスリートの
育成と競技力向上を
間接的にサポートす
る

事業責任者：小笠原 悦子

シニアプロジェクトマネージャー、プロジェクトコーディネーター、
サポートスタッフ（経理・調査補助業務等）、海外スタッフ 海外アドバイザー：アニタ・ホワイト博士

下記6つのプロジェクトとさまざまな調査結果・情報を基に、今後の
女性アスリートの戦略的強化支援方策のためのレポートを作成する

（平成24年4月）

順天堂大学　マルチサポート事業
プロジェクト活動報告

報告 女性スポーツデータベースプロジェクト

Ⅰ. プロジェクト概要：
　女性スポーツデータベースプロジェクトでは、国内外の女性スポーツ研究機関や競技団体等から、
女性アスリートの育成・強化に資する情報を収集する。日本国内では、「スポーツ」あるいは「女性」と
いう切り口からの情報収集・研究を行う組織は存在するが、「女性スポーツ」に特化した組織は少なく、
女性スポーツに関する文献情報について、「どこに」「どのような」情報が存在するのかは、ほとんど把
握できていない。そのため海外の女性スポーツ研究機関からの情報収集と並行し、日本国内に分散す
る調査・研究や文献情報を収集し、日本で初めての試みともなる女性スポーツに関するデータベース
の構築を目指す。

Ⅱ. テーマ選定理由：
①先行研究、先行／既存プロジェクト、関連研究など
　海外では、「女性スポーツ」に特化した専門機関が多数存在しており、海外の女性スポーツ研究機関
では、専門性の高い実務的な情報や女性アスリート育成・強化に資する、現場に必要な情報が数多く
蓄積されている。
　また書誌情報のデータベースにおいて、海外では「WorldCat」（Online Computer Library 
Centerに参加する7万以上の図書館の蔵書を目録化した総合目録。90カ国以上から図書館が参加する
世界最大の書誌データベース）、国内では「CiNii」（国立情報学研究所が運営する学術論文や図書・雑
誌などの学術情報データベース）等が有名であるが、こうした書誌データベースには、海外の女性ス
ポーツ研究機関が保有するデータの大部分は格納されていない。

② ①の問題点および新たな視点を導入する意義、本プロジェクトの斬新さ、強みなど
　①で述べた現状から、国内外の女性スポーツに特化した情報を統合的に収納したこれまでにない
データベースが必要であり、当プロジェクトとしては、より専門的で使い勝手の良いデータベース構
築を目指していく。
　また各競技団体へのインタビュー調査の中で、多くの回答者より女性アスリート強化に関連する研
究文献や海外先進国が行っているプログラムの情報を、トレーニングや指導等に利用するべきだとい
う必要性が認識されつつも、系統だった情報収集ができていないという声が聞かれた。
　本プロジェクトとしては、女性スポーツに関わる「女性アスリート」「指導者」「コーチングスタッフ」

「研究者」といった方々をデータベースのメインユーザーとして位置づけているが、単に国内外から情
報収集・格納する仕組みをつくるだけでなく、それを各ユーザーに対して積極的に提供し、ユーザー
がより効果的に活用できるシステムを構築できれば、「女性アスリートのための育成・支援プラット
フォーム」に成り得ると考えている。
　これらのことを踏まえ、本プロジェクトは「情報収集」「情報管理（ナレッジマネジメント）」「情報検
索（PULL）」「情報発信（PUSH）」の４つを主な必要機能とし、将来的なプロジェクト展開を視野に入れ
たデータベースシステムの展開が強みになると考える。

各プロジェクトの平成23・24年度の活動報告
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③�プロジェクトの取組が女性アスリートの競技パフォーマンス向上にどのような好影響をもたらす可
能性があるか

　今後、女性アスリートへの支援を効果的に行うために、女性アスリートに関する情報を国内外から
収集・整理し、各競技団体や強化スタッフ、アスリートと共有していく仕組みづくりが必要であると
いえる。また、各競技団体へのインタビュー調査より得られた「外国の素晴らしい話を聞いても、そ
れをどう我々が使いこなし、その知識を役立てていくかということを考えるべき」という意見からも
わかるように、海外の取組に関する情報に関しては、日本との社会・文化的な違いを考慮し、収集し
た情報を日本の状況に合うよう分析・加工していく必要がある。その情報を、研修セミナー等を通し
て発信することで、より効果的な情報提供が可能となり、データベースを通した競技力向上が実現す
ると考える。

Ⅲ. 現在取り組んでいる内容
①情報収集
　国内外の女性スポーツ研究機関からの情報収集を進めており、以下の団体・組織より情報の提供が
確定（一部予定）している。

【海外】
●�カナダ女性スポーツ振興協会（Canadian Association for the Advancement of Women and 

Sport and Physical Activity: CAAWS)　

　 組織概要
　1981年に設立されたカナダの非営利組織であり、「女性が、スポーツや体育活動の参加者または

リーダーとして、機会や選択の自由を得たり、平等になるように保証」することを目的として活
動している。世界で女性スポーツ振興に関して最先端ともいわれる活動をしており、コーチング、
リーダーシップ、ジェンダー研究の分野では特に優れている。

●�カナディアンスポーツフォーライフ（Canadian Sport  for life: CS4L）

　 組織概要
　カナダ民族遺産省（Department of Canadian Heritage）の傘下でカナダ国民のスポーツ参加を

推進しているSport Canadaが、運営支援を行っている。長期的なアスリート支援や表彰、オリ
ンピック・パラリンピックの強化選手を育成しており、またコーチ・指導者、保護者、身障者、
教育者らに特化した取組をしている。

●�女性スポーツ財団（Women’s Sports Foundation: WSF）

　 組織概要
　プロテニス選手ビリー・ジーン・キングが提唱して1974年に設立された非営利の女性スポーツ

振興団体。米国で最も影響力と行動力のある組織の1つとして知られる。世界において女性スポー
ツに関わるデータを最大限保持し、女性スポーツ諸団体でもまれな、データセット（生データ）の
データベースシステムを保有している。

●�国際女性スポーツワーキンググループ（International Working Group on Women and Sport: IWG）

　 組織概要
　第1回世界女性スポーツ会議開催（1994年イギリス・ブライトン）で設立し、スポーツにおける

女性の地位、役割の向上を目指す。設立当初からの調査研究結果を分析したレポートなど女性ス

ポーツの変遷がわかるデータを保有している。2014年第６回世界女性スポーツ会議（フィンラン
ド・ヘルシンキ）が開催されるフィンランドに事務局が置かれ、フィンランドスポーツ連盟

（Finnish Sports Federation）とも連携を図っている。
●�カナダコーチング協会（Coaching Association of Canada: CAC）

　 組織概要
　コーチのスキルや社会的地位向上を目的に設置された非営利団体。さまざまな実践的情報やプロ

グラムを提供している。
●�女性スポーツフィットネス財団（Women’s Sport and Fitness Foundation: WSFF）

　 組織概要
　イギリスにおいて「スポーツを通じて、スポーツにおける男女平等を追求し促進する」ことを目的

に1984年に設立された。全てのレベルの女性がスポーツに参加する機会を改善することに専心
する、イギリスで唯一の組織。

●�ノルウェー オリンピック委員会（Norway  Olympic Committee） 

　 組織概要
　IOCに承認され設立された、国際オリンピック委員会承認国内（地域）オリンピック委員会の１つ。

●�アニタ・ホワイト財団（Anita White Foundation）……交渉中

【日本】
●�笹川スポーツ財団

　 組織概要
　『スポーツ・フォー・エブリワン』をスローガンに、国民一人ひとりのスポーツライフを豊かにし、

明るく健康に満ちた社会づくりを目指すと共に、全ての人にスポーツの楽しさを伝えることを目
的とする財団法人。財団内にスポーツ政策研究所が設置されており、実態調査、事例研究、実証
研究を行っている。

●�国立スポーツ科学センター（JISS）

　 組織概要
　日本の国際競技力向上のために、スポーツ科学・医学・情報など先端的な研究のもと、充実した

最新施設、器具・機材を活用し、各分野の研究者、医師等の専門家集団が連携しあって支援に取
り組んでいる。

②データベースシステム開発
　国内外から収集したデータを、ユーザーの利用目的に応じて効率よく検索できる仕組みを提供でき
るよう、操作性・検索性を高める主な機能として、以下を想定し構築を進めている。（１回の検索で
次の複合検索が可能）
・�翻訳検索

　前述のように、「女性スポーツ」に特化した専門研究機関は、現時点では海外にしか存在しないた
め、本プロジェクトが収集するデータは外国語（当面は英語情報に限定）が中心となる。しかし、
想定ユーザーは日本語を第一言語とするため、ユーザーの利便性を損なう大きな壁が存在するこ
とが予想される。そこで、当プロジェクトは検索キーワードを英語に自動翻訳して日英双方のデー
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タ検索を実現する「翻訳検索」機能を提供する。例えば、ユーザーが「リーダーシップ　水泳」と
いう言葉で検索した際、データベースに格納される日本語データに対してはこのキーワードで検
索が行われ、同時に「Leadership Swimming」という英語のキーワードで英語データに対しても
自動的に検索が行われる。

・�カテゴリー検索
　WorldCatやCiNiiなどの包括的な書誌データベースでは、検索結果がカテゴリー別に分類される

ことはなく、欲しい情報が見つからなかった場合や類似情報が欲しい場合は、再度最初から検索
をやり直すか、検索結果を1件ずつ確認していく必要がある。当データベースでは、検索結果に
ついて女性スポーツに特化した独自のデータカテゴリーを設け、欲しい情報や類似情報の所在が
ユーザーの視点からわかりやすい「カテゴリー検索」機能を提供する。

・�直感検索
　上記「カテゴリー検索」機能に加え、検索キーワードを用いずにユーザーの直感から必要文献を検

索できる「直感検索」機能を提供する。具体的には、強化の現場で直面する課題や解決策に関連し
て検索できる「ソリューション検索」、競技別にデータを検索できる「競技別検索」などがある。

・�フォクソノミー検索
　検索したデータに、ユーザー自身らが複数の「タグ」を自由に付け加え、検索できるフォクソノミー

検索機能を提供する。ユーザー自身が「便利」と感じるカテゴリーやキーワードを吸収し、より利
便性の高い検索システムに改善するとともに、ユーザーを巻き込み、積極的に活用されるような
機能を提供する。

Ⅳ. 今後の展望および課題
　本プロジェクトではシステム構築後、以下の「情報収集」「情報管理（ナレッジマネジメント）」「情報
検索（PULL）」「情報発信（PUSH）」の４つを主な必要機能として考え、将来的なプロジェクト展開を視
野に入れている。
　また、データベースの効果的な利用を目指し、以下ユーザーにとって有用な情報の提供、利用者間
のソーシャルネットワークサービス（SNS）を立ち上げ、利用者同士のコミュニケーションを促すハブ
的な役割を担っていくなど、インターネットの特性を最大限に活用した支援体制の構築を考えている。
・�ニュースレターの配信

　希望者に上記公式HPの新着情報や専門家によるコラムなどを配信する。
・�研修会・セミナーの開催

　定期的に女性アスリートや競技団体の強化担当者、コーチングスタッフなどを対象に研修会を行
う。研修会では、海外先進事例や国内成功事例などを共有する。

・�専門家によるサポート
　女性アスリートや競技団体に対し、体系化したプログラムやノウハウを専門家により提供する。

　今後の課題としては、女性アスリートの育成・強化関係者、コーチ・指導者をはじめ、多くの女性
アスリートに利用されることで、初めてデータベースの価値も上がるため、当データベースの普及が
第一に挙げられるだろう。また、常に新たな情報が求められるため、収納されるデータの更新・追加
も大きな課題となる。

（平成24年12月1日現在）

女性アスリートの育成とセカンドキャリア研究プロジェクト

Ⅰ. プロジェクト概要：
　女性アスリートが競技力を向上していく過程で、進学や就職、結婚、出産、育児というライフイベ
ントは、キャリア形成の大きなポイントであるといえる。また、女性アスリートをとりまく人間関係
や社会環境は、本人の意識や行動に大きな影響を与える。日本のキャリアプロセスの研究においては、
女性アスリートのみを対象とした研究は皆無に等しく、女性アスリートの競技生活と結婚や出産、育
児との関係を扱った研究や支援も非常に少ないのが現状である。
　本プロジェクトでは、女性アスリートのキャリアを形成する時期における心理・社会的要因や現状
の支援体制について調査研究し、高い競技力を保ちながらセカンドキャリアへの円滑な移行を実現す
ることができるような、女性アスリートにとってスポーツに取り組みやすい環境の構築を目指す。

Ⅱ. テーマ選定理由：
①先行研究、先行／既存プロジェクト、関連研究など
先行研究：
　多くのアスリートは、競技に集中するあまり、セカンドキャリアすなわち競技生活を引退した後の
職業につながる学業、その他の社会生活のためのライフスキル習得の機会を逃している。そのため、
エリートアスリートが競技引退後に、社会的に疎外感を覚え、アイデンティティの崩壊や自尊心の喪
失など深刻な心理的トラウマを伴う傾向にある(Stephan et al., 2003; Cecic-Erpic at al., 2004; 
Wylleman et al., 2004)。ヨーロッパではこのような状況を問題視し、エリートアスリートのキャ
リアトランジション研究が1980年代から特に盛んに行われてきた。しかし、初期のキャリアトラン
ジション研究は競技引退時期のみに重点を置いたものが多く（e.g., Tayler & Ogilvie, 1994）、アス
リートのアカデミックな知識、ライフスキルの欠如という競技開始に遡る根本的な問題を解決するも
のではなかった。それに対し、1990年代後半からは、エリートアスリートというキャリアを、開始
時期から引退期まで含めたライフスパンで考え、各段階で起きる問題を理解し、解決していくことに
よって、スムーズな引退期につながるという考え方が主流となっていった(e.g., Wylleman et al., 
2004; Anderson & Morris, 2000; Schlossberg, 1984) 。
　さらに、Wylleman らのモデルはエリートアスリートというキャリアを競技期間のみでなく、全人
生・全人格（Whole life/ whole person）という視点で分析し、学術研究だけでなく、実際にサポー
トプログラムを作成する場面にも活用され始めている。競技継続中における社会生活との両立は、引
退後のスムーズなセカンドキャリアへの移行と相互に関連していることから、競技発展の過程で学業・
ライフスキル習得のサポートを行うことは、アスリートたちを手助けすることにつながるとも言われ
ている（Wylleman et al., 2004）。
　キャリアトランジションを考える上で、人的ストレスは、女性アスリートが抱えやすい課題の１つ
である。Wyllemanら（2004）のモデルでも示されているように、家族や両親、仲間、教師、コーチが、
子どもの身体活動やスポーツ参加に対する態度、行動に影響を与えることについて、多くの研究で指
摘されている。例えばEccles & Harold (1991)は、スポーツ参加や競技パフォーマンスに対する親
の価値観を、子どもがどのように認識しているかということが、子ども自身のスポーツにおける能力
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や継続的な参加に影響を及ぼしていることを指摘している。また1993年にスポーツにおける少女と
女性のための学際研究センターとして、世界で初めてミネソタ大学に設立されたタッカー・センター
のレポートは、女子が自分の身体能力をどのように評価するかは、親の影響力が大きいとし、身体活
動が重要であるという信念、励まし、直接的な支援、楽しみを重視した環境がもたらされることによっ
て、身体活動は促進されると指摘している（The 2007 Tucker Center Research Report）。アメリ
カの女性スポーツ財団（WSF）では、このような研究に基づいて、身体活動やスポーツに親がどのよ
うに関わり、サポートしていくべきかについての基本的な指針を、ガイドブックにまとめホームペー
ジ上で提供している（http://www.womenssportsfoundation.org/）。

② ①の問題点および新たな視点を導入する意義、本プロジェクトの斬新さ、強みなど
　アスリートのキャリアデザインにおいて、男性アスリートほど女性アスリートのロールモデルは多
くない。またセカンドキャリアに対する選手の関心や意識について、JOC主導による強化指定選手お
よびオリンピック選手を対象とする意識調査や(2004）、筑波大学院修士課程体育研究科健康システ
ム・マネジメント専攻による「トップアスリート・セカンドキャリア支援プロジェクト」（2006 ～
2008）が行われているが、これらの研究では、女性アスリートの結婚や出産の可能性がキャリアプラ
ンとして十分に考察されていない。
　女性の考え方や感じ方は、男性とは異なる部分も多いため、女性アスリートにおいてはライフキャ
リアに配慮した支援を模索する必要性がある。また妊娠・出産といったライフイベントによる心身の
変化、競技・生活環境を理解し、競技から離れても再び戻ってこられるような、柔軟な対応策も必要
である。
　このように、女性アスリートのキャリアを競技期間のみでなく、全人生・全人格という視点を考慮
したサポートプログラムの構築に向けて調査を行うことは、女性アスリートを持続的に輩出、支援す
ることにつながるものと考える。

③�本プロジェクトの取組が女性アスリートの競技パフォーマンス向上にどのような好影響をもたらす
可能性があるか

　スポーツ愛好者に対する年代ごとの意識調査を実施することにより、実施スポーツの遷移、スポー
ツをやめた理由、スポーツ活動から受けた影響などが明らかになった。これらの調査結果から、競技
団体が取り組むべき導入・育成期における女子アスリートに対する指導方法の提案に有用な情報を提
供することができる。
　また、引退した女性アスリートの、スポーツ開始から引退後までのさまざまな経験や関連する考え
方の変化等について調査することにより、女性アスリートのキャリアを競技期間のみでなく、全人生・
全人格という視点を考慮したサポートプログラムの構築に有用な情報を提供することができる。
　さらに、親のスポーツ参加や競技パフォーマンスに対する価値観が、子ども自身のスポーツにおけ
る能力や継続的な参加に影響を及ぼしていることから、女子中学生アスリートとその保護者、指導者
を対象にした調査により心理・社会的課題を明らかにすることで、女子のスポーツ参加の増加、メダ
ルポテンシャルアスリート層の増強、国際舞台で活躍するエリートアスリートの輩出といった好循環
をもたらす。

Ⅲ. 現在取り組んでいる内容
・�女性のスポーツ参加の傾向に関する調査（インターネット大規模調査）
　導入・育成期においてスポーツをやめた理由や、やめざるを得なかった理由を調べた結果、人間関
係（例：チームメイト、指導者）が最も多かった。具体的には、チーム内での人間関係に関する内容（例：
指導者や友人、先輩の意向でやっていた/やめた）、嫌がらせやハラスメント（例：チーム内でのいじめ、
体罰や言葉の暴力、セクハラ）等が挙げられており、先行研究では示されていない内容が明らかになっ
た。また、子どもにスポーツをさせている親世代を対象として、女子が競技を継続する際に直面する
さまざまな要因や考え方について調査した。
・�国際大会・オリンピック参加経験のある元アスリート（女性）を対象とした認知変容研究（事例研究）
　３名の引退した女性アスリートについて、スポーツ開始から引退後までのさまざまな経験や関連す
る考え方の変化等についてインタビューを行い、考え方や人間関係、競技への取組、引退を決意する
きっかけやその後のキャリアなどについて、心理・社会学的な視点から探索。
・�福岡県タレント発掘事業の女子中学生と、その保護者、事業の指導者を対象としたアンケート調査（本

事業内「女性アスリートのセルフマネジメントプログラム開発プロジェクト」と合同）
　女子中学生に対して、練習に対する取組、生活のマネジメント、身体のマネジメント、将来像等に
関するアンケート調査を実施した。また保護者や指導者に対しては、アスリート支援について調査を
行った。

Ⅳ. 今後の展望および課題
　女性アスリートがスポーツを開始し、キャリアトランジションを経ながら競技引退後のセカンド
キャリアを充実させるために、最も課題の多い育成期とセカンドキャリアへの移行期における、女性
特有の心理・社会的な要因やニーズに対応した支援対策を示すことが必須である。
　以下に、それぞれの発達段階における本プロジェクトの展望と課題を述べる。
育成期：
　競技からの離脱（ドロップアウト）要因を調査し、育成期において競技団体、都道府県・市区町村が
取り組むべき指導に有用な情報を提供する。具体的には、競技団体や都道府県・市区町村で行ってい
るタレント発掘・育成事業を通じて、必要なサポートを具体的に提案することである。競技の継続を
阻害する要因を探ることで、エリートアスリートに対する持続可能な競技生活への支援が可能となる。
セカンドキャリア移行期：
　日本を含め各国の既存のセカンドキャリアプログラムは、ナショナルチームレベルの限られたアス
リートを対象に、ナショナルチームに在籍する期間のみ提供されている。ナショナルチームから外れ
た後でも、こうした支援を受けることができる仕組みを考える必要がある。特に女性アスリートの場
合、結婚や出産などのライフイベントや、引退後の就職やそれに必要な資格取得等への支援は、男性
よりも柔軟に対応すべきだと考える。
具体的には、以下を進めていく。
・�タレント発掘・育成事業の現状を把握し、日本における女性アスリート強化に必要な心理・社会的

要因を探り、エリートアスリートを育成するためのプログラムの開発に有用な支援を提案する
・�多様な支援が必要となる期間に、高い競技力を維持するためのサポート（学業・結婚・育児・職業に

関するサポート等）を提案する
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・�引退後の女性アスリートのセカンドキャリアに関する現状調査を行い（職種、就業形態、収入）、日
本の女性アスリート特有のセカンドキャリア選択のパターンを調査する

・�引退後も継続的にサポートを受けられるシステムの必要性を提案する

（平成24年12月1日現在）

女性リーダーシップ開発プロジェクト

Ⅰ. プロジェクト概要：
　本プロジェクトは、日本スポーツ界の指導的地位（組織役員、コーチ、サポートスタッフなど）に女
性が少ない現状を検証し、積極的な登用に向けたイニシアチブをとる。具体的には、ロンドンオリン
ピックの日本代表選手（女子アスリートのみ）と強化スタッフ（男女）を対象にアンケート調査を実施
し（協力：JOC）、現状を把握すると共に、指導的地位に女性が少ない要因を探り、どのような支援が
どの段階で必要なのか検討する。また具体的に問題解決に向けた取組を行っていく。

Ⅱ. テーマ選定理由：
①先行研究、先行／既存プロジェクト、関連研究など
・�先行研究：競技者のほぼ半数は女性（北京オリンピック時49.9％）であるにもかかわらず、スポーツ

界でコーチや組織役員など指導的地位に就く女性は少ない。リーダーシップに関する先行研究は、
スポーツ以外の領域（例：企業など）を対象としたものが多く、スポーツ界で指導的地位に就く女性
が少ない要因に関する分析、女性を増やすための施策は国内では十分に行われていない。

・�既存プロジェクト：JOCでは、①国際競技大会へ派遣するコーチおよびスタッフを育成する目的で、
2008年からナショナルコーチアカデミーを実施している。また、②スポーツ指導者海外研修事業
として、各競技団体に所属している新進気鋭の若手指導者を、スポーツ指導者海外研修員として海
外に派遣し、専門とする競技水準の向上に関する具体的な方法等について研修させる。さらに、海
外の選手強化対策、指導者養成の実態等について調査・研究にあたらせ、将来我が国のスポーツ界
を担う指導者として養成している。

② ①の問題点および新たな視点を導入する意義、本プロジェクトの斬新さ、強みなど
　ナショナルコーチアカデミー事業は、国際競技力の総合的な向上方策として重要であるが、女性特
有のライフイベント（妊娠・出産等）に対応した取組（ポジティブ・アクション）はなされてきていない。
高い競技レベルで活躍した女性アスリートの経験や専門性を、現役世代および次世代の女性アスリー
トに還元しないのは、大きな損失と考えられている。「男性中心」で構成されてきた指導的地位・組織に、
女性が加わることにより、組織の活性化や多様な課題への対応が可能になる。また、内閣府の第3次
男女共同参画基本計画の課題（スポーツ界の女性リーダーの増員）の克服にも寄与する。
　本プロジェクトは、現状調査から指導的地位に女性が就きにくい要因を探るとともに、実際に女性
が指導的地位に就けるようなサポート、取組を行っていく。

③�本プロジェクトの取組が女性アスリートの競技パフォーマンス向上にどのような好影響をもたらす
可能性があるか

・�女性のコーチ・組織役員が増え、顕在化することにより、現役女性アスリートのロールモデルとし
て機能し、引退後も継続的にスポーツに関わるライフキャリアを展望することができる。

・�高い競技レベルで活躍した女性アスリートが指導的地位に就くことにより、経験や専門性が女性ア
スリートのみならず組織にも反映され、ニーズに沿ったよりきめ細かなサポートが可能になる。そ
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の結果、女性アスリートの競技パフォーマンスも向上する可能性がある。

Ⅲ. 現在取り組んでいる内容
・�本プロジェクトが、JOC女性スポーツ専門部会の協力の下、各競技団体における役員の男女比を調

査したところ、ほとんどの団体において、男性役員が9割以上を占めていることがわかった（順天堂
大学、2012）。

・�ロンドンオリンピック日本代表の女子アスリートにアンケート調査を実施したところ、8割以上が
引退後もスポーツに関わっていきたいと感じており、4割以上が「指導者になりたい」と回答した。
また、約8割が女性の強化スタッフの増員を求めていることがわかった（順天堂大学、2012）。今後
は、男女強化スタッフを対象としたアンケート調査も実施する予定である。

・�2012年11月24日に「女性スポーツリーダーシップカンファレンス2012」を2部構成により開催。
第1部では本事業で実施した調査結果の発表、コーチング現場における実態、カナダコーチング協
会の女性コーチングプログラムの紹介を行い、第2部では第1部の問題提起に関して、元オリンピッ
ク選手（女性）を中心にパネルディスカッションを実施した。

・�「女性コーチのためのカナディアン・ジャーナル」を基に作成された「Taking the Lead」を2011年
度に翻訳を完了し、全国の関係諸機関に配布した。その後、本書のエッセンスを抜き出した簡易版
も作成し、上記カンファレンスにて参加者に配布した。

Ⅳ. 今後の展望および課題
　本プロジェクトの調査から、引退後に「指導者になりたい」というモチベーションのある女性アス
リートが多くいることが明らかとなった。彼女たちが指導者になることにより、トップアスリートと
しての経験や知識が次世代の女性アスリートに還元されるのみならず、現役女性アスリートのロール
モデルにもなり、キャリア形成にも有益である。
　本プロジェクトでは、諸外国における先進的取組や事例について調査し、また「Taking the Lead」
を翻訳することによって情報を収集した。今後は、各国における女性のためのコーチングプログラム
や組織役員になるための先進的取組を参考にしながら、日本において、指導的地位に就く女性の数を
増やすための具体的なプログラム作りに着手する。

（平成24年12月1日現在）

性差医学と環境因子調査研究プロジェクト

Ⅰ. プロジェクト概要：
　本研究は、女性アスリートの月経周期による遺伝子発現変動を女性非アスリートや男性アスリート、
男性非アスリートと比較検討することにより、女性アスリートが健康を損なわずに、最大限にパフォー
マンスを発揮できる条件や特徴を性差医学的視点から検索し、競技力の向上に資する調査研究を行う。
　そのために、日常的に鍛錬している男女アスリートおよび男女非アスリートの末梢血を用いて、①
女性アスリートに特異性の高い遺伝子発現パターンはあるのか、②それら遺伝子に月経周期による発
現量の変動はあるのか等について、トランスクリプトーム的手法を主軸として解析を行う。月経周期
によって発現量が変動する遺伝子等について探索し、女性アスリートもしくは女性非アスリートに特
異性をもたらす内的・外的要因の関連性を分析する。

Ⅱ. テーマ選定理由：
①先行研究、先行／既存プロジェクト、関連研究など
　ヒト（検体）を用いたオミクス性差医学研究としては、発症性差のある疾患（自己免疫疾患等）を標
的とした研究が多い。
　ヒト（検体）を用いたアスリート研究としては、アスリートのパフォーマンスやコンディションに直
結する筋肉や心肺機能や内分泌の解析を標的とした研究、心理学や人間工学的な見地からの研究が多
い。

② ①の問題点および新たな視点を導入する意義、本プロジェクトの斬新さ、強みなど
　幼少期からのトレーニングが女性の発育に及ぼす影響は、競技の習熟や身体の特化等のプラス面ば
かり注目され、女性機能の成熟不全等のマイナス面は未だ軽視されがちなのが現状である。これは古
来医学の「女性≒小型の男性」とみなす考え方と、根本を同じくしている。一方性差医学は、遺伝子や
細胞レベルの研究の発展により、生物学的な性差が明らかになってきたことによって、必要性を認知
されてきた。90年代以降、生理機能や疾患に関して、男性と女性を分けて対応することは、医学では
新たな常識となっている。
　本研究は、月経周期に伴って計画的に採取したアスリートの検体を用いた性差医学的分析という直
接的なアプローチを取っている。また、順天堂大学医学部とスポーツ健康科学部の協力体制によって
実施可能となったプロジェクトであり、被験者自らによる基礎体温の記録などの協力により、男女ア
スリート・男女非アスリートの多角的な経時的解析が可能となっている点を強みとしている。

③�本プロジェクトの取組が女性アスリートの競技パフォーマンス向上にどのような好影響をもたらす
可能性があるか

　本研究は、女性もしくは女性アスリートに特異性をもたらす内的・外的因子の関連性の解析を目的
としている。これらの性差医学的知見は、良好な競技パフォーマンスと女性機能の健康を両立させ、
女性アスリートの体調管理に役立つことが期待できる。

各プロジェクトの平成23・24年度の活動報告
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Ⅲ. 現在取り組んでいる内容
　アスリート（女性6名・男性5名）、非アスリート（女性6名・男性5名）より、月2回（女性：月経開始
3日目前後と20日目前後／男性：任意の日とその2週間後）採血→血清・血漿・末梢血単核球（PBMC）
に分離

●血清→女性ホルモン（黄体形成ホルモン・卵胞刺激ホルモン・エストロゲン・プロゲステロン）濃度測定
①被験者が測定した基礎体温は、低温期と高温期との二相性を示さなかった。
②女性の採血は月経開始3日目前後と20日目前後で行ったが、女性ホルモン量の変動パターンが明確
でないものも多かった。
●PBMC→Total RNA抽出→マイクロアレイ
①全サンプルから発現が検出できた遺伝子は、2,726個であった。
②�サンプルの性質を考慮する等、スキャン時の条件等を工夫すれば、さらに検出遺伝子数が増加した

可能性がある。
●マイクロアレイ・データマイニング…変動遺伝子の抽出
①�全サンプルから検出された2,726個のうち、男性では変動せず、女性の卵胞期-黄体期間で発現量が

有意に増減した遺伝子（女性特異的変動遺伝子）は、111個（卵胞期<黄体期：29個、卵胞期>黄体期：
82個）であった。

②�全サンプルから検出された2,726個のうち、男性アスリートと男女非アスリートでは変動せず、女
性アスリートの卵胞期-黄体期間で発現量が有意に増減した遺伝子（女性アスリート特異的変動遺伝
子）は、97個（卵胞期<黄体期：21個、卵胞期>黄体期：76個）であった。

③�全サンプルから検出された2,726個のうち、男女アスリートと男性非アスリートでは変動せず、女
性非アスリートの卵胞期-黄体期間で発現量が有意に増減した遺伝子（女性非アスリート特異的変動
遺伝子）は、90個（卵胞期<黄体期：35個、卵胞期>黄体期：55個）であった。

●マイクロアレイ・データマイニング…関連の強い生物学的機能の探索（※＝一部解析中）
　それぞれ最も関連の強い5分類を下記に示す。
①「女性特異的変動遺伝子（111個）」 
　卵胞期<黄体期：29個…細胞発達・細胞増殖・細胞形態形成・細胞間シグナル伝達・細胞機能維持 
　卵胞期>黄体期：82個…細胞周期・細胞間シグナル伝達・細胞形態形成・細胞発達・細胞機能維持
②「女性アスリート特異的変動遺伝子（97個）」 
　卵胞期<黄体期：21個…なし 
　卵胞期>黄体期：76個…細胞周期・細胞死/細胞寿命・細胞運動・遺伝子発現・細胞形態形成
③「女性非アスリート特異的変動遺伝子（90個）」 
　卵胞期<黄体期：35個…細胞周期・細胞形態形成・細胞間シグナル伝達・細胞集合/組織化・
                         細胞機能維持 
　卵胞期>黄体期：55個…細胞形態形成・炭水化物代謝・細胞死/細胞寿命・細胞間シグナル伝達・
                         細胞機能維持
●qRT-PCRによる発現変動既知遺伝子群の発現解析（※＝解析中）

Ⅳ. 今後の展望および課題
　遺伝子の絞り込みと、遺伝子群の相互関係についてのパスウェイ解析を実施しているものの、スポー
ツ界への貢献については、詳細に言及できる段階ではない。しかし、患者－健常者の間の比較解析の
みならず、アスリートと非アスリートの比較解析において、予想以上の数の変動遺伝子群を有意差を
もって検出することが可能であるという手応えが得られている。
　現在、測定した黄体形成ホルモン・卵胞刺激ホルモン・エストロゲン・プロゲステロンのデータの
比較解析や変動遺伝子の絞り込みに次いで、月経周期によって発現量が変動する遺伝子等について探
索し、女性アスリートもしくは女性非アスリートに特異性をもたらす内的・外的要因の関連性を分析
するために、分子間パスウェイ解析、qRT-PCR解析を行っている。月経周期によって発現量が変動す
る遺伝子の特定を目指す。

（平成24年12月1日現在）
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月経周期と生体内代謝産物の関連性研究プロジェクト

Ⅰ. プロジェクト概要：
　女性には、約28日を1周期とする性ホルモンに連動した月経周期が存在する。月経周期に応じ、水
分貯留に伴う体重増加などの身体的変動、集中力の低下や気分の落ち込みなどの精神的変動が生じる
ことは、数多く報告されている。しかしながら、月経周期と体調管理や食事管理などのコンディショ
ニングやトレーニングに対する影響との関連については明らかとなっていない。
　本プロジェクトでは、生体内で起こるさまざまな代謝活動により生じる代謝産物のうち、月経周期
による変動が大きいターゲット物質を見出し、運動刺激や食事摂取による影響を検討する。それによ
り、女性アスリートが月経周期に応じた適切で効果的なトレーニング法や食事管理法を獲得し、パ
フォーマンス向上に寄与することを目指す。

Ⅱ. テーマ選定理由：
①先行研究、先行／既存プロジェクト、関連研究など
　アスリートの筋機能向上や持久力向上を目的としたトレーニングプログラムは、アメリカスポーツ
医学会が推奨している条件に基づいて、男女ともに同一条件で実施されている（American College 
of Sports Medicine. Position stand, 1998）。
　一方、近年、骨格筋細胞や脂肪細胞に女性ホルモンであるエストロゲンの受容体が存在し、女性ホ
ルモンが糖代謝、脂質代謝（Rodrigo PA Barros et al.,Cell Metabolism, 2011）およびタンパク代
謝（Sitnick M et al., J Appl Phyasiol, 2006）に関与することが報告されている。しかし、これらの
代謝系が月経周期の影響を受けるか否かは明らかとなっていない。
　つまり、女性アスリートの特性を活かしたトレーニングプログラムやコンディショニング法を開発
することの重要性が考えられ、そのためには生体内の代謝応答について詳細な検討が必要である。

② ①の問題点および新たな視点を導入する意義、本プロジェクトの斬新さ、強みなど
　これまでヒトの代謝物質について検討するためには、多量の生体サンプルが必要であり、同一条件
で生体内に存在する莫大な量の代謝物質を同時に解析することは困難であった。近年、生体内の代謝
物質を微量の生体サンプルで網羅的に解析するメタボロミクスという手法が注目されている。
　本プロジェクトでは、メタボロミクスを用いて月経周期と生体内の代謝物質の変動を網羅的に解析
し、これまで着目されていなかった代謝物質、特に月経周期による変動の差異が大きいターゲット物
質を探索する。
　本研究の達成により、身体的・精神的変動が大きいとしてネガティブに捉えられていた月経周期に
ついての意識を変化させ、女性アスリートを対象とした「月経周期を考慮したトレーニングプログラ
ムおよびコンディショニングの開発」を目指す。

③�本プロジェクトの取組が女性アスリートの競技パフォーマンス向上にどのような好影響をもたらす
可能性があるか

　本研究で月経周期に応じて大きく変動する新たな代謝物質が特定できれば、トレーニング条件や食
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事条件を変化させた場合の効果を検討する上で有益な指標となる。
　その指標を基に、トレーニング効果の確認や食事摂取の評価が実現できれば、アスリートは月経周
期に応じた効果的なトレーニングプログラムや食事管理法を獲得することができ、結果としてパ
フォーマンスの向上が期待できる。

Ⅲ. 現在取り組んでいる内容
　昨年度は、「月経周期による代謝応答の違いを検討すること」を目的とし、実験を行った。対象者は
健常な女子大学生で正常な月経周期を有するアスリート10名、非アスリート10名とし、女性ホルモ
ンであるエストロゲン・プロゲステロンの血中濃度が低い卵胞期と両ホルモンの濃度が高い黄体期の
体組成計測および血液サンプルの解析を行った。その結果、体組成にはフェーズによる差は認められ
なかった。また、メタボロミクス（代謝産物の網羅解析）により血中の代謝産物として113物質が検出
された。その中で、卵胞期と黄体期で大きく変動した物質が非アスリートでは3物質にとどまったの
に対し、アスリートは12物質が大きな変動を示し、糖新生の材料となる糖原性アミノ酸濃度が卵胞期
より黄体期に低下した。すなわち、非アスリートよりもアスリートの方が月経周期に伴って変動する
代謝物質が多かったことから、女性アスリートのコンディショニングに月経周期を考慮することの重
要性が確認された。
　今年度は、「月経周期が持久性運動時の代謝応答に与える影響について検討すること」を目的として
実験を進めている。対象者は持久系種目の女性アスリート6名であり、60分間の自転車運動を実施し、
血液サンプルを分析している。昨年度のメタボロミクス解析の結果、「アスリート群において黄体期
に糖原性アミノ酸が低下」したことから、特にアミノ酸代謝の変動に着目している。

Ⅳ. 今後の展望および課題
　昨年度に得られた「月経周期のフェーズによって運動時のアミノ酸代謝が異なる」という結果は、卵
胞期と黄体期で持久性パフォーマンスが変化する可能性を示すものである。アスリートの場合には、
試合時にピークパフォーマンスを発揮することが極めて重要であり、コンディションが良い状態を維
持する必要がある。そのためには、月経周期に応じて栄養摂取内容や食事管理を工夫することが有効
であることが示唆された。今年度、取り組んでいる実験では、月経周期が持久性運動時の生理反応お
よび代謝に及ぼす影響について明らかにすることを目的としている。今年度は女性アスリート6名を
対象として実験を進めているが、分析結果の信頼性を高めるためにも、さらに被験者数を増加させて
検討していく必要があると考えている。
　

（平成24年12月1日現在）
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女性アスリートのセルフマネジメントプログラム開発プロジェクト

Ⅰ. プロジェクト概要：
　本プロジェクトは、多くの女性アスリートたちが長期にわたって競技生活を継続することができる
よう、月経周期を中心とした心身のコンディションの自己管理の必要性について教育するプログラム

（セルフマネジメント教育プログラム）を開発することを目的としている。
　具体的には、心身のコンディションを1冊のノートに記録・管理することができる「女性アスリート
手帳」を作成し、JOC加盟競技団体を中心に配布した。また、その手帳を活用し、女子大学生アスリー
トのコンディション管理における実態調査を行った。さらに育成期にあたるアスリートたちのセルフ
マネジメント教育プログラムの開発をねらいとし、女子アスリート、その指導者、保護者を対象に、
身体・生理的課題、心理・社会的課題についての現状調査を行った。
　また来年度以降、通信端末を用いたコンディション管理システムを構築することを見込み、女子大
学生アスリートを対象に、意識調査を行った。

Ⅱ. テーマ選定理由：
①先行研究、先行／既存プロジェクト、関連研究など
・�女性アスリートの月経周期と心身への影響についての先行研究は多数存在する。
・�アスリートのコンディション評価については、主観的コンディション、生理学的指標、内分泌学的

指標、免疫学的指標など多岐にわたって研究されているが、月経周期によってコンディションが変
化する女性アスリートに応じた評価の視点は、さらなる研究が望まれている。

・�日常的に実施する高強度のトレーニングと過酷な食事制限は、女性アスリートの中枢機能の調整に
障害をもたらし、摂食障害を発症させる危険性が指摘され、このことが体脂肪率を減少させ、性ホ
ルモン分泌の異常をもたらし、月経異常の発症や骨組織の脆弱化の危険性を高めることが報告され
ている。

・�思春期以降の女性に対し、行動変容をねらいとした月経教育の必要性が指摘されている。

② ①の問題点および新たな視点を導入する意義、本プロジェクトの斬新さ、強みなど
　月経についての正しい知識やその指導の必要性、女性アスリート自身の自己管理の必要性が課題と
されて久しいが、いまだ、その問題にアプローチするプログラムの開発はなされていない。本プロジェ
クトの女性アスリート手帳を活用したセルフマネジメント教育プログラムの開発は、多くの女性アス
リートに正しい知識を与え、自己管理能力を習得する動機づけとなる女性アスリート育成の基本的教
育プログラムとして活用されていくことが期待される。

③�本プロジェクトの取組が女性アスリートの競技パフォーマンス向上にどのような好影響をもたらす
可能性があるか

　女性アスリート自身が、心身のコンディションを理解した上で、継続的に管理していくことができ
れば、怪我や不調に対し早期発見・治療が可能となる。また、女性アスリートは種目転向によって、
新たな才能を開花し潜在能力を発揮する事例も多いことから、育成期からの徹底したセルフマネジメ
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ント教育が、メダルポテンシャルアスリートの発掘・育成につながる可能性も考えられる。さらに多
くの女性アスリートのコンディション管理の記録は、女性アスリートが抱える身体・生理的・心理・
社会的な課題を明確にし、解決に向けた取組の提案、改善策を示すことができる。
　これらのことは長期的なビジョンをもった女性アスリートの育成・強化につながることとなる。

Ⅲ. 現在取り組んでいる内容
・�JOC加盟全競技団体の選手を対象に女性アスリート手帳を配布。追加配付の希望のあった競技団体

に対してはインタビュー調査を実施した。
・�女子大学生アスリートのコンディション管理における実態および意識調査を実施した。
・�育成期の女子アスリート、その指導者、保護者を対象とした、セルフマネジメント教育プログラム

開発に向けた基礎調査（女性アスリートの育成とセカンドキャリア研究プロジェクトと合同）を実施
した。

Ⅳ. 今後の展望および課題
　本事業によるこれまでの調査や現場の声から、女性アスリートの身体・生理的、心理・社会的課題
に関する情報提供が強く求められていることがわかった。また、女性アスリートと月経に関する研究
も、発展途上の段階であるといえる。実際、女性アスリートの月経周期に特化したコンディション管
理ツールなどは今まで普及していなかったため、現在、開発を進めている女性アスリート手帳は、月
経コントロールはもちろん、自身の心身の変化を知るコンディション管理に欠かせないツールとして、
今後、ニーズが高まるものと考える。
　また来年度以降には、通信端末を用いたコンディション管理のシステム開発についても積極的に検
討していく。このシステム開発に関しては、女性アスリートを指導・サポートするスタッフから強く
要望されており、女性アスリートの心身のコンディションをサポートスタッフが深く理解するツール
となり得る。
　さらに、女性アスリート手帳やコンディション管理システムを活用した教育プログラムを確立する
ことで、女性アスリート自身が心身の変化に気づき、自らコンディションを積極的に管理するという
セルフケアの好循環が生じる。こうした女性アスリートのセルフマネジメント能力の向上は、女性ア
スリート特有の身体的問題がきっかけで競技を離れざるを得ない選手を最小限にとどめ、スポーツに
関わる女子の増加、メダルポテンシャルアスリート層の増強、世界で活躍する女性アスリートの輩出
といった好循環を生み出す。
　

（平成24年12月1日現在）
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